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1. 調査研究の概要 

 本調査研究の背景と目的 

(1) 本調査研究の背景 

政府統計を作成する各府省では、調査事項の精査、行政記録情報等の活用やオンライン

調査の推進等を通じて、統計の精度を確保しつつ、効率的な統計の作成・提供に努めてい

るものの、統計を取り巻く環境が一層厳しさを増す中、報告者の負担軽減や統計の作成・

提供の効率化により、限られた統計リソースを集中的に投入することがますます重要とな

っている。また、平成２８年１２月に経済財政諮問会議がまとめた「統計改革の基本方

針」においては、統計調査の公表に係る作業・処理工程を見直し、その優良事例の共有を

図るとともに、重複感の多い統計や利活用度の低い統計の整理・合理化、効率化を推進す

るよう求められている。さらに、統計改革推進会議「最終取りまとめ」（平成２９年５

月）では、①統計委員会に設置する統計棚卸チームによる定期的な棚卸しを通じたモニタ

リングと継続的な改善の実施、②報告者・調査実施者・統計作成者・ユーザーにわたる統

計に関する官民のコストを３年間で２割削減すること等が求められている。 

このため、平成３０年３月に閣議決定された第Ⅲ期「公的統計の整備に関する基本的な

計画」では、統計委員会は、総務省及び各府省と連携し、統計の精度向上や業務効率化、

統計の利活用促進、報告者の負担軽減等の取組を総合的に推進する観点から、既存の政府

統計全般を対象に、民間部門の業務改革で活用されているＢＰＲ手法を活用した統計棚卸

しを３～５年の周期で企画、実査、審査・集計、提供・利活用の各段階における共通的な

視点を設定して実施するとされている。さらに政府統計を作成する各府省は、統計に関す

る官民コストを３年間で２割削減する目標について、削減計画の策定・実施を通じ、その

実現を図ることとなっているが、その際、統計委員会は、利活用推進の観点に留意すると

ともに、統計ニーズに反した調査の廃止や調査項目の縮減、調査結果の精度低下、異なる

統計間の比較可能性の喪失等が生じないように、注視することが求められている。 

(2) 本調査研究の目的 

本調査研究は、経済財政諮問会議「統計改革の基本方針」、統計改革推進会議「最終取り

まとめ」、第Ⅲ期「公的統計の整備に関する基本的な計画」で指摘された事項への回答の素

材を提供し、公的統計の整備に資することを目的として、統計棚卸し作業等に当たっての政

府統計の利活用状況やユーザーの統計ニーズの把握を行った。また、政府統計の代替可能性

等にも議論が及んだ場合に備え、民間が作成している類似の統計について状況の把握を行

った。 
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 本調査研究の概要 

本調査研究では、まず、政府が作成している統計（基幹統計及び一般統計調査に基づく統

計）について、網羅的に、ホームページ等に掲載されている情報から利活用状況を示す定量

的な指標を作成するとともに、民間企業、民間エコノミスト、研究者等に対してアンケート

調査を行い、各統計に対するニーズや、統計調査間の重複に対する意見、他の情報源による

代替可能性等を把握し、分析した。 

また、いわゆる業界団体、信用調査会社、及び売上情報等の経済活動に関する情報を収集

している企業・団体が作成する統計を整理し、それらの業界団体等へのアンケート調査やホ

ームページに掲載された情報整理を行い、各団体等が作成している統計及び統計作成のた

めの情報源を分析した。その上で、政府統計と民間統計との代替可能性等について検討を行

った。 

 

図表 1-1 調査研究の流れ 
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2. 政府統計の利活用状況に関する調査(1): 定量的指標の作成・分析 

本章では、政府統計を対象に、各機関の公表資料・ホームページ、及び新聞・雑誌・報告

書・日本語学術誌等からデータを収集し統計の利活用度合いを示す定量的指標を作成し、各

統計の利活用度合いに関する量的な分析を行った。 

 対象とする政府統計 

基幹統計 56 のうち加工統計を除く基幹統計 50、現在実施している一般統計調査によって

作成される統計 232 の合計 282 をもとに、試験調査や結果が未公表である一部の統計等を

除く 267 の調査統計を対象とした1。以降、本調査研究では、統計調査名をもって統計を指

すこととする（対象とする政府統計一覧は参考資料 1 を参照）。 

なお、各統計の分野は、総務省・政策統括官（統計基準担当）が設定している「統計調査

の審査上の分野 15 区分」をもとに８区分に整理した（図表 2-1）。このうち、「景気・マク

ロ経済」は、政府統計の主要な利用目的である景気判断に利用されることが多い統計を一括

して扱うことが望ましいため、鉱工業、商業・サービス業、企業・経営、金融・財政、家計・

物価の５区分を統合して設定している。 

 

図表 2-1 対象とする政府統計 

 

                                                        
1 試験調査、母集団調査は除外した（平成 32 年国勢調査第一次試験調査、2018 年漁業センサス試行調

査、経済センサス‐基礎調査試験調査、平成 30 年住宅・土地統計調査試験調査、平成 30 年住生活総合調

査試験調査、内航船舶輸送統計母集団調査、船員労働統計母集団調査、購買状況の把握に関する試験調

査、平成 29 年国民生活基礎調査試験調査）。また、結果がまだ公表されていない等の調査は除外した

（未公表である家計消費単身モニター調査、化学物質排出把握管理促進法施行状況調査、医科歯科連携の

在り方に関する調査、結果の単独公表のない国際比較プログラムに関する小売物価統計調査、租税特別措

置の適用状況の透明化等に関する法律第 4 条第 1 項に基づく適用実態調査）。なお、21 世紀出生児縦断調

査は、平成 13 年出生児を対象とする調査と平成 22 年出生児を対象とする調査をあわせて１調査とした。 

総数 月次
四半期
など

年次
周期、
不定期

（備考）統計調査の審査上の分野

総数 267(50) 58(22) 22(3) 100(11) 87(14)
1景気・マクロ経済 62(16) 26(8) 13(2) 15(3) 8(3) 鉱工業、商業・サービス業、企業・経営、金融・財政、家計・物価

2人口・労働・賃金 32(8) 4(3) 5(-) 13(2) 10(3) 人口、労働・賃金
3医療・福祉 51(3) 8(1) 1(-) 18(1) 24(1) 福祉・衛生
4教育・文化・科学技術 19(4) -(-) -(-) 13(2) 6(2) 教育・文化・科学
5建設・不動産 18(4) 5(2) 1(-) 4(-) 8(2) 建設・土地
6運輸・通信 29(4) 5(3) 1(-) 7(1) 16(-) 運輸・通信
7農林水産 27(7) 5(3) 1(1) 16(1) 5(2) 農林水産
8生活・環境・エネルギー 29(4) 5(2) -(-) 14(1) 10(1) 生活・環境、エネルギー
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 利活用度指標の作成 

各機関の公表資料・ホームページ、及び新聞・雑誌・報告書・日本語学術誌等からデータ

を収集し統計の利活用度合いを示す定量的指標を作成した。 

(1) 利活用度指標の作成方法 

本調査研究で対象とする政府統計の国民による利活用の流れを図表 2-2 のとおり捉え、

利活用度指標は、新聞・雑誌記事での利用、政府資料での利用、民間調査機関での利用、各

業界での利用、学術での利用の 5 種類の指標に、e-Stat ダウンロード件数を加えた合計 6 種

類の指標を作成した。なお、本調査研究では、地方公共団体での利用に関する利活用度指標

は作成しておらず、GDP 統計等の加工統計を通じた利用も考慮していない。 

また、利活用度を分析する上での参考情報として、統計の調査規模に関する情報である、

事業費と延べ客体数の２つの指標を整理した。 

 

図表 2-2 国民による政府統計の利活用の流れ（イメージ） 

 

1) 利活用度指標(6 指標) 

a. 主要新聞・雑誌記事での利活用度 

全国紙（8 媒体）、日経各紙(12)、一般紙(53)、雑誌（174 誌）の 247 媒体における平成 25

年～29 年の 5 年間の記事を対象に、統計調査名でキーワード検索を行い、ヒットした件数

を整理した（日本経済新聞社が提供するデータベースサービス「日経テレコン」を利用）。

267 統計でヒットした記事件数は 92,366 件となった。 

キーワード検索にあたっては、統計調査の正式名称だけでなく、統計調査の通称や略称、

さらに、当該統計調査から作成される加工統計（例えば、小売物価統計調査では「消費者物

価指数」、経済産業省生産動態統計調査では「鉱工業指数」、ただし、複数の調査統計から

GDP統計等の加工統計

e-Stat

民間調査機関 各業界 学術地方公共団体政府

国民による政府統計の利活用

新聞・雑誌

本調査研究で対象とする政府統計
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作成する加工統計は除く）の名称によっても行った。各統計について用いた検索ワードは、

図表 2-7～図表 2-14 を参考にされたい（b 以降の指標についても同様）。 

b. 政府資料での利活用度 

政府白書244 件、審議会3（ただし、統計委員会、官民競争入札等監理委員会、を除く）125

件について、過去 5 年分（平成 25 年度以降）の白書及び会議資料（本会議）をクローリン

グし、収集した情報について、統計調査名で検索したヒット件数（府省ホームページで公開

されている範囲）を集計した。白書、審議会ごと、年度ごとに１件とカウントすると、ヒッ

ト件数は 2,774 件となった。 

c. 民間調査機関での利活用度 

前述「日経テレコン」に収録される調査・統計・マーケティング関連の 39 媒体4における

平成 25～29 年の 5 年間の記事やレポート等を対象に、統計調査名でキーワード検索しヒッ

ト件数を整理した。267 統計でヒットした件数は 18,527 件となった。 

d. 各業界での利活用度 

前述「日経テレコン」に収録される専門紙等 100 媒体における平成 25 年～29 年の 5 年間

の記事を対象に、統計調査名でキーワード検索しヒット件数を整理した。267 統計でヒット

した記事件数は 14,825 件となった。 

e. 学術での利活用度 

CiNiiArticles の論文データベースを用いて、統計調査名でキーワード検索しヒット件数を

整理した。平成 25 年から平成 29 年までに公表されたものを対象に、267 統計でヒットした

件数は 36,248 件となった。なお、一部に a 主要新聞・雑誌記事と重複があることに留意が

                                                        
2 http://www.kantei.go.jp/jp/hakusyo/ 
3 https://www.cas.go.jp/jp/gaiyou/jimu/jinjikyoku/satei_01_04_03.html 
4 「日経ＮＥＥＤＳ統計データ」、「東洋経済統計月報」、「日経 BP データボード」、「矢野経済研究

所マーケットシェア事典」、「矢野経済研究所これから伸びる 100 アイテム」、「富士経済グループ マ

ーケットシェアデータ」、「日経リサーチブランド調査」、「マクロミル消費者調査レポート」、「NTT

コム リサーチ」、「ヤフー・リサーチ生活者意識調査」、「BCN デジタル家電・PC ランキング」、

「日経 POS 情報・売れ筋商品ランキング」、「季刊マーケティングジャーナル」、「マーケティング・

リサーチャー」、「日経 NEEDS 業界解説レポート」、「NowcaSTats リポート」、「QUICK 企業価値研

究所業界レポート」、「QUICK 月次調査」、「QUICK 短期経済観測調査」、「QUICK プレミアムランキ

ング」、「QUICK GDP トラッカーレポート」、「三菱 UFJ リサーチ&コンサルティング レポート」、

「みずほ総合研究所調査リポート」、「野村総合研究所 調査研究レポート」、「証券アナリストジャー

ナル」、「月刊資本市場」、「日本経済研究センターレポート」、「国立国会図書館立法調査資料」、

「リム総研エネルギーレポート」、「三菱ケミカルリサーチ・レポート」、「VALUENEX 技術トレンド

レポート」、「都市問題」、「ＭＭ総研ＩＴレポート」、「MIC IT リポート」、「ITR Review」、「国内

IT 投資動向調査報告書」、「繊維トレンド」、「電通総研インサイト・レポート」、「日経ＮＥＥＤＳで

読み解く」 
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必要である。 

f. e-Stat ダウンロード件数 

e-Stat における、平成 28 年度のダウンロード件数を集計した。267 統計の総件数は

34,546,851 件となった。集計された統計表の数が多い統計ほどダウンロード件数が多くなる

こと、ロボットによるダウンロード等も含まれていること、等に留意する必要があることか

ら、本分析では、参考計数の扱いとしている。 

2) (参考)調査規模指標(2 指標) 

a. 事業費 

総務省『各府省統計事業計画一覧』（平成 25～29 年度分）から、統計調査ごとの事業費

を整理した。 

ただし、ここでは、事務経費（統計職員の人件費、複数の統計で利用するシステム整備費

等）は含まれていない。そのため、事務経費のみの統計については指標が作成できない。ま

た、複数の統計調査を一括して事業費が取りまとめられているもの、政策分野の事業費の内

数であって、統計の作成に要した費用が整理されていないものもある。以上のことから、事

業費が整理できたのは 209 統計となっている。 

整理の結果、209 統計の事業費は、5 年間で 1,900 億円（年平均 380 億円）となった。 

b. 延べ客体数 

総務省『統計法令に基づく統計調査の承認及び届出の状況』をもとに、各統計調査につい

て調査票ごとの客体数に 5 年間の調査回数を乗じたものを積算した。延べ客体数は 5 年間

で 1.6 億者となった（詳細は参考資料 2 を参照）。 

なお、各調査票の回答に要する時間もしくは設問数等、調査票１票当たりの負担の大きさ

は加味していない点に留意が必要である。 
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(2) 利活用度指標相互の関係 

作成した利活用度に関する各指標間の関係等を整理した。 

267 統計全体で、利活用度６指標間の相関関係をみると、統計ごとのばらつきは大きいが、

総じていえば、利活用度指標相互には一定の相関関係があると考えられる。「主要新聞・雑

誌記事での利用」との相関をみると、「政府資料での利用」、「民間調査機関での利用」、

「業界での利用」、「学術での利用」のいずれも高くなっている。すなわち、新聞・雑誌記

事での利用が多い統計は、政府資料、民間調査機関、各業界、学術でも利活用度が高い傾向

がある。 

図表 2-3 利活用度に関する 6 指標の関係 

  
注 利活用度指標は常用対数に変換して表示。0 件のものは表示していない。 
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 統計の利活用度の分析 

前節で作成した利活用度指標を用いて、各統計の利活用度合いに関する量的な分析を行

った。 

(1) 統計分野・調査周期別の傾向 

政府統計の利活用度を統計分野別にみると、主要新聞・雑誌記事や民間調査機関での利用

では、「景気・マクロ経済」統計、「人口・労働・賃金」統計の利活用度が高くなっている。

一方、政府資料では、「景気・マクロ経済」統計、「人口・労働・賃金」統計のほか「医療・

福祉」統計、「教育・文化・科学技術」統計の利用が目立っており、比較的幅広い分野の統

計が利用されている。このほか、業界での利用では、「景気・マクロ経済」統計、「建設・

不動産」統計、「人口・労働・賃金」統計の利活用度が高い。学術分野の利用では、「景気・

マクロ経済」統計、「人口・労働・賃金」統計、「医療・福祉」統計の利活用度が高くなっ

ている。以上のように、「景気・マクロ経済」統計と「人口・労働・賃金」統計で、幅広い

利用分野において利活用度が高いことが特徴となっているが、「医療・福祉」統計や「建設・

不動産」統計においても、利用分野によっては利活用度が高くなっている。 
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図表 2-4 統計分野別にみた利活用度 

 

 
 

  

1

10

100

1,000

10,000

100,000

1,000,000

10,000,000

新聞雑誌

政府

⺠間調査機関

業界

学術

e-Stat
1景気・マクロ経済
2人口・労働・賃金
3医療・福祉
4教育・文化・科学技術
5建設・不動産
6運輸・通信
7農林水産
8生活・環境・エネルギー

統計の数 新聞雑誌 政府
⺠間調査

機関
業界 学術 e-Stat

総数 267 92,366 2,774 18,527 14,825 36,248 34,546,851
1景気・マクロ経済 62 47,529 721 6,227 5,594 15,784 7,210,119
2人口・労働・賃金 32 30,580 835 11,753 3,002 8,533 9,600,747
3医療・福祉 51 4,764 430 84 901 5,711 2,913,903
4教育・文化・科学技術 19 2,660 321 53 195 1,427 2,582,511
5建設・不動産 18 1,772 79 319 4,235 1,197 3,127,460
6運輸・通信 29 413 91 29 398 1,186 214,586
7農林水産 27 1,760 111 26 300 979 7,710,640
8生活・環境・エネルギー 29 2,888 186 36 200 1,431 1,186,885



 

10 
 

また、調査周期別にみると、主要新聞・雑誌記事、業界、学術での利用においては、月次

調査の利活用度が最も高く、次いで周期・不定期調査（３年、５年ごとないし、不定期に調

査する統計調査）が利用されている。一方、政府資料での利用では、年次調査、周期・不定

期調査の利活用度が、民間調査機関での利用では、周期・不定期調査、月次調査の利活用度

が各々高くなっている。 

 

図表 2-5 調査周期別にみた利活用度 

 

 
  

1

10

100

1,000

10,000

100,000

1,000,000

10,000,000

100,000,000

新聞雑誌

政府

⺠間調査機
関

業界

学術

e-Stat

月次

四半期など

年次

周期、不定期

統計の数 新聞雑誌 政府
⺠間調査

機関
業界 学術 e-Stat

総数 267 92,366 2,774 18,527 14,825 36,248 34,546,851
月次 58 47,693 764 7,430 9,025 17,778 12,203,967
四半期など 22 5,548 205 564 1,402 1,553 700,439
年次 100 11,996 948 327 1,528 7,140 10,239,668
周期、不定期 87 27,129 857 10,206 2,870 9,777 11,402,777
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(2) 統計の利活用度の分布 

267 統計全体における利活用度の集中度合いについてみていくと、利活用度指標として

「主要新聞・雑誌記事」での利用を用いた場合では、利活用度の高い上位 27 統計（政府統

計 267 統計の 1 割）で、政府統計の利活用度の合計の 91％を占めている。他方、利活用度

が 0 の統計（キーワード検索で 1 件もヒットしなかった統計）は 72 統計となっている。 

こうした利活用度が少数の統計に集中する傾向は、他の利活用度指標で見た場合も、おお

むね類似している。ただし、「政府資料」での利用、「学術」での利用においては、少数の

統計への利活用度の集中度合いは相対的にみれば高くないこと、「民間調査機関」の利用で

は、国勢調査を筆頭に集中度合いが相対的に高いことが特徴である5。 

具体的には、「政府資料」での利用では、上位１割の統計で利活用度の 59％を占める一

方で、利活用度 0 の統計が 97 統計となっている。「民間調査機関」での利用では、上位１

割の統計で利活用度の 98％を占める一方で、利活用度 0 の統計が 151 統計となっている。

「業界」での利用では、上位１割の統計で利活用度の 82％を占める一方で、利活用度 0 の

統計が 89 統計となっている。「学術」での利用では、上位１割の統計で利活用度の 80％を

占める一方で、利活用度 0 の統計が 75 統計となっている。「e-Stat」ダウンロード件数では、

上位１割の統計で利活用度の 78％を占める一方で、利活用度 0 の統計が 11 統計となってい

る。 

図表 2-6 各利活用度指標(6 指標)における利活用度の集中度合い（ローレンツ曲線） 

 

                                                        
5 「民間調査機関」における利活用度指標が対象とする媒体には、民間会社が運営する統計データベース

サービスも含まれている。特に国勢調査は、これらのデータベースに収録されている統計表が多いため、

検索によるヒット件数が多くなっている。 

1 51 101 151 201 251

0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1

1 267

利
活

用
度

の
累

積
比

率

統計（利活用度の低い順）

新聞雑誌
政府
⺠間調査機関
業界
学術
e-Stat



 

12 
 

(3) 各統計の利活用度 

統計の利活用度の分布をふまえ、利活用度の高い統計、利活用度の低い統計の抽出を行っ

た。これまでにみたとおり、利活用度に係る 6 指標は、それぞれの特徴を有しており、これ

らを総合化することは困難であるため、各分野において 6 指標いずれにおいても上位３分

の１程度（景気・マクロは 62 統計中 20 位以内、医療・福祉は 51 統計中 15 位以内、その他

は 10 位以内）であった統計を利活用度が高い統計とし、各分野において 6 指標いずれにお

いても下位３分の１程度であった統計を利活用度が低い統計とした。 

その結果、利活用度の高い統計として 32 統計、利活用度の低い統計として 41 統計が抽

出された。利活用度指標として「主要新聞・雑誌記事」での利用を用いた場合、利活用度の

高い 32 統計が政府統計 267 統計の利活用度計の 82％を占め6、これらの統計には、国勢調

査、経済センサス（活動調査）等が含まれ、大規模統計調査による統計が多くなっている。

他方、利活用度の低い 41 統計の利活用度の合計は全体の 0.02%にすぎない7。なお、利活用

度の低い統計はいずれも中小規模の統計調査による統計となっている。 

各統計分野において抽出された統計は以下のとおりである。 

1) 景気・マクロ経済 

景気・マクロ経済 62 統計のうち、利活用度が高い統計として、6 指標いずれにおいても

上位 20 位以内であった統計を抽出すると、「小売物価統計調査＜消費者物価指数＞」、「家

計調査」、「消費動向調査」、「経済産業省生産動態統計調査＜鉱工業指数＞」、「経済セ

ンサス活動調査」、「商業動態統計調査」、「法人企業統計調査」の 7 統計が抽出された。

利活用度 6 指標のうち主要新聞・雑誌記事の利用では、利活用度最大の「小売物価統計調査

＜消費者物価指数＞」は、全政府統計の利活用度計の 26％を占める結果となり、突出して

いる。また、上記 7 統計では全体の 42％を占めている。なお、他の利活用度指標でみると、

上記７統計では、政府資料での利用で全政府統計の利活用度計の 14％、民間調査機関での

利用で同 25％、業界での利用で同 26％、学術での利用で同 37％と、主要新聞・雑誌記事で

の利用ほどではないが、７統計で相当のシェアを占めている。 

一方、利活用度が低い統計として、6 指標いずれにおいても下位 20 位以内であった統計

を抽出すると、「組織マネジメントに関する調査」、「北海道法人企業投資状況調査」、「貴

金属流通統計調査」、「たばこ小売販売業経営実態調査」、「非鉄金属海外鉱等受入調査」、

「金属加工統計調査」、「容器包装利用・製造等実態調査」、「地方公共団体消費状況等調

査」の 8 統計が抽出された。 

2) 人口・労働・賃金 

人口・労働・賃金 32 統計のうち、利活用度が高い統計として、6 指標いずれにおいても

上位 10 位以内であった統計を抽出すると、「国勢調査」、「労働力調査」、「毎月勤労統

                                                        
6 「政府資料」での利用では 53％、「民間調査機関」の利用では 90％、「業界」での利用では 71％、

「学術」利用では 69％、「e-Stat」ダウンロード件数では 59％を占めている。 
7 「政府資料」での利用では 1.2％、「民間調査機関」の利用では 0％、「業界」での利用では 0.1％、

「学術」利用では 0.1％、「e-Stat」ダウンロード件数では 0.4％を占めている。 
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計調査」、「賃金構造基本統計調査」の 4 統計が抽出された。主要新聞・雑誌記事の利活用

度指標でみると、利活用度最大の「国勢調査」は全政府統計の利活用度計の 21％を占める

結果となり、突出している。また、上記 4 統計で全体の 28％を占めている。なお、他の利

活用度指標でみると、上記４統計では、政府資料の利用で全政府統計の利活用度計の 18％、

民間調査機関の利用で同 63％、業界での利用で同 16％、学術での利用で同 14％と、「国勢

調査」を中心に、4 統計で相当のシェアを占めている。 

一方、利活用度が低い統計として、6 指標いずれにおいても下位 10 位以内であった統計

を抽出すると、「港湾運送事業雇用実態調査」、「労務費率調査」、「民間企業における役

員報酬（給与）調査」、「家内労働等実態調査」、「退職公務員生活状況調査」の 5 統計が

抽出された。 

3) 医療・福祉 

医療・福祉 51 統計のうち、利活用度が高い統計として、6 指標いずれにおいても上位 15

位以内であった統計を抽出すると、「国民健康・栄養調査」、「患者調査」、「介護給付費

等実態調査」の 3 統計が抽出された。主要新聞・雑誌記事の利活用度指標でみると、利活用

度最大の「国民健康・栄養調査」は全政府統計の利活用度計の 1％を占め、上記 3 統計で全

体の 2％を占めている。なお、他の利活用度指標でみると、上記３統計では、政府資料の利

用で全政府統計の利活用度計の 4％、民間調査機関の利用で同 0.1％、業界での利用で同 2％、

学術での利用で同 6％と、政府資料での利用と学術での利用が高めとなっている。 

一方、利活用度が低い統計として、6 指標いずれにおいても下位 15 位以内であった統計

を抽出すると、「ホームレスの実態に関する全国調査（生活実態調査）」、「保険医療材料

等使用状況調査」、「歯科技工料調査」、「国家公務員共済組合年金受給者実態調査」、「公

務員及び私学教職員に関する厚生年金保険適用給付状況調査」、「無歯科医地区等調査」、

「障害福祉サービス等従事者処遇状況等調査」、「無医地区等調査」の 8 統計が抽出された。 

4) 教育・文化・科学技術 

教育・文化・科学技術 19 統計のうち、利活用度が高い統計として、6 指標いずれにおい

ても上位 10 位以内であった統計を抽出すると、「学校基本調査」、「体力・運動能力調査」、

「科学技術研究調査」、「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査」、

「社会教育調査」の 5 統計が抽出された。新聞・雑誌指標でみると、利活用度最大の「学校

基本調査」は全政府統計の利活用度計の 2％を占め、上記 5 統計で全体の 3％を占めている。

なお、他の利活用度指標でみると、上記 5 統計では、政府資料の利用で全政府統計の利活用

度計の 7％、民間調査機関の利用で同 0.2％、業界での利用で同 1％、学術での利用で同 3％

と、政府資料での利用が高めとなっている。 

一方、利活用度が低い統計として、6 指標いずれにおいても下位 10 位以内であった統計

を抽出すると、「大学等におけるフルタイム換算データに関する調査」、「大学・短期大学・

高等専門学校におけるインターンシップ実施状況等調査」、「知的財産活動調査」、「模倣

被害実態調査」、「学校給食栄養報告」、「学術情報基盤実態調査」の 6 統計が抽出された。 
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5) 建設・不動産 

建設・不動産 18 統計のうち、利活用度が高い統計として、6 指標いずれにおいても上位

10 位以内であった統計を抽出すると、「住宅・土地統計調査」、「建築着工統計調査（住宅

着工を含む）」、「建設工事統計調査（建設工事受注動態統計、建設工事施工統計）」、「法

人土地・建物基本調査」、「建築物リフォーム・リニューアル調査」の 5 統計が抽出された。

新聞・雑誌指標でみると、利活用度最大の「住宅・土地統計調査」は全政府統計の利活用度

計の 1％を占め、上記 5 統計で全体の 2％を占めている。なお、他の利活用度指標でみると、

上記 6 統計では、政府資料の利用で全政府統計の利活用度計の 2％、民間調査機関の利用で

同 2％、業界での利用で同 23％、学術での利用で同 2％と、業界での利用が顕著に高くなっ

ているが、「建築着工統計調査」、「建設工事統計調査」の 2 統計の利活用度が顕著に高く

なっている。 

一方、利活用度が低い統計として、6 指標いずれにおいても下位 10 位以内であった統計

を抽出すると、「建設機械動向調査」、「建設資材・労働力需要実態調査」、「土地動態調

査」の 3 統計が抽出された。 

6) 運輸・通信 

運輸・通信 29 統計のうち、利活用度が高い統計として、6 指標いずれにおいても上位 10

位以内であった統計を抽出すると、主要新聞・雑誌記事、政府資料、民間調査機関の利用で

は、「通信利用動向調査」がトップとなっているが、同統計調査は、業界や学術での利用が

多くない（業界での利用では、「全国道路・街路交通情勢調査」、学術での利用では「パー

ソントリップ調査」がトップ）等、全体に分野ごとに利用されている統計がばらばらである

こともあって、該当する統計は存在しないという結果となった。 

一方、利活用度が低い統計として、6 指標いずれにおいても下位 10 位以内であった統計

を抽出すると、「貸切バスの安全確保を推進するためのアンケート調査」、「バルク貨物流

動調査」、「船員異動状況調査」の 3 統計が抽出された。 

7) 農林水産 

農林水産 27 統計のうち、利活用度が高い統計として、6 指標いずれにおいても上位 10 位

以内であった統計を抽出すると、「農林業センサス」、「漁業センサス」、「農業経営統計

調査」、「集落営農実態調査」の 4 統計が抽出された。主要新聞・雑誌記事の利活用度指標

でみると、利活用度最大の「農林業センサス」は全政府統計の利活用度計の 1％を占め、上

記 4 統計で全体の 2％を占めている。なお、他の利活用度指標でみると、上記 4 統計では、

政府資料の利用で全政府統計の利活用度計の 2％、民間調査機関の利用で同 0.1％、業界で

の利用で同 1％、学術での利用で同 2％となっている。いずれの指標においても、「農林業

センサス」の利用度の高さが目立っている。 

一方、利活用度が低い統計として、6 指標いずれにおいても下位 10 位以内であった統計

を抽出すると、「水産加工業経営実態調査」、「都道府県知事認可漁業協同組合の職員に関

する一斉調査」、「農道整備状況調査」、「土壌改良資材の生産量及び輸入量調査」、「生

産者の米穀在庫等調査」、「花き産業振興総合調査」の 6 統計が抽出された。 
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8) 生活・環境・エネルギー 

生活・環境・エネルギー29 統計のうち、利活用度が高い統計として、6 指標いずれにおい

ても上位 10 位以内であった統計を抽出すると、「国民生活基礎調査」、「社会生活基本調

査」、「21 世紀出生児縦断調査」、「21 世紀成年者縦断調査（国民の生活に関する継続調

査）」の 4 統計が抽出された。主要新聞・雑誌の利活用度指標でみると、利活用度最大の「国

民生活基礎調査」は全政府統計の利活用度計の 2％を占め、上記 4 統計で全体の 3％を占め

ている。なお、他の利活用度指標でみると、上記 4 統計では、政府資料の利用で全政府統計

の利活用度計の 4％、民間調査機関の利用で同 0.2％、業界での利用で同 1％、学術での利用

で同 4％となっている。政府資料での利用と学術での利用が高めとなっている。また、「国

民生活基礎調査」、「社会生活基本調査」の 2 統計の利用が目立っている。 

一方、利活用度が低い統計として、6 指標いずれにおいても下位 10 位以内であった統計

を抽出すると、「産業廃棄物等からの水銀回収等に関する調査」、「食品廃棄物等の発生抑

制及び再生利用の促進の取組に係る実態調査」の 2 統計が抽出された。 
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図表 2-7 景気・マクロ経済統計の利活用度 

 
注 △：6 指標いずれにおいても上位 20 位以内の統計、▲：6 指標いずれにおいても下位 20 位以内の統計、 

赤網：2.4(4)に示す客体当り利活用度の高い統計（参考）、青網：2.4(4)に示す客体当り利活用度の低い統計（参考）、●：基幹統計を示す。 

6 指標のうち e-Stat ダウンロード件数は非掲載。  

新聞雑誌 政府 ⺠間調査機関
1 △ ●小売物価統計調査(月次) 【加工統計】消費者物価指数 24,342 △ ●家計調査(月次) 100 △ ●小売物価統計調査(月次) 【加工統計】消費者物価指数 1,919
2 △ ●家計調査(月次) 8,697 △ ●経済センサス(５年ごと） 86 △ ●家計調査(月次) 896
3 法人企業景気予測調査(四半期) ／政府短観 3,221 △ ●小売物価統計調査(月次) 【加工統計】消費者物価指数 77 △ 消費動向調査(月次) 688
4 △ 消費動向調査(月次) 2,671 △ 消費動向調査(月次) 65 △ ●経済産業省生産動態統計調査(月次） 【加工統計】鉱工業指数（ＩＩＰ） 605
5 ●工業統計調査(年次)／工業センサス 2,002 訪日外国人消費動向調査(四半期) 43 景気ウォッチャー調査(月次) 568
6 △ ●経済産業省生産動態統計調査(月次） 【加工統計】鉱工業指数（ＩＩＰ） 1,389 △ ●経済産業省生産動態統計調査(月次） 【加工統計】鉱工業指数（ＩＩＰ） 37 △ ●法人企業統計調査(四半期)／法人季報・年報 283
7 △ ●経済センサス(５年ごと） 929 海外事業活動基本調査(年次) 32 △ ●商業動態統計調査(月次)【旧称】商業販売統計 234
8 宿泊旅行統計調査(四半期) 638 ●全国消費実態調査(５年ごと) 29 家計消費状況調査(月次) 191
9 工場立地動向調査(半年ごと) 596 宿泊旅行統計調査(四半期) 25 法人企業景気予測調査(四半期) ／政府短観 172

10 △ ●商業動態統計調査(月次)【旧称】商業販売統計 565 家計消費状況調査(月次) 24 製造工業生産予測調査(月次) 【加工統計】生産予測指数 171
11 景気ウォッチャー調査(月次) 433 △ ●法人企業統計調査(四半期)／法人季報・年報 23 機械受注統計調査(月次、四半期) 156
12 ●全国消費実態調査(５年ごと) 380 ●工業統計調査(年次)／工業センサス 20 特定サービス産業動態統計調査(月次) 68
13 製造工業生産予測調査(月次) 【加工統計】生産予測指数 326 工場立地動向調査(半年ごと) 18 訪日外国人消費動向調査(四半期) 57
14 △ ●法人企業統計調査(四半期)／法人季報・年報 267 企業行動に関するアンケート調査(年次) 15 △ ●経済センサス(５年ごと） 48
15 訪日外国人消費動向調査(四半期) 264 景気ウォッチャー調査(月次) 12 企業行動に関するアンケート調査(年次) 37
16 ●商業統計調査(５年ごと)／商業センサス 153 △ ●商業動態統計調査(月次)【旧称】商業販売統計 12 海外事業活動基本調査(年次) 33
17 家計消費状況調査(月次) 137 中小企業実態基本調査(年次) 11 ●全国消費実態調査(５年ごと) 27
18 特定サービス産業動態統計調査(月次) 96 旅行・観光消費動向調査(四半期) 11 宿泊旅行統計調査(四半期) 17
19 企業行動に関するアンケート調査(年次) 65 海外現地法人四半期調査(四半期) 9 旅行・観光消費動向調査(四半期) 12
20 海外事業活動基本調査(年次) 53 法人企業景気予測調査(四半期) ／政府短観 7 ●商業統計調査(５年ごと)／商業センサス 11
21 ●個人企業経済調査(四半期、年次) 42 ●商業統計調査(５年ごと)／商業センサス 7 海外現地法人四半期調査(四半期) 9
22 ●特定サービス産業実態調査(年次) 41 外資系企業動向調査(年次) 7 ●工業統計調査(年次)／工業センサス 7
23 海外現地法人四半期調査(四半期) 29 機械受注統計調査(月次、四半期) 6 工場立地動向調査(半年ごと) 4
24 サービス産業動向調査(月次) 24 ⻘果物卸売市場調査(日次、年次) 6 ●特定サービス産業実態調査(年次) 4
25 旅行・観光消費動向調査(四半期) 23 製造工業生産予測調査(月次) 【加工統計】生産予測指数 5 外資系企業動向調査(年次) 4
26 ⺠間住宅ローンの実態に関する調査(年次) 19 食品流通段階別価格形成調査(年次) 5 ●薬事工業生産動態統計調査(月次) 1
27 中小企業実態基本調査(年次) 18 環境経済観測調査(半年ごと) 5 中小企業実態基本調査(年次) 1
28 機械受注統計調査(月次、四半期) 17 ●経済産業省企業活動基本調査(年次) 4 ●個人企業経済調査(四半期、年次) 1
29 水産物流通調査(月次) 15 特定サービス産業動態統計調査(月次) 4 サービス産業動向調査(月次) 1
30 環境経済観測調査(半年ごと) 14 ●個人企業経済調査(四半期、年次) 3 ⻘果物卸売市場調査(日次、年次) 1
31 ●薬事工業生産動態統計調査(月次) 12 サービス産業動向調査(月次) 3 食品製造業におけるHACCP手法の導入状況実態調査(年次) 1
32 食品流通段階別価格形成調査(年次) 9 畜産物流通調査(日次、月次、年次) 3 ●造船造機統計調査(月次、四半期) 0
33 ⻘果物卸売市場調査(日次、年次) 9 ●薬事工業生産動態統計調査(月次) 2 ●鉄道車両等生産動態統計調査(月次、四半期) 0
34 産業連関構造調査(５年ごと)／投入調査 7 ●特定サービス産業実態調査(年次) 2 ●経済産業省企業活動基本調査(年次) 0
35 畜産物流通調査(日次、月次、年次) 7 水産物流通調査(月次) 2 ⺠間企業投資・除却調査(年次) 0
36 外資系企業動向調査(年次) 6 特定非営利活動法人及び市⺠の社会貢献に関する実態調査(３年ごと) 1 全国単身世帯収支実態調査(５年ごと) 0
37 ⺠間非営利団体実態調査(年次) 4 ●造船造機統計調査(月次、四半期) 0 生鮮野菜価格動向調査(四半期) 0
38 ●鉄道車両等生産動態統計調査(月次、四半期) 3 ●鉄道車両等生産動態統計調査(月次、四半期) 0 食品流通段階別価格形成調査(年次) 0
39 全国単身世帯収支実態調査(５年ごと) 1 ⺠間企業投資・除却調査(年次) 0 ▲ 地方公共団体消費状況等調査(四半期) 0
40 生鮮野菜価格動向調査(四半期) 1 全国単身世帯収支実態調査(５年ごと) 0 ⺠間非営利団体実態調査(年次) 0
41 油糧生産実績調査(月次) 1 生鮮野菜価格動向調査(四半期) 0 産業連関構造調査(５年ごと)／投入調査 0
42 砕石等動態統計調査(四半期) 1 ▲ 地方公共団体消費状況等調査(四半期) 0 ●石油製品需給動態統計調査(月次) 0
43 食品製造業におけるHACCP手法の導入状況実態調査(年次) 1 ⺠間非営利団体実態調査(年次) 0 水産物流通調査(月次) 0
44 特定非営利活動法人及び市⺠の社会貢献に関する実態調査(３年ごと) 1 産業連関構造調査(５年ごと)／投入調査 0 畜産物流通調査(日次、月次、年次) 0
45 ●造船造機統計調査(月次、四半期) 0 ●石油製品需給動態統計調査(月次) 0 木材流通統計調査(月次、５年ごと) 0
46 ●経済産業省企業活動基本調査(年次) 0 木材流通統計調査(月次、５年ごと) 0 油糧生産実績調査(月次) 0
47 ⺠間企業投資・除却調査(年次) 0 油糧生産実績調査(月次) 0 ▲ 貴金属流通統計調査(月次) 0
48 ▲ 地方公共団体消費状況等調査(四半期) 0 ▲ 貴金属流通統計調査(月次) 0 ▲ 金属加工統計調査(月次) 0
49 ●石油製品需給動態統計調査(月次) 0 ▲ 金属加工統計調査(月次) 0 鉄鋼需給動態統計調査(月次) 0
50 木材流通統計調査(月次、５年ごと) 0 鉄鋼需給動態統計調査(月次) 0 鉄鋼生産内訳月報(月次) 0
51 ▲ 貴金属流通統計調査(月次) 0 鉄鋼生産内訳月報(月次) 0 ▲ 非鉄金属海外鉱等受入調査(月次) 0
52 ▲ 金属加工統計調査(月次) 0 ▲ 非鉄金属海外鉱等受入調査(月次) 0 非鉄金属等需給動態統計調査(月次) 0
53 鉄鋼需給動態統計調査(月次) 0 非鉄金属等需給動態統計調査(月次) 0 砕石等動態統計調査(四半期) 0
54 鉄鋼生産内訳月報(月次) 0 砕石等動態統計調査(四半期) 0 生コンクリート流通統計調査(四半期) 0
55 ▲ 非鉄金属海外鉱等受入調査(月次) 0 生コンクリート流通統計調査(四半期) 0 環境経済観測調査(半年ごと) 0
56 非鉄金属等需給動態統計調査(月次) 0 食品産業企業設備投資動向調査(年次) 0 食品産業企業設備投資動向調査(年次) 0
57 生コンクリート流通統計調査(四半期) 0 食品製造業におけるHACCP手法の導入状況実態調査(年次) 0 ▲ 北海道法人企業投資状況調査(年次) 0
58 食品産業企業設備投資動向調査(年次) 0 ▲ 北海道法人企業投資状況調査(年次) 0 ⺠間住宅ローンの実態に関する調査(年次) 0
59 ▲ 北海道法人企業投資状況調査(年次) 0 ⺠間住宅ローンの実態に関する調査(年次) 0 ▲ 容器包装利用・製造等実態調査(年次) 0
60 ▲ 容器包装利用・製造等実態調査(年次) 0 ▲ 容器包装利用・製造等実態調査(年次) 0 特定非営利活動法人及び市⺠の社会貢献に関する実態調査(３年ごと) 0
61 ▲ たばこ小売販売業経営実態調査(５年ごと) 0 ▲ たばこ小売販売業経営実態調査(５年ごと) 0 ▲ たばこ小売販売業経営実態調査(５年ごと) 0
62 ▲ 組織マネジメントに関する調査（JP-MOPS）(１回限り) 0 ▲ 組織マネジメントに関する調査（JP-MOPS）(１回限り) 0 ▲ 組織マネジメントに関する調査（JP-MOPS）(１回限り) 0
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業界 学術
△ ●小売物価統計調査(月次) 【加工統計】消費者物価指数 1,540 △ ●経済産業省生産動態統計調査(月次） 【加工統計】鉱工業指数（ＩＩＰ） 8,514
△ ●家計調査(月次) 1,179 △ ●小売物価統計調査(月次) 【加工統計】消費者物価指数 3,024
△ 消費動向調査(月次) 447 △ ●家計調査(月次) 1,462

法人企業景気予測調査(四半期) ／政府短観 333 景気ウォッチャー調査(月次) 562
△ ●経済産業省生産動態統計調査(月次） 【加工統計】鉱工業指数（ＩＩＰ） 302 △ 消費動向調査(月次) 380

工場立地動向調査(半年ごと) 297 ●全国消費実態調査(５年ごと) 294
宿泊旅行統計調査(四半期) 173 △ ●商業動態統計調査(月次)【旧称】商業販売統計 232

△ ●経済センサス(５年ごと） 146 機械受注統計調査(月次、四半期) 202
訪日外国人消費動向調査(四半期) 144 △ ●経済センサス(５年ごと） 185
家計消費状況調査(月次) 111 △ ●法人企業統計調査(四半期)／法人季報・年報 138
●工業統計調査(年次)／工業センサス 105 工場立地動向調査(半年ごと) 91

△ ●商業動態統計調査(月次)【旧称】商業販売統計 92 ●工業統計調査(年次)／工業センサス 88
製造工業生産予測調査(月次) 【加工統計】生産予測指数 85 ●商業統計調査(５年ごと)／商業センサス 86
特定サービス産業動態統計調査(月次) 85 ●特定サービス産業実態調査(年次) 74

△ ●法人企業統計調査(四半期)／法人季報・年報 82 企業行動に関するアンケート調査(年次) 53
景気ウォッチャー調査(月次) 68 海外現地法人四半期調査(四半期) 51
サービス産業動向調査(月次) 62 法人企業景気予測調査(四半期) ／政府短観 45
非鉄金属等需給動態統計調査(月次) 61 海外事業活動基本調査(年次) 44
旅行・観光消費動向調査(四半期) 51 ●個人企業経済調査(四半期、年次) 33
●個人企業経済調査(四半期、年次) 38 外資系企業動向調査(年次) 30
●全国消費実態調査(５年ごと) 32 訪日外国人消費動向調査(四半期) 25
環境経済観測調査(半年ごと) 32 家計消費状況調査(月次) 21
海外現地法人四半期調査(四半期) 25 食品流通段階別価格形成調査(年次) 16
●商業統計調査(５年ごと)／商業センサス 14 畜産物流通調査(日次、月次、年次) 16
海外事業活動基本調査(年次) 11 宿泊旅行統計調査(四半期) 13
中小企業実態基本調査(年次) 10 水産物流通調査(月次) 13
外資系企業動向調査(年次) 8 特定サービス産業動態統計調査(月次) 12
水産物流通調査(月次) 8 産業連関構造調査(５年ごと)／投入調査 12
⻘果物卸売市場調査(日次、年次) 8 中小企業実態基本調査(年次) 11
⺠間住宅ローンの実態に関する調査(年次) 8 ●経済産業省企業活動基本調査(年次) 10
●薬事工業生産動態統計調査(月次) 6 旅行・観光消費動向調査(四半期) 10
企業行動に関するアンケート調査(年次) 6 環境経済観測調査(半年ごと) 10
生コンクリート流通統計調査(四半期) 6 ⺠間住宅ローンの実態に関する調査(年次) 6
●特定サービス産業実態調査(年次) 4 ⻘果物卸売市場調査(日次、年次) 5
産業連関構造調査(５年ごと)／投入調査 3 ●薬事工業生産動態統計調査(月次) 3
畜産物流通調査(日次、月次、年次) 3 ⺠間企業投資・除却調査(年次) 3
鉄鋼生産内訳月報(月次) 3 サービス産業動向調査(月次) 3
●経済産業省企業活動基本調査(年次) 2 生鮮野菜価格動向調査(四半期) 2
機械受注統計調査(月次、四半期) 2 食品産業企業設備投資動向調査(年次) 2
鉄鋼需給動態統計調査(月次) 2 ⺠間非営利団体実態調査(年次) 1
●造船造機統計調査(月次、四半期) 0 鉄鋼需給動態統計調査(月次) 1
●鉄道車両等生産動態統計調査(月次、四半期) 0 砕石等動態統計調査(四半期) 1
⺠間企業投資・除却調査(年次) 0 製造工業生産予測調査(月次) 【加工統計】生産予測指数 0
全国単身世帯収支実態調査(５年ごと) 0 ●造船造機統計調査(月次、四半期) 0
生鮮野菜価格動向調査(四半期) 0 ●鉄道車両等生産動態統計調査(月次、四半期) 0
食品流通段階別価格形成調査(年次) 0 全国単身世帯収支実態調査(５年ごと) 0

▲ 地方公共団体消費状況等調査(四半期) 0 ▲ 地方公共団体消費状況等調査(四半期) 0
⺠間非営利団体実態調査(年次) 0 ●石油製品需給動態統計調査(月次) 0
●石油製品需給動態統計調査(月次) 0 木材流通統計調査(月次、５年ごと) 0
木材流通統計調査(月次、５年ごと) 0 油糧生産実績調査(月次) 0
油糧生産実績調査(月次) 0 ▲ 貴金属流通統計調査(月次) 0

▲ 貴金属流通統計調査(月次) 0 ▲ 金属加工統計調査(月次) 0
▲ 金属加工統計調査(月次) 0 鉄鋼生産内訳月報(月次) 0
▲ 非鉄金属海外鉱等受入調査(月次) 0 ▲ 非鉄金属海外鉱等受入調査(月次) 0

砕石等動態統計調査(四半期) 0 非鉄金属等需給動態統計調査(月次) 0
食品産業企業設備投資動向調査(年次) 0 生コンクリート流通統計調査(四半期) 0
食品製造業におけるHACCP手法の導入状況実態調査(年次) 0 食品製造業におけるHACCP手法の導入状況実態調査(年次) 0

▲ 北海道法人企業投資状況調査(年次) 0 ▲ 北海道法人企業投資状況調査(年次) 0
▲ 容器包装利用・製造等実態調査(年次) 0 ▲ 容器包装利用・製造等実態調査(年次) 0

特定非営利活動法人及び市⺠の社会貢献に関する実態調査(３年ごと) 0 特定非営利活動法人及び市⺠の社会貢献に関する実態調査(３年ごと) 0
▲ たばこ小売販売業経営実態調査(５年ごと) 0 ▲ たばこ小売販売業経営実態調査(５年ごと) 0
▲ 組織マネジメントに関する調査（JP-MOPS）(１回限り) 0 ▲ 組織マネジメントに関する調査（JP-MOPS）(１回限り) 0
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図表 2-8 人口・労働・賃金統計の利活用度 

 
注 △：6 指標いずれにおいても上位 10 位以内の統計、▲：6 指標いずれにおいても下位 10 位以内の統計、 

赤網：2.4(4)に示す客体当り利活用度の高い統計（参考）、青網：2.4(4)に示す客体当り利活用度の低い統計（参考）、●：基幹統計を示す。 

6 指標のうち e-Stat ダウンロード件数は非掲載。 

  

新聞雑誌 政府 ⺠間調査機関
1 △ ●国勢調査(５年ごと) 19,039 △ ●国勢調査(５年ごと) 232 △ ●国勢調査(５年ごと) 9,977
2 △ ●毎月勤労統計調査(月次、年次) 3,742 △ ●労働力調査(月次) 125 △ ●労働力調査(月次) 848
3 △ ●労働力調査(月次) 2,511 △ ●賃金構造基本統計調査(年次)／賃金センサス 72 △ ●毎月勤労統計調査(月次、年次) 756
4 ●人口動態調査(月次) 1,435 △ ●毎月勤労統計調査(月次、年次) 65 △ ●賃金構造基本統計調査(年次)／賃金センサス 42
5 ●就業構造基本調査(５年ごと) 920 ●就業構造基本調査(５年ごと) 62 ●就業構造基本調査(５年ごと) 31
6 △ ●賃金構造基本統計調査(年次)／賃金センサス 831 社会保障・人口問題基本調査(年次) 38 雇用の構造に関する実態調査(不定期) 17
7 社会保障・人口問題基本調査(年次) 469 ●人口動態調査(月次) 30 雇用均等基本調査(年次) 15
8 雇用均等基本調査(年次) 319 就労条件総合調査(年次) 28 社会保障・人口問題基本調査(年次) 15
9 雇用動向調査(半年ごと) 272 雇用動向調査(半年ごと) 24 就労条件総合調査(年次) 13

10 ●⺠間給与実態統計調査(年次) 223 雇用均等基本調査(年次) 20 賃金引上げ等の実態に関する調査(年次) 13
11 就労条件総合調査(年次) 198 ●地方公務員給与実態調査(５年ごと) 18 ●人口動態調査(月次) 7
12 労働安全衛生調査(年次) 162 労働経済動向調査(四半期) 15 ●⺠間給与実態統計調査(年次) 5
13 労働経済動向調査(四半期) 142 労働安全衛生調査(年次) 15 雇用動向調査(半年ごと) 4
14 雇用の構造に関する実態調査(不定期) 135 能力開発基本調査(年次) 14 職種別⺠間給与実態調査(年次) 4
15 ●地方公務員給与実態調査(５年ごと) 80 職種別⺠間給与実態調査(年次) 12 労働経済動向調査(四半期) 2
16 障害者雇用実態調査(５年ごと) 31 賃金引上げ等の実態に関する調査(年次) 10 ●地方公務員給与実態調査(５年ごと) 2
17 能力開発基本調査(年次) 28 ●⺠間給与実態統計調査(年次) 9 能力開発基本調査(年次) 1
18 職種別⺠間給与実態調査(年次) 19 ⺠間企業の勤務条件制度等調査(年次) 9 労使関係総合調査(年次、２年ごと、３年ごと) 1
19 賃金引上げ等の実態に関する調査(年次) 9 雇用の構造に関する実態調査(不定期) 9 労働争議統計調査(月次) 0
20 労働争議統計調査(月次) 6 ポストドクター等の雇用・進路に関する調査(３年ごと) 7 大学・短期大学・高等専門学校及び専修学校卒業予定者の就職内定状況等調査(年４回) 0
21 労働災害動向調査(半年ごと、年次) 4 高等学校卒業（予定）者の就職（内定）状況に関する調査(年３回) 6 高等学校卒業（予定）者の就職（内定）状況に関する調査(年３回) 0
22 最低賃金に関する実態調査(年次) 4 大学・短期大学・高等専門学校及び専修学校卒業予定者の就職内定状況等調査(年４回) 5 労働災害動向調査(半年ごと、年次) 0
23 ▲ ⺠間企業における役員報酬（給与）調査(年次) 1 労働災害動向調査(半年ごと、年次) 5 ▲ ⺠間企業における役員報酬（給与）調査(年次) 0
24 大学・短期大学・高等専門学校及び専修学校卒業予定者の就職内定状況等調査(年４回) 0 障害者雇用実態調査(５年ごと) 3 ⺠間企業の勤務条件制度等調査(年次) 0
25 高等学校卒業（予定）者の就職（内定）状況に関する調査(年３回) 0 ▲ 退職公務員生活状況調査(不定期) 2 最低賃金に関する実態調査(年次) 0
26 ⺠間企業の勤務条件制度等調査(年次) 0 労働争議統計調査(月次) 0 労働安全衛生調査(年次) 0
27 労使関係総合調査(年次、２年ごと、３年ごと) 0 ▲ ⺠間企業における役員報酬（給与）調査(年次) 0 ポストドクター等の雇用・進路に関する調査(３年ごと) 0
28 ポストドクター等の雇用・進路に関する調査(３年ごと) 0 最低賃金に関する実態調査(年次) 0 ▲ 家内労働等実態調査(３年ごと) 0
29 ▲ 家内労働等実態調査(３年ごと) 0 労使関係総合調査(年次、２年ごと、３年ごと) 0 ▲ 労務費率調査(３年ごと) 0
30 ▲ 労務費率調査(３年ごと) 0 ▲ 家内労働等実態調査(３年ごと) 0 ▲ 港湾運送事業雇用実態調査(５年ごと) 0
31 ▲ 港湾運送事業雇用実態調査(５年ごと) 0 ▲ 労務費率調査(３年ごと) 0 障害者雇用実態調査(５年ごと) 0
32 ▲ 退職公務員生活状況調査(不定期) 0 ▲ 港湾運送事業雇用実態調査(５年ごと) 0 ▲ 退職公務員生活状況調査(不定期) 0
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業界 学術
△ ●国勢調査(５年ごと) 1,414 △ ●国勢調査(５年ごと) 2,706
△ ●労働力調査(月次) 412 △ ●賃金構造基本統計調査(年次)／賃金センサス 1,015
△ ●毎月勤労統計調査(月次、年次) 404 △ ●労働力調査(月次) 808
△ ●賃金構造基本統計調査(年次)／賃金センサス 196 労働経済動向調査(四半期) 502

●人口動態調査(月次) 88 △ ●毎月勤労統計調査(月次、年次) 495
雇用動向調査(半年ごと) 74 雇用動向調査(半年ごと) 424
労働安全衛生調査(年次) 66 社会保障・人口問題基本調査(年次) 342
就労条件総合調査(年次) 50 就労条件総合調査(年次) 311
労働災害動向調査(半年ごと、年次) 49 労働安全衛生調査(年次) 294
雇用均等基本調査(年次) 39 雇用均等基本調査(年次) 250
●就業構造基本調査(５年ごと) 38 ●就業構造基本調査(５年ごと) 208
●⺠間給与実態統計調査(年次) 37 雇用の構造に関する実態調査(不定期) 189
社会保障・人口問題基本調査(年次) 34 職種別⺠間給与実態調査(年次) 174
雇用の構造に関する実態調査(不定期) 28 能力開発基本調査(年次) 154
職種別⺠間給与実態調査(年次) 24 賃金引上げ等の実態に関する調査(年次) 143
労働経済動向調査(四半期) 15 ●人口動態調査(月次) 126
賃金引上げ等の実態に関する調査(年次) 11 労働災害動向調査(半年ごと、年次) 125
能力開発基本調査(年次) 10 労働争議統計調査(月次) 73
労働争議統計調査(月次) 5 ●地方公務員給与実態調査(５年ごと) 68
障害者雇用実態調査(５年ごと) 4 ⺠間企業の勤務条件制度等調査(年次) 43
⺠間企業の勤務条件制度等調査(年次) 2 ●⺠間給与実態統計調査(年次) 38
ポストドクター等の雇用・進路に関する調査(３年ごと) 2 障害者雇用実態調査(５年ごと) 27
大学・短期大学・高等専門学校及び専修学校卒業予定者の就職内定状況等調査(年４回) 0 ▲ 家内労働等実態調査(３年ごと) 8
高等学校卒業（予定）者の就職（内定）状況に関する調査(年３回) 0 高等学校卒業（予定）者の就職（内定）状況に関する調査(年３回) 5

▲ ⺠間企業における役員報酬（給与）調査(年次) 0 労使関係総合調査(年次、２年ごと、３年ごと) 2
最低賃金に関する実態調査(年次) 0 最低賃金に関する実態調査(年次) 1
労使関係総合調査(年次、２年ごと、３年ごと) 0 ポストドクター等の雇用・進路に関する調査(３年ごと) 1

▲ 家内労働等実態調査(３年ごと) 0 ▲ 退職公務員生活状況調査(不定期) 1
▲ 労務費率調査(３年ごと) 0 大学・短期大学・高等専門学校及び専修学校卒業予定者の就職内定状況等調査(年４回) 0

●地方公務員給与実態調査(５年ごと) 0 ▲ ⺠間企業における役員報酬（給与）調査(年次) 0
▲ 港湾運送事業雇用実態調査(５年ごと) 0 ▲ 労務費率調査(３年ごと) 0
▲ 退職公務員生活状況調査(不定期) 0 ▲ 港湾運送事業雇用実態調査(５年ごと) 0
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図表 2-9 医療・福祉統計の利活用度 

 
注 △：6 指標いずれにおいても上位 15 位以内の統計、▲：6 指標いずれにおいても下位 15 位以内の統計、 

赤網：2.4(4)に示す客体当り利活用度の高い統計（参考）、青網：2.4(4)に示す客体当り利活用度の低い統計（参考）、●：基幹統計を示す。 

指標のうち e-Stat ダウンロード件数は非掲載。 

  

新聞雑誌 政府 ⺠間調査機関
1 △ 国⺠健康・栄養調査(年次) 1,346 △ ●患者調査(３年ごと) 52 福祉行政報告例(月次、年次) 9
2 ●学校保健統計調査(年次) 714 △ 国⺠健康・栄養調査(年次) 50 社会福祉施設等調査(年次) 9
3 △ ●患者調査(３年ごと) 655 福祉行政報告例(月次、年次) 31 △ 介護給付費等実態調査(月次) 7
4 医療経済実態調査(２年ごと) 277 社会福祉施設等調査(年次) 29 衛生行政報告例(年次、２年ごと) 7
5 ●医療施設調査(月次、３年ごと) 178 ●医療施設調査(月次、３年ごと) 28 介護サービス施設・事業所調査(年次) 7
6 病院報告(月次、年次) 156 △ 介護給付費等実態調査(月次) 19 国⺠年金被保険者実態調査(３年ごと) 6
7 △ 介護給付費等実態調査(月次) 145 衛生行政報告例(年次、２年ごと) 19 医療費の動向調査(月次) 4
8 介護事業実態調査(年次) 139 被保護者調査(月次、年次) 18 被保護者調査(月次、年次) 4
9 医療費の動向調査(月次) 136 ●学校保健統計調査(年次) 18 △ ●患者調査(３年ごと) 4

10 ⻭科疾患実態調査(６年ごと) 119 病院報告(月次、年次) 17 公的年金加入状況等調査(３年ごと) 4
11 全国ひとり親世帯等調査(５年ごと) 116 地域保健・健康増進事業報告(年次) 16 医療給付実態調査(四半期) 3
12 衛生行政報告例(年次、２年ごと) 105 全国ひとり親世帯等調査(５年ごと) 15 △ 国⺠健康・栄養調査(年次) 3
13 医師・⻭科医師・薬剤師調査(２年ごと) 88 介護サービス施設・事業所調査(年次) 13 医師・⻭科医師・薬剤師調査(２年ごと) 3
14 院内感染対策サーベイランス(月次、半年ごと、年次) 86 医師・⻭科医師・薬剤師調査(２年ごと) 13 所得再分配調査(３年ごと) 3
15 乳幼児栄養調査(10年ごと) 71 乳幼児身体発育調査(10年ごと) 11 児童養護施設入所児童等調査(５年ごと) 2
16 介護サービス施設・事業所調査(年次) 64 院内感染対策サーベイランス(月次、半年ごと、年次) 10 ●医療施設調査(月次、３年ごと) 1
17 所得再分配調査(３年ごと) 47 医療費の動向調査(月次) 9 病院報告(月次、年次) 1
18 受療行動調査(３年ごと) 44 受療行動調査(３年ごと) 8 ●学校保健統計調査(年次) 1
19 福祉行政報告例(月次、年次) 42 ⻭科疾患実態調査(６年ごと) 8 医薬品価格調査(年次、２年ごと) 1
20 被保護者調査(月次、年次) 37 所得再分配調査(３年ごと) 7 地域児童福祉事業等調査(年次) 1
21 国⺠年金被保険者実態調査(３年ごと) 30 医療経済実態調査(２年ごと) 6 地域保健・健康増進事業報告(年次) 1
22 地域保健・健康増進事業報告(年次) 27 児童養護施設入所児童等調査(５年ごと) 5 医療経済実態調査(２年ごと) 1
23 社会福祉施設等調査(年次) 23 全国家庭児童調査(５年ごと) 5 受療行動調査(３年ごと) 1
24 医薬品価格調査(年次、２年ごと) 20 特定保険医療材料・再生医療等製品価格調査(２年ごと) 4 乳幼児栄養調査(10年ごと) 1
25 乳幼児身体発育調査(10年ごと) 15 乳幼児栄養調査(10年ごと) 4 院内感染対策サーベイランス(月次、半年ごと、年次) 0
26 年金制度基礎調査(不定期) 15 医療給付実態調査(四半期) 3 ▲ 公務員及び私学教職員に関する厚生年金保険適用給付状況調査(月次、年次) 0
27 全国家庭児童調査(５年ごと) 11 医薬品価格調査(年次、２年ごと) 3 ▲ 国家公務員共済組合年金受給者実態調査(年次) 0
28 社会保障生計調査(年次) 6 国⺠年金被保険者実態調査(３年ごと) 3 連合会を組織する共済組合における医療状況実態統計調査(年次) 0
29 地域児童福祉事業等調査(年次) 6 食肉検査等情報還元調査(年次) 2 医薬品・医療機器産業実態調査(年次) 0
30 原子爆弾被爆者実態調査(10年ごと) 6 地域児童福祉事業等調査(年次) 2 医療扶助実態調査(年次) 0
31 医療扶助実態調査(年次) 5 健康保険・船員保険被保険者実態調査(年次) 1 介護事業実態調査(年次) 0
32 特定保険医療材料・再生医療等製品価格調査(２年ごと) 5 年金制度基礎調査(不定期) 1 看護師等学校養成所入学状況及び卒業生就業状況調査(年次) 0
33 障害福祉サービス等経営実態調査(３年ごと) 5 ▲ 公務員及び私学教職員に関する厚生年金保険適用給付状況調査(月次、年次) 0 健康保険・船員保険被保険者実態調査(年次) 0
34 医療給付実態調査(四半期) 4 ▲ 国家公務員共済組合年金受給者実態調査(年次) 0 社会保障生計調査(年次) 0
35 保健師活動領域調査(年次、３年ごと) 4 連合会を組織する共済組合における医療状況実態統計調査(年次) 0 食肉検査等情報還元調査(年次) 0
36 児童養護施設入所児童等調査(５年ごと) 4 医薬品・医療機器産業実態調査(年次) 0 保健師活動領域調査(年次、３年ごと) 0
37 ▲ 無医地区等調査(５年ごと) 4 医療扶助実態調査(年次) 0 ▲ ⻭科技工料調査(２年ごと) 0
38 医薬品・医療機器産業実態調査(年次) 3 介護事業実態調査(年次) 0 特定保険医療材料・再生医療等製品価格調査(２年ごと) 0
39 公的年金加入状況等調査(３年ごと) 2 看護師等学校養成所入学状況及び卒業生就業状況調査(年次) 0 訪問看護療養費実態調査(２年ごと) 0
40 ▲ 障害福祉サービス等従事者処遇状況等調査(３年ごと) 2 社会保障生計調査(年次) 0 ▲ 保険医療材料等使用状況調査(２年ごと) 0
41 看護師等学校養成所入学状況及び卒業生就業状況調査(年次) 1 保健師活動領域調査(年次、３年ごと) 0 障害福祉サービス等経営実態調査(３年ごと) 0
42 ▲ 無⻭科医地区等調査(５年ごと) 1 ▲ ⻭科技工料調査(２年ごと) 0 ▲ 障害福祉サービス等従事者処遇状況等調査(３年ごと) 0
43 ▲ 公務員及び私学教職員に関する厚生年金保険適用給付状況調査(月次、年次) 0 訪問看護療養費実態調査(２年ごと) 0 全国家庭児童調査(５年ごと) 0
44 ▲ 国家公務員共済組合年金受給者実態調査(年次) 0 ▲ 保険医療材料等使用状況調査(２年ごと) 0 全国ひとり親世帯等調査(５年ごと) 0
45 連合会を組織する共済組合における医療状況実態統計調査(年次) 0 公的年金加入状況等調査(３年ごと) 0 ▲ ホームレスの実態に関する全国調査（生活実態調査）(５年ごと) 0
46 健康保険・船員保険被保険者実態調査(年次) 0 障害福祉サービス等経営実態調査(３年ごと) 0 ▲ 無医地区等調査(５年ごと) 0
47 食肉検査等情報還元調査(年次) 0 ▲ 障害福祉サービス等従事者処遇状況等調査(３年ごと) 0 ▲ 無⻭科医地区等調査(５年ごと) 0
48 ▲ ⻭科技工料調査(２年ごと) 0 ▲ ホームレスの実態に関する全国調査（生活実態調査）(５年ごと) 0 ⻭科疾患実態調査(６年ごと) 0
49 訪問看護療養費実態調査(２年ごと) 0 ▲ 無医地区等調査(５年ごと) 0 原子爆弾被爆者実態調査(10年ごと) 0
50 ▲ 保険医療材料等使用状況調査(２年ごと) 0 ▲ 無⻭科医地区等調査(５年ごと) 0 乳幼児身体発育調査(10年ごと) 0
51 ▲ ホームレスの実態に関する全国調査（生活実態調査）(５年ごと) 0 原子爆弾被爆者実態調査(10年ごと) 0 年金制度基礎調査(不定期) 0
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業界 学術
△ 国⺠健康・栄養調査(年次) 198 △ ●患者調査(３年ごと) 1,236

医療経済実態調査(２年ごと) 156 ⻭科疾患実態調査(６年ごと) 1,055
△ ●患者調査(３年ごと) 147 △ 国⺠健康・栄養調査(年次) 813

医療費の動向調査(月次) 102 医療費の動向調査(月次) 708
介護事業実態調査(年次) 38 ●学校保健統計調査(年次) 304
⻭科疾患実態調査(６年ごと) 30 ●医療施設調査(月次、３年ごと) 173
院内感染対策サーベイランス(月次、半年ごと、年次) 27 医療経済実態調査(２年ごと) 168
衛生行政報告例(年次、２年ごと) 26 病院報告(月次、年次) 165
●医療施設調査(月次、３年ごと) 22 受療行動調査(３年ごと) 114

△ 介護給付費等実態調査(月次) 21 △ 介護給付費等実態調査(月次) 110
乳幼児栄養調査(10年ごと) 20 医師・⻭科医師・薬剤師調査(２年ごと) 100
社会福祉施設等調査(年次) 17 地域保健・健康増進事業報告(年次) 86
病院報告(月次、年次) 12 介護サービス施設・事業所調査(年次) 81
介護サービス施設・事業所調査(年次) 12 院内感染対策サーベイランス(月次、半年ごと、年次) 77
●学校保健統計調査(年次) 10 社会福祉施設等調査(年次) 58
医薬品価格調査(年次、２年ごと) 10 乳幼児身体発育調査(10年ごと) 57
医師・⻭科医師・薬剤師調査(２年ごと) 9 医療給付実態調査(四半期) 52
特定保険医療材料・再生医療等製品価格調査(２年ごと) 8 衛生行政報告例(年次、２年ごと) 51
乳幼児身体発育調査(10年ごと) 7 介護事業実態調査(年次) 46
医療扶助実態調査(年次) 6 地域児童福祉事業等調査(年次) 38
受療行動調査(３年ごと) 5 公的年金加入状況等調査(３年ごと) 31
地域保健・健康増進事業報告(年次) 4 所得再分配調査(３年ごと) 29
国⺠年金被保険者実態調査(３年ごと) 3 福祉行政報告例(月次、年次) 26
被保護者調査(月次、年次) 2 健康保険・船員保険被保険者実態調査(年次) 23
福祉行政報告例(月次、年次) 2 国⺠年金被保険者実態調査(３年ごと) 19
障害福祉サービス等経営実態調査(３年ごと) 2 乳幼児栄養調査(10年ごと) 18
医薬品・医療機器産業実態調査(年次) 1 年金制度基礎調査(不定期) 18
公的年金加入状況等調査(３年ごと) 1 全国ひとり親世帯等調査(５年ごと) 16
所得再分配調査(３年ごと) 1 被保護者調査(月次、年次) 10
全国家庭児童調査(５年ごと) 1 全国家庭児童調査(５年ごと) 8
年金制度基礎調査(不定期) 1 社会保障生計調査(年次) 5

▲ 公務員及び私学教職員に関する厚生年金保険適用給付状況調査(月次、年次) 0 保健師活動領域調査(年次、３年ごと) 5
医療給付実態調査(四半期) 0 児童養護施設入所児童等調査(５年ごと) 3

▲ 国家公務員共済組合年金受給者実態調査(年次) 0 原子爆弾被爆者実態調査(10年ごと) 3
連合会を組織する共済組合における医療状況実態統計調査(年次) 0 食肉検査等情報還元調査(年次) 2
看護師等学校養成所入学状況及び卒業生就業状況調査(年次) 0 医薬品・医療機器産業実態調査(年次) 1
健康保険・船員保険被保険者実態調査(年次) 0 ▲ 障害福祉サービス等従事者処遇状況等調査(３年ごと) 1
社会保障生計調査(年次) 0 ▲ 無医地区等調査(５年ごと) 1
食肉検査等情報還元調査(年次) 0 ▲ 公務員及び私学教職員に関する厚生年金保険適用給付状況調査(月次、年次) 0
地域児童福祉事業等調査(年次) 0 ▲ 国家公務員共済組合年金受給者実態調査(年次) 0
保健師活動領域調査(年次、３年ごと) 0 連合会を組織する共済組合における医療状況実態統計調査(年次) 0

▲ ⻭科技工料調査(２年ごと) 0 医薬品価格調査(年次、２年ごと) 0
訪問看護療養費実態調査(２年ごと) 0 医療扶助実態調査(年次) 0

▲ 保険医療材料等使用状況調査(２年ごと) 0 看護師等学校養成所入学状況及び卒業生就業状況調査(年次) 0
▲ 障害福祉サービス等従事者処遇状況等調査(３年ごと) 0 ▲ ⻭科技工料調査(２年ごと) 0

児童養護施設入所児童等調査(５年ごと) 0 特定保険医療材料・再生医療等製品価格調査(２年ごと) 0
全国ひとり親世帯等調査(５年ごと) 0 訪問看護療養費実態調査(２年ごと) 0

▲ ホームレスの実態に関する全国調査（生活実態調査）(５年ごと) 0 ▲ 保険医療材料等使用状況調査(２年ごと) 0
▲ 無医地区等調査(５年ごと) 0 障害福祉サービス等経営実態調査(３年ごと) 0
▲ 無⻭科医地区等調査(５年ごと) 0 ▲ ホームレスの実態に関する全国調査（生活実態調査）(５年ごと) 0

原子爆弾被爆者実態調査(10年ごと) 0 ▲ 無⻭科医地区等調査(５年ごと) 0
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図表 2-10 教育・文化・科学技術統計の利活用度 

 
注 △：6 指標いずれにおいても上位 10 位以内の統計、▲：6 指標いずれにおいても下位 10 位以内の統計、 

赤網：2.4(4)に示す客体当り利活用度の高い統計（参考）、青網：2.4(4)に示す客体当り利活用度の低い統計（参考）、●：基幹統計を示す。 

6 指標のうち e-Stat ダウンロード件数は非掲載。 

 

図表 2-11 建設・不動産統計の利活用度 

 
注 △：6 指標いずれにおいても上位 10 位以内の統計、▲：6 指標いずれにおいても下位 10 位以内の統計、 

赤網：2.4(4)に示す客体当り利活用度の高い統計（参考）、青網：2.4(4)に示す客体当り利活用度の低い統計（参考）、●：基幹統計を示す。 

6 指標のうち e-Stat ダウンロード件数は非掲載。 

  

新聞雑誌 政府 ⺠間調査機関
1 △ ●学校基本調査(年次) 1,639 △ ●学校基本調査(年次) 81 △ ●学校基本調査(年次) 29
2 △ 体力・運動能力調査(年次) 627 △ ●科学技術研究調査(年次) 49 △ ●科学技術研究調査(年次) 7
3 子供の学習費調査(２年ごと) 112 △ 児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査(年次) 27 子供の学習費調査(２年ごと) 5
4 ●学校教員統計調査(３年ごと) 83 ●学校教員統計調査(３年ごと) 23 学校における教育の情報化の実態等に関する調査(年次) 3
5 △ ●科学技術研究調査(年次) 55 △ 体力・運動能力調査(年次) 21 △ 児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査(年次) 3
6 △ 児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査(年次) 41 △ ●社会教育調査(３年ごと) 20 △ ●社会教育調査(３年ごと) 2
7 △ ●社会教育調査(３年ごと) 38 ⺠間企業の研究活動に関する調査(年次) 16 △ 体力・運動能力調査(年次) 1
8 宗教統計調査(年次) 21 学校における教育の情報化の実態等に関する調査(年次) 14 地方教育費調査(年次) 1
9 学校における教育の情報化の実態等に関する調査(年次) 17 子供の学習費調査(２年ごと) 13 ⺠間企業の研究活動に関する調査(年次) 1

10 地方教育費調査(年次) 10 ▲ 大学等におけるフルタイム換算データに関する調査(５年ごと) 12 ●学校教員統計調査(３年ごと) 1
11 学校給食実施状況等調査(年次) 7 地方教育費調査(年次) 9 ▲ 学術情報基盤実態調査(年次) 0
12 ▲ 学術情報基盤実態調査(年次) 4 体育・スポーツ施設現況調査(６年ごと) 9 ▲ 学校給食栄養報告(年次) 0
13 ⺠間企業の研究活動に関する調査(年次) 2 ▲ 学術情報基盤実態調査(年次) 8 学校給食実施状況等調査(年次) 0
14 体育・スポーツ施設現況調査(６年ごと) 2 ▲ 学校給食栄養報告(年次) 8 宗教統計調査(年次) 0
15 ▲ 学校給食栄養報告(年次) 1 学校給食実施状況等調査(年次) 6 ▲ 模倣被害実態調査(年次) 0
16 ▲ 模倣被害実態調査(年次) 1 宗教統計調査(年次) 5 ▲ 知的財産活動調査(年次、３年ごと) 0
17 ▲ 知的財産活動調査(年次、３年ごと) 0 ▲ 模倣被害実態調査(年次) 0 ▲ 大学・短期大学・高等専門学校におけるインターンシップ実施状況等調査(２年ごと) 0
18 ▲ 大学・短期大学・高等専門学校におけるインターンシップ実施状況等調査(２年ごと) 0 ▲ 知的財産活動調査(年次、３年ごと) 0 ▲ 大学等におけるフルタイム換算データに関する調査(５年ごと) 0
19 ▲ 大学等におけるフルタイム換算データに関する調査(５年ごと) 0 ▲ 大学・短期大学・高等専門学校におけるインターンシップ実施状況等調査(２年ごと) 0 体育・スポーツ施設現況調査(６年ごと) 0

新聞雑誌 政府 ⺠間調査機関
1 △ ●住宅・土地統計調査(５年ごと) 1,254 △ ●住宅・土地統計調査(５年ごと) 28 △ ●建築着工統計調査(月次)＜住宅着工を含む＞ 277
2 △ ●建築着工統計調査(月次)＜住宅着工を含む＞ 248 △ ●建築着工統計調査(月次)＜住宅着工を含む＞ 26 △ ●住宅・土地統計調査(５年ごと) 25
3 マンション総合調査(５年ごと) 64 △ ●建設工事統計調査(月次、年次）／建設工事受注動態統計・建設工事施工統計 7 建設労働需給調査(月次) 6
4 建設労働需給調査(月次) 48 △ ●法人土地・建物基本調査(５年ごと) 5 住宅市場動向調査(年次) 5
5 △ ●建設工事統計調査(月次、年次）／建設工事受注動態統計・建設工事施工統計 33 建設労働需給調査(月次) 4 △ ●建設工事統計調査(月次、年次）／建設工事受注動態統計・建設工事施工統計 3
6 住宅市場動向調査(年次) 32 △ 建築物リフォーム・リニューアル調査(半年ごと) 2 建設業構造実態調査(３年ごと) 1
7 △ ●法人土地・建物基本調査(５年ごと) 28 住生活総合調査(５年ごと) 2 空家実態調査(５年ごと) 1
8 住生活総合調査(５年ごと) 26 ▲ 土地動態調査(年次) 1 マンション総合調査(５年ごと) 1
9 △ 建築物リフォーム・リニューアル調査(半年ごと) 13 ▲ 建設機械動向調査(２年ごと) 1 建設関連業等の動態調査(月次) 0

10 空家実態調査(５年ごと) 10 建設業構造実態調査(３年ごと) 1 主要建設資材需給・価格動向調査(月次) 0
11 建設関連業等の動態調査(月次) 4 空家実態調査(５年ごと) 1 △ 建築物リフォーム・リニューアル調査(半年ごと) 0
12 建設業構造実態調査(３年ごと) 4 マンション総合調査(５年ごと) 1 建設業活動実態調査(年次) 0
13 主要建設資材需給・価格動向調査(月次) 3 建設関連業等の動態調査(月次) 0 ▲ 土地動態調査(年次) 0
14 土地保有移動調査(年次) 3 主要建設資材需給・価格動向調査(月次) 0 土地保有移動調査(年次) 0
15 ▲ 土地動態調査(年次) 2 建設業活動実態調査(年次) 0 ▲ 建設資材・労働力需要実態調査(２年ごと) 0
16 建設業活動実態調査(年次) 0 住宅市場動向調査(年次) 0 ▲ 建設機械動向調査(２年ごと) 0
17 ▲ 建設資材・労働力需要実態調査(２年ごと) 0 土地保有移動調査(年次) 0 △ ●法人土地・建物基本調査(５年ごと) 0
18 ▲ 建設機械動向調査(２年ごと) 0 ▲ 建設資材・労働力需要実態調査(２年ごと) 0 住生活総合調査(５年ごと) 0
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業界 学術
△ ●学校基本調査(年次) 88 △ ●学校基本調査(年次) 393
△ ●科学技術研究調査(年次) 28 △ 体力・運動能力調査(年次) 379
△ 体力・運動能力調査(年次) 24 △ ●科学技術研究調査(年次) 194

体育・スポーツ施設現況調査(６年ごと) 10 △ ●社会教育調査(３年ごと) 100
△ 児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査(年次) 8 地方教育費調査(年次) 91

学校給食実施状況等調査(年次) 6 △ 児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査(年次) 78
子供の学習費調査(２年ごと) 6 ●学校教員統計調査(３年ごと) 50
⺠間企業の研究活動に関する調査(年次) 5 子供の学習費調査(２年ごと) 33
学校における教育の情報化の実態等に関する調査(年次) 4 ⺠間企業の研究活動に関する調査(年次) 31
地方教育費調査(年次) 4 学校給食実施状況等調査(年次) 22

△ ●社会教育調査(３年ごと) 4 学校における教育の情報化の実態等に関する調査(年次) 21
▲ 学術情報基盤実態調査(年次) 2 体育・スポーツ施設現況調査(６年ごと) 14

●学校教員統計調査(３年ごと) 2 ▲ 学術情報基盤実態調査(年次) 8
▲ 大学等におけるフルタイム換算データに関する調査(５年ごと) 2 ▲ 知的財産活動調査(年次、３年ごと) 7
▲ 学校給食栄養報告(年次) 1 ▲ 学校給食栄養報告(年次) 3
▲ 知的財産活動調査(年次、３年ごと) 1 ▲ 大学等におけるフルタイム換算データに関する調査(５年ごと) 2

宗教統計調査(年次) 0 宗教統計調査(年次) 1
▲ 模倣被害実態調査(年次) 0 ▲ 模倣被害実態調査(年次) 0
▲ 大学・短期大学・高等専門学校におけるインターンシップ実施状況等調査(２年ごと) 0 ▲ 大学・短期大学・高等専門学校におけるインターンシップ実施状況等調査(２年ごと) 0

業界 学術
△ ●建設工事統計調査(月次、年次）／建設工事受注動態統計・建設工事施工統計 1,720 住生活総合調査(５年ごと) 414
△ ●建築着工統計調査(月次)＜住宅着工を含む＞ 1,408 △ ●住宅・土地統計調査(５年ごと) 254

建設労働需給調査(月次) 518 △ ●建築着工統計調査(月次)＜住宅着工を含む＞ 222
△ ●住宅・土地統計調査(５年ごと) 222 △ ●建設工事統計調査(月次、年次）／建設工事受注動態統計・建設工事施工統計 127

主要建設資材需給・価格動向調査(月次) 92 住宅市場動向調査(年次) 35
△ 建築物リフォーム・リニューアル調査(半年ごと) 68 建設業活動実態調査(年次) 31

建設業活動実態調査(年次) 53 △ ●法人土地・建物基本調査(５年ごと) 28
住宅市場動向調査(年次) 48 △ 建築物リフォーム・リニューアル調査(半年ごと) 24

△ ●法人土地・建物基本調査(５年ごと) 35 ▲ 建設資材・労働力需要実態調査(２年ごと) 13
マンション総合調査(５年ごと) 25 建設業構造実態調査(３年ごと) 13
住生活総合調査(５年ごと) 18 マンション総合調査(５年ごと) 12
空家実態調査(５年ごと) 13 建設労働需給調査(月次) 9

▲ 建設資材・労働力需要実態調査(２年ごと) 7 主要建設資材需給・価格動向調査(月次) 6
建設業構造実態調査(３年ごと) 6 空家実態調査(５年ごと) 3

▲ 土地動態調査(年次) 2 ▲ 土地動態調査(年次) 2
建設関連業等の動態調査(月次) 0 ▲ 建設機械動向調査(２年ごと) 2
土地保有移動調査(年次) 0 建設関連業等の動態調査(月次) 1

▲ 建設機械動向調査(２年ごと) 0 土地保有移動調査(年次) 1
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図表 2-12 運輸・通信統計の利活用度 

 
注 △：6 指標いずれにおいても上位 10 位以内の統計、▲：6 指標いずれにおいても下位 10 位以内の統計、 

赤網：2.4(4)に示す客体当り利活用度の高い統計（参考）、青網：2.4(4)に示す客体当り利活用度の低い統計（参考）、●：基幹統計を示す。 

6 指標のうち e-Stat ダウンロード件数は非掲載。 

図表 2-13 農林水産統計の利活用度 

 
注 △：6 指標いずれにおいても上位 10 位以内の統計、▲：6 指標いずれにおいても下位 10 位以内の統計、 

赤網：2.4(4)に示す客体当り利活用度の高い統計（参考）、青網：2.4(4)に示す客体当り利活用度の低い統計（参考）、●：基幹統計を示す。 

6 指標のうち e-Stat ダウンロード件数は非掲載。  

新聞雑誌 政府 ⺠間調査機関
1 通信利用動向調査(年次) 172 通信利用動向調査(年次) 40 通信利用動向調査(年次) 15
2 パーソントリップ調査(10年ごと) 76 全国道路・街路交通情勢調査(５年ごと) 12 航空輸送統計調査(月次) 3
3 ●港湾調査(月次、年次) 50 全国都市交通特性調査(５年ごと) 8 鉄道輸送統計調査(月次、年次) 2
4 全国道路・街路交通情勢調査(５年ごと) 38 情報通信業基本調査(年次) 7 国際航空旅客動態調査(年次) 2
5 鉄道輸送統計調査(月次、年次) 20 全国貨物純流動調査(５年ごと) 6 航空旅客動態調査(２年ごと) 2
6 幹線旅客流動実態調査(５年ごと) 15 情報処理実態調査(年次) 4 ●自動車輸送統計調査(月次) 1
7 大都市交通センサス(５年ごと) 11 大都市交通センサス(５年ごと) 3 幹線旅客流動実態調査(５年ごと) 1
8 航空旅客動態調査(２年ごと) 9 東京都市圏物資流動調査(10年ごと) 3 全国貨物純流動調査(５年ごと) 1
9 情報処理実態調査(年次) 5 パーソントリップ調査(10年ごと) 3 大都市交通センサス(５年ごと) 1

10 全国都市交通特性調査(５年ごと) 4 ●港湾調査(月次、年次) 2 パーソントリップ調査(10年ごと) 1
11 航空輸送統計調査(月次) 3 ●自動車輸送統計調査(月次) 1 ●港湾調査(月次、年次) 0
12 全国輸出入コンテナ貨物流動調査(５年ごと) 3 幹線旅客流動実態調査(５年ごと) 1 ●内航船舶輸送統計調査(月次、年次) 0
13 ●自動車輸送統計調査(月次) 2 全国輸出入コンテナ貨物流動調査(５年ごと) 1 通信・放送産業動態調査(四半期) 0
14 国際航空旅客動態調査(年次) 2 ●内航船舶輸送統計調査(月次、年次) 0 ●船員労働統計調査(年次) 0
15 情報通信業基本調査(年次) 2 航空輸送統計調査(月次) 0 情報処理実態調査(年次) 0
16 東京都市圏物資流動調査(10年ごと) 1 鉄道輸送統計調査(月次、年次) 0 ▲ 船員異動状況調査(年次) 0
17 ●内航船舶輸送統計調査(月次、年次) 0 通信・放送産業動態調査(四半期) 0 旅客県間流動調査(年次) 0
18 通信・放送産業動態調査(四半期) 0 ●船員労働統計調査(年次) 0 情報通信業基本調査(年次) 0
19 ●船員労働統計調査(年次) 0 国際航空旅客動態調査(年次) 0 航空貨物動態調査(２年ごと) 0
20 ▲ 船員異動状況調査(年次) 0 ▲ 船員異動状況調査(年次) 0 国際航空貨物動態調査(２年ごと) 0
21 旅客県間流動調査(年次) 0 旅客県間流動調査(年次) 0 全国道路・街路交通情勢調査(５年ごと) 0
22 航空貨物動態調査(２年ごと) 0 航空貨物動態調査(２年ごと) 0 全国都市交通特性調査(５年ごと) 0
23 国際航空貨物動態調査(２年ごと) 0 航空旅客動態調査(２年ごと) 0 全国輸出入コンテナ貨物流動調査(５年ごと) 0
24 全国貨物純流動調査(５年ごと) 0 国際航空貨物動態調査(２年ごと) 0 ▲ バルク貨物流動調査(５年ごと) 0
25 ▲ バルク貨物流動調査(５年ごと) 0 ▲ バルク貨物流動調査(５年ごと) 0 ユニットロード貨物流動調査(５年ごと) 0
26 ユニットロード貨物流動調査(５年ごと) 0 ユニットロード貨物流動調査(５年ごと) 0 近畿圏物資流動調査(10年ごと) 0
27 近畿圏物資流動調査(10年ごと) 0 近畿圏物資流動調査(10年ごと) 0 中京都市圏物資流動調査(10年ごと) 0
28 中京都市圏物資流動調査(10年ごと) 0 中京都市圏物資流動調査(10年ごと) 0 東京都市圏物資流動調査(10年ごと) 0
29 ▲ 貸切バスの安全確保を推進するためのアンケート調査(１回限り) 0 ▲ 貸切バスの安全確保を推進するためのアンケート調査(１回限り) 0 ▲ 貸切バスの安全確保を推進するためのアンケート調査(１回限り) 0

新聞雑誌 政府 ⺠間調査機関
1 △ ●農林業センサス(５年ごと) 1,315 △ ●農林業センサス(５年ごと) 37 △ ●農林業センサス(５年ごと) 14
2 △ ●漁業センサス(５年ごと) 219 △ ●漁業センサス(５年ごと) 12 △ ●漁業センサス(５年ごと) 4
3 農業構造動態調査(年次) 53 新規就農者調査(年次) 10 ６次産業化総合調査(年次) 3
4 △ ●農業経営統計調査(月次、年次) 46 △ ●農業経営統計調査(月次、年次) 8 △ ●農業経営統計調査(月次、年次) 1
5 △ 集落営農実態調査(年次) 25 農業構造動態調査(年次) 8 農業物価統計調査(月次) 1
6 ●海面漁業生産統計調査(半年ごと、年次) 17 漁業就業動向調査(年次) 6 △ 集落営農実態調査(年次) 1
7 ６次産業化総合調査(年次) 13 ６次産業化総合調査(年次) 6 新規就農者調査(年次) 1
8 地域特産野菜生産状況調査(２年ごと) 13 漁業経営調査(年次) 5 農業構造動態調査(年次) 1
9 新規就農者調査(年次) 12 △ 集落営農実態調査(年次) 5 ●牛乳乳製品統計調査(月次、年次) 0

10 ●作物統計調査(年次、年３回、随時) 11 特用林産物生産統計調査(年次) 5 ●木材統計調査(月次、年次) 0
11 ●木材統計調査(月次、年次) 6 農業物価統計調査(月次) 3 ▲ 生産者の米穀在庫等調査(月次) 0
12 畜産統計調査(年次) 6 ●作物統計調査(年次、年３回、随時) 2 ●海面漁業生産統計調査(半年ごと、年次) 0
13 特用林産物生産統計調査(年次) 5 ●木材統計調査(月次、年次) 1 ●作物統計調査(年次、年３回、随時) 0
14 農業物価統計調査(月次) 4 ●海面漁業生産統計調査(半年ごと、年次) 1 ▲ 花き産業振興総合調査(年次、不定期（おおむね３年ごと）) 0
15 漁業経営調査(年次) 3 森林組合⼀⻫調査(年次) 1 漁業経営調査(年次) 0
16 内水面漁業生産統計調査(年次) 3 地域特産野菜生産状況調査(２年ごと) 1 漁業就業動向調査(年次) 0
17 ●牛乳乳製品統計調査(月次、年次) 2 ●牛乳乳製品統計調査(月次、年次) 0 森林組合⼀⻫調査(年次) 0
18 漁業就業動向調査(年次) 2 ▲ 生産者の米穀在庫等調査(月次) 0 畜産統計調査(年次) 0
19 特定作物統計調査(年次) 2 ▲ 花き産業振興総合調査(年次、不定期（おおむね３年ごと）) 0 特定作物統計調査(年次) 0
20 ▲ 花き産業振興総合調査(年次、不定期（おおむね３年ごと）) 1 畜産統計調査(年次) 0 ▲ 土壌改良資材の生産量及び輸入量調査(年次) 0
21 森林組合⼀⻫調査(年次) 1 特定作物統計調査(年次) 0 内水面漁業生産統計調査(年次) 0
22 農業協同組合及び同連合会⼀⻫調査(年次、２年ごと) 1 ▲ 土壌改良資材の生産量及び輸入量調査(年次) 0 農業協同組合及び同連合会⼀⻫調査(年次、２年ごと) 0
23 ▲ 生産者の米穀在庫等調査(月次) 0 内水面漁業生産統計調査(年次) 0 ▲ 農道整備状況調査(年次) 0
24 ▲ 土壌改良資材の生産量及び輸入量調査(年次) 0 農業協同組合及び同連合会⼀⻫調査(年次、２年ごと) 0 特用林産物生産統計調査(年次) 0
25 ▲ 農道整備状況調査(年次) 0 ▲ 農道整備状況調査(年次) 0 地域特産野菜生産状況調査(２年ごと) 0
26 ▲ 都道府県知事認可漁業協同組合の職員に関する⼀⻫調査(２年ごと) 0 ▲ 都道府県知事認可漁業協同組合の職員に関する⼀⻫調査(２年ごと) 0 ▲ 都道府県知事認可漁業協同組合の職員に関する⼀⻫調査(２年ごと) 0
27 ▲ 水産加工業経営実態調査(おおむね５年ごと) 0 ▲ 水産加工業経営実態調査(おおむね５年ごと) 0 ▲ 水産加工業経営実態調査(おおむね５年ごと) 0
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業界 学術
全国道路・街路交通情勢調査(５年ごと) 120 パーソントリップ調査(10年ごと) 712
●港湾調査(月次、年次) 96 全国道路・街路交通情勢調査(５年ごと) 205
パーソントリップ調査(10年ごと) 78 全国貨物純流動調査(５年ごと) 44
情報通信業基本調査(年次) 19 全国都市交通特性調査(５年ごと) 41
東京都市圏物資流動調査(10年ごと) 15 東京都市圏物資流動調査(10年ごと) 41
大都市交通センサス(５年ごと) 13 大都市交通センサス(５年ごと) 35
通信・放送産業動態調査(四半期) 10 情報処理実態調査(年次) 27
全国輸出入コンテナ貨物流動調査(５年ごと) 9 通信利用動向調査(年次) 22
全国都市交通特性調査(５年ごと) 8 幹線旅客流動実態調査(５年ごと) 19
全国貨物純流動調査(５年ごと) 7 ●港湾調査(月次、年次) 17
情報処理実態調査(年次) 5 全国輸出入コンテナ貨物流動調査(５年ごと) 11
航空旅客動態調査(２年ごと) 4 航空旅客動態調査(２年ごと) 5
近畿圏物資流動調査(10年ごと) 4 通信・放送産業動態調査(四半期) 2
国際航空旅客動態調査(年次) 3 ユニットロード貨物流動調査(５年ごと) 2
通信利用動向調査(年次) 2 国際航空旅客動態調査(年次) 1
幹線旅客流動実態調査(５年ごと) 2 情報通信業基本調査(年次) 1
航空貨物動態調査(２年ごと) 1 近畿圏物資流動調査(10年ごと) 1
国際航空貨物動態調査(２年ごと) 1 ●自動車輸送統計調査(月次) 0
中京都市圏物資流動調査(10年ごと) 1 ●内航船舶輸送統計調査(月次、年次) 0
●自動車輸送統計調査(月次) 0 航空輸送統計調査(月次) 0
●内航船舶輸送統計調査(月次、年次) 0 鉄道輸送統計調査(月次、年次) 0
航空輸送統計調査(月次) 0 ●船員労働統計調査(年次) 0
鉄道輸送統計調査(月次、年次) 0 ▲ 船員異動状況調査(年次) 0
●船員労働統計調査(年次) 0 旅客県間流動調査(年次) 0

▲ 船員異動状況調査(年次) 0 航空貨物動態調査(２年ごと) 0
旅客県間流動調査(年次) 0 国際航空貨物動態調査(２年ごと) 0

▲ バルク貨物流動調査(５年ごと) 0 ▲ バルク貨物流動調査(５年ごと) 0
ユニットロード貨物流動調査(５年ごと) 0 中京都市圏物資流動調査(10年ごと) 0

▲ 貸切バスの安全確保を推進するためのアンケート調査(１回限り) 0 ▲ 貸切バスの安全確保を推進するためのアンケート調査(１回限り) 0

業界 学術
△ ●農林業センサス(５年ごと) 127 △ ●農林業センサス(５年ごと) 495
△ 集落営農実態調査(年次) 34 △ ●漁業センサス(５年ごと) 201
△ ●漁業センサス(５年ごと) 28 △ ●農業経営統計調査(月次、年次) 163
△ ●農業経営統計調査(月次、年次) 22 △ 集落営農実態調査(年次) 37

漁業経営調査(年次) 18 農業構造動態調査(年次) 29
農業構造動態調査(年次) 17 漁業経営調査(年次) 16
６次産業化総合調査(年次) 17 新規就農者調査(年次) 10
漁業就業動向調査(年次) 14 畜産統計調査(年次) 10
新規就農者調査(年次) 7 ●牛乳乳製品統計調査(月次、年次) 7
●海面漁業生産統計調査(半年ごと、年次) 5 ６次産業化総合調査(年次) 6
特用林産物生産統計調査(年次) 3 ●作物統計調査(年次、年３回、随時) 2
●牛乳乳製品統計調査(月次、年次) 2 地域特産野菜生産状況調査(２年ごと) 2
農業物価統計調査(月次) 2 ●木材統計調査(月次、年次) 1
●作物統計調査(年次、年３回、随時) 2 ▲ 生産者の米穀在庫等調査(月次) 0
内水面漁業生産統計調査(年次) 1 農業物価統計調査(月次) 0
地域特産野菜生産状況調査(２年ごと) 1 ●海面漁業生産統計調査(半年ごと、年次) 0
●木材統計調査(月次、年次) 0 ▲ 花き産業振興総合調査(年次、不定期（おおむね３年ごと）) 0

▲ 生産者の米穀在庫等調査(月次) 0 漁業就業動向調査(年次) 0
▲ 花き産業振興総合調査(年次、不定期（おおむね３年ごと）) 0 森林組合⼀⻫調査(年次) 0

森林組合⼀⻫調査(年次) 0 特定作物統計調査(年次) 0
畜産統計調査(年次) 0 ▲ 土壌改良資材の生産量及び輸入量調査(年次) 0
特定作物統計調査(年次) 0 内水面漁業生産統計調査(年次) 0

▲ 土壌改良資材の生産量及び輸入量調査(年次) 0 農業協同組合及び同連合会⼀⻫調査(年次、２年ごと) 0
農業協同組合及び同連合会⼀⻫調査(年次、２年ごと) 0 ▲ 農道整備状況調査(年次) 0

▲ 農道整備状況調査(年次) 0 特用林産物生産統計調査(年次) 0
▲ 都道府県知事認可漁業協同組合の職員に関する⼀⻫調査(２年ごと) 0 ▲ 都道府県知事認可漁業協同組合の職員に関する⼀⻫調査(２年ごと) 0
▲ 水産加工業経営実態調査(おおむね５年ごと) 0 ▲ 水産加工業経営実態調査(おおむね５年ごと) 0
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図表 2-14 生活・環境・エネルギー統計の利活用度 

 
注 △：6 指標いずれにおいても上位 10 位以内の統計、▲：6 指標いずれにおいても下位 10 位以内の統計、 

赤網：2.4(4)に示す客体当り利活用度の高い統計（参考）、青網：2.4(4)に示す客体当り利活用度の低い統計（参考）、●：基幹統計を示す。 

6 指標のうち e-Stat ダウンロード件数は非掲載。 

  

新聞雑誌 政府 ⺠間調査機関
1 △ ●国⺠生活基礎調査(年次、３年ごと) 1,989 △ ●国⺠生活基礎調査(年次、３年ごと) 69 △ ●国⺠生活基礎調査(年次、３年ごと) 20
2 △ ●社会生活基本調査(５年ごと) 540 △ ●社会生活基本調査(５年ごと) 44 △ ●社会生活基本調査(５年ごと) 8
3 △ 21世紀出生児縦断調査(年次) 158 ⻘少年のインターネット利用環境実態調査(年次) 19 △ 21世紀成年者縦断調査（国⺠の生活に関する継続調査）(年次) 4
4 ⻘少年のインターネット利用環境実態調査(年次) 62 男女間における暴力に関する調査(３年ごと) 8 ⻘少年のインターネット利用環境実態調査(年次) 1
5 男女間における暴力に関する調査(３年ごと) 62 産業廃棄物排出・処理状況調査(年次) 7 △ 21世紀出生児縦断調査(年次) 1
6 △ 21世紀成年者縦断調査（国⺠の生活に関する継続調査）(年次) 44 △ 21世紀成年者縦断調査（国⺠の生活に関する継続調査）(年次) 6 環境にやさしい企業行動調査(年次) 1
7 中高年者縦断調査(年次) 8 環境保健サーベイランス調査(年次) 6 エネルギー消費統計調査(年次) 1
8 市⺠の社会貢献に関する実態調査(３年ごと) 6 エネルギー消費統計調査(年次) 5 消費生活協同組合（連合会）実態調査(年次) 0
9 環境にやさしい企業行動調査(年次) 4 中高年者縦断調査(年次) 4 中高年者縦断調査(年次) 0

10 木質バイオマスエネルギー利用動向調査(年次) 4 消費生活協同組合（連合会）実態調査(年次) 3 子どもを守る地域ネットワーク等調査(５年ごと） 0
11 スポットＬＮＧ価格調査(月次) 4 △ 21世紀出生児縦断調査(年次) 3 中国残留邦人等実態調査(不定期) 0
12 水害統計調査(年次) 2 木質バイオマスエネルギー利用動向調査(年次) 3 家庭の生活実態及び生活意識に関する調査(１回限り) 0
13 中国残留邦人等実態調査(不定期) 1 水害統計調査(年次) 2 市⺠の社会貢献に関する実態調査(３年ごと) 0
14 家庭の生活実態及び生活意識に関する調査(１回限り) 1 子どもを守る地域ネットワーク等調査(５年ごと） 1 男女間における暴力に関する調査(３年ごと) 0
15 大気汚染物質排出量総合調査(３年ごと) 1 市⺠の社会貢献に関する実態調査(３年ごと) 1 環境保健サーベイランス調査(年次) 0
16 ●ガス事業生産動態統計調査(月次、四半期) 1 環境にやさしい企業行動調査(年次) 1 産業廃棄物排出・処理状況調査(年次) 0
17 ●経済産業省特定業種石油等消費統計調査(月次) 1 水質汚濁物質排出量総合調査(２年ごと) 1 ▲ 食品廃棄物等の発生抑制及び再生利用の促進の取組に係る実態調査(年次) 0
18 消費生活協同組合（連合会）実態調査(年次) 0 大気汚染物質排出量総合調査(３年ごと) 1 水質汚濁物質排出量総合調査(２年ごと) 0
19 子どもを守る地域ネットワーク等調査(５年ごと） 0 ●ガス事業生産動態統計調査(月次、四半期) 1 大気汚染物質排出量総合調査(３年ごと) 0
20 環境保健サーベイランス調査(年次) 0 自動車燃料消費量調査(月次) 1 ▲ 産業廃棄物等からの水銀回収等に関する調査(１回限り) 0
21 産業廃棄物排出・処理状況調査(年次) 0 中国残留邦人等実態調査(不定期) 0 木質バイオマスエネルギー利用動向調査(年次) 0
22 ▲ 食品廃棄物等の発生抑制及び再生利用の促進の取組に係る実態調査(年次) 0 家庭の生活実態及び生活意識に関する調査(１回限り) 0 家庭部門のCO2排出実態統計調査(年次) 0
23 水質汚濁物質排出量総合調査(２年ごと) 0 ▲ 食品廃棄物等の発生抑制及び再生利用の促進の取組に係る実態調査(年次) 0 水害統計調査(年次) 0
24 ▲ 産業廃棄物等からの水銀回収等に関する調査(１回限り) 0 ▲ 産業廃棄物等からの水銀回収等に関する調査(１回限り) 0 ●ガス事業生産動態統計調査(月次、四半期) 0
25 家庭部門のCO2排出実態統計調査(年次) 0 家庭部門のCO2排出実態統計調査(年次) 0 ●経済産業省特定業種石油等消費統計調査(月次) 0
26 エネルギー消費統計調査(年次) 0 ●経済産業省特定業種石油等消費統計調査(月次) 0 石油設備調査(２年ごと) 0
27 石油設備調査(２年ごと) 0 石油設備調査(２年ごと) 0 スポットＬＮＧ価格調査(月次) 0
28 石油輸入調査(月次) 0 スポットＬＮＧ価格調査(月次) 0 石油輸入調査(月次) 0
29 自動車燃料消費量調査(月次) 0 石油輸入調査(月次) 0 自動車燃料消費量調査(月次) 0



 

27 
 

 

  
 

 

業界 学術
△ ●国⺠生活基礎調査(年次、３年ごと) 138 △ ●国⺠生活基礎調査(年次、３年ごと) 857
△ ●社会生活基本調査(５年ごと) 22 △ ●社会生活基本調査(５年ごと) 351

木質バイオマスエネルギー利用動向調査(年次) 8 △ 21世紀成年者縦断調査（国⺠の生活に関する継続調査）(年次) 73
エネルギー消費統計調査(年次) 6 △ 21世紀出生児縦断調査(年次) 61
⻘少年のインターネット利用環境実態調査(年次) 4 中高年者縦断調査(年次) 32
石油設備調査(２年ごと) 4 環境にやさしい企業行動調査(年次) 20

△ 21世紀出生児縦断調査(年次) 3 環境保健サーベイランス調査(年次) 9
環境にやさしい企業行動調査(年次) 3 エネルギー消費統計調査(年次) 6
●ガス事業生産動態統計調査(月次、四半期) 2 男女間における暴力に関する調査(３年ごと) 4

△ 21世紀成年者縦断調査（国⺠の生活に関する継続調査）(年次) 1 大気汚染物質排出量総合調査(３年ごと) 4
市⺠の社会貢献に関する実態調査(３年ごと) 1 自動車燃料消費量調査(月次) 4
男女間における暴力に関する調査(３年ごと) 1 ⻘少年のインターネット利用環境実態調査(年次) 2
環境保健サーベイランス調査(年次) 1 産業廃棄物排出・処理状況調査(年次) 2
産業廃棄物排出・処理状況調査(年次) 1 子どもを守る地域ネットワーク等調査(５年ごと） 1
大気汚染物質排出量総合調査(３年ごと) 1 中国残留邦人等実態調査(不定期) 1
家庭部門のCO2排出実態統計調査(年次) 1 市⺠の社会貢献に関する実態調査(３年ごと) 1
水害統計調査(年次) 1 水質汚濁物質排出量総合調査(２年ごと) 1
●経済産業省特定業種石油等消費統計調査(月次) 1 木質バイオマスエネルギー利用動向調査(年次) 1
自動車燃料消費量調査(月次) 1 水害統計調査(年次) 1
消費生活協同組合（連合会）実態調査(年次) 0 消費生活協同組合（連合会）実態調査(年次) 0
中高年者縦断調査(年次) 0 家庭の生活実態及び生活意識に関する調査(１回限り) 0
子どもを守る地域ネットワーク等調査(５年ごと） 0 ▲ 食品廃棄物等の発生抑制及び再生利用の促進の取組に係る実態調査(年次) 0
中国残留邦人等実態調査(不定期) 0 ▲ 産業廃棄物等からの水銀回収等に関する調査(１回限り) 0
家庭の生活実態及び生活意識に関する調査(１回限り) 0 家庭部門のCO2排出実態統計調査(年次) 0

▲ 食品廃棄物等の発生抑制及び再生利用の促進の取組に係る実態調査(年次) 0 ●ガス事業生産動態統計調査(月次、四半期) 0
水質汚濁物質排出量総合調査(２年ごと) 0 ●経済産業省特定業種石油等消費統計調査(月次) 0

▲ 産業廃棄物等からの水銀回収等に関する調査(１回限り) 0 石油設備調査(２年ごと) 0
スポットＬＮＧ価格調査(月次) 0 スポットＬＮＧ価格調査(月次) 0
石油輸入調査(月次) 0 石油輸入調査(月次) 0
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 （参考）統計の調査規模と関連させた分析 

前節での統計の利活用度の分析の結果、大規模統計調査による統計において利活用度が

高い傾向がみられたことから、統計の調査規模と関連させた分析を、試験的に作成した調査

規模指標を用いて行った。 

(1) 調査規模指標相互の関係 

まず、調査規模指標として作成した事業費と延べ客体数の関係をみると、おおむねの相関

関係はあるが、調査方法（調査員調査、郵送調査等）、民間委託等の状況（統計職員の人件

費等の事務経費は事業費には含まれない）、調査客体（企業、世帯、地方公共団体等）等に

関する差異によって傾向が異なる。 

 

図表 2-15 調査規模に関する 2 指標の関係 

 

注 事業費、延べ客体数は常用対数に変換して表示。事業費がないもの、明らかになっていないものは表示していない。 
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(2) 調査規模指標と利活用度指標の関係 

次に、統計の調査規模指標のうち延べ客体数と利活用度指標（6 指標）との関係について、

まず、主要新聞・雑誌記事での利活用度を用いて見てみると、両者の相関関係は、総じてい

えば延べ客体数が多い統計ほど、利活用度が高い傾向にはあるが、その相関度合いはそれほ

ど高くない。この点は、政府資料、民間調査機関、業界、学術の各利用についても同様であ

る。すなわち、相対的に延べ客体数が小さくとも利活用度の高い統計が存在する一方で、延

べ客体数が大きいが利活用度の低い統計が存在することがみてとれる。 

 

図表 2-16 調査規模指標（延べ客体数）と利活用度指標（6 指標）の関係 

 
注 延べ客体数、利活用度の各指標は常用対数に変換して表示。利活用度が 0 のものは表示していない。 
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(3) 統計の調査規模の分布 

ここで、統計の調査規模についての集中度合いがどの程度かを見てみた。調査規模指標と

して「延べ客体数」を用いた場合では、延べ客体数の上位 27 統計（政府統計 267 統計の 1

割）で、政府統計における延べ客体数計の 83％を占めている。他方、延べ客体数の下位 27

統計では 0.01%のみを占めているにすぎない（詳細は、参考資料 1、参考資料 2 参照）。 

なお、調査規模指標として「事業費」を用いた場合については、事業費の上位 27 統計で、

政府統計の事業費合計の 85％を占めている（事業費が整理できた 209 統計のみであり、整

理できなかった 58 統計は 0 として集計）。 

 

図表 2-17 調査規模 2 指標における調査規模の集中度合い（ローレンツ曲線） 
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(4) 客体当りでみた各統計の利活用度 

前節での統計の利活用度の分析の結果、大規模統計調査による統計において利活用度が

高い傾向がみられたことから、客体当りでみた利活用度に着目し、客体当り利活用度の高い

統計と客体当り利活用度の低い統計の抽出を行った。 

まず、利活用度 6 指標をそれぞれ延べ客体数で除して客体当り利活用度 6 指標を試算し、

各統計分野において客体当り利活用度 6 指標いずれにおいても上位３分の１程度であった

統計を客体当り利活用度が高い統計とし、各分野において 6 指標いずれにおいても下位３

分の１程度であった統計を客体当り利活用度が低い統計とした。 

ここで用いた延べ客体数は、前述のとおり調査規模を正確に表すものとは言えないこと

に留意する必要があるが、客体当り利活用度の高い統計としては 18 統計、客体当り利活用

度の低い統計として 23 統計が抽出された。各分野において抽出された統計は以下のとおり

である。 

1) 景気・マクロ経済 

景気・マクロ経済 62 統計のうち、客体当り利活用度が高い統計として、6 指標いずれに

おいても上位 20 位以内であった統計を抽出すると、「工場立地動向調査」8、「家計調査」

の 2 統計が抽出された。 

他方、客体あたり利活用度が低い統計として、6 指標いずれにおいても下位 20 位以内で

あった統計を抽出すると、「組織マネジメントに関する調査」、「北海道法人企業投資状況

調査」、「金属加工統計調査」、「容器包装利用・製造等実態調査」、「石油製品需給動態

統計調査」の 5 統計が抽出された。 

なお、前述 2.3(3)で利活用度（以下、「総量の利活用度」という）が高い統計として抽出

された「消費動向調査」、「経済産業省生産動態統計調査＜鉱工業指数＞」、「経済センサ

ス」、「商業動態統計調査」、「法人企業統計調査」、「小売物価統計調査＜消費者物価指

数＞」は、客体当りでみた利活用度は他統計と比べて必ずしも高くはない。 

また、総量の利活用度が低い統計として抽出された「貴金属流通統計調査」、「たばこ小

売販売業経営実態調査」、「非鉄金属海外鉱等受入調査」、「地方公共団体消費状況等調査」

は、客体当りでみると利活用度は低くない。 

2) 人口・労働・賃金 

人口・労働・賃金 32 統計のうち、客体当り利活用度が高い統計として、6 指標いずれに

おいても上位 10 位以内であった統計を抽出すると、「就労条件総合調査」、「雇用均等基

本調査」の 2 統計が抽出された。 

他方、客体当り利活用度が低い統計として、6 指標いずれにおいても下位 10 位以内であ

った統計を抽出すると、「労務費率調査」、「最低賃金に関する実態調査」の 2 統計が抽出

された。 

なお、総量の利活用度が高い統計として抽出された「国勢調査」、「労働力調査」、「毎

                                                        
8 総量の利活用度で上位に入らず、客体あたりで上位に入った統計に下線を付した。以下、下位について

も、また他分野についても同様。 
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月勤労統計調査」、「賃金構造基本統計調査」は、客体当りでみた利活用度は他統計と比べ

て必ずしも高くはない。 

また、総量の利活用度が低い統計として抽出された「港湾運送事業雇用実態調査」、「民

間企業における役員報酬（給与）調査」、「家内労働等実態調査」、「退職公務員生活状況

調査」は、客体当りでみると利活用度は低くない。 

3) 医療・福祉 

医療・福祉 51 統計のうち、客体当り利活用度が高い統計として、6 指標いずれにおいて

も上位 15 位以内であった統計を抽出すると、「介護給付費等実態調査」、「医療費の動向

調査」、「衛生行政報告例」、「医師・歯科医師・薬剤師調査」、「患者調査」、「地域保

健・健康増進事業報告」の 6 統計が抽出された。 

他方、客体当り利活用度が低い統計として、6 指標いずれにおいても下位 15 位以内であ

った統計を抽出すると、「保険医療材料等使用状況調査」、「歯科技工料調査」、「国家公

務員共済組合年金受給者実態調査」、「公務員及び私学教職員に関する厚生年金保険適用給

付状況調査」、「障害福祉サービス等従事者処遇状況等調査」の 5 統計が抽出された。 

なお、総量の利活用度が高い統計として抽出された「国民健康・栄養調査」は、客体当り

でみた利活用度は他統計と比べて必ずしも高くはない。 

また、総量の利活用度が低い統計として抽出された「ホームレスの実態に関する全国調査

（生活実態調査）」、「無歯科医地区等調査」、「無医地区等調査」は、客体当りでみると

利活用度は低くない。 

4) 教育・文化・科学技術 

教育・文化・科学技術 19 統計のうち、客体当り利活用度が高い統計として、6 指標いず

れにおいても上位 10 位以内であった統計を抽出すると「学校基本調査」の 1 統計が抽出さ

れた。 

他方、客体当り利活用度が低い統計として、6 指標いずれにおいても下位 10 位以内であ

った統計を抽出すると、「大学・短期大学・高等専門学校におけるインターンシップ実施状

況等調査」、「知的財産活動調査」、「模倣被害実態調査」の 3 統計が抽出された。 

なお、総量の利活用度が高い統計として抽出された、「体力・運動能力調査」、「科学技

術研究調査」、「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査」、「社

会教育調査」は、客体当りでみた利活用度は他統計と比べて必ずしも高くはない。 

また、総量の利活用度が低い統計として抽出された「大学等におけるフルタイム換算デー

タに関する調査」、「学校給食栄養報告」、「学術情報基盤実態調査」は、客体当りでみる

と利活用度は低くない。 

5) 建設・不動産 

建設・不動産 18 統計のうち、客体当り利活用度が高い統計として、6 指標いずれにおい

ても上位 10 位以内であった統計を抽出すると、「空家実態調査」、「建築物リフォーム・

リニューアル調査」の 2 統計が抽出された。 

他方、客体当り利活用度が低い統計として、6 指標いずれにおいても下位 10 位以内であ
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った統計を抽出すると、「土地動態調査」、「土地保有移動調査」の 2 統計が抽出された。 

なお、総量の利活用度が高い統計として抽出された、「住宅・土地統計調査」、「建築着

工統計調査」、「建設工事統計調査」、「法人土地・建物基本調査」は、客体当りでみた利

活用度は他統計と比べて必ずしも高くはない。 

また、総量の利活用度が低い統計として抽出された「建設機械動向調査」、「建設資材・

労働力需要実態調査」は、客体当りでみると利活用度は低くない。 

6) 運輸・通信 

運輸・通信 29 統計のうち、客体当り利活用度が高い統計として、6 指標いずれにおいて

も上位 10 位以内であった統計を抽出すると、該当するものは存在しないという結果となっ

た。 

他方、客体当り利活用度が低い統計として、6 指標いずれにおいても下位 10 位以内であ

った統計を抽出すると、「貸切バスの安全確保を推進するためのアンケート調査」の 1 統計

が抽出された。 

なお、総量の利活用度が低い統計として抽出された、「バルク貨物流動調査」、「船員異

動状況調査」は、客体当りでみると利活用度は低くない。 

7) 農林水産 

農林水産 27 統計のうち、客体当り利活用度が高い統計として、6 指標いずれにおいても

上位 10 位以内であった統計を抽出すると、「集落営農実態調査」、「地域特産野菜生産状

況調査」、「農業経営統計調査」の 3 統計が抽出された。 

他方、客体当り利活用度が低い統計として、6 指標いずれにおいても下位 10 位以内であ

った統計を抽出すると、「都道府県知事認可漁業協同組合の職員に関する一斉調査」、「農

道整備状況調査」、「生産者の米穀在庫等調査」の 3 統計が抽出された。 

なお、総量の利活用度が高い統計として抽出された、「農林業センサス」、「漁業センサ

ス」は、客体当りでみた利活用度は他統計と比べて必ずしも高くはない。 

また、総量の利活用度が低い統計として抽出された、「水産加工業経営実態調査」、「土

壌改良資材の生産量及び輸入量調査」、「花き産業振興総合調査」は、客体当りでみると利

活用度は低くない。 

8) 生活・環境・エネルギー 

生活・環境・エネルギー29 統計のうち、客体当り利活用度が高い統計として、6 指標いず

れにおいても上位 10 位以内であった統計を抽出すると、「社会生活基本調査」の 1 統計が

抽出された。 

他方、客体当り利活用度が低い統計として、6 指標いずれにおいても下位 10 位以内であ

った統計を抽出すると、「産業廃棄物等からの水銀回収等に関する調査」の 1 統計が抽出さ

れた。 

なお、総量の利活用度が高い統計として抽出された、「国民生活基礎調査」、「21 世紀出

生児縦断調査」、「21 世紀成年者縦断調査（国民の生活に関する継続調査）」は、客体当り

でみた利活用度は他統計と比べて必ずしも高くはない。 
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また、総量の利活用度が低い統計として抽出された、「食品廃棄物等の発生抑制及び再生

利用の促進の取組に係る実態調査」は、客体当りでみると利活用度は低くない。 
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 今後の課題 

(1) 費用対効果の観点からの分析 

利活用度や調査規模の分析の結果、大規模統計調査による統計において利活用度が高い

傾向がみられ、利活用度、調査規模ともに上位の少数が統計全体の大半を占めることが明ら

かとなった。 

こうしたことをふまえると、「統計棚卸し」や報告者・調査実施者・統計作成者・ユーザ

ーにわたる統計に関する官民のコストの削減の検討にあたっては、費用対効果の観点から

の効率性を検証することが重要であると考えられる。 

諸外国では、こうした観点からの評価がすでに実施されている。例えば、英中央銀行にお

ける金融財政統計の棚卸しプロジェクトでは、費用便益分析の理論を整理したうえで、純便

益の最大化を目標としている。ただし、便益、コストの直接計測は困難であることから、前

述の便益指標、コスト指標による４象限プロットを通じて各統計の棚卸しの方針を整理し

ている。なお、前述の図表 2-16 は、このフレームにもとづいてプロットしたものとみるこ

ともできる。 

 

図表 2-18 英中央銀行における統計棚卸しのフレーム 

 
資料：Bank of England,2006, Cost-benefit analysis of monetary and financial statistics: A practical guide 

(2) 利活用度に係る総合指標の整備 

本調査では、利活用度に関して 6 種類の指標を作成し、いずれの指標でも上位・下位に来

る統計をもって、利活用度の高い統計・低い統計を特定したが、費用対効果の観点からは、

効果を意味する総合指標を作成することが求められる。 
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なお、上述の英中央銀行における金融財政統計の棚卸しプロジェクトでは、効果の金銭評

価（便益額の推計）は困難としたうえで、５指標からなる評価手法を開発している。５指標

のウエイトは行内アナリストへのアンケートにより設定し、そのうえで金融財政に関する

各統計の評価をアナリストが実施している。 

 

図表 2-19 英中央銀行における統計の便益評価手法 

 
資料：Bank of England,2006, Cost-benefit analysis of monetary and financial statistics: A practical guide 

 

(3) 費用指標の整備 

本調査では、参考情報として調査規模に関する指標として、延べ客体数や事業費を整理、

分析したが、費用対効果の観点からは、報告者負担等も含めた社会的コストを示す費用指標

を作成することが求められる。 

なお、前述の英中央銀行における金融財政統計の棚卸しプロジェクトでは、調査実施側コ

スト、調査回答者（市中銀行）の回答コストを推計している。 
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図表 2-20 英中央銀行における統計の費用評価手法 

 

 
資料：Bank of England,2006, Cost-benefit analysis of monetary and financial statistics: A practical guide 
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3. 政府統計の利活用状況に関する調査(2): アンケート調査 

前章の各統計の利活用度合いに関する量的な分析結果をふまえつつ、本章では統計ユー

ザーに対するアンケート調査を行い、各統計の利活用度合いに関する質的な分析を行った。

アンケート調査は、前章と同じ 267 統計を対象として実施した。 

 アンケート調査の概要 

(1) 調査の目的 

各政府統計の利活用度合いに関する質的な分析や有益度合い等を把握することに加え、

民間における統計作成状況ならびに政府統計との連携の可能性を把握することを目的とす

る。なお、政府統計との連携の可能性に関する調査結果の分析は、第 4 章において行う。 

(2) 調査の対象 

政府統計の主要な利用者と考えられる、研究者、シンクタンク、業界団体を対象とした。 

� 研究者は、国立情報学研究所 CiNiiArticles の論文データベース上で統計調査名による

検索でヒットする論文の著者のうち、国立研究開発法人科学技術振興機構知識基盤

情報部 researchmap サービスに登録されている全研究者 

� シンクタンクは、総合研究開発機構シンクタンク情報等に収録されている機関・エコ

ノミスト 

� 業界団体は、原書房全国各種団体名鑑の業種「産業・経済Ⅰ」「産業・経済Ⅱ」「産

業・経済Ⅲ」「社会・厚生」「教育文化」に掲載されている全団体 

(3) 調査事項 

� 設問Ⅰ 回答者の属性 

回答者の専門分野（問 1） 

� 設問Ⅱ 政府統計の利用状況 

各統計の認知・利用の有無（問 2）、満足度（問 3）、利用しない理由（問 4）、代替

する業務統計・民間統計（問 5） 

� 設問Ⅲ 政府統計の改善・拡充の可能性 

改善・拡充すべき統計（問 6）、改善・拡充すべきポイント（問 7）、改善・拡充す

べき内容（問 8）、回答者負担もふまえた改善・拡充の考え方（問 9）、簡素化の余

地がある項目（問 10） 

� 設問Ⅳ 政府統計の効率化・簡素化の可能性 

回答者負担の増加に対する政府統計全体としての対処策（問 11）、効率化・簡素化

すべき統計（問 12）、効率化・簡素化の具体的方策（問 13）、効率化・簡素化すべ

き項目（問 14）、政府統計の改善・充実ならびに効率化・簡素化に関する自由意見

（問 15） 

� 設問Ⅴ 業界団体が作成する統計（業界団体のみに調査） 

業界団体が作成する統計（問 16）、重複する政府統計（問 17）、業界団体における
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統計の作成方法（問 18）、政府統計との連携の可能性（問 19）、連携する場合の条

件（問 20）、民間統計と政府統計との連携に関する意見（問 21） 

(4) 調査時期 

平成 30 年 2 月～3 月 

(5) 実施方法 

研究者、シンクタンクには、電子メールまたは郵送で協力依頼を行い、オンラインで調査

を行った。業界団体には、郵送により調査票を配布し、郵送またはオンラインで回答を取集

した。 

(6) 回収状況 

対象者全体では 1,871（回収率 16.6％）の回答を得た。アンケートの対象者別では、研究

者は 389 人（同 6.5％）から、シンクタンクは 103 機関（同 28.8%）から、業界団体は 1,379

団体（同 27.9%）から回答を得ている。 

 

図表 3-1 調査票の回収状況 

 
注 集計対象としなかったものを含む 

 
 

各回答者の専門分野は以下のとおりである（専門分野の区分は、２節と同様に８つに区分

している）。回答者全体では、「景気・マクロ経済（鉱工業、商業・サービス業、企業・経

営、金融・財政、家計・物価の各分野を含む）」を選んだ回答者が 698 と 39％を占めて、

最も多くなっている。次いで、「教育・文化・科学技術」が多い。アンケートの対象者別で

は、シンクタンク、業界団体では、「景気・マクロ経済」を選択した回答者が多くなってい

る。一方、研究者においては、「教育・文化・科学技術」「医療・福祉」が占めるシェアが

高い。 

アンケート調査では、個々の回答者に対して、回答者が選択した専門分野に属する各統計

の認知・利用の状況等について調査を行った。 

  

総数 11,304 1,871 16.6%
研究者 6,010 389 6.5%
シンクタンク 358 103 28.8%
業界団体 4,936 1,379 27.9%

配布数 回収数 回収率



 

40 
 

図表 3-2 回答者の専門分野 

 
注 専門分野（複数回答可）の総数は、専門分野別の合計とは一致しない。 

 

なお、分野横断的に利用される一部の統計については、以下のとおり、複数の専門分野

の回答者を対象に利用状況を調査した。調査結果の集計にあたっては、複数の専門分野か

らの回答を、当該統計に一括して集計し、その統計が区分される統計分野に一括して計上

した。 

� 「国民生活基礎調査」：同調査は、調査項目が多岐に亘ることから、「生活・環

境・エネルギー」分野に加えて、「人口・労働・賃金」分野、「医療・福祉」分

野でも調査。 

� 「労働力調査」「毎月勤労統計調査」「賃金構造基本統計調査」「就業構造基本

調査」：労働関係統計は、景気判断においても重要性が高いことから、「人口・

労働・賃金」分野に加えて、「景気・マクロ経済」分野でも調査。 

� 「科学技術研究調査」：最近のＳＮＡ基準改定において、研究開発投資がＧＤＰ

にカウントされる等、景気判断においても重要性が高まっていることから、教

育・文化・科学技術分野に加えて、景気・マクロ経済分野でも調査。 

� 「建築着工統計調査」「建設工事統計調査」「建設労働需給調査」「建築物リフ

ォーム・リニューアル調査」：建設投資や建設業の活動状況が景気判断に重要な

ことから、「建設・不動産」分野に加えて、「景気・マクロ経済」分野でも調

査。 

  

総数 研究者 シンクタンク 業界団体
専門分
野（複
数選択
可）

主な専
門分野

専門分
野（複
数選択
可）

主な専
門分野

専門分
野（複
数選択
可）

主な専
門分野

専門分
野（複
数選択
可）

主な専
門分野

総数 1,776 1,776 355 355 95 95 1,326 1,326
1景気・マクロ経済 698 562 43 22 68 54 587 486
2人口・労働・賃金 388 122 70 29 48 18 270 75
3医療・福祉 265 182 140 101 12 3 113 78
4教育・文化・科学技術 530 368 192 122 16 2 322 244
5建設・不動産 158 71 25 7 21 9 112 55
6運輸・通信 275 185 34 18 12 2 229 165
7農林水産 180 125 36 23 12 2 132 100
8生活・環境・エネルギー 326 124 95 31 17 4 214 89
無回答 37 37 2 2 1 1 34 34
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 アンケート調査結果の概要 

研究者、シンクタンク、業界団体からなる統計ユーザーによる各政府統計の利用状況、改

善・拡充の方向性に関する意見、簡素化の方向性に関する意見は以下のとおりの結果となっ

た。 

3.2.1 政府統計の利用状況（設問Ⅱ） 

まず、研究者、シンクタンク、業界団体等の各回答者が選択した専門分野（複数の専門分

野について回答できるものとした）に属する各統計について、認知・利用の状況、認知・利

用している場合の満足度、利用していない場合の理由を調査した。 

(1) 認知・利用の有無（問 2） 

267 の政府統計各統計について、「利用している」、「存在は知っているが利用していな

い」、「存在を知らない」の 3 つの選択肢で調査を行い、認知率（「利用している」と「存

在は知っているが利用していない」の割合の合計）、利用率（「利用している」の割合）を

集計した。 

a. 統計分野・調査周期・統計ユーザー別傾向 

267 の政府統計各統計の認知率は、平均で 26％であり、このうち利用率は平均で 9％であ

った。 

統計分野別にみると、「人口・労働・賃金」統計、「農林水産」統計、「建設・不動産」

統計の認知率、利用率が比較的高くなっている。一方、「生活・環境・エネルギー」統計、

「運輸・通信」統計の認知率、利用率は低めとなっている。 

 

図表 3-3 統計分野別にみた認知・利用の有無 

 
注 括弧内は統計数  

8.6% 8.9% 13.5% 7.6% 5.2% 10.8% 4.9% 10.6% 5.7%

17.2% 16.1%
23.1%

18.0% 14.9%
19.1%

15.0%
21.1%

14.1%

74.2% 75.0%
63.4%

74.4% 79.9%
70.1%

80.1%
68.3%

80.3%

0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%

100%

利用している 存在は知っているが利用していない 統計の存在を知らない
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調査周期別にみると、周期、不定期調査の統計において認知率、利用率が低めである一方

で、調査頻度が高い月次統計において認知率、利用率が高い傾向にある。 

図表 3-4 調査周期別にみた認知・利用の有無 

 

 
注 括弧内は統計数 

 
 

統計ユーザー別にみると、シンクタンクでは、全体として、当該専門分野における統計の

認知率、利用率が高くなっており、多くの統計を広く活用している姿となっている。他方、

業界団体は、認知率は一定程度あるものの、利用率は低く、利用している統計は、専門分野

のうちでも自らの業界に関連する分野に限定されるものと考えられる。 

図表 3-5 統計ユーザー別にみた認知・利用の有無 

 

  

8.6% 11.1% 8.8% 7.2% 7.7%

17.2%
20.4%

17.9% 16.3% 14.8%

74.2%
68.5% 73.3% 76.5% 77.6%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

総数
(267)

月次
(58)

四半期など
(22)

年次
(100)

周期、不定期
(87)

利用している 存在は知っているが利用していない 統計の存在を知らない

8.6% 10.2%

25.5%

6.0%

17.2% 17.7%

22.4%

16.4%

74.2% 72.1%

52.1%

77.6%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

総数 研究者 シンクタンク 業界団体

利用している 存在は知っているが利用していない 統計の存在を知らない
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b. アンケート調査から得られた利用率と利活用度指標の関係 

ここで、アンケート調査から得られた利用率と 2.2 で作成した利活用度指標（6 指標）の

関係をみると、緩やかな正の相関関係がみられる。 

図表 3-6 アンケートによる利用率と利活用度指標(6 指標)の関係 

 
注 アンケートによる利用率、及び 2.2 で作成した利活用度指標(6 指標)は常用対数で表示。利用がない

ものは表示していない。 
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c. 個別統計の状況 

利用率、すなわち「利用している」と回答があった割合階級別、統計分野別に統計名一

覧表を作成した（図表 3-10）。利用率が 2 割以上と高い統計は全体で 27 統計である。具

体的には、「景気・マクロ経済」分野では「経済センサス活動調査」「工業統計調査」

「経済産業省生産動態統計調査＜鉱工業指数＞」「家計調査」「商業統計調査」「法人企

業景気予測調査」「小売物価統計調査＜消費者物価指数＞」「景気ウォッチャー調査」

「消費動向調査」「商業動態統計調査」「法人企業統計調査」の 11 統計が該当する。さら

に「人口・労働・賃金」分野では「国勢調査」「人口動態統計調査」「労働力調査」「賃

金構造基本統計調査」「毎月勤労統計調査」の 5 統計、「医療・福祉」分野では「国民健

康・栄養調査」「患者調査」「医師・歯科医師・薬剤師調査」「医療施設調査」の 4 統

計、「教育・文化・科学技術」分野では「学校基本調査」、「建設・不動産」分野では

「住宅・土地統計調査」「建築着工統計調査」の 2 統計、「農林水産」分野では「農林業

センサス」「作物統計調査」「畜産統計調査」の 3 統計、「生活・環境・エネルギー」分

野では「国民生活基礎調査」が該当する。一方で、「運輸・通信」分野では、利用率が 2

割以上の統計は存在していない。 

全体として、利用率が高い統計には、2.3(3)で整理した利活用度の高い統計が並ぶととも

に、利用率が低い統計には、2.3(3)で整理した利活用度の低い統計が並んでいる。 

 

図表 3-7 「利用している」割合階級別統計数 

 
 

次いで、「存在は知っているが利用していない」と回答があった割合階級別、統計分野別

に統計名一覧表を作成した（図表 3-11）。「存在は知っているが利用していない」割合が 3

割以上と高くなっている統計は、27 統計である。図表 3-10 で示した利用率の高い統計と重

なる統計が多くなっている一方で、利用率は 2 割未満とさほど高くはないが、「存在は知っ

ているが利用していない」割合が 3 割以上と高くなっている統計も存在する（14 統計）。

具体的には、「景気・マクロ経済」分野では「家計消費状況調査」「中小企業実態基本調査」、

「人口・労働・賃金」分野では「雇用動向調査」「民間給与実態統計調査」「最低賃金に関

する実態調査」、「医療・福祉」分野では「医療費の動向調査」「院内感染対策サーベイラ

ンス」、「教育・文化・科学技術」では「体力・運動能力調査」、「建設・不動産」分野で

は「空家実態調査」「住宅市場動向調査」、「運輸・通信」分野では「自動車輸送統計調査」、

総数 5%未満
5〜

10%未満
10〜

15%未満
15〜

20％未満
20〜

25%未満
25〜

30％未満
30%以上

総数 267 139 56 29 16 11 8 8
1景気・マクロ経済 62 34 9 3 5 2 6 3
2人口・労働・賃金 32 12 7 4 4 2 1 2
3医療・福祉 51 27 9 8 3 2 1 1
4教育・文化・科学技術 19 11 6 1 0 1 0 0
5建設・不動産 18 7 5 3 1 1 0 1
6運輸・通信 29 20 7 2 0 0 0 0
7農林水産 27 6 9 6 3 2 0 1
8生活・環境・エネルギー 29 22 4 2 0 1 0 0



 

45 
 

「農林水産」分野では「農業経営統計調査」「農業物価統計調査」「漁業センサス」が該当

する。 

 

図表 3-8 「存在は知っているが利用していない」割合階級別統計数 

 

 

 さらに、「存在を知らない」と回答があった割合階級別、統計分野別に統計名一覧表を

作成した（図表 3-12）。「存在を知らない」割合が、各々の専門分野の回答者の 90％以

上である統計は 43 統計、85～90％の統計は 49 統計、80～85％の統計は 40 統計となってい

る。すなわち、回答者の専門分野に属する統計に限定しているにもかかわらず、8 割以上

の回答者が存在自体を知らない（当然ながら利用もしていない）統計が 132 統計（全統計

の 49％）に達している。 

 

図表 3-9 「存在を知らない」割合階級別統計数 

 
 

 

総数 5%未満
5〜

10%未満
10〜

15%未満
15〜

20％未満
20〜

25%未満
25〜

30％未満
30%以上

総数 267 11 49 71 45 36 28 27
1景気・マクロ経済 62 7 18 11 6 7 4 9
2人口・労働・賃金 32 0 5 6 4 6 4 7
3医療・福祉 51 0 5 17 9 8 9 3
4教育・文化・科学技術 19 1 2 9 4 1 1 1
5建設・不動産 18 0 0 7 3 4 2 2
6運輸・通信 29 1 7 11 4 3 2 1
7農林水産 27 0 1 3 9 6 5 3
8生活・環境・エネルギー 29 2 11 7 6 1 1 1

総数 50%
未満

50〜
55%
未満

55〜
60%
未満

60〜
65%
未満

65〜
70%
未満

70〜
75%
未満

75〜
80％
未満

80〜
85%
未満

85〜
90％
未満

90%
以上

総数 267 27 8 14 15 10 37 24 40 49 43
1景気・マクロ経済 62 10 2 2 4 2 3 3 4 14 18
2人口・労働・賃金 32 7 0 1 2 5 5 1 2 5 4
3医療・福祉 51 4 1 5 3 1 7 7 13 7 3
4教育・文化・科学技術 19 0 2 0 0 0 2 2 7 3 3
5建設・不動産 18 2 0 3 1 0 4 3 3 2 0
6運輸・通信 29 1 0 0 2 0 4 3 7 8 4
7農林水産 27 2 3 2 3 1 9 3 1 2 1
8生活・環境・エネルギー 29 1 0 1 0 1 3 2 3 8 10
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図表 3-10 「利用している」割合階級別、統計分野別統計名一覧表 

 

注 赤字：2.3(3)で整理した利活用度の高い統計、青字：2.3(3)で整理した利活用度の低い統計、●：基幹統計を示す。 

景気・マクロ経済 人口・労働・賃金 医療・福祉 教育・文化・科学技術
30%以上 ●経済センサス ●国勢調査 国⺠健康・栄養調査 −

●工業統計調査 ●人口動態調査
●経済産業省生産動態統計調査

25~30％未満 ●家計調査 ●労働力調査 ●患者調査 −
●商業統計調査
法人企業景気予測調査
●小売物価統計調査
景気ウォッチャー調査
消費動向調査

20~25%未満 ●商業動態統計調査 ●賃金構造基本統計調査 医師・⻭科医師・薬剤師調査 ●学校基本調査
●法人企業統計調査 ●毎月勤労統計調査 ●医療施設調査

15~20％未満 訪日外国人消費動向調査 雇用動向調査 「医療費の動向」調査 −
旅行・観光消費動向調査 ●⺠間給与実態統計調査 ●学校保健統計調査
●全国消費実態調査 ●就業構造基本調査 社会福祉施設等調査
中小企業実態基本調査 社会保障・人口問題基本調査
機械受注統計調査

10~15%未満 宿泊旅行統計調査 最低賃金に関する実態調査 病院報告 体力・運動能力調査
製造工業生産予測調査 賃金引上げ等の実態に関する調査 介護サービス施設・事業所調査
家計消費状況調査 職種別⺠間給与実態調査 介護給付費等実態調査

大学・短期大学・高等専門学校及び専修学校卒業予定者の就職内定状況等調査 介護事業実態調査
⻭科疾患実態調査
受療行動調査
医療経済実態調査
衛生行政報告例

5~10%未満 ●経済産業省企業活動基本調査 労働安全衛生調査 院内感染対策サーベイランス ●学校教員統計調査
サービス産業動向調査 労働経済動向調査 地域保健・健康増進事業報告 児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査

企業行動に関するアンケート調査 高等学校卒業（予定）者の就職（内定）状況に関する調査 福祉行政報告例 ●社会教育調査
特定サービス産業動態統計調査 就労条件総合調査 乳幼児身体発育調査 ●科学技術研究調査
●特定サービス産業実態調査 労働災害動向調査 医療給付実態調査 学校における教育の情報化の実態等に関する調査
海外事業活動基本調査 雇用の構造に関する実態調査 訪問看護療養費実態調査 子供の学習費調査
●個人企業経済調査 障害者雇用実態調査 乳幼児栄養調査
海外現地法人四半期調査 看護師等学校養成所入学状況及び卒業生就業状況調査

産業連関構造調査 障害福祉サービス等経営実態調査

5%未満 工場立地動向調査 ●地方公務員給与実態調査 医療扶助実態調査 体育・スポーツ施設現況調査
鉄鋼需給動態統計調査 能力開発基本調査 被保護者調査 地方教育費調査
全国単身世帯収支実態調査 雇用均等基本調査 国⺠年金被保険者実態調査 宗教統計調査
鉄鋼生産内訳月報 労使関係総合調査 障害福祉サービス等従事者処遇状況等調査 大学等におけるフルタイム換算データに関する調査
⺠間企業投資・除却調査 労務費率調査 健康保険・船員保険被保険者実態調査 知的財産活動調査
●石油製品需給動態統計調査 労働争議統計調査 社会保障生計調査 学校給食栄養報告
●薬事工業生産動態統計調査 ⺠間企業における役員報酬（給与）調査 所得再分配調査 ⺠間企業の研究活動に関する調査
生鮮野菜価格動向調査 ⺠間企業の勤務条件制度等調査 無医地区等調査 学術情報基盤実態調査
畜産物流通調査 ポストドクター等の雇用・進路に関する調査 全国ひとり親世帯等調査 学校給食実施状況等調査
木材流通統計調査 退職公務員生活状況調査 保健師活動領域調査 大学・短期大学・高等専門学校におけるインターンシップ実施状況等調査

⻘果物卸売市場調査 港湾運送事業雇用実態調査 公的年金加入状況等調査 模倣被害実態調査
外資系企業動向調査 家内労働等実態調査 児童養護施設入所児童等調査
食品製造業におけるHACCP手法の導入状況実態調査 ホームレスの実態に関する全国調査
水産物流通調査 医薬品・医療機器産業実態調査
●造船造機統計調査 医薬品価格調査
⺠間住宅ローンの実態に関する調査 地域児童福祉事業等調査
金属加工統計調査 年金制度基礎調査
特定非営利活動法人及び市⺠の社会貢献に関する実態調査 連合会を組織する共済組合における医療状況実態統計調査

容器包装利用・製造等実態調査 無⻭科医地区等調査
非鉄金属等需給動態統計調査 全国家庭児童調査
環境経済観測調査 原子爆弾被爆者実態調査
地方公共団体消費状況等調査 国家公務員共済組合年金受給者実態調査
⺠間非営利団体実態調査 保険医療材料等使用状況調査
食品流通段階別価格形成調査 特定保険医療材料・再生医療等製品価格調査
砕石等動態統計調査 食肉検査等情報還元調査
食品産業企業設備投資動向調査 ⻭科技工料調査
非鉄金属海外鉱等受入調査 公務員及び私学教職員に関する厚生年金保険適用給付状況調査

油糧生産実績調査
貴金属流通統計調査
●鉄道車両等生産動態統計調査
北海道法人企業投資状況調査
たばこ小売販売業経営実態調査
生コンクリート流通統計調査
組織マネジメントに関する調査
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建設・不動産 運輸・通信 農林水産 生活・環境・エネルギー
●住宅・土地統計調査 − ●農林業センサス −

− − − −

●建築着工統計調査 − ●作物統計調査 ●国⺠生活基礎調査
畜産統計調査

●建設工事統計調査 − ●牛乳乳製品統計調査 −
●農業経営統計調査
●漁業センサス

主要建設資材需給・価格動向調査 ●自動車輸送統計調査 新規就農者調査 エネルギー消費統計調査
住宅市場動向調査 パーソントリップ調査 農業構造動態調査 ●社会生活基本調査
空家実態調査 農業物価統計調査

●海面漁業生産統計調査
６次産業化総合調査
●木材統計調査

建設関連業等の動態調査 大都市交通センサス 集落営農実態調査 産業廃棄物排出・処理状況調査
●法人土地・建物基本調査 ●港湾調査 漁業経営調査 大気汚染物質排出量総合調査
建設資材・労働力需要実態調査 全国貨物純流動調査 内水面漁業生産統計調査 家庭部門のCO2排出実態統計調査
マンション総合調査 全国道路・街路交通情勢調査 特定作物統計調査 水質汚濁物質排出量総合調査
建設業活動実態調査 鉄道輸送統計調査 特用林産物生産統計調査

幹線旅客流動実態調査 花き産業振興総合調査
全国都市交通特性調査 漁業就業動向調査

農業協同組合及び同連合会⼀⻫調査
生産者の米穀在庫等調査

土地動態調査 旅客県間流動調査 地域特産野菜生産状況調査 環境にやさしい企業行動調査
建設労働需給調査 通信利用動向調査 森林組合⼀⻫調査 自動車燃料消費量調査
住生活総合調査 航空旅客動態調査 土壌改良資材の生産量及び輸入量調査 ●経済産業省特定業種石油等消費統計調査
建築物リフォーム・リニューアル調査 通信・放送産業動態調査 水産加工業経営実態調査 石油輸入調査
建設業構造実態調査 情報通信業基本調査 農道整備状況調査 木質バイオマスエネルギー利用動向調査
建設機械動向調査 国際航空旅客動態調査 都道府県知事認可漁業協同組合の職員に関する⼀⻫調査 水害統計調査
土地保有移動調査 ●船員労働統計調査 スポットＬＮＧ価格調査

全国輸出入コンテナ貨物流動調査 21世紀出生児縦断調査
航空輸送統計調査 市⺠の社会貢献に関する実態調査
●内航船舶輸送統計調査 ●ガス事業生産動態統計調査
貸切バスの安全確保を推進するためのアンケート調査 ⻘少年のインターネット利用環境実態調査
航空貨物動態調査 消費生活協同組合（連合会）実態調査
国際航空貨物動態調査 石油設備調査
東京都市圏物資流動調査 食品廃棄物等の発生抑制及び再生利用の促進の取組に係る実態調査

近畿圏物資流動調査 男女間における暴力に関する調査
情報処理実態調査 21世紀成年者縦断調査
中京都市圏物資流動調査 子どもを守る地域ネットワーク等調査
バルク貨物流動調査 環境保健サーベイランス調査
ユニットロード貨物流動調査 家庭の生活実態及び生活意識に関する調査
船員異動状況調査 中国残留邦人等実態調査

産業廃棄物等からの水銀回収等に関する調査
中高年者縦断調査
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図表 3-11 「存在は知っているが利用していない」割合階級別、統計分野別統計名一覧表 

 
注 赤字：2.3(3)で整理した利活用度の高い統計、青字：2.3(3)で整理した利活用度の低い統計、●：基幹統計を示す。 

景気・マクロ経済 人口・労働・賃金 医療・福祉 教育・文化・科学技術
30%以上 消費動向調査 ●人口動態調査 「医療費の動向」調査 体力・運動能力調査

●家計調査 ●国勢調査 院内感染対策サーベイランス
●工業統計調査 雇用動向調査 国⺠健康・栄養調査
景気ウォッチャー調査 ●労働力調査
●小売物価統計調査 ●毎月勤労統計調査
法人企業景気予測調査 ●⺠間給与実態統計調査
●法人企業統計調査 最低賃金に関する実態調査
家計消費状況調査
中小企業実態基本調査

25~30％未満 ●経済産業省生産動態統計調査 大学・短期大学・高等専門学校及び専修学校卒業予定者の就職内定状況等調査 病院報告 ●学校基本調査
●商業統計調査 ●賃金構造基本統計調査 介護給付費等実態調査
●経済センサス 高等学校卒業（予定）者の就職（内定）状況に関する調査 医師・⻭科医師・薬剤師調査
●全国消費実態調査 ●地方公務員給与実態調査 ●学校保健統計調査

医療経済実態調査
介護サービス施設・事業所調査
●患者調査
医薬品価格調査
医療給付実態調査

20~25%未満 サービス産業動向調査 社会保障・人口問題基本調査 ●医療施設調査 子供の学習費調査
●経済産業省企業活動基本調査 障害者雇用実態調査 介護事業実態調査
●商業動態統計調査 労働経済動向調査 福祉行政報告例
機械受注統計調査 雇用均等基本調査 医薬品・医療機器産業実態調査
製造工業生産予測調査 職種別⺠間給与実態調査 国⺠年金被保険者実態調査
●個人企業経済調査 労働災害動向調査 社会福祉施設等調査
訪日外国人消費動向調査 公的年金加入状況等調査

地域保健・健康増進事業報告

15~20％未満 工場立地動向調査 労働安全衛生調査 乳幼児栄養調査 ●学校教員統計調査
旅行・観光消費動向調査 ●就業構造基本調査 衛生行政報告例 大学・短期大学・高等専門学校におけるインターンシップ実施状況等調査

企業行動に関するアンケート調査 賃金引上げ等の実態に関する調査 受療行動調査 学校における教育の情報化の実態等に関する調査
生鮮野菜価格動向調査 ⺠間企業における役員報酬（給与）調査 乳幼児身体発育調査 児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査

宿泊旅行統計調査 健康保険・船員保険被保険者実態調査
特定サービス産業動態統計調査 医療扶助実態調査

年金制度基礎調査
原子爆弾被爆者実態調査
障害福祉サービス等経営実態調査

10~15%未満 ●特定サービス産業実態調査 ⺠間企業の勤務条件制度等調査 障害福祉サービス等従事者処遇状況等調査 学校給食実施状況等調査
産業連関構造調査 労働争議統計調査 社会保障生計調査 ●科学技術研究調査
⻘果物卸売市場調査 就労条件総合調査 児童養護施設入所児童等調査 体育・スポーツ施設現況調査
全国単身世帯収支実態調査 能力開発基本調査 全国ひとり親世帯等調査 知的財産活動調査
●鉄道車両等生産動態統計調査 労使関係総合調査 特定保険医療材料・再生医療等製品価格調査 学術情報基盤実態調査
⺠間企業投資・除却調査 労務費率調査 地域児童福祉事業等調査 ●社会教育調査
⺠間住宅ローンの実態に関する調査 所得再分配調査 ⺠間企業の研究活動に関する調査
●石油製品需給動態統計調査 無医地区等調査 地方教育費調査
●造船造機統計調査 保険医療材料等使用状況調査 学校給食栄養報告
鉄鋼需給動態統計調査 保健師活動領域調査
⺠間非営利団体実態調査 訪問看護療養費実態調査

全国家庭児童調査
被保護者調査
看護師等学校養成所入学状況及び卒業生就業状況調査
無⻭科医地区等調査
国家公務員共済組合年金受給者実態調査
ホームレスの実態に関する全国調査

5~10%未満 水産物流通調査 ポストドクター等の雇用・進路に関する調査 公務員及び私学教職員に関する厚生年金保険適用給付状況調査 大学等におけるフルタイム換算データに関する調査
●薬事工業生産動態統計調査 家内労働等実態調査 ⻭科疾患実態調査 宗教統計調査
海外事業活動基本調査 雇用の構造に関する実態調査 連合会を組織する共済組合における医療状況実態統計調査
鉄鋼生産内訳月報 退職公務員生活状況調査 食肉検査等情報還元調査
畜産物流通調査 港湾運送事業雇用実態調査 ⻭科技工料調査
外資系企業動向調査
海外現地法人四半期調査
食品流通段階別価格形成調査
生コンクリート流通統計調査
木材流通統計調査
容器包装利用・製造等実態調査
非鉄金属等需給動態統計調査
金属加工統計調査
食品製造業におけるHACCP手法の導入状況実態調査
環境経済観測調査
非鉄金属海外鉱等受入調査
地方公共団体消費状況等調査
砕石等動態統計調査

5%未満 特定非営利活動法人及び市⺠の社会貢献に関する実態調査 − − 模倣被害実態調査
貴金属流通統計調査
食品産業企業設備投資動向調査
油糧生産実績調査
たばこ小売販売業経営実態調査
組織マネジメントに関する調査
北海道法人企業投資状況調査
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建設・不動産 運輸・通信 農林水産 生活・環境・エネルギー
空家実態調査 ●自動車輸送統計調査 ●農業経営統計調査 ●国⺠生活基礎調査
住宅市場動向調査 農業物価統計調査

●漁業センサス

主要建設資材需給・価格動向調査 鉄道輸送統計調査 ●作物統計調査 エネルギー消費統計調査
●建築着工統計調査 ●港湾調査 ●木材統計調査

新規就農者調査
●牛乳乳製品統計調査
農業構造動態調査

土地動態調査 航空輸送統計調査 ●農林業センサス 水質汚濁物質排出量総合調査
●建設工事統計調査 ●内航船舶輸送統計調査 ６次産業化総合調査
住生活総合調査 全国貨物純流動調査 水産加工業経営実態調査
●住宅・土地統計調査 地域特産野菜生産状況調査

生産者の米穀在庫等調査
畜産統計調査

建設資材・労働力需要実態調査 大都市交通センサス 漁業就業動向調査 大気汚染物質排出量総合調査
建設関連業等の動態調査 パーソントリップ調査 特用林産物生産統計調査 家庭部門のCO2排出実態統計調査
●法人土地・建物基本調査 航空旅客動態調査 集落営農実態調査 産業廃棄物排出・処理状況調査

全国道路・街路交通情勢調査 農業協同組合及び同連合会⼀⻫調査 ●社会生活基本調査
内水面漁業生産統計調査 木質バイオマスエネルギー利用動向調査
漁業経営調査 ⻘少年のインターネット利用環境実態調査
特定作物統計調査
●海面漁業生産統計調査
花き産業振興総合調査

建設業活動実態調査 全国輸出入コンテナ貨物流動調査 森林組合⼀⻫調査 自動車燃料消費量調査
土地保有移動調査 国際航空旅客動態調査 農道整備状況調査 ●ガス事業生産動態統計調査
マンション総合調査 幹線旅客流動実態調査 土壌改良資材の生産量及び輸入量調査 環境にやさしい企業行動調査
建設労働需給調査 旅客県間流動調査 石油輸入調査
建設機械動向調査 航空貨物動態調査 スポットＬＮＧ価格調査
建築物リフォーム・リニューアル調査 近畿圏物資流動調査 食品廃棄物等の発生抑制及び再生利用の促進の取組に係る実態調査

建設業構造実態調査 ●船員労働統計調査 消費生活協同組合（連合会）実態調査
東京都市圏物資流動調査
中京都市圏物資流動調査
国際航空貨物動態調査
全国都市交通特性調査

− 通信・放送産業動態調査 都道府県知事認可漁業協同組合の職員に関する⼀⻫調査 ●経済産業省特定業種石油等消費統計調査
通信利用動向調査 水害統計調査
情報通信業基本調査 21世紀出生児縦断調査
船員異動状況調査 石油設備調査
貸切バスの安全確保を推進するためのアンケート調査 21世紀成年者縦断調査
情報処理実態調査 環境保健サーベイランス調査
バルク貨物流動調査 産業廃棄物等からの水銀回収等に関する調査

男女間における暴力に関する調査
家庭の生活実態及び生活意識に関する調査
子どもを守る地域ネットワーク等調査
市⺠の社会貢献に関する実態調査

− ユニットロード貨物流動調査 − 中国残留邦人等実態調査
中高年者縦断調査
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図表 3-12 「存在を知らない」割合階級別、統計分野別統計名一覧表 

 
注 赤字：2.3(3)で整理した利活用度の高い統計、青字：2.3(3)で整理した利活用度の低い統計、●：基幹統計を示す。 

景気・マクロ経済 人口・労働・賃金 医療・福祉 教育・文化・科学技術
90%以上 北海道法人企業投資状況調査 港湾運送事業雇用実態調査 ⻭科技工料調査 模倣被害実態調査

組織マネジメントに関する調査 退職公務員生活状況調査 食肉検査等情報還元調査 宗教統計調査
たばこ小売販売業経営実態調査 家内労働等実態調査 公務員及び私学教職員に関する厚生年金保険適用給付状況調査 大学等におけるフルタイム換算データに関する調査
油糧生産実績調査 ポストドクター等の雇用・進路に関する調査
食品産業企業設備投資動向調査
貴金属流通統計調査
特定非営利活動法人及び市⺠の社会貢献に関する実態調査
砕石等動態統計調査
地方公共団体消費状況等調査
非鉄金属海外鉱等受入調査
環境経済観測調査
生コンクリート流通統計調査
非鉄金属等需給動態統計調査
食品製造業におけるHACCP手法の導入状況実態調査
容器包装利用・製造等実態調査
金属加工統計調査
食品流通段階別価格形成調査
木材流通統計調査

85~90％未満 外資系企業動向調査 労務費率調査 連合会を組織する共済組合における医療状況実態統計調査 学校給食栄養報告
畜産物流通調査 雇用の構造に関する実態調査 国家公務員共済組合年金受給者実態調査 地方教育費調査
⺠間非営利団体実態調査 労使関係総合調査 無⻭科医地区等調査 ⺠間企業の研究活動に関する調査
水産物流通調査 ⺠間企業の勤務条件制度等調査 保険医療材料等使用状況調査
●薬事工業生産動態統計調査 労働争議統計調査 全国家庭児童調査
鉄鋼生産内訳月報 ホームレスの実態に関する全国調査
●造船造機統計調査 特定保険医療材料・再生医療等製品価格調査
⺠間住宅ローンの実態に関する調査
●鉄道車両等生産動態統計調査
鉄鋼需給動態統計調査
●石油製品需給動態統計調査
海外現地法人四半期調査
⻘果物卸売市場調査
⺠間企業投資・除却調査

80~85%未満 全国単身世帯収支実態調査 能力開発基本調査 保健師活動領域調査 学術情報基盤実態調査
海外事業活動基本調査 ⺠間企業における役員報酬（給与）調査 地域児童福祉事業等調査 知的財産活動調査
産業連関構造調査 被保護者調査 学校給食実施状況等調査
生鮮野菜価格動向調査 無医地区等調査 体育・スポーツ施設現況調査

所得再分配調査 ●社会教育調査
原子爆弾被爆者実態調査 大学・短期大学・高等専門学校におけるインターンシップ実施状況等調査

看護師等学校養成所入学状況及び卒業生就業状況調査 ●科学技術研究調査
児童養護施設入所児童等調査
全国ひとり親世帯等調査
社会保障生計調査
年金制度基礎調査
訪問看護療養費実態調査
障害福祉サービス等従事者処遇状況等調査

75~80％未満 ●特定サービス産業実態調査 就労条件総合調査 医療扶助実態調査 学校における教育の情報化の実態等に関する調査
特定サービス産業動態統計調査 障害福祉サービス等経営実態調査 児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査
工場立地動向調査 健康保険・船員保険被保険者実態調査

⻭科疾患実態調査
公的年金加入状況等調査
医薬品・医療機器産業実態調査
乳幼児身体発育調査

70~75%未満 企業行動に関するアンケート調査 労働安全衛生調査 乳幼児栄養調査 ●学校教員統計調査
●個人企業経済調査 雇用均等基本調査 国⺠年金被保険者実態調査 子供の学習費調査
宿泊旅行統計調査 労働災害動向調査 医薬品価格調査

賃金引上げ等の実態に関する調査 地域保健・健康増進事業報告
障害者雇用実態調査 福祉行政報告例

衛生行政報告例
受療行動調査

65~70%未満 ●経済産業省企業活動基本調査 ●地方公務員給与実態調査 医療給付実態調査 −
サービス産業動向調査 労働経済動向調査

職種別⺠間給与実態調査
●就業構造基本調査
高等学校卒業（予定）者の就職（内定）状況に関する調査

60~65%未満 製造工業生産予測調査 大学・短期大学・高等専門学校及び専修学校卒業予定者の就職内定状況等調査 医療経済実態調査 −
旅行・観光消費動向調査 社会保障・人口問題基本調査 社会福祉施設等調査
機械受注統計調査 介護事業実態調査
訪日外国人消費動向調査

55~60%未満 ●全国消費実態調査 最低賃金に関する実態調査 介護サービス施設・事業所調査 −
家計消費状況調査 介護給付費等実態調査

院内感染対策サーベイランス
病院報告
●学校保健統計調査

50~55%未満 ●商業動態統計調査 ●医療施設調査 体力・運動能力調査
中小企業実態基本調査 ●学校基本調査

50%未満 ●商業統計調査 ●⺠間給与実態統計調査 医師・⻭科医師・薬剤師調査 −
●法人企業統計調査 ●賃金構造基本統計調査 ●患者調査
●経済産業省生産動態統計調査 ●毎月勤労統計調査 「医療費の動向」調査
法人企業景気予測調査 雇用動向調査 国⺠健康・栄養調査
●小売物価統計調査 ●労働力調査
景気ウォッチャー調査 ●人口動態調査
消費動向調査 ●国勢調査
●家計調査
●経済センサス
●工業統計調査



 

51 
 

 

 

建設・不動産 運輸・通信 農林水産 生活・環境・エネルギー
− ユニットロード貨物流動調査 都道府県知事認可漁業協同組合の職員に関する⼀⻫調査 中高年者縦断調査

バルク貨物流動調査 中国残留邦人等実態調査
情報処理実態調査 子どもを守る地域ネットワーク等調査
船員異動状況調査 家庭の生活実態及び生活意識に関する調査

産業廃棄物等からの水銀回収等に関する調査
環境保健サーベイランス調査
男女間における暴力に関する調査
21世紀成年者縦断調査
市⺠の社会貢献に関する実態調査
石油設備調査

建設機械動向調査 貸切バスの安全確保を推進するためのアンケート調査 土壌改良資材の生産量及び輸入量調査 21世紀出生児縦断調査
建設業構造実態調査 中京都市圏物資流動調査 農道整備状況調査 消費生活協同組合（連合会）実態調査

情報通信業基本調査 食品廃棄物等の発生抑制及び再生利用の促進の取組に係る実態調査
通信・放送産業動態調査 水害統計調査
東京都市圏物資流動調査 ●経済産業省特定業種石油等消費統計調査
通信利用動向調査 ●ガス事業生産動態統計調査
国際航空貨物動態調査 スポットＬＮＧ価格調査
近畿圏物資流動調査 石油輸入調査

建築物リフォーム・リニューアル調査 全国都市交通特性調査 森林組合⼀⻫調査 環境にやさしい企業行動調査
土地保有移動調査 航空貨物動態調査 ⻘少年のインターネット利用環境実態調査
建設労働需給調査 ●船員労働統計調査 自動車燃料消費量調査

旅客県間流動調査
全国輸出入コンテナ貨物流動調査
国際航空旅客動態調査
航空旅客動態調査

建設業活動実態調査 幹線旅客流動実態調査 花き産業振興総合調査 木質バイオマスエネルギー利用動向調査
マンション総合調査 全国道路・街路交通情勢調査 水産加工業経営実態調査 家庭部門のCO2排出実態統計調査
●法人土地・建物基本調査 ●内航船舶輸送統計調査 農業協同組合及び同連合会⼀⻫調査

住生活総合調査 航空輸送統計調査 漁業就業動向調査 大気汚染物質排出量総合調査
建設関連業等の動態調査 大都市交通センサス 特定作物統計調査 水質汚濁物質排出量総合調査
建設資材・労働力需要実態調査 パーソントリップ調査 地域特産野菜生産状況調査 産業廃棄物排出・処理状況調査
土地動態調査 全国貨物純流動調査 特用林産物生産統計調査

内水面漁業生産統計調査
漁業経営調査
●海面漁業生産統計調査
生産者の米穀在庫等調査
集落営農実態調査

− − ６次産業化総合調査 ●社会生活基本調査

●建設工事統計調査 ●港湾調査 ●木材統計調査 −
鉄道輸送統計調査 農業構造動態調査

新規就農者調査

主要建設資材需給・価格動向調査 − ●牛乳乳製品統計調査 エネルギー消費統計調査
住宅市場動向調査 畜産統計調査
空家実態調査

− − 農業物価統計調査
●漁業センサス
●作物統計調査

●建築着工統計調査 ●自動車輸送統計調査 ●農業経営統計調査 ●国⺠生活基礎調査
●住宅・土地統計調査 ●農林業センサス
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(2) 満足度（問 3） 

「利用している」または「存在は知っているが利用していない」統計について、調査の対

象範囲、調査項目、統計の精度、調査周期、公表までの期間、データの提供方法といった各

項目の満足度、及び総合的な満足度をそれぞれに５点満点（１～５点の５段階）で調査した。

ここでは、平均の集計結果をもって分析を行った。 

a. 統計分野・調査周期・統計ユーザー別傾向 

総合満足度は、全統計でみると平均 3.61 である。要素別の満足度をみると、調査周期（同

3.64）や調査の対象範囲（同 3.61）の満足度が高めである一方、公表までの期間（同 3.46）

やデータの提供方法（同 3.47）の満足度が低めとなっている。 

統計分野別にみると、総合満足度は、「農林水産」統計（同 3.69）と「人口・労働・賃金」

統計（同 3.69）が最も高くなっている。「農林水産」統計の満足度を要素別にみると、調査

周期（同 3.72）と統計の精度（同 3.68）で、「人口・労働・賃金」統計では、調査周期（同

3.71）や調査の対象範囲（同 3.67）で、各々満足度が高い。 

一方、最も満足度が低いのは「運輸・通信」統計（同 3.44）であり、次いで「医療・福祉」

統計（同 3.49）が低くなっている。「運輸・通信」統計の満足度を要素別にみると、公表ま

での期間（同 3.12）が最も低く、次いでデータの提供方法（同 3.19）、調査周期（同 3.24）

が、「医療・福祉」統計では、データの提供方法（同 3.44）、調査項目（同 3.50）、公表ま

での期間（同 3.50）が、「生活・環境・エネルギー」統計では、データの提供方法（同 3.29）

が、各々満足度が低くなっている。 
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図表 3-13 統計分野別にみた満足度 

 
注 括弧内は統計数 
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3.70

3.80

総合満足度

調査の対象範囲

調査項目

統計の精度調査周期

公表までの期間

データの提供方
法

1景気・マクロ経済(62)

2人口・労働・賃金(32)

3医療・福祉(51)

4教育・文化・科学技術(19)

5建設・不動産(18)

6運輸・通信(29)

7農林水産(27)

8生活・環境・エネルギー(29)

統計の数 回答数 総合満足
度

調査の対
象範囲

調査項目 統計の精
度

調査周期 公表まで
の期間

データの
提供方法

分野 267 12,583 3.61 3.61 3.60 3.56 3.64 3.46 3.47
1景気・マクロ経済 62 5,271 3.64 3.63 3.67 3.58 3.69 3.49 3.52
2人口・労働・賃金 32 2,228 3.69 3.67 3.66 3.59 3.71 3.53 3.49
3医療・福祉 51 1,582 3.49 3.58 3.50 3.54 3.55 3.50 3.44
4教育・文化・科学技術 19 900 3.52 3.53 3.45 3.54 3.56 3.36 3.44
5建設・不動産 18 750 3.60 3.60 3.61 3.55 3.67 3.48 3.46
6運輸・通信 29 584 3.44 3.43 3.45 3.37 3.24 3.12 3.19
7農林水産 27 604 3.69 3.67 3.56 3.68 3.72 3.52 3.63
8生活・環境・エネルギー 29 664 3.52 3.51 3.40 3.46 3.53 3.36 3.29
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総合満足度を調査周期別にみると、月次調査が最も高い（同 3.65）一方で、周期・不定期

調査が最も低くなっており（同 3.55）、調査周期が短いものほど高くなっている。満足度を

要素別にみると、調査周期、公表までの期間において調査周期による満足度の格差が大きく

なっているものと考えられる。 

図表 3-14 調査周期別にみた満足度 

 

 
注 括弧内は統計数 

 

 

  

3.00

3.10

3.20

3.30

3.40

3.50

3.60

3.70

3.80

3.90

総合満足度

調査の対象範囲

調査項目

統計の精度調査周期

公表までの期間

データの提供方法

月次(58)

四半期など(22)

年次(100)

周期、不定期(87)

統計の数 回答数 総合満足
度

調査の対
象範囲

調査項目 統計の精
度

調査周期 公表まで
の期間

データの
提供方法

調査周期 267 12,583 3.61 3.61 3.60 3.56 3.64 3.46 3.47
月次 58 4,459 3.65 3.63 3.65 3.59 3.80 3.57 3.53
四半期など 22 1,503 3.63 3.60 3.64 3.54 3.67 3.48 3.47
年次 100 3,804 3.59 3.59 3.55 3.55 3.65 3.44 3.46
周期、不定期 87 2,817 3.55 3.60 3.56 3.54 3.35 3.31 3.39
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統計ユーザー別にみると、研究者は調査周期（同 3.76）や調査の対象範囲（同 3.72）にお

いて満足度が高い一方で、データの提供方法（同 3.43）において満足度が低い。シンクタン

クは調査周期（同 3.77）、調査項目（同 3.75）への満足度が高い一方で、公表までの期間（同

3.52）、データの提供方法（同 3.52）、統計の精度（同 3.54）への満足度が低くなっている。

業界団体は、他のユーザーと比べて総合満足度が最も低く、要素別にみると公表までの期間

（同 3.39）の満足が低くなっている。 

図表 3-15 統計ユーザー別にみた満足度 

 

 

3.10

3.20

3.30

3.40

3.50

3.60

3.70

3.80

総合満足度

調査の対象範囲

調査項目

統計の精度調査周期

公表までの期間

データの提供方法

研究者 シンクタンク 業界団体

統計の数 回答数 総合満足
度

調査の対
象範囲

調査項目 統計の精
度

調査周期 公表まで
の期間

データの
提供方法

アンケート回答者 - 12,583 3.61 3.61 3.60 3.56 3.64 3.46 3.47
研究者 - 2,868 3.66 3.72 3.63 3.65 3.76 3.57 3.43
シンクタンク - 2,632 3.66 3.68 3.75 3.54 3.77 3.52 3.52
業界団体 - 7,083 3.57 3.53 3.52 3.53 3.53 3.39 3.47
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b. 利用率と総合満足度の関係 

各統計について利用率（「利用している」割合）と総合満足度の分布をみると、利用率が

高い統計ほど総合満足度が高くなるとの正の相関関係が認められる。 

 

図表 3-16 利用率と総合満足度の関係 

 
注 利用率は常用対数で表示。利用がなかったものは表示していない。 
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c. 総合満足度と利活用度指標の関係 

ここで、アンケート調査から得られた総合満足度と 2.2 で作成した利活用度指標（6 指標）

の関係をみると、利活用度指標が高いほど総合満足度も高いとの緩やかな正の相関関係が

みられる。ただし、利用率と利活用度指標（6 指標）との関係（図表 3-6）よりも相関関係

はやや弱くなっている。 

図表 3-17 アンケートによる総合満足度と利活用度指標(6 指標)の関係 

 
注 2.2 で作成した利活用度指標(6 指標)は常用対数で表示。利用がないものは表示していない。 
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d. 個別統計の状況 

個別統計の満足度について、総合満足度階級別、統計分野別に一覧すると（図表 3-19）、

総合満足度が 3.75 以上となっている満足度の高い統計が 25 統計となっている。そのなか

で、「農林水産」統計が 10 統計と、満足度が高いものが多くなっている（「海面漁業生産

統計調査」「農道整備状況調査」「畜産統計調査」「牛乳乳製品統計調査」「６次産業化総

合調査」「農林業センサス」「作物統計調査」「漁業経営調査」「特用林産物生産統計調査」

「漁業センサス」）。次いで、「景気・マクロ経済」統計が 4 統計（「小売物価統計調査＜

消費者物価指数＞」「景気ウォッチャー調査」「経済産業省生産動態統計調査＜鉱工業指数

＞」「商業動態統計調査」）、「人口・労働・賃金」統計が 4 統計（「人口動態調査」「国

勢調査」「就業構造基本調査」「労働力調査」）、「運輸・通信」統計が 3 統計（「通信利

用動向調査」「情報通信基本調査」「ユニットロード貨物流動調査」）、「教育・文化・科

学技術」統計が 2 統計（「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査」

「学校基本調査」）、「医療・福祉」統計が 1 統計（「医療施設調査」）、「建設・不動産」

統計が 1 統計（「建築着工統計調査」）となっている。 

一方、総合満足度が 3.25 を下回る満足度の低い統計は、39 統計となっている。そのなか

で、「医療・福祉」統計が 14 統計と、満足度が低いものが多くなっている。このほか、「景

気・マクロ経済」統計が 6 統計、「人口・労働・賃金」統計と「生活・環境・エネルギー」

統計が各々5 統計、「教育・文化・科学技術」統計と「運輸・通信」統計が各々4 統計、「建

設・不動産」統計が 1 統計となっている。 

また、利活用度指標との関係をみると、総じて、利活用度が高い統計ほど満足度が高く、

利活用度の低い統計ほど満足度が低い傾向がみられることは、前述したとおりである。もっ

とも、「農道整備状況調査」「歯科技工料調査」「土地保有移動調査」等、利活用度は低く

満足度が高い統計が存在するほか、「法人土地・建物基本調査」、「21 世紀成年者縦断調

査」のように、統計の利活用度が高くなっているが、ユーザーの満足度が低くなっている統

計も存在する。 

 

図表 3-18 総合満足度階級別統計数 

 

  

総数 3.00未満
3.00~

3.25未満
3.25~

3.50未満
3.50~

3.75未満
3.75~

4.00未満
4.00以上

総数 267 2 37 97 106 24 1
1景気・マクロ経済 62 0 6 21 31 4 0
2人口・労働・賃金 32 0 5 9 14 4 0
3医療・福祉 51 0 14 20 16 1 0
4教育・文化・科学技術 19 0 4 8 5 2 0
5建設・不動産 18 0 1 6 10 1 0
6運輸・通信 29 1 3 13 9 3 0
7農林水産 27 0 0 6 11 9 1
8生活・環境・エネルギー 29 1 4 14 10 0 0
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図表 3-19 総合満足度階級別、統計分野別の統計名一覧表 

 
注 赤字：2.3(3)で整理した利活用度の高い統計、青字：2.3(3)で整理した利活用度の低い統計、赤網：2.4(4)で整理した客体当り利活用度の高

い統計、青網：2.4(4)で整理した客体当り利活用度の低い統計、●：基幹統計を示す。 

  

景気・マクロ経済 人口・労働・賃金 医療・福祉 教育・文化・科学技術
4.00以上 − − − −

3.75~4.00未満 ●小売物価統計調査 ●人口動態調査 ●医療施設調査 児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査
景気ウォッチャー調査 ●国勢調査 ●学校基本調査
●経済産業省生産動態統計調査 ●就業構造基本調査
●商業動態統計調査 ●労働力調査

3.50~3.75未満 法人企業景気予測調査 社会保障・人口問題基本調査 国⺠健康・栄養調査 宗教統計調査
宿泊旅行統計調査 ●賃金構造基本統計調査 ●学校保健統計調査 ●学校教員統計調査
鉄鋼需給動態統計調査 ポストドクター等の雇用・進路に関する調査 介護事業実態調査 体力・運動能力調査
●全国消費実態調査 雇用動向調査 ⻭科技工料調査 学校給食栄養報告
製造工業生産予測調査 大学・短期大学・高等専門学校及び専修学校卒業予定者の就職内定状況等調査 病院報告 地方教育費調査
機械受注統計調査 高等学校卒業（予定）者の就職（内定）状況に関する調査 地域保健・健康増進事業報告
●経済センサス ●毎月勤労統計調査 医師・⻭科医師・薬剤師調査
●工業統計調査 ●地方公務員給与実態調査 保健師活動領域調査
企業行動に関するアンケート調査 雇用均等基本調査 介護サービス施設・事業所調査
訪日外国人消費動向調査 障害者雇用実態調査 福祉行政報告例
消費動向調査 労働安全衛生調査 「医療費の動向」調査
●商業統計調査 職種別⺠間給与実態調査 受療行動調査
海外事業活動基本調査 就労条件総合調査 介護給付費等実態調査
旅行・観光消費動向調査 労働災害動向調査 地域児童福祉事業等調査
●法人企業統計調査 ●患者調査
●経済産業省企業活動基本調査 乳幼児栄養調査
海外現地法人四半期調査
家計消費状況調査
鉄鋼生産内訳月報
●家計調査
中小企業実態基本調査
サービス産業動向調査
工場立地動向調査
●特定サービス産業実態調査
特定サービス産業動態統計調査
●個人企業経済調査
生鮮野菜価格動向調査
畜産物流通調査
●薬事工業生産動態統計調査
●造船造機統計調査
環境経済観測調査

3.25~3.50未満 食品流通段階別価格形成調査(年次) 能力開発基本調査 医療給付実態調査 ●科学技術研究調査
産業連関構造調査 最低賃金に関する実態調査 乳幼児身体発育調査 学校における教育の情報化の実態等に関する調査
●石油製品需給動態統計調査 労働経済動向調査 障害福祉サービス等従事者処遇状況等調査 模倣被害実態調査
食品産業企業設備投資動向調査 雇用の構造に関する実態調査 看護師等学校養成所入学状況及び卒業生就業状況調査 ●社会教育調査
⺠間非営利団体実態調査 ●⺠間給与実態統計調査 訪問看護療養費実態調査 学校給食実施状況等調査
金属加工統計調査 賃金引上げ等の実態に関する調査 所得再分配調査 子供の学習費調査
⺠間住宅ローンの実態に関する調査 労使関係総合調査 衛生行政報告例 知的財産活動調査
⻘果物卸売市場調査 ⺠間企業の勤務条件制度等調査 社会福祉施設等調査 ⺠間企業の研究活動に関する調査
非鉄金属等需給動態統計調査 港湾運送事業雇用実態調査 社会保障生計調査
⺠間企業投資・除却調査 健康保険・船員保険被保険者実態調査
組織マネジメントに関する調査 医療経済実態調査
地方公共団体消費状況等調査 医薬品価格調査
水産物流通調査 ⻭科疾患実態調査
木材流通統計調査 院内感染対策サーベイランス
●鉄道車両等生産動態統計調査 障害福祉サービス等経営実態調査
容器包装利用・製造等実態調査 特定保険医療材料・再生医療等製品価格調査
食品製造業におけるHACCP手法の導入状況実態調査 医薬品・医療機器産業実態調査
油糧生産実績調査 全国ひとり親世帯等調査
全国単身世帯収支実態調査 原子爆弾被爆者実態調査
砕石等動態統計調査 国⺠年金被保険者実態調査
外資系企業動向調査

3.00~3.25未満 生コンクリート流通統計調査 家内労働等実態調査 保険医療材料等使用状況調査 大学・短期大学・高等専門学校におけるインターンシップ実施状況等調査

非鉄金属海外鉱等受入調査 退職公務員生活状況調査 連合会を組織する共済組合における医療状況実態統計調査 学術情報基盤実態調査
たばこ小売販売業経営実態調査 ⺠間企業における役員報酬（給与）調査 被保護者調査 大学等におけるフルタイム換算データに関する調査
特定非営利活動法人及び市⺠の社会貢献に関する実態調査 労働争議統計調査 医療扶助実態調査 体育・スポーツ施設現況調査
北海道法人企業投資状況調査 労務費率調査 国家公務員共済組合年金受給者実態調査
貴金属流通統計調査 年金制度基礎調査

公的年金加入状況等調査
ホームレスの実態に関する全国調査
全国家庭児童調査
食肉検査等情報還元調査
無医地区等調査
児童養護施設入所児童等調査
無⻭科医地区等調査
公務員及び私学教職員に関する厚生年金保険適用給付状況調査

3.00未満 − − − −
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建設・不動産 運輸・通信 農林水産 生活・環境・エネルギー
− − ●海面漁業生産統計調査 −

●建築着工統計調査 通信利用動向調査 農道整備状況調査 −
情報通信業基本調査 畜産統計調査
ユニットロード貨物流動調査 ●牛乳乳製品統計調査

６次産業化総合調査
●農林業センサス
●作物統計調査
漁業経営調査
特用林産物生産統計調査
●漁業センサス

土地保有移動調査 通信・放送産業動態調査 集落営農実態調査 ●経済産業省特定業種石油等消費統計調査
住宅市場動向調査 旅客県間流動調査 水産加工業経営実態調査 水害統計調査
建設関連業等の動態調査 航空旅客動態調査 漁業就業動向調査 ●国⺠生活基礎調査
●住宅・土地統計調査 国際航空旅客動態調査 新規就農者調査 石油輸入調査
建設業活動実態調査 全国都市交通特性調査 特定作物統計調査 エネルギー消費統計調査
●建設工事統計調査 鉄道輸送統計調査 森林組合⼀⻫調査 石油設備調査
土地動態調査 バルク貨物流動調査 ●農業経営統計調査 ●社会生活基本調査
主要建設資材需給・価格動向調査 大都市交通センサス 花き産業振興総合調査 ●ガス事業生産動態統計調査
空家実態調査 ●船員労働統計調査 農業構造動態調査 家庭部門のCO2排出実態統計調査
マンション総合調査 地域特産野菜生産状況調査 自動車燃料消費量調査

都道府県知事認可漁業協同組合の職員に関する⼀⻫調査

建設労働需給調査 航空輸送統計調査 ●木材統計調査 消費生活協同組合（連合会）実態調査
建設業構造実態調査 ●港湾調査 内水面漁業生産統計調査 スポットＬＮＧ価格調査
住生活総合調査 幹線旅客流動実態調査 生産者の米穀在庫等調査 産業廃棄物等からの水銀回収等に関する調査
建設資材・労働力需要実態調査 ●内航船舶輸送統計調査 農業物価統計調査 21世紀出生児縦断調査
建築物リフォーム・リニューアル調査 全国道路・街路交通情勢調査 土壌改良資材の生産量及び輸入量調査 環境にやさしい企業行動調査
建設機械動向調査 船員異動状況調査 農業協同組合及び同連合会⼀⻫調査 中国残留邦人等実態調査

パーソントリップ調査 食品廃棄物等の発生抑制及び再生利用の促進の取組に係る実態調査
●自動車輸送統計調査 ⻘少年のインターネット利用環境実態調査
東京都市圏物資流動調査 産業廃棄物排出・処理状況調査
全国貨物純流動調査 木質バイオマスエネルギー利用動向調査
国際航空貨物動態調査 水質汚濁物質排出量総合調査
貸切バスの安全確保を推進するためのアンケート調査 子どもを守る地域ネットワーク等調査
航空貨物動態調査 大気汚染物質排出量総合調査

中高年者縦断調査

●法人土地・建物基本調査 全国輸出入コンテナ貨物流動調査 − 市⺠の社会貢献に関する実態調査
中京都市圏物資流動調査 21世紀成年者縦断調査
近畿圏物資流動調査 家庭の生活実態及び生活意識に関する調査

環境保健サーベイランス調査

− 情報処理実態調査 − 男女間における暴力に関する調査
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(3) 利用しない理由（問 4、問 5） 

「存在は知っているが利用していない」統計について、利用していない理由に該当するも

のを「統計の品質に問題があるから」「別の統計を利用しているから」「当該分野の統計を

利用するニーズがないから」から選択する方式（複数選択可）で調査した（問 4）。「別の

統計を利用しているから」を選んだ場合には、利用している統計名を調査した（問 5）。 

a. 統計分野・調査周期・統計ユーザー別傾向 

統計を利用しない理由は、「当該分野の統計を利用するニーズがないから」が 83.3％と最

も高く、「別の統計を利用しているから」が 1.8％、「統計の品質に問題があるから」が 1.2％

となっている。 

統計を利用しない理由を分野別にみると、「運輸・通信」統計では、他の分野と比べて「統

計の品質に問題があるから」が 2.8％と高い。「人口・労働・賃金」統計、「生活・環境・

エネルギー」統計では、他の分野と比べて「別の統計を利用しているから」がそれぞれ 2.8％、

2.4％と高い。「農林水産」統計では、他の分野と比べて「当該分野の統計を利用するニーズ

がないから」が 90.8%と高い。 

図表 3-20 統計分野別にみた利用しない理由（複数選択可） 

  

  
注 括弧内は統計数 

1.2% 1.2%

0.5%

1.8%

0.5%
0.8%

2.8%

0.9%

1.7%1.8%
1.5%

2.8%

1.7%

1.1%

1.9%
1.7%

1.5%

2.4%

0.0%

0.5%

1.0%

1.5%

2.0%

2.5%

3.0%

統計の品質に問題があるから 別の統計を利用しているから

83.3% 82.1% 82.8% 80.6%
86.6% 85.0% 84.2%

90.8%
84.0%

14.0% 15.5% 14.0% 16.2% 13.2% 12.5% 11.6% 7.1%
12.2%

0.0%
10.0%
20.0%
30.0%
40.0%
50.0%
60.0%
70.0%
80.0%
90.0%

100.0%

当該分野の統計を利用するニーズがないから その他
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統計を利用しない理由を調査周期別にみると、いずれの周期でも、「当該分野の統計を利

用するニーズがないから」が高くなっており、周期別の違いは大きくない。 

図表 3-21 調査周期別にみた利用しない理由（複数選択可） 

 

 
注 括弧内は統計数 

 

  

1.2%
1.1% 1.0%

1.2%

1.5%

1.8% 1.8%

2.0%
2.0%

1.4%

0.0%

0.5%

1.0%

1.5%

2.0%

2.5%

総数
(267)

月次
(58)

四半期など
(22)

年次
(100)

周期、不定期
(87)

統計の品質に問題があるから 別の統計を利用しているから

83.3% 82.7% 82.2% 84.0% 83.8%

14.0% 14.7% 15.1% 13.1% 13.8%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

総数
(267)

月次
(58)

四半期など
(22)

年次
(100)

周期、不定期
(87)

当該分野の統計を利用するニーズがないから その他
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統計を利用しない理由を統計ユーザー別にみても、ユーザーによらず「当該分野の統計を

利用するニーズがないから」が高くなっている。シンクタンクにおいては「別の統計を利用

しているから」が、研究者においては「統計の品質に問題があるから」が、それぞれやや高

くなっている。 

図表 3-22 統計ユーザー別にみた利用しない理由（複数選択可） 

 

 
注 括弧内は統計数 

 

  

1.2%

2.6%

1.5%

0.8%

1.8%

1.2%

3.0%

1.8%

0.0%

0.5%

1.0%

1.5%

2.0%

2.5%

3.0%

3.5%

総数 研究者 シンクタンク 業界団体

統計の品質に問題があるから 別の統計を利用しているから

83.3% 82.6% 84.4% 83.3%

14.0% 14.2%
11.6%

14.4%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

総数 研究者 シンクタンク 業界団体

当該分野の統計を利用するニーズがないから その他
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b. 個別統計の状況 

統計を利用しない理由を「別の統計を利用しているから」とする割合が 5％以上の統計は

31 統計である（図表 3-25）。そのうち「人口・労働・賃金」統計が 9 統計を占めており、

当該分野では代替となる類似の統計が多いことを示している。そのほか、「医療・福祉」統

計、「農林水産」統計、「生活・環境・エネルギー」統計が各々5 統計となっている。 

そのなかでも、「人口・労働・賃金」統計に属する「民間企業の勤務条件制度等調査」「民

間給与実態統計調査」の 2 統計において、それぞれ 12％と最も高くなっている。両統計に

ついては、代替的に利用している統計として、問 5 の自由記述欄では、賃金構造基本統計調

査、毎月勤労統計、地元シンクタンクの統計等が挙げられている。次いで、「木材統計調査」

「地域保健・健康増進事業報告」において、それぞれ 9%となっており、代替的に利用して

いる統計としては、日刊木材新聞等、木材産業課データ等が挙げられた。 

上記の他、問 5 の自由記述欄では、「法人企業景気予測調査」の代替統計として「日銀短

観」を利用している、「家計消費状況調査」の代替統計として「家計調査」を利用している、

「生鮮野菜価格動向調査」の代替統計として「消費者物価指数」を利用している、「毎月勤

労統計調査」の代替統計として「賃金構造基本統計調査」を利用しているという回答が複数

あった。 

 

図表 3-23 利用しない理由を「別の統計を利用しているから」とする割合階級別統計数 

 
 

一方、統計を利用しない理由を「統計の品質に問題があるから」とする割合が 5％以上の

統計は 22 統計である（図表 3-26）。そのうち「運輸・通信」統計が 9 統計、「医療・福祉」

統計が 5 統計を占めている。個別の統計をみると、回答者数が多い統計でみると、「医師・

歯科医師・薬剤師調査」（6％）、「医療費の動向調査」（5％）、「自動車輸送統計調査」

（5％）、「個人企業経済調査」（4％）等において高くなっている。 

 

総数 2%未満
2~

3%未満

3~
4%未満

4~
5%未満

5~
6%未満

6~
7%未満

7%以上

総数 267 186 26 13 11 12 8 11
1景気・マクロ経済 62 50 6 2 1 3 0 0
2人口・労働・賃金 32 14 6 2 1 1 3 5
3医療・福祉 51 33 7 3 3 2 2 1
4教育・文化・科学技術 19 14 4 1 0 0 0 0
5建設・不動産 18 15 1 1 0 1 0 0
6運輸・通信 29 21 1 1 3 1 1 1
7農林水産 27 20 1 1 0 3 0 2
8生活・環境・エネルギー 29 19 0 2 3 1 2 2
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図表 3-24 利用しない理由を「統計の品質に問題があるから」とする割合階級別統計数 

 
 

  

総数 2%未満
2~3%未

満

3~4%未

満

4~5%未

満

5~6%未

満

6~7%未

満
7%以上

総数 267 202 16 16 11 11 5 6
1景気・マクロ経済 62 51 9 0 1 1 0 0
2人口・労働・賃金 32 30 0 2 0 0 0 0
3医療・福祉 51 32 5 4 5 2 2 1
4教育・文化・科学技術 19 18 0 0 0 0 1 0
5建設・不動産 18 15 0 1 0 1 0 1
6運輸・通信 29 13 1 5 1 5 1 3
7農林水産 27 22 0 2 1 1 0 1
8生活・環境・エネルギー 29 21 1 2 3 1 1 0
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図表 3-25 利用しない理由を「別の統計を利用しているから」とする割合階級別、統計分野別の統計一覧 

 
 

注 利用しない理由を「別の統計を利用しているから」とする割合が 2%以上の統計を表示。赤字：2.3(3)で整理した利活用度の高い統計、青

字：2.3(3)で整理した利活用度の低い統計、赤網：2.4(4)で整理した客体当り利活用度の高い統計、青網：2.4(4)で整理した客体当り利活用度の

低い統計、●：基幹統計を示す。 

  

1景気・マクロ経済 2人口・労働・賃金 3医療・福祉 4教育・文化・科学技術
7%以上 − ⺠間企業の勤務条件制度等調査 地域保健・健康増進事業報告 −

●⺠間給与実態統計調査
就労条件総合調査
港湾運送事業雇用実態調査
雇用の構造に関する実態調査

6〜7%未満 − 職種別⺠間給与実態調査 看護師等学校養成所入学状況及び卒業生就業状況調査 −
賃金引上げ等の実態に関する調査 受療行動調査
⺠間企業における役員報酬（給与）調査

5〜6%未満 中小企業実態基本調査 労使関係総合調査 地域児童福祉事業等調査 −
法人企業景気予測調査 訪問看護療養費実態調査
鉄鋼生産内訳月報

4〜5％未満 特定サービス産業動態統計調査 労働経済動向調査 医療給付実態調査 −
障害福祉サービス等経営実態調査
医師・⻭科医師・薬剤師調査

3〜4%未満 非鉄金属海外鉱等受入調査 労働争議統計調査 医療扶助実態調査 体育・スポーツ施設現況調査
機械受注統計調査 労働安全衛生調査 乳幼児身体発育調査

社会福祉施設等調査

2〜3％未満 家計消費状況調査 雇用動向調査 福祉行政報告例 ●科学技術研究調査
生鮮野菜価格動向調査 ●国勢調査 ●患者調査 学術情報基盤実態調査
海外現地法人四半期調査 障害者雇用実態調査 介護事業実態調査 知的財産活動調査
海外事業活動基本調査 ●人口動態調査 医薬品価格調査 大学・短期大学・高等専門学校におけるインターンシップ実施状況等調査

●個人企業経済調査 ●賃金構造基本統計調査 介護給付費等実態調査
●造船造機統計調査 ●毎月勤労統計調査 介護サービス施設・事業所調査

病院報告

2％未満 50統計 14統計 33統計 14統計
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5建設・不動産 6運輸・通信 7農林水産 8生活・環境・エネルギー
− 情報処理実態調査 ●木材統計調査 市⺠の社会貢献に関する実態調査

土壌改良資材の生産量及び輸入量調査 21世紀成年者縦断調査（国⺠の生活に関する継続調査）

− パーソントリップ調査 − 家庭部門のCO2排出実態統計調査
大気汚染物質排出量総合調査

建設労働需給調査 全国都市交通特性調査 森林組合⼀⻫調査 水質汚濁物質排出量総合調査
●作物統計調査
特用林産物生産統計調査

− 航空輸送統計調査 − ●ガス事業生産動態統計調査
●港湾調査 エネルギー消費統計調査
全国輸出入コンテナ貨物流動調査 ⻘少年のインターネット利用環境実態調査

住宅市場動向調査 鉄道輸送統計調査 ●農林業センサス 木質バイオマスエネルギー利用動向調査
産業廃棄物排出・処理状況調査

●建築着工統計調査 ●自動車輸送統計調査 ●農業経営統計調査 −

15統計 21統計 20統計 19統計
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図表 3-26 利用しない理由を「品質に問題があるから」とする割合階級別、統計分野別の統計一覧 

 
注 利用しない理由を「品質に問題があるから」とする割合が 2%以上の統計について表示。赤字：2.3(3)で整理した利活用度の高い統計、青

字：2.3(3)で整理した利活用度の低い統計、赤網：2.4(4)で整理した客体当り利活用度の高い統計、青網：2.4(4)で整理した客体当り利活用度の

低い統計、●：基幹統計を示す。 

  

1景気・マクロ経済 2人口・労働・賃金 3医療・福祉 4教育・文化・科学技術
7%以上 − − 障害福祉サービス等経営実態調査 −

6〜7%未満 − − 看護師等学校養成所入学状況及び卒業生就業状況調査 大学等におけるフルタイム換算データに関する調査

医師・⻭科医師・薬剤師調査

5〜6%未満 海外現地法人四半期調査 − 全国家庭児童調査 −
●患者調査

4〜5％未満 ●個人企業経済調査 − 全国ひとり親世帯等調査 −
「医療費の動向」調査
介護サービス施設・事業所調査
障害福祉サービス等従事者処遇状況等調査
健康保険・船員保険被保険者実態調査

3〜4%未満 − 賃金引上げ等の実態に関する調査 医療扶助実態調査 −
⺠間企業における役員報酬（給与）調査 年金制度基礎調査

院内感染対策サーベイランス
受療行動調査

2〜3％未満 ●家計調査 − 地域保健・健康増進事業報告 −
食品流通段階別価格形成調査 医薬品・医療機器産業実態調査
外資系企業動向調査 介護給付費等実態調査
景気ウォッチャー調査 ●学校保健統計調査
●薬事工業生産動態統計調査 医療給付実態調査
●工業統計調査
消費動向調査
訪日外国人消費動向調査
●経済産業省生産動態統計調査

2％未満 51統計 30統計 32統計 18統計
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5建設・不動産 6運輸・通信 7農林水産 8生活・環境・エネルギー
空家実態調査 情報処理実態調査 土壌改良資材の生産量及び輸入量調査 −

旅客県間流動調査
船員異動状況調査

− 情報通信業基本調査 − 大気汚染物質排出量総合調査

住生活総合調査 中京都市圏物資流動調査 ●作物統計調査 環境にやさしい企業行動調査
全国都市交通特性調査
近畿圏物資流動調査
東京都市圏物資流動調査
●船員労働統計調査

− ●自動車輸送統計調査 畜産統計調査 スポットＬＮＧ価格調査
●ガス事業生産動態統計調査
エネルギー消費統計調査

主要建設資材需給・価格動向調査 幹線旅客流動実態調査 新規就農者調査 木質バイオマスエネルギー利用動向調査
全国道路・街路交通情勢調査 ●木材統計調査 家庭部門のCO2排出実態統計調査
航空旅客動態調査
大都市交通センサス
パーソントリップ調査

− ●港湾調査 − 水質汚濁物質排出量総合調査

15統計 13統計 22統計 21統計
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3.2.2 改善・拡充の方向性（設問Ⅲ） 

設問Ⅱで利用状況について回答いただいた統計のなかから、「改善・拡充すべき」と考え

る統計を挙げていただき、それぞれの統計について改善・拡充すべきポイント、回答者負担

もふまえた改善の考え方、簡素化余地がある項目について調査した。 

(1) 改善・拡充すべき統計（問 6） 

問 2 で「利用している」または「存在は知っているが利用していない」とした回答のうち、

問 6 で改善・拡充すべきとした回答の割合について分析を行った。 

a. 統計分野・調査周期・統計ユーザー別傾向 

改善・拡充すべきとする割合は、全体では 4. 9％である。統計分野別にみると、「教育・

文化・科学技術」統計、「農林水産」統計、「運輸・通信」統計において改善・拡充すべき

とする割合が高くなっている。 

 

図表 3-27 統計分野別にみた改善・拡充すべきとする割合 

  
注 括弧内は統計数 
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改善・拡充すべきとする割合 （参考）簡素化すべきとする割合
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同様に、調査周期別にみると、周期・不定期調査において改善・拡充すべきとする割合が

高くなっている。 

図表 3-28 調査周期別にみた改善・拡充すべきとする割合 

  
注 括弧内は統計数 

 

なお、統計ユーザー別にみると、研究者において改善・拡充すべきとする割合が高くなっ

ている。 

図表 3-29 統計ユーザー別にみた改善・拡充すべきとする割合 
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総数
(267)
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(58)

四半期など
(22)

年次
(100)

周期、不定期
(87)

改善・拡充すべきとする割合 （参考）簡素化すべきとする割合
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改善・拡充すべきとする割合 （参考）簡素化すべきとする割合
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b. 個別統計の状況 

改善・拡充すべきとする割合が 10％以上の 20 統計を抽出してみると、2.3(3)で整理した

利活用度の高い統計が多く含まれている。また、基幹統計が占める割合も高くなっている。 

改善・拡充すべきとする割合は、「歯科疾患実態調査」「パーソントリップ調査」が、と

もに 23％と最も高くなっている。これらに続いて、「国勢調査」「経済センサス活動調査」

「住宅・土地統計調査」「農林業センサス」「患者調査」といった調査規模が大きい周期調

査、「国民健康・栄養調査」「学校基本調査」等の年次調査、「家計調査」「経済産業省生

産動態統計調査＜鉱工業指数＞」等の月次調査が並んでいる。 

 

図表 3-30 個別統計における改善・拡充すべきとする割合 

 

 
注 改善・拡充すべきとする割合が 10％以上の 20 統計を抽出した（改善・拡充すべきとする回答数が 2 以

下の統計は除外した）。△は 2.3(3)で整理した利活用度の高い統計を、統計名先頭の丸囲み数字は統計分野

番号を、白抜きは基幹統計を、n は問 2 で「利用している」または「存在は知っているが利用していない」

とした回答数を示す。 
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△❶経済産業省生産動態統計調査(月次）(n=347)

△❼農林業センサス(５年ごと)(n=80)

⑥全国都市交通特性調査(５年ごと)(n=31)

△❹学校基本調査(年次)(n=202)

△❸患者調査(３年ごと)(n=107)

④体育・スポーツ施設現況調査(６年ごと)(n=66)

❼海面漁業生産統計調査(半年ごと、年次)(n=34)

③全国ひとり親世帯等調査(５年ごと)(n=36)
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⑧木質バイオマスエネルギー利用動向調査(年次)(n=40)
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（参考）簡素化すべきとする割合
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(2) 改善・拡充すべきポイント（問 7、問 8） 

改善・拡充すべきとして挙げられた各統計について、調査の対象範囲、調査項目、統計の

精度、調査周期、公表までの期間といった項目のうちどの項目を改善・拡充すべきと考える

かを調査した（各統計について２項目まで）。 

a. 統計分野・調査周期・統計ユーザー別傾向 

統計全体では、「調査項目」（33％）「統計の精度」（26％）「公表までの期間（公表の

早期化）」（25％）について改善を求める割合が高い一方で、「調査周期」（15％）の改善

を求める割合は低い。 

統計分野別にみると、改善・拡充すべきとの回答数が多い「景気・マクロ経済」分野、「医

療・福祉」分野では、「調査項目」「統計の精度」に、「人口・労働・賃金」分野では、「調

査項目」「公表までの期間」（公表早期化）に、各々改善を求める割合が高くなっている。

さらに、他の分野をみると、「運輸・通信」分野において「調査周期」の改善を求める割合

が高くなっている。「教育・文化・科学技術」「農林水産」「生活・環境・エネルギー」の

各分野において「調査項目」の改善を求める割合が高くなっている。 
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図表 3-31 統計分野別にみた改善・拡充すべきポイント（各統計について 2 項目まで） 

 

 

 
 

  

0%
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50%

調査の
対象範

囲

調査項
目

統計の
精度

調査周
期

公表ま
での期

間

1景気・マクロ経済

3医療・福祉

4教育・文化・科学技術

5建設・不動産

6運輸・通信

7農林水産

8生活・環境・エネルギー

改善・拡
充すべき

調査の対象
範囲

調査項目 統計の精度 調査周期
公表までの

期間
総数 1,052 238 22.6% 345 32.8% 272 25.9% 162 15.4% 264 25.1%
1景気・マクロ経済 421 107 25.4% 119 28.3% 118 28.0% 61 14.5% 114 27.1%
2人口・労働・賃金 161 36 22.4% 42 26.1% 39 24.2% 18 11.2% 42 26.1%
3医療・福祉 125 29 23.2% 46 36.8% 47 37.6% 23 18.4% 20 16.0%
4教育・文化・科学技術 106 21 19.8% 52 49.1% 13 12.3% 16 15.1% 33 31.1%
5建設・不動産 50 8 16.0% 17 34.0% 17 34.0% 7 14.0% 10 20.0%
6運輸・通信 68 10 14.7% 15 22.1% 14 20.6% 27 39.7% 19 27.9%
7農林水産 63 14 22.2% 26 41.3% 8 12.7% 2 3.2% 15 23.8%
8生活・環境・エネルギー 58 13 22.4% 28 48.3% 16 27.6% 8 13.8% 11 19.0%
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調査周期別にみると、月次、四半期調査において「統計精度」や「調査対象範囲」の改善

を、年次調査において「調査項目」の拡充を、周期・不定期調査において「調査周期」の改

善を、それぞれ求める割合が高い。 

 

図表 3-32 調査周期別にみた改善・拡充すべきポイント（各統計について 2 項目まで） 
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改善・拡
充すべき

調査の対象
範囲

調査項目 統計の精度 調査周期
公表までの

期間
総数 1,052 238 22.6% 345 32.8% 272 25.9% 162 15.4% 264 25.1%
月次 328 85 25.9% 103 31.4% 114 34.8% 19 5.8% 69 21.0%
四半期など 85 26 30.6% 24 28.2% 27 31.8% 9 10.6% 22 25.9%
年次 311 81 26.0% 124 39.9% 63 20.3% 24 7.7% 79 25.4%
周期、不定期 328 46 14.0% 94 28.7% 68 20.7% 110 33.5% 94 28.7%
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統計ユーザー別にみると、研究者は「調査項目」の拡充を、シンクタンクは「調査対象範

囲」の拡充を、「統計精度」の改善を、業界団体は「公表までの期間」の改善（公表の早期

化）を、それぞれ求める割合が高い。 

図表 3-33 統計ユーザー別にみた改善・拡充すべきポイント(各統計について 2 項目まで) 
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範囲

調査項目 統計の精度 調査周期
公表までの

期間
総数 1,052 238 22.6% 345 32.8% 272 25.9% 162 15.4% 264 25.1%
研究者 325 71 21.8% 157 48.3% 102 31.4% 39 12.0% 51 15.7%
シンクタンク 178 55 30.9% 41 23.0% 72 40.4% 20 11.2% 49 27.5%
業界団体 549 112 20.4% 147 26.8% 98 17.9% 103 18.8% 164 29.9%
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b. 個別統計の状況 

改善・拡充すべきとする割合が高かった統計をみると、改善・拡充すべきポイントは、個々

の統計によって異なっている。問 8 の自由記述では、それぞれに次のような意見が得られ

た。 

� 歯科疾患実態調査：「統計の精度」、「調査周期」の改善要望が強く、蓄積性の疾患

であるために年齢ごとのサンプルサイズ確保が必要といった意見があった。 

� パーソントリップ調査：「調査周期」の改善要望が強く、「現行周期の 10 年に対し

てビッグデータを利用した中間年調査を実施すべき」との意見があった。 

� 経済センサス：「公表までの期間」「調査周期」の改善要望が強く、「確定申告の情

報と連携させるなどして回答者負担を高めずに即時性を高めてほしい」、「年次で公

表してほしい」といった意見があった。 

� 国勢調査：「公表までの期間」の改善要望が最も強く、「調査事項」、「統計の精度」

の改善要望も強い。個別には、小地域集計の公表早期化、通勤・通学時間に関する調

査事項の復活、小地域集計事項の拡充、抽出詳細分析の抽出率改善、回収率の公表等

の意見があった。 

� 住宅・土地統計調査：「統計の精度」の改善要望が最も強く、「公表までの期間」の

改善要望も強い。個別には、サンプルサイズの拡充、国勢調査町丁・字等別集計との

連携による地域状況の詳細把握、空家調査との一体化といった意見があった。 

� 家計調査：「統計の精度」の改善要望が最も強く、オンライン家計簿等、負担をかけ

ない調査方法によるサンプルサイズの拡充といった意見があった。 

� 国民健康・栄養調査：「調査項目」「統計の精度」の改善要望が強い。個別には、疾

患名の詳細化、「国民生活基礎調査」「歯科疾患実態調査」とのデータ連結、ミクロ

データの提供といった意見があった。 

� 経済産業省生産動態統計調査：「調査項目」に対する改善要望が強く、新規用途品目

の細分化等の意見があった。 

� 学校基本調査：「公表までの期間」「調査項目」について改善要望が強い。調査項目

については、高等教育終了後の就職地・産業、外国人留学生、教員の年齢別の人数、

大学教員の研究活動、各種調査項目の男女別把握等の個別意見があった。 

� 患者調査：「調査項目」の改善要望が最も強く、「統計の精度」の改善要望も強い。

個別には、疾患名の詳細化、DPC データ活用による全数調査化・調査期間の拡充等

の意見があった。 
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図表 3-34 個別統計における改善・拡充すべきポイント（各統計について 2 項目まで） 

 

 
注 改善・拡充すべきとする割合が 10％以上の 20 統計を抽出した（改善・拡充すべきとする回答数が 2 以

下の統計は除外した）。△は 2.3(3)で整理した利活用度の高い統計を、統計名先頭の丸囲み数字は統計分野

番号を、白抜きは基幹統計を、n は問 2 で「利用している」または「存在は知っているが利用していない」

とした回答数を示す。 
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0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

③⻭科疾患実態調査(６年ごと)(n=47)

⑥パーソントリップ調査(10年ごと)(n=60)

△❷国勢調査(５年ごと)(n=252)

△❶経済センサス(５年ごと）(n=386)

△❺住宅・土地統計調査(５年ごと)(n=65)

△③国⺠健康・栄養調査(年次)(n=127)

△❶家計調査(月次)(n=382)

△❶経済産業省生産動態統計調査(月次）(n=347)

△❼農林業センサス(５年ごと)(n=80)

⑥全国都市交通特性調査(５年ごと)(n=31)

△❹学校基本調査(年次)(n=202)

△❸患者調査(３年ごと)(n=107)

④体育・スポーツ施設現況調査(６年ごと)(n=66)

❼海面漁業生産統計調査(半年ごと、年次)(n=34)

③全国ひとり親世帯等調査(５年ごと)(n=36)

③介護サービス施設・事業所調査(年次)(n=82)

❼作物統計調査(年次、年３回、随時)(n=65)

⑧エネルギー消費統計調査(年次)(n=85)

❶商業統計調査(５年ごと)(n=305)

⑧木質バイオマスエネルギー利用動向調査(年次)(n=40)

問2で「利用している」または「存在は知っているが利用していない」
とした回答において改善・拡充すべきポイントとして挙げられた割合

調査の対象範囲 調査項目 統計の精度 調査周期 公表までの期間 無回答

③⻭科疾患実態調査(６年ごと)(n=47)

⑥パーソントリップ調査(10年ごと)(n=60)

△❷国勢調査(５年ごと)(n=252)

△❶経済センサス(５年ごと）(n=386)

△❺住宅・土地統計調査(５年ごと)(n=65)

△③国⺠健康・栄養調査(年次)(n=127)

△❶家計調査(月次)(n=382)

△❶経済産業省生産動態統計調査(月次）(n=347)

△❼農林業センサス(５年ごと)(n=80)

⑥全国都市交通特性調査(５年ごと)(n=31)

△❹学校基本調査(年次)(n=202)

△❸患者調査(３年ごと)(n=107)

④体育・スポーツ施設現況調査(６年ごと)(n=66)

❼海面漁業生産統計調査(半年ごと、年次)(n=34)

③全国ひとり親世帯等調査(５年ごと)(n=36)

③介護サービス施設・事業所調査(年次)(n=82)

❼作物統計調査(年次、年３回、随時)(n=65)

⑧エネルギー消費統計調査(年次)(n=85)

❶商業統計調査(５年ごと)(n=305)

⑧木質バイオマスエネルギー利用動向調査(年次)(n=40)
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(3) 回答者負担もふまえた改善の考え方（問 9） 

統計の改善・拡充を図る場合、それに伴う回答者負担の増加が避けられない。こうした回

答者負担もふまえた統計の改善・拡充の考え方について、「回答者負担が増加するならば現

状のままでやむを得ない」、「回答者負担が増加しても改善・拡充すべき」、「他の政府統

計の効率化・簡素化で回答者負担を相殺する」、「同一統計の他の項目の効率化・簡素化で

回答者負担を相殺する」のどれに該当するかを統計ごとに調査した。 

a. 統計分野・調査周期・統計ユーザー別傾向 

統計全体では、「回答者負担が増加しても改善・拡充すべき」との統計の充実を求める割

合が 27％と最も多く、次いで、「回答者負担が増加するならば現状のままでやむを得ない」

との現状容認の割合が 26％と次に多くなっている。一方、「他の政府統計の効率化・簡素

化で回答者負担を相殺する」「同一統計の他の項目の効率化・簡素化で回答者負担を相殺す

る」との効率化・簡素化を認める割合が各々17％、18％で、合計で 35％となっている。 

分野別にみると、「医療・福祉」統計、「生活・環境・エネルギー」統計において「回答

者負担が増加しても改善・拡充すべき」とする割合（各々46％、36％）が、「運輸・通信」

統計においては「同一統計の他の項目の効率化・簡素化で回答者負担を相殺する」とする割

合（38％）が、「建設・不動産」統計では「回答者負担が増加するならば現状のままでやむ

を得ない」の割合（40％）が、それぞれ高くなっている。 

図表 3-35 統計分野別にみた回答者負担もふまえた改善の考え方 

 

 
 

  

25.5% 27.1% 24.8%
17.6% 20.8%

40.0%
29.4% 27.0% 22.4%

26.9% 25.4%
19.9%

46.4%
26.4%

22.0%

16.2% 23.8% 36.2%

16.8% 14.7%
16.1%

16.0%

17.0%

10.0% 38.2%
20.6%

12.1%

17.9% 20.2%
21.7%

14.4%

21.7%
20.0%

11.8%

1.6%
13.8%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

無回答
他の政府統計の効率化・簡素化で回答者負担を相殺する
同⼀統計の他の項目の効率化・簡素化で回答者負担を相殺する
回答者負担が増加しても改善・拡充すべき
回答者負担が増加するならば現状のままでやむを得ない
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調査周期別にみると、月次・四半期調査において「回答者負担が増加するならば現状のま

までやむを得ない」と現状を容認する割合が高く、周期・不定期調査において「同一統計の

他の項目の効率化・簡素化で回答者負担を相殺する」とする割合が高い。 

図表 3-36 調査周期別にみた回答者負担もふまえた改善の考え方 

  
 

統計ユーザー別にみると、研究者は「回答者負担が増加しても改善・拡充すべき」との統

計の充実を重視する割合が高くなっている一方、シンクタンクでは「他の政府統計の効率

化・簡素化で回答者負担を相殺する」との効率化・簡素化を容認する割合が高くなっている。

また、業界団体では、「回答者負担が増加するならば現状のままでやむを得ない」との現状

を容認する割合が高くなっている。 

図表 3-37 統計ユーザー別にみた回答者負担もふまえた改善の考え方 

 

25.5% 28.4% 31.8%
24.1% 22.3%

26.9%
26.5%
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29.3%
24.7%

16.8% 13.1%
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21.0%
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17.6%

15.8% 18.6%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

総数 月次 四半期など 年次 周期、不定期

無回答
他の政府統計の効率化・簡素化で回答者負担を相殺する
同⼀統計の他の項目の効率化・簡素化で回答者負担を相殺する
回答者負担が増加しても改善・拡充すべき
回答者負担が増加するならば現状のままでやむを得ない

25.5%
16.3%

21.9%
32.1%

26.9%
40.0%

20.8%

21.1%

16.8%
16.3%

15.2%

17.7%

17.9% 15.1%

29.2%

15.8%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

総数 研究者 シンクタンク 業界団体

無回答
他の政府統計の効率化・簡素化で回答者負担を相殺する
同⼀統計の他の項目の効率化・簡素化で回答者負担を相殺する
回答者負担が増加しても改善・拡充すべき
回答者負担が増加するならば現状のままでやむを得ない
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b. 個別統計の状況 

個別統計に対する考え方をみると、「歯科疾患実態調査」「国民健康・栄養調査」「患者

調査」「介護サービス施設・事業所調査」等の「医療・福祉」統計及び「経済産業省生産動

態統計調査」は、「回答者負担が増加しても改善・拡充すべき」と統計の充実を重視する割

合が高くなっている。 

一方、「国勢調査」「住宅・土地統計調査」「家計調査」においては、「他統計の効率化・

簡素化で相殺すべき」とする割合が高くなっているほか、「パーソントリップ調査」では、

調査周期の短縮にあたり、「当該統計の多項目の効率化・簡素化で回答者負担を相殺すべき」

（後述(4)のとおり調査項目を削減）とする割合が高くなっている。 

 

図表 3-38 個別統計における回答者負担もふまえた改善の考え方 

 
注 改善・拡充すべきとする割合が 10％以上の 20 統計を抽出した（改善・拡充すべきとする回答数が 2 以

下の統計は除外した）。△は 2.3(3)で整理した利活用度の高い統計を、統計名先頭の丸囲み数字は統計分野

番号を、白抜きは基幹統計を、n は問 2 で「利用している」または「存在は知っているが利用していない」

とした回答数を示す。 
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0% 5% 10% 15% 20% 25%

③⻭科疾患実態調査(６年ごと)(n=47)

⑥パーソントリップ調査(10年ごと)(n=60)

△❷国勢調査(５年ごと)(n=252)

△❶経済センサス(５年ごと）(n=386)

△❺住宅・土地統計調査(５年ごと)(n=65)

△③国⺠健康・栄養調査(年次)(n=127)

△❶家計調査(月次)(n=382)

△❶経済産業省生産動態統計調査(月次）(n=347)

△❼農林業センサス(５年ごと)(n=80)

⑥全国都市交通特性調査(５年ごと)(n=31)

△❹学校基本調査(年次)(n=202)

△❸患者調査(３年ごと)(n=107)

④体育・スポーツ施設現況調査(６年ごと)(n=66)

❼海面漁業生産統計調査(半年ごと、年次)(n=34)

③全国ひとり親世帯等調査(５年ごと)(n=36)

③介護サービス施設・事業所調査(年次)(n=82)

❼作物統計調査(年次、年３回、随時)(n=65)

⑧エネルギー消費統計調査(年次)(n=85)

❶商業統計調査(５年ごと)(n=305)

⑧木質バイオマスエネルギー利用動向調査(年次)(n=40)

問2で「利用している」または「存在は知っているが利用していない」とした回答に対する割合

回答者負担が増加するならば現状のままでやむを得ない 回答者負担が増加しても改善・拡充すべき
同⼀統計の他の項目の効率化・簡素化で回答者負担を相殺する 他の政府統計の効率化・簡素化で回答者負担を相殺する
無回答

③⻭科疾患実態調査(６年ごと)(n=47)

⑥パーソントリップ調査(10年ごと)(n=60)

△❷国勢調査(５年ごと)(n=252)

△❶経済センサス(５年ごと）(n=386)

△❺住宅・土地統計調査(５年ごと)(n=65)

△③国⺠健康・栄養調査(年次)(n=127)

△❶家計調査(月次)(n=382)

△❶経済産業省生産動態統計調査(月次）(n=347)

△❼農林業センサス(５年ごと)(n=80)

⑥全国都市交通特性調査(５年ごと)(n=31)

△❹学校基本調査(年次)(n=202)

△❸患者調査(３年ごと)(n=107)

④体育・スポーツ施設現況調査(６年ごと)(n=66)

❼海面漁業生産統計調査(半年ごと、年次)(n=34)

③全国ひとり親世帯等調査(５年ごと)(n=36)

③介護サービス施設・事業所調査(年次)(n=82)

❼作物統計調査(年次、年３回、随時)(n=65)

⑧エネルギー消費統計調査(年次)(n=85)

❶商業統計調査(５年ごと)(n=305)

⑧木質バイオマスエネルギー利用動向調査(年次)(n=40)
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(4) 簡素化の余地がある項目（問 10） 

改善・拡充すべきとして挙げられた各統計について、調査の対象範囲、調査項目、統計の

精度、調査周期、公表までの期間といった項目のどれに簡素化の余地があるかを調査した。 

a. 統計分野・調査周期・統計ユーザー別傾向 

統計全体では、改善・拡充の一方での簡素化の余地は、「調査項目」（24％）「公表まで

の期間」（16％）に見出す割合が高くなっている。この点は、統計分野、統計周期、統計ユ

ーザー別でも大きな違いはない。なお、「調査項目」については、改善・拡充すべきポイン

トとしても挙げられたところであり、具体的に調査項目の見直しを行う際には、改善・拡充

すべき点と簡素化すべき点について、慎重な検討が必要になるものと考えられる。 

 

図表 3-39 統計分野別にみた簡素化の余地がある項目 

 

 
 

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

調査の対象範囲

調査項目

統計の精度調査周期

公表までの期間

1景気・マクロ経済

2人口・労働・賃金

3医療・福祉

4教育・文化・科学技術

5建設・不動産

6運輸・通信

7農林水産

8生活・環境・エネルギー

改善・拡充
すべき

調査の対象範
囲

調査項目 統計の精度 調査周期
公表までの期

間
総数 1,052 67 6.4% 249 23.7% 51 4.8% 71 6.7% 166 15.8%
1景気・マクロ経済 421 26 6.2% 116 27.6% 19 4.5% 22 5.2% 65 15.4%
2人口・労働・賃金 161 6 3.7% 31 19.3% 8 5.0% 11 6.8% 26 16.1%
3医療・福祉 125 6 4.8% 28 22.4% 5 4.0% 14 11.2% 26 20.8%
4教育・文化・科学技術 106 11 10.4% 29 27.4% 3 2.8% 7 6.6% 11 10.4%
5建設・不動産 50 1 2.0% 9 18.0% 3 6.0% 4 8.0% 7 14.0%
6運輸・通信 68 11 16.2% 17 25.0% 5 7.4% 3 4.4% 8 11.8%
7農林水産 63 2 3.2% 12 19.0% 5 7.9% 4 6.3% 12 19.0%
8生活・環境・エネルギー 58 4 6.9% 7 12.1% 3 5.2% 6 10.3% 11 19.0%
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図表 3-40 調査周期別にみた簡素化の余地がある項目 

 

 

図表 3-41 統計ユーザー別にみた簡素化の余地がある項目 
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調査の対象範囲

調査項目

統計の精度調査周期

公表までの期間

総数

月次

四半期など

年次

周期、不定期

改善・拡充
すべき

調査の対象範
囲

調査項目 統計の精度 調査周期
公表までの期

間
総数 1,052 67 6.4% 249 23.7% 51 4.8% 71 6.7% 166 15.8%
月次 328 20 6.1% 72 22.0% 12 3.7% 26 7.9% 53 16.2%
四半期など 85 9 10.6% 22 25.9% 8 9.4% 5 5.9% 10 11.8%
年次 311 16 5.1% 72 23.2% 14 4.5% 27 8.7% 45 14.5%
周期、不定期 328 22 6.7% 83 25.3% 17 5.2% 13 4.0% 58 17.7%
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10%
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25%

30%

調査の対象範囲

調査項目

統計の精度調査周期

公表までの期間
総数

研究者

シンクタンク

業界団体

改善・拡充
すべき

調査の対象範
囲

調査項目 統計の精度 調査周期
公表までの期

間
総数 1,052 67 6.4% 249 23.7% 51 4.8% 71 6.7% 166 15.8%
研究者 325 20 6.2% 56 17.2% 12 3.7% 22 6.8% 59 18.2%
シンクタンク 178 6 3.4% 53 29.8% 4 2.2% 11 6.2% 22 12.4%
業界団体 549 41 7.5% 140 25.5% 35 6.4% 38 6.9% 85 15.5%
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b. 個別統計の状況 

改善・拡充すべきとする割合が高かった統計について、個別に簡素化の余地をみてみると、

以下のとおりとなった。 

� 歯科疾患実態調査：(2)(3)のとおり、本統計の改善・拡充（統計の精度、調査周期等）

にあたっては、「回答者負担の増加もやむなし」とする割合が高かったが、簡素化の

余地については、「調査項目」を挙げる割合が高く、当該統計内での調査項目の簡素

化も考えられる。 

� パーソントリップ調査：(2)(3)でみた、調査周期の短縮にあたっては、当該統計内で

の「調査項目」の削減で回答者負担を相殺できるとする割合が高くなっている。 

� 国勢調査：(2)(3)では、本統計の改善・拡充（公表までの期間、調査事項、統計の精度

等）にあたっては、「他統計の簡素化で相殺すべき」とする割合が高く、簡素化余地

があるという割合は低い。そのなかで簡素化の余地があるとの割合が比較的高い項

目は、「調査項目」や「公表までの期間」であるが、これは、同時に改善要望割合も

高い項目でもある。簡素化の余地があるとする意見の詳細を把握し、改善要望と重な

らないか検証する必要がある。 

� 経済センサス：(2)(3)では、本統計の改善・拡充（公表までの期間、調査周期等）にあ

たっては、「負担増があるならば現状でやむなし」とする割合も高いが、簡素化の余

地として「調査項目」を挙げる割合が比較的高く、当該統計内での簡素化による相殺

の可能性もあると考えられる。 

� 住宅・土地統計調査：(2)(3)のとおり、本統計の改善・拡充（統計の精度、公表までの

期間）にあたっては、「他統計の簡素化で相殺する」とする割合が高くなっていた。

簡素化の余地があるという割合は確かに高くないが、そのなかで「調査項目」は簡素

化の余地があるとする意見も存在し、当該統計内での相殺の可能性もあると考えら

れる。 

� 家計調査：(2)(3)では、本統計の改善・拡充（統計の精度等）は、「他統計の簡素化で

相殺すべき」とする割合が高くなっていた。簡素化の余地についてみてみると「調査

項目」を挙げる割合が高く、当該統計内での相殺の可能性もあると考えられる。 

� 国民健康・栄養調査：(2)(3)では、本統計の改善・拡充（調査項目、統計の精度等）に

あたっては、「回答者負担増もやむなし」とする割合が高くなっていた。簡素化余地

があるとする割合が比較的高い項目は、改善要望割合が高い項目と重なっている（「調

査項目」）。簡素化の余地があるとする意見の詳細を把握して、改善要望と重ならな

いか検証する必要がある。 

� 経済産業省生産動態統計調査：(2)(3)では、本統計の改善・拡充にあたっては、「回

答者負担増もやむなし」とする割合が高くなっていた。簡素化余地があるとする割合

が比較的高い項目は、改善要望割合が高い項目と重なっており（「調査項目」）、簡

素化の余地があるとする意見の詳細を把握し、改善要望と重ならないか検証する必

要がある。 

� 学校基本調査：本統計の改善・拡充にあたって、簡素化余地があるとする割合が低く

なっている。そのなかで、簡素化余地があるとする割合が比較的高い項目は改善要望

割合が高い項目と重なっている（「公表までの期間」、「調査項目」）。簡素化の余

地があるとする意見の詳細を把握し、改善要望と重ならないか検証する必要がある。 
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� 患者調査：(2)(3)では、本統計の改善・拡充にあたっては、「回答者負担増もやむな

し」とする割合が高くなっていた。簡素化余地があるとする割合が比較的高い項目は、

改善要望割合が高い項目と重なっている（「調査項目」）。簡素化の余地があるとす

る意見の詳細を把握し、改善要望と重ならないか検証する必要がある。 

 

図表 3-42 個別統計における簡素化の余地がある項目 

 
注 改善・拡充すべきとする割合が 10％以上の 20 統計を抽出した（改善・拡充すべきとする回答数が 2 以

下の統計は除外した）。△は 2.3(3)で整理した利活用度の高い統計を、統計名先頭の丸囲み数字は統計分野

番号を、白抜きは基幹統計を、n は問 2 で「利用している」または「存在は知っているが利用していない」

とした回答数を示す。 
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0% 5% 10% 15% 20% 25%

③⻭科疾患実態調査(６年ごと)(n=47)

⑥パーソントリップ調査(10年ごと)(n=60)

△❷国勢調査(５年ごと)(n=252)

△❶経済センサス(５年ごと）(n=386)

△❺住宅・土地統計調査(５年ごと)(n=65)

△③国⺠健康・栄養調査(年次)(n=127)

△❶家計調査(月次)(n=382)

△❶経済産業省生産動態統計調査(月次）(n=347)

△❼農林業センサス(５年ごと)(n=80)

⑥全国都市交通特性調査(５年ごと)(n=31)

△❹学校基本調査(年次)(n=202)

△❸患者調査(３年ごと)(n=107)

④体育・スポーツ施設現況調査(６年ごと)(n=66)

❼海面漁業生産統計調査(半年ごと、年次)(n=34)

③全国ひとり親世帯等調査(５年ごと)(n=36)

③介護サービス施設・事業所調査(年次)(n=82)

❼作物統計調査(年次、年３回、随時)(n=65)

⑧エネルギー消費統計調査(年次)(n=85)

❶商業統計調査(５年ごと)(n=305)

⑧木質バイオマスエネルギー利用動向調査(年次)(n=40)

問2で「利用している」または「存在は知っているが利用していない」とした回答に対する割合

調査の対象範囲 調査項目 統計の精度 調査周期 公表までの期間 無回答

③⻭科疾患実態調査(６年ごと)(n=47)

⑥パーソントリップ調査(10年ごと)(n=60)

△❷国勢調査(５年ごと)(n=252)

△❶経済センサス(５年ごと）(n=386)

△❺住宅・土地統計調査(５年ごと)(n=65)

△③国⺠健康・栄養調査(年次)(n=127)

△❶家計調査(月次)(n=382)

△❶経済産業省生産動態統計調査(月次）(n=347)

△❼農林業センサス(５年ごと)(n=80)

⑥全国都市交通特性調査(５年ごと)(n=31)

△❹学校基本調査(年次)(n=202)

△❸患者調査(３年ごと)(n=107)

④体育・スポーツ施設現況調査(６年ごと)(n=66)

❼海面漁業生産統計調査(半年ごと、年次)(n=34)

③全国ひとり親世帯等調査(５年ごと)(n=36)

③介護サービス施設・事業所調査(年次)(n=82)

❼作物統計調査(年次、年３回、随時)(n=65)

⑧エネルギー消費統計調査(年次)(n=85)

❶商業統計調査(５年ごと)(n=305)

⑧木質バイオマスエネルギー利用動向調査(年次)(n=40)
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3.2.3 簡素化の方向性（設問Ⅳ） 

設問Ⅲでみたユーザーニーズに対応し、統計の改善・拡充を図っていく場合、それに伴っ

て報告者負担が増大することが避けられない。そのため、報告者負担の増大に対応するため

の政府統計全体としての対処策についての意見を調査するとともに、「簡素化すべき」と考

える個別統計を挙げていただき、それぞれの統計について簡素化の具体的方策、簡素化すべ

き項目について調査した。 

(1) 回答者負担の増加に対する政府統計全体としての対処策（問 11） 

報告者負担の増大に対応した政府統計全体としての対処策について合致するものを、「す

べての政府統計において必要性の低い調査項目の削減等、薄く広く政府統計の効率化・簡素

化を進める」、「利活用度の低い統計の廃止、調査項目や調査サンプルサイズの削減等の効

率化・簡素化を進める」、「オンライン調査の拡充、行政記録情報等の活用などを進める」、

「回答者負担の増加は統計の利便性向上よりも小さい。この点を広報して、回答者に理解を

得るべき」の４つの選択肢からの選択式で調査した。 

調査の結果、「オンライン調査の拡充、行政記録情報等の活用などを進める」の割合が

21.7%と最も多く、次いで、「利活用度の低い統計の廃止、調査項目や調査サンプルサイズ

の削減等」の割合が 10.5％、「すべての政府統計において必要性の低い調査項目の削減など、

薄く広く政府統計の効率化・簡素化を進める」の割合が 7.2％、「回答者負担の増加は統計

の利便性向上よりも小さい。この点を広報して、回答者に理解を得るべき」の割合が 5.1％

となった。 

これを統計ユーザー別にみると、いずれにおいても「オンライン調査の拡充、行政記録情

報等の活用などを進める」の割合が最も多くなっているが、研究者においては、「回答者負

担の増加は統計の利便性向上よりも小さい。この点を広報して、回答者に理解を得るべき」

が 9.6%と他のユーザーと比べてやや高い。シンクタンクにおいては、「利活用度の低い統

計の廃止、調査項目や調査サンプルサイズの削減等の効率化・簡素化を進める」が 14.7％と

他のユーザーと比べて高い。 

 

図表 3-43 回答者負担の増加に対する政府統計全体としての対処策 
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総数(n=1,776) 研究者(n=355) シンクタンク(n=95) 業界団体(n=1,326)

無回答

回答者負担の増加は統計の利便性向上より
も小さい。この点を広報して、回答者に理
解を得るべき
オンライン調査の拡充、行政記録情報等の
活用などを進める

利用度の低い統計の廃止、調査項目や調査
サンプルサイズの削減等の効率化・簡素化
を進める
すべての政府統計において必要性の低い調
査項目の削減など、薄く広く政府統計の効
率化・簡素化を進める
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(2) 簡素化すべき統計（問 12） 

問 2 で「利用している」または「存在は知っているが利用していない」とした回答のうち、

問 12 で簡素化すべきとする回答の割合について分析を行った。 

a. 統計分野・調査周期・統計ユーザー別傾向 

簡素化すべきとする割合は、全体では 1.5％程度にとどまっている。改善・拡充すべきと

する割合（4.9％）と比べて小さな値である。統計分野別にみると、「運輸・通信」統計、「教

育・文化・科学技術」統計においては簡素化すべきとする割合が高くなっているが、それで

も、改善・拡充すべきとする割合よりは低くなっている。 

 

図表 3-44 統計分野別にみた簡素化すべきとする割合 
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同様に、調査周期別にみると、周期・不定期調査において簡素化すべきとする割合がやや

高くなっている。なお、これらの統計においても、改善・拡充すべきとする割合の方が高く

なっている。 

図表 3-45 調査周期別にみた簡素化すべきとする割合 

 

 
 

 

なお、統計ユーザー別にみると、どのユーザーでみても、簡素化すべきとする割合には

大きな違いは生じていない。いずれにおいても、改善・拡充すべきとする割合の方が高く

なっている。 

図表 3-46 統計ユーザー別にみた簡素化すべきとする割合 
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b. 個別統計の状況 

簡素化すべきとする割合が 5％以上となっている 24 統計を抽出してみると、2.3(3)で整理

した利活用度の低い統計が多く含まれている。 

簡素化すべきとする割合は、「北海道法人企業投資状況調査」が最も高く（72％）、次い

で「退職公務員生活状況調査」（53％）、「たばこ小売販売業経営実態調査」（46％）とな

っており、これらの統計では、統計を「利用している」または「存在は知っているが利用し

ていない」とする回答者のうち、46％～72％の回答者が簡素化すべきと回答していることと

なる。 

簡素化すべきとする割合が高い統計の多くは一般統計調査によるものであるが、基幹統

計の「造船造機統計調査」、「船員労働統計調査」も含まれている（各々9％）。 

図表 3-47 個別統計における簡素化すべきとする割合 

 
注 簡素化すべきとする割合が 5％以上の 24 統計を抽出した（簡素化すべきとする回答数が 2 以下の統計

は除外した）。▲は 2.3(3)で整理した利活用度の低い統計を、統計名先頭の丸囲み数字は統計分野番号を、

白抜きは基幹統計を、n は問 2 で「利用している」または「存在は知っているが利用していない」とした回

答数を示す。 
 
  

72%

53%

46%

25%

25%

25%

21%

18%

17%

16%

15%

14%

11%

10%

9%

9%

9%

9%

8%

8%

7%

7%

6%

5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

▲①北海道法人企業投資状況調査(年次)(n=18)

▲②退職公務員生活状況調査(不定期)(n=17)
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▲⑥船員異動状況調査(年次)(n=20)

▲①貴金属流通統計調査(月次)(n=29)
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▲④模倣被害実態調査(年次)(n=20)

▲⑥船員異動状況調査(年次)(n=20)

▲①貴金属流通統計調査(月次)(n=29)

▲⑦土壌改良資材の生産量及び輸入量調査(年次)(n=17)

▲①地方公共団体消費状況等調査(四半期)(n=35)

④宗教統計調査(年次)(n=32)

▲③公務員及び私学教職員に関する厚生年金保険適用給付状況調査(月次、年次)(n=20)

▲②家内労働等実態調査(３年ごと)(n=22)

▲③ホームレスの実態に関する全国調査（生活実態調査）(５年ごと)(n=28)

▲②労務費率調査(３年ごと)(n=30)

▲④大学等におけるフルタイム換算データに関する調査(５年ごと)(n=32)

⑥航空貨物動態調査(２年ごと)(n=33)

❶造船造機統計調査(月次、四半期)(n=68)

❻船員労働統計調査(年次)(n=34)

①木材流通統計調査(月次、５年ごと)(n=49)

⑥旅客県間流動調査(年次)(n=38)

▲①容器包装利用・製造等実態調査(年次)(n=44)

▲①金属加工統計調査(月次)(n=45)

①⺠間企業投資・除却調査(年次)(n=80)

⑥パーソントリップ調査(10年ごと)(n=60)
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(3) 簡素化の具体的方策（問 13） 

簡素化すべきとして挙げられた個別統計について、簡素化の具体策として合致するもの

を「当該政府統計は利活用度が低い、あるいは代替の統計があることから、廃止するのもや

むを得ない」（代替・廃止）、「当該政府統計は作成を続けるものの、統計の効率化・簡素

化など、負担を軽減する措置を講じるべきである」（効率化・簡素化）、「その他」の選択

式で調査し、その他に該当する場合は自由記述方式で調査した。 

a. 統計分野・調査周期・統計ユーザー別傾向 

政府統計全体でみると、簡素化の具体的方策としては、「当該政府統計は利活用度が低い、

あるいは代替の統計があることから、廃止するのもやむを得ない」との代替・廃止を求める

意見が簡素化すべきとの回答の 54%を占めている。一方、「当該政府統計は作成を続けるも

のの、統計の効率化・簡素化など、負担を軽減する措置を講じるべきである」との効率化・

簡素化を求める割合が 34%となっている。 

統計分野別にみると、「建設・不動産」統計において効率化・簡素化を求める割合が高く

なっている。他方、「医療・福祉」統計では、代替・廃止を求める割合がやや多くなってい

る。 

図表 3-48 統計分野別にみた簡素化の具体的方策 

 
 

  

54.0% 55.3% 59.1% 62.1%
47.4%

16.7%

59.0%

40.0%

66.7%

34.3% 33.3% 29.5%
17.2% 50.0%

66.7%

35.9%

33.3%

10.8% 11.3% 11.4%
20.7%

2.6%
16.7%

5.1%

13.3%
16.7%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

無回答

その他

当該政府統計は作成を続けるもの
の、統計の効率化・簡素化など、負
担を軽減する措置を講じるべきであ
る。
当該政府統計は利用度が低い、ある
いは代替の統計があることから、廃
止するのもやむを得ない。
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調査周期別にみると、年次調査、周期・不定期調査において、代替・廃止を求める割合が

やや高くなっている。 

図表 3-49 調査周期別にみた簡素化の具体的方策 

 
 

統計ユーザー別にみると、研究者は代替・廃止を求める割合が高く、業界団体は効率化・

簡素化を求める割合が高くなっている。 

図表 3-50 統計ユーザー別にみた簡素化の具体的方策 

 

  

54.0%
46.7% 45.9%

58.7% 57.4%

34.3%
40.0% 43.2%

31.7%
29.6%

10.8% 12.0% 10.8% 7.7% 13.0%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

総数 月次 四半期など 年次 周期、不定期

無回答

その他

当該政府統計は作成を続けるものの、統計
の効率化・簡素化など、負担を軽減する措
置を講じるべきである。

当該政府統計は利用度が低い、あるいは代
替の統計があることから、廃止するのもや
むを得ない。

54.0%
61.0% 57.8%

50.7%

34.3% 20.3% 29.7% 39.8%

10.8%
18.6%

12.5% 8.0%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

総数 研究者 シンクタンク 業界団体

無回答

その他

当該政府統計は作成を続けるものの、統計の効率
化・簡素化など、負担を軽減する措置を講じるべき
である。
当該政府統計は利用度が低い、あるいは代替の統計
があることから、廃止するのもやむを得ない。
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b. 個別統計の状況 

簡素化すべきとする割合が高かった統計を個別にみると、効率化・簡素化を求める割合よ

りも、代替・廃止を求める割合の方が高くなっている。図表 3-51 でみられるように、比較

的利活用度の低い統計において、代替・廃止を求める割合が高くなっている。 

 

図表 3-51 個別統計における簡素化の具体的方策 

 
注 簡素化すべきとする割合が 5％以上の 24 統計を抽出した（簡素化すべきとする回答数が 2 以下の統計

は除外した）。▲は 2.3(3)で整理した利活用度の低い統計を、統計名先頭の丸囲み数字は統計分野番号を、

白抜きは基幹統計を、n は問 2 で「利用している」または「存在は知っているが利用していない」とした回

答数を示す。 

  

44%

47%

29%

25%

15%

25%

14%

18%

14%

6%

15%

14%

7%

7%

6%

9%

7%

6%

8%

8%

5%

4%

5%

22%

13%

10%

7%

3%

9%

4%

3%

3%

2%

2%

2%

6%

6%

4%

3%

3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

▲①北海道法人企業投資状況調査(年次)

▲②退職公務員生活状況調査(不定期)

▲①たばこ小売販売業経営実態調査(５年ごと)

▲②港湾運送事業雇用実態調査(５年ごと)

▲④模倣被害実態調査(年次)

▲⑥船員異動状況調査(年次)

▲①貴金属流通統計調査(月次)

▲⑦土壌改良資材の生産量及び輸入量調査(年次)

▲①地方公共団体消費状況等調査(四半期)

④宗教統計調査(年次)

▲③公務員及び私学教職員に関する厚生年金保険適用給付状況調査(月次、年次)

▲②家内労働等実態調査(３年ごと)

▲③ホームレスの実態に関する全国調査（生活実態調査）(５年ごと)

▲②労務費率調査(３年ごと)

▲④大学等におけるフルタイム換算データに関する調査(５年ごと)

⑥航空貨物動態調査(２年ごと)

❶造船造機統計調査(月次、四半期)

❻船員労働統計調査(年次)

①木材流通統計調査(月次、５年ごと)

⑥旅客県間流動調査(年次)

▲①容器包装利用・製造等実態調査(年次)

▲①金属加工統計調査(月次)

①⺠間企業投資・除却調査(年次)

⑥パーソントリップ調査(10年ごと)

問2で「利用している」または「存在は知っているが利用していない」とした回答に対する割合

当該政府統計は利用度が低い、あるいは代替の統計があることから、廃止するのもやむを得ない。
当該政府統計は作成を続けるものの、統計の効率化・簡素化など、負担を軽減する措置を講じるべきである。
その他
無回答

▲①北海道法人企業投資状況調査(年次)(n=18)

▲②退職公務員生活状況調査(不定期)(n=17)

▲①たばこ小売販売業経営実態調査(５年ごと)(n=24)

▲②港湾運送事業雇用実態調査(５年ごと)(n=16)

▲④模倣被害実態調査(年次)(n=20)

▲⑥船員異動状況調査(年次)(n=20)

▲①貴金属流通統計調査(月次)(n=29)

▲⑦土壌改良資材の生産量及び輸入量調査(年次)(n=17)

▲①地方公共団体消費状況等調査(四半期)(n=35)

④宗教統計調査(年次)(n=32)

▲③公務員及び私学教職員に関する厚生年金保険適用給付状況調査(月次、年次)(n=20)

▲②家内労働等実態調査(３年ごと)(n=22)

▲③ホームレスの実態に関する全国調査（生活実態調査）(５年ごと)(n=28)

▲②労務費率調査(３年ごと)(n=30)

▲④大学等におけるフルタイム換算データに関する調査(５年ごと)(n=32)

⑥航空貨物動態調査(２年ごと)(n=33)

❶造船造機統計調査(月次、四半期)(n=68)

❻船員労働統計調査(年次)(n=34)

①木材流通統計調査(月次、５年ごと)(n=49)

⑥旅客県間流動調査(年次)(n=38)

▲①容器包装利用・製造等実態調査(年次)(n=44)

▲①金属加工統計調査(月次)(n=45)

①⺠間企業投資・除却調査(年次)(n=80)

⑥パーソントリップ調査(10年ごと)(n=60)
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(4) 簡素化すべき項目（問 14） 

さらに、簡素化すべきとして挙げられた各統計について、調査の対象範囲、調査項目、統

計の精度、調査周期、公表までの期間といった項目のどれに簡素化の余地があるかを調査し

た（各統計について２項目まで）。 

a. 統計分野・調査周期・統計ユーザー別傾向 

簡素化すべきとして挙げられた統計は、全体として「調査項目」の簡素化、「調査周期」

の簡素化（調査頻度を削減すべきである）で対応すべきとする割合が高くなっている。この

点は、統計分野、調査周期、統計ユーザーによらず同様の傾向を有している。 

 

図表 3-52 統計分野別にみた簡素化すべき項目（各統計について２項目まで） 

 

 

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

調査の対象範囲

調査項目

統計の精度調査周期

公表までの期間

1景気・マクロ経済

2人口・労働・賃金

3医療・福祉

4教育・文化・科学技術

5建設・不動産

6運輸・通信

7農林水産

8生活・環境・エネルギー

簡素化す
べき

調査の対象範
囲

調査項目 統計の精度 調査周期
公表までの期

間
総数 324 70 21.6% 95 29.3% 24 7.4% 90 27.8% 20 6.2%
1景気・マクロ経済 141 37 26.2% 40 28.4% 7 5.0% 34 24.1% 9 6.4%
2人口・労働・賃金 44 7 15.9% 12 27.3% 1 2.3% 8 18.2% 2 4.5%
3医療・福祉 29 7 24.1% 8 27.6% 4 13.8% 10 34.5% 0 0.0%
4教育・文化・科学技術 38 3 7.9% 15 39.5% 2 5.3% 12 31.6% 3 7.9%
5建設・不動産 12 0 0.0% 2 16.7% 1 8.3% 7 58.3% 1 8.3%
6運輸・通信 39 12 30.8% 8 20.5% 9 23.1% 10 25.6% 4 10.3%
7農林水産 15 1 6.7% 6 40.0% 0 0.0% 9 60.0% 1 6.7%
8生活・環境・エネルギー 6 3 50.0% 4 66.7% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
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図表 3-53 調査周期別にみた簡素化すべき項目（各統計について２項目まで） 

 

 

図表 3-54 統計ユーザー別にみた簡素化すべき項目（各統計について２項目まで） 

 

 

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

調査の対象範囲

調査項目

統計の精度調査周期

公表までの期間
総数

月次

四半期など

年次

周期、不定期

簡素化す
べき

調査の対象範
囲

調査項目 統計の精度 調査周期
公表までの期

間
総数 324 70 21.6% 95 29.3% 24 7.4% 90 27.8% 20 6.2%
月次 75 16 21.3% 18 24.0% 5 6.7% 29 38.7% 1 1.3%
四半期など 37 6 16.2% 11 29.7% 1 2.7% 12 32.4% 5 13.5%
年次 104 22 21.2% 36 34.6% 5 4.8% 29 27.9% 5 4.8%
周期、不定期 108 26 24.1% 30 27.8% 13 12.0% 20 18.5% 9 8.3%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

調査の対象範囲

調査項目

統計の精度調査周期

公表までの期間
総数

研究者

シンクタンク

業界団体

簡素化す
べき

調査の対象範
囲

調査項目 統計の精度 調査周期
公表までの期

間
総数 324 70 21.6% 95 29.3% 24 7.4% 90 27.8% 20 6.2%
研究者 59 14 23.7% 23 39.0% 4 6.8% 23 39.0% 2 3.4%
シンクタンク 64 8 12.5% 19 29.7% 1 1.6% 24 37.5% 1 1.6%
業界団体 201 48 23.9% 53 26.4% 19 9.5% 43 21.4% 17 8.5%
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b. 個別統計の状況 

簡素化すべきとする割合が高かった統計を個別にみると、上位 3 統計「北海道法人企業投

資状況調査」、「たばこ小売販売業経営実態調査」、「退職公務員生活状況調査」は、簡素

化すべき項目として「調査の対象範囲」、「調査項目」を挙げる割合が高い。 

図表 3-55 個別統計における簡素化すべき項目（各統計について２項目まで）

 

注 簡素化すべきとする割合が 5％以上の 24 統計を抽出した（簡素化すべきとする回答数が 2 以下の統計

は除外した）。▲は 2.3(3)で整理した利活用度の低い統計を、統計名先頭の丸囲み数字は統計分野番号を、

白抜きは基幹統計を、n は問 2 で「利用している」または「存在は知っているが利用していない」とした回

答数を示す。 
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▲①北海道法人企業投資状況調査(年次)

▲②退職公務員生活状況調査(不定期)

▲①たばこ小売販売業経営実態調査(５年ごと)

▲②港湾運送事業雇用実態調査(５年ごと)

▲④模倣被害実態調査(年次)

▲⑥船員異動状況調査(年次)

▲①貴金属流通統計調査(月次)

▲⑦土壌改良資材の生産量及び輸入量調査(年次)

▲①地方公共団体消費状況等調査(四半期)

④宗教統計調査(年次)

▲③公務員及び私学教職員に関する厚生年金保険適用給付状況調査(月次、年次)

▲②家内労働等実態調査(３年ごと)

▲③ホームレスの実態に関する全国調査（生活実態調査）(５年ごと)

▲②労務費率調査(３年ごと)

▲④大学等におけるフルタイム換算データに関する調査(５年ごと)

⑥航空貨物動態調査(２年ごと)

❶造船造機統計調査(月次、四半期)

❻船員労働統計調査(年次)

①木材流通統計調査(月次、５年ごと)

⑥旅客県間流動調査(年次)

▲①容器包装利用・製造等実態調査(年次)

▲①金属加工統計調査(月次)

①⺠間企業投資・除却調査(年次)

⑥パーソントリップ調査(10年ごと)

問2で「利用している」または「存在は知っているが利用していない」とした回答に対する割合

調査の対象範囲 調査項目 統計の精度 調査周期 公表までの期間 無回答

▲①北海道法人企業投資状況調査(年次)(n=18)

▲②退職公務員生活状況調査(不定期)(n=17)
▲①たばこ小売販売業経営実態調査(５年ごと)(n=24)

▲②港湾運送事業雇用実態調査(５年ごと)(n=16)

▲④模倣被害実態調査(年次)(n=20)

▲⑥船員異動状況調査(年次)(n=20)

▲①貴金属流通統計調査(月次)(n=29)

▲⑦土壌改良資材の生産量及び輸入量調査(年次)(n=17)

▲①地方公共団体消費状況等調査(四半期)(n=35)
④宗教統計調査(年次)(n=32)

▲③公務員及び私学教職員に関する厚生年金保険適用給付状況調査(月次、年次)(n=20)

▲②家内労働等実態調査(３年ごと)(n=22)

▲③ホームレスの実態に関する全国調査（生活実態調査）(５年ごと)(n=28)

▲②労務費率調査(３年ごと)(n=30)

▲④大学等におけるフルタイム換算データに関する調査(５年ごと)(n=32)

⑥航空貨物動態調査(２年ごと)(n=33)
❶造船造機統計調査(月次、四半期)(n=68)

❻船員労働統計調査(年次)(n=34)

①木材流通統計調査(月次、５年ごと)(n=49)

⑥旅客県間流動調査(年次)(n=38)

▲①容器包装利用・製造等実態調査(年次)(n=44)

▲①金属加工統計調査(月次)(n=45)

①⺠間企業投資・除却調査(年次)(n=80)

⑥パーソントリップ調査(10年ごと)(n=60)



 

98 
 

 今後の課題 

(1) 「統計棚卸し」等の方針に関する課題 

アンケートの結果、簡素化すべきとして挙げられた統計は、調査規模でみれば中小規模の

統計が多くなっていた。第 2 章で整理したところ、利活用度、延べ客体数ともに上位 20 統

計で 8 割を占める結果となっており、簡素化すべきとの意見の多かった統計を、仮に廃止し

ても政府統計全体として調査負担を大きく軽減することは難しい結果となっている。 

他方、大規模統計は、利活用度が高くなっているだけでなく、簡素化よりも改善要望が強

いことが明らかとなった。また、アンケート結果からは、利用率と満足度が相関しており、

ニーズ（範囲、周期、精度等の品質）を満たすことが利活用度を高めることが伺える。逆に

言えば、コスト（負担）削減により品質を下げると満足度が低下し、利活用度が低下する懸

念もある。 

以上のことから、単純な「報告者負担＝コスト」削減ではなく、大規模で利活用度の高い

統計について、報告者負担に留意しつつどのように改善を図るかを、費用対効果の観点から

評価することが重要である。 

(2) 費用対効果の観点からみた「統計棚卸し」の方向性 

2.5 節でみた英国中央銀行での検討フレームをふまえると、費用対効果視点での「統計棚

卸し」を行うにあたっては、（分母を維持しつつ）分子を大きくする、（分子を維持しつつ）

分母を小さくする、の二つの方向性が考えられる。 

 

a. 費用を維持した上での利活用度の最大化 

� 品質が理由で利用していない統計における不満が大きい項目の改善（アンケート問

4）、改善ニーズの高い項目への対応（アンケート問 8）。 

b. 利活用度を維持した上での費用の削減 

� アンケート調査においては、簡素化余地のある項目（問 10）として「統計の精度」が

挙げられることが少ないことから、全数調査の標本調査（裾切り調査を含む）化等に

よる費用の削減が一つの方策。ただし、簡素化においては、利活用度を低下させない

ように配慮することが課題となる。 

� 代替統計が存在するために利用されていない統計については、当該統計の統廃合が

一つの方策（アンケート問 5）。 

� アンケート調査の改善方法（問 8）や簡素化の具体的方策（問 13）をふまえた行政記

録情報の活用、民間ビッグデータの活用等。 

� 改善ニーズがありながら簡素化余地のある項目の簡素化（アンケート問 10）。ただ

し、簡素化余地は、「調査項目」が多いが、他方で改善ニーズも多いことから、メリ

ットとデメリットとの間の調整が重要となる。 
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図表 3-56 費用対効果の観点からみた「統計棚卸し」の方向性 

  

(3) 個別統計に関する調査結果概要 

 上述(2)の方向性をふまえ、対象とする 267 統計から、下図の基準によって、４つの象限

に該当する 89 統計を抽出し、調査結果概要を整理した。 

 

図表 3-57 費用対効果視点からの「統計棚卸し」の試行結果 

 

➋ 大規模・
利活用度高くない

➊ 大規模・
利活用度高い

➌ 中小規模・
利活用度高くない

➍ 中小規模・
利活用度高い

a

b

➋ 大規模・利活用度高くない

•延べ客体数が全統計の0.5%以上かつ➊以
外

•17統計

•利活用度（新聞雑誌） 全体の7%
•調査規模（延べ客体数） 全体の20%

➊ 大規模・利活用度高い

•延べ客体数が全統計の0.5%以上かつ利活
用度6指標いずれでも上位

•15統計

•利活用度（新聞雑誌） 全体の73%
•調査規模（延べ客体数） 全体の65%

➌ 中小規模・利活用度高くない

•延べ客体数が全統計の0.5%未満かつ利活
用度6指標いずれでも下位

•41統計

•利活用度（新聞雑誌） 全体の0.02%
•調査規模（延べ客体数） 全体の0.8%

➍ 中小規模・利活用度高い

•延べ客体数が全統計の0.5%未満かつ利活
用度6指標いずれでも上位

•17統計

•利活用度（新聞雑誌） 全体の9%
•調査規模（延べ客体数） 全体の3%

➊➋➌➍ 以外 177統計
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ア）景気・マクロ経済 

➊大規模・利活用度高い 

「経済産業省生産動態統計調査＜鉱工業指数＞」、「法人企業統計調査」、「家計調査」、

「商業動態統計調査」、「経済センサス」、「小売物価統計調査＜消費者物価指数＞」の 6

統計が該当する。いずれの統計についても、利活用度が高い一方、統計作成コストも高くな

っている。今後、見直し等を行う際には、費用対効果の観点にも留意する必要がある。なお、

「経済産業省生産動態統計調査」、「経済センサス」、「家計調査」については、改善ニー

ズも多くなっており、こうしたニーズへの対応が利活用度を高める可能性がある。 

➋大規模・利活用度高くない 

今回の検討では、「工業統計調査」、「法人企業景気予測調査」、「家計消費状況調査」、

「商業統計調査」、「サービス産業動向調査」、「宿泊旅行統計調査」の 6 統計が該当する。

いずれも、利活用度が高くないうえに、調査規模が大きくなっていることから、利活用度を

精査したうえで、利活用度に応じた水準への調査コストの削減が検討対象となり得る。この

うち「工業統計調査」、「商業統計調査」、「サービス産業動向調査」は、すでに、経済構

造統計への再編が検討されているところである。「法人企業景気予測調査」は、代替性を理

由に利用していないとする割合が高く、また、自由記述欄において、関連統計との統合再編

に関する意見が得られている。 

➌中小規模・利活用度高くない 

「地方公共団体消費状況等調査」「貴金属流通統計調査」「金属加工統計調査」「非鉄金

属海外鉱等受入調査」「北海道法人企業投資状況調査」「容器包装利用・製造等実態調査」

「たばこ小売販売業経営実態調査」「組織マネジメントに関する調査」の 8 統計が該当す

る。このうち「北海道法人企業投資状況調査」、「貴金属流通統計調査」、「たばこ小売販

売業経営実態調査」は、簡素化すべきとする割合が多くなっている。ただし、いずれも調査

規模が小さいことに留意する必要がある。なお、「容器包装利用・製造等実態調査」は他統

計と比べて一定程度の調査規模を有し、費用対効果からの検討も必要と考えられる。 

➍中小規模・利活用度高い 

「消費動向調査」の 1 統計が該当する。 
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図表 3-58 景気・マクロ経済統計に係る調査結果概要 

 
注 統計名先頭の➊➋➌➍は、図表 3-57 に示す 4 つの象限に対応する。●は基幹統計を示す。利活用度の

△は 2.3(3)で整理した利活用度の高い統計を、▲は 2.3(3)で整理した利活用度の低い統計を、数値は主要新

聞・雑誌記事での利活用度を示す。調査規模の▽は、延べ客体数が全統計の 0.5％以上の統計を、数値は延

べ客体数（千者）を示す。利用率の★は 5～15％未満を、★★は 15～25％未満を、★★★は 25％以上を示

す。総合満足度(問 3)の★は 3.25～3.5 未満を、★★は 3.5～3.75 未満を、★★★3.75 以上を示す。利用しな

い理由(問 4)の★は、品質、代替性それぞれに 5％以上であることを示す。改善意見(問 6)が 10％以上の場

合、最も多かった負担への対応方針(問 9；★負担増容認、☆他統計簡素化、●他項目簡素化、○現状で妥

協）、最も多かった改善すべき要素(問 7)、簡素化できる要素(問 10)を示す。簡素化意見(問 12)が 10％以上

の場合、最も多かった簡素化の方針(問 13：★代替・廃止、☆効率化・簡素化、●その他）、最も多かった

簡素化すべき要素(問 14)を示す。 

  

定量的指標 利用しない
理由(問4)

利活用度 利用率 満足度最高要素 上段:品質 上段:改善

調査規模 総合満足度 満足度最低要素 下段:代替性 下段:簡素化

△ 1,389 31% ★★★ 調査周期 2% ★14% 調査項目/ 調査項目
▽ 1,020 3.8 ★★★ 公表までの期間 1% 0%

△ 267 20% ★★  調査周期 1% 6% -
▽ 880 3.7 ★★  公表までの期間 1% 1%

△ 8,697 28% ★★★ 調査周期 3% ★14% 統計の精度/ 調査項目
▽ 2,100 3.6 ★★  統計の精度 1% 2%

△ 565 22% ★★  調査周期 0% 4% -
▽ 1,107 3.7 ★★  データの提供方法 1% 0%

△ 929 41% ★★★ 調査の対象範囲 0% ★16% 公表までの期間/ 調査項目
▽ 12,630 3.7 ★★  公表までの期間 2% 2%
△ 24,342 27% ★★★ 調査周期 1% 5% -
▽ 3,225 3.8 ★★★ 統計の精度 1% 0%

 2,002 32% ★★★ 統計の精度 2% 9% -
▽ 1,420 3.7 ★★  公表までの期間 1% 1%

 3,221 27% ★★★ 調査周期 1% 5% -
▽ 1,280 3.7 ★★  公表までの期間 ★6% 2%

 137 13% ★   調査周期 1% 1% -
▽ 3,600 3.6 ★★  統計の精度 3% 2%

 153 28% ★★★ 調査の対象範囲 2% ★10% 公表までの期間/ 調査項目
▽ 1,716 3.7 ★★  調査周期 1% 1%

 24 10% ★   調査周期 0% 2% -
▽ 4,953 3.6 ★★  データの提供方法 2% 1%

 638 14% ★   調査周期 1% 5% -
▽ 1,200 3.7 ★★  公表までの期間 0% 2%

▲ 0 1%     調査項目 0% 0% -
 1 3.4 ★   データの提供方法 0% ★17%

▲ 0 0%     調査項目 0% 0% -
 10 3.0     統計の精度 0% ★21%

▲ 0 1%     調査項目 0% 0% -
 42 3.4 ★   データの提供方法 0% 7%

▲ 0 0%     調査周期 0% 0% -
 1 3.2     調査項目 4% 6%

▲ 0 0%     調査項目 0% 0% -
 29 3.0     調査の対象範囲 0% ★72%

▲ 0 1%     調査項目 0% 0% -
 410 3.3 ★   公表までの期間 0% 7%
▲ 0 0%     調査項目 0% 0% -

 7 3.2     公表までの期間 0% ★46%
▲ 0 0%     調査項目 0% 0% -
 43 3.4 ★   調査の対象範囲 0% 0%

△ 2,671 26% ★★★ 調査周期 2% 2% -
 504 3.7 ★★  データの提供方法 1% 1%

局地的な調査すぎる

５年毎実態調査は無意味では？

日銀短観および法人企業統計に統合する

現在の商業環境の変化は激しいので、もっと短期間
の調査が必要

新規用途品目の細分化

オンライン家計簿等、負担をかけない調査方法によ
るサンプルサイズの拡充

-

-

-

-

改善意見(問6)・簡素化意見(問12)

上段:改善すべき要素/簡素化できる要素

下段:簡素化すべき要素

-

-

-

-

-

-

自由記述の例

-

-

-

調査の対象範囲

-

調査周期

調査の対象範囲

-

調査の対象範囲

-

-

確定申告の情報と連携させるなどして回答者負担を
高めずに即時性を高めてほしい

➌ 組織マネジメントに関する調
査（JP-MOPS）(１回限り)

➋ 法人企業景気予測調査(四半
期)
➋ 家計消費状況調査(月次)

➋ ●商業統計調査(５年ごと)

➊ ●経済センサス(５年ごと）

➊ ●小売物価統計調査(月次)

➋ ●工業統計調査(年次)

➊ ●法人企業統計調査(四半期)

➊ ●家計調査(月次)

➊ ●商業動態統計調査(月次)

➍ 消費動向調査(月次)

➊ ●経済産業省生産動態統計調
査(月次）

利用率(問2)・満足度(問3)
統計名

➌ 北海道法人企業投資状況調査
(年次)
➌ 容器包装利用・製造等実態調
査(年次)
➌ たばこ小売販売業経営実態調
査(５年ごと)

➌ 貴金属流通統計調査(月次)

➌ 金属加工統計調査(月次)

➌ 非鉄金属海外鉱等受入調査
(月次)

➋ サービス産業動向調査(月次)

➋ 宿泊旅行統計調査(四半期)

➌ 地方公共団体消費状況等調査
(四半期)
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イ）人口・労働・賃金 

➊大規模・利活用度高い 

「国勢調査」、「労働力調査」、「毎月勤労統計調査」、「賃金構造基本統計調査」の 4

統計が該当する。これら 4 統計は、いずれも利活用度が高い一方、調査規模も大きくなって

いる。今後、見直し等を行う際には、費用対効果の観点にも留意する必要がある。なお、「国

勢調査」については、改善意見が多くなっており、こうしたニーズへの対応が利活用度を高

める可能性がある。 

➋大規模・利活用度高くない 

利活用度は上記ほど高くないが、調査規模が大きいものとして「雇用動向調査」「地方公

務員給与実態調査」の 2 統計が挙げられ、標本調査化等の効率化が考えられる。ただし、後

者の客体は公務員であり、業務統計の一種とも考えられる。 

➌中小規模・利活用度高くない 

「港湾運送事業雇用実態調査」、「労務費率調査」、「民間企業における役員報酬（給与）

調査」、「家内労働等実態調査」、「退職公務員生活状況調査」の 5 統計が該当する。これ

ら 5 統計については、簡素化すべきとの意見が多くなっている。ただし、いずれも調査規模

が小さいことに留意する必要がある。 

➍中小規模・利活用度高い 

該当する統計は抽出されなかった。 

図表 3-59 人口・労働・賃金統計に係る調査結果概要 

 
注 図表 3-58 に同じ。  

定量的指標 利用しない
理由(問4)

利活用度 利用率 満足度最高要素 上段:品質 上段:改善

調査規模 総合満足度 満足度最低要素 下段:代替性 下段:簡素化

△ 2,511 27% ★★★ 調査周期 0% 3% -
▽ 3,000 3.8 ★★★ データの提供方法 2% 0%
△ 3,742 23% ★★  調査周期 0% 6% -
▽ 6,102 3.6 ★★  データの提供方法 2% 1%

△ 831 24% ★★  調査項目 2% 5% -
▽ 8,400 3.7 ★★  データの提供方法 2% 0%

△ 19,039 54% ★★★ 調査の対象範囲 1% ★17% 公表までの期間/ 調査項目
▽ 52,000 3.9 ★★★ 公表までの期間 2% 2%

 272 19% ★★  調査項目 0% 1% -
▽ 3,610 3.7 ★★  公表までの期間 3% 0%

 80 5%     調査の対象範囲 0% 1% -
▽ 2,800 3.6 ★★  データの提供方法 2% 0%

▲ 1 2%     調査周期 3% 2% -
 35 3.1     データの提供方法 ★6% 0%

▲ 0 0%     調査の対象範囲 0% 0% -
 11 3.2     調査周期 0% ★14%

▲ 0 2%     調査の対象範囲 0% 0% -
 17 3.0     調査項目 0% ★10%

▲ 0 0%     調査の対象範囲 0% 0% -
 1 3.3 ★   調査の対象範囲 ★8% ★25%

▲ 0 0%     調査周期 0% 0% -
 9 3.2     調査の対象範囲 0% ★53%

目的が不明

小地域集計の公表早期化、通勤・通学時間の復活、小地域集計事
項の拡充、抽出詳細分析の抽出率改善、回収率の公表

自由記述の例

調査の対象範囲

調査の対象範囲

-

-

-

-

調査の対象範囲

調査項目

-

-

-

➌ 家内労働等実態調査(３年ご
と)

➊ ●賃金構造基本統計調査(年
次)
➊ ●国勢調査(５年ごと)

➋ 雇用動向調査(半年ごと)

➊ ●労働力調査(月次)

➊ ●毎月勤労統計調査(月次、
年次)

統計名
利用率(問2)・満足度(問3) 改善意見(問6)・簡素化意見(問12)

上段:改善すべき要素/簡素化できる要素

下段:簡素化すべき要素

➌ 労務費率調査(３年ごと)

➌ 港湾運送事業雇用実態調査
(５年ごと)
➌ 退職公務員生活状況調査(不
定期)

➋ ●地方公務員給与実態調査
(５年ごと)
➌ ⺠間企業における役員報酬
（給与）調査(年次)



 

103 
 

ウ）医療・福祉 

➊大規模・利活用度高い 

該当する統計は抽出されなかった。 

➋大規模・利活用度高くない 

利活用度は上記ほど高くないが、調査規模が大きいものとして「介護サービス施設・事業

所調査」が挙げられる。対象範囲、精度等について改善意見も多くなっているが、標本調査

化等の効率化の検討が重要である。 

➌中小規模・利活用度高くない 

利活用度が低い 8 統計が該当する。そのうち「ホームレスの実態に関する全国調査（生活

実態調査）」、「歯科技工料調査」、「公務員及び私学教職員に関する厚生年金保険適用給

付状況調査」は、簡素化すべきとの意見も多くなっている。ただし、いずれも調査規模が小

さいことに留意する必要がある。 

➍中小規模・利活用度高い 

「国民健康・栄養調査」、「患者調査」、「介護給付費等実態調査」の 3 統計が該当する。

いずれも、利活用度は高いが、全政府統計のなかにおいては調査規模が特に大きいものでは

なく、コスト削減よりもニーズへの対応が重要であると考えられる。特に「国民健康・栄養

調査」、「患者調査」は、改善意見も多くなっている。患者調査は、統計の品質が十分では

ないことを理由に利用しない割合も高くなっている点にも留意が必要である。 

図表 3-60 医療・福祉統計に係る調査結果概要 

 
注 図表 3-58 に同じ。  

定量的指標 利用しない
理由(問4)

利活用度 利用率 満足度最高要素 上段:品質 上段:改善

調査規模 総合満足度 満足度最低要素 下段:代替性 下段:簡素化

 64 14% ★   調査周期 5% ★11% 調査の対象範囲/ 公表までの期間

▽ 984 3.6 ★★  データの提供方法 2% 1%
▲ 0 0%     調査周期 0% 0% -

 0 3.0     調査の対象範囲 0% ★15%
▲ 0 1%     公表までの期間 0% 0% -
 166 3.2     調査項目 0% 4%
▲ 0 0%     調査の対象範囲 0% 0% -

 7 3.6 ★★  データの提供方法 0% ★11%
▲ 0 1%     調査の対象範囲 0% 0% -

 9 3.2     調査周期 0% 0%
▲ 2 4%     調査項目 5% 0% -
 27 3.5 ★   調査周期 0% 0%

▲ 0 3%     公表までの期間 0% 7% -
 1 3.2     調査の対象範囲 0% ★11%

▲ 4 4%     調査項目 0% 6% -
 0 3.2     調査周期 0% 0%

▲ 1 2%     調査項目 0% 0% -
 0 3.1     調査周期 0% 4%

△ 145 14% ★   調査周期 2% 5% -
 0 3.5 ★★  データの提供方法 2% 0%

△ 1,346 31% ★★★ 調査周期 0% ★14% 調査項目/ 調査項目
 669 3.7 ★★  調査項目 0% 0%

△ 655 27% ★★★ 調査の対象範囲 ★5% ★12% 調査項目/ 調査項目
 52 3.5 ★★  調査周期 3% 3%

疾患名の詳細化、DPCデータ活用による全数調査
化・調査期間の拡充

ネットカフェやサウナなどの広義のホームレスを対
象に、全国調査を行うべき

疾患名の詳細化、国⺠生活基礎調査・⻭科疾患実態
調査とのデータを連結、ミクロデータの提供

市場化テストの対象になったことから信用できなく
なった

-

-

-

-

-

調査周期

-

調査の対象範囲

-

-

調査の対象範囲

-

➍ 介護給付費等実態調査(月次)

➍ 国⺠健康・栄養調査(年次)

➍ ●患者調査(３年ごと)

➌ ホームレスの実態に関する全
国調査（生活実態調査）(５年ご
➌ 無医地区等調査(５年ごと)

➌ 無⻭科医地区等調査(５年ご
と)

➌ ⻭科技工料調査(２年ごと)

➌ 保険医療材料等使用状況調査
(２年ごと)
➌ 障害福祉サービス等従事者処
遇状況等調査(３年ごと)

➋ 介護サービス施設・事業所調
査(年次)
➌ 公務員及び私学教職員に関す
る厚生年金保険適用給付状況調
➌ 国家公務員共済組合年金受給
者実態調査(年次)

統計名
利用率(問2)・満足度(問3) 改善意見(問6)・簡素化意見(問12)

自由記述の例上段:改善すべき要素/簡素化できる要素

下段:簡素化すべき要素
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エ）教育・文化・科学技術 

➊大規模・利活用度高い 

該当するものは抽出されなかった。 

➋大規模・利活用度高くない 

該当するものは抽出されなかった。 

➌中小規模・利活用度高くない 

「大学等におけるフルタイム換算データに関する調査」、「大学・短期大学・高等専門学

校におけるインターンシップ実施状況等調査」、「知的財産活動調査」、「模倣被害実態調

査」、「学校給食栄養報告」、「学術情報基盤実態調査」の 6 統計が該当する。そのうち、

「模倣被害実態調査」については簡素化すべきとの意見も多くなっている。ただし、いずれ

も調査規模が小さいことに留意する必要がある。 

➍中小規模・利活用度高い 

「学校基本調査」、「体力・運動能力調査」、「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導

上の諸課題に関する調査」、「科学技術研究調査」、「社会教育調査」は利活用度が高いが、

全政府統計のなかにおいては調査規模が特に大きいものではなく、コスト削減よりもニー

ズへの対応が重要であると考えられる。特に「科学技術研究調査」、「社会教育調査」は満

足度が低く、「学校基本調査」には改善すべきとの意見が多いことから、これらへの対応が

重要である。 

図表 3-61 教育・文化・科学技術統計に係る調査結果概要 

 
注 図表 3-58 に同じ。  

定量的指標 利用しない
理由(問4)

利活用度 利用率 満足度最高要素 上段:品質 上段:改善

調査規模 総合満足度 満足度最低要素 下段:代替性 下段:簡素化

▲ 4 2%     調査周期 0% 2% -
 11 3.2     公表までの期間 2% 2%

▲ 1 3%     統計の精度 0% 0% -
 2 3.5 ★★  データの提供方法 0% 0%

▲ 1 1%     調査の対象範囲 0% 5% -
 23 3.4 ★   調査周期 0% ★25%

▲ 0 3%     調査項目 0% 9% -
 40 3.3 ★   公表までの期間 2% 3%

▲ 0 2%     公表までの期間 0% 4% -
 3 3.2     調査項目 2% 3%

▲ 0 3%     調査項目 ★6% 3% -
 16 3.1     統計の精度 0% 9%

△ 55 5% ★   調査周期 1% 8% -
 90 3.5 ★   公表までの期間 3% 2%

△ 1,639 24% ★★  調査周期 0% ★13% 公表までの期間/ 調査項目
 489 3.8 ★★★ 公表までの期間 0% 1%

△ 41 9% ★   調査の対象範囲 0% 10% -
 796 3.9 ★★★ 公表までの期間 0% 1%

△ 627 10% ★   調査周期 0% 5% -
 371 3.6 ★★  公表までの期間 1% 1%

△ 38 5% ★   統計の精度 0% 8% -
 113 3.4 ★   調査周期 0% 1%

サンプルサイズが少ないため、時系列的な変化を捉
えることが難しい
大学の研究者数、研究費が過大になっている

高等教育終了後の就職地・産業、外国人留学生、教員の年齢別の
人数、大学教員の研究活動、各種調査項目の男女別把握

不登校の定義・いじめの定義

多様化・複合施設化、類似機能施設の統廃合といっ
た動向の把握

自由記述の例

特許庁に出願する出願人、もしくは、発明者に直接
呼びかける方が精度の高い調査となるのではないか

-

-

-

-

-

-

-

-

-

調査周期

-

➍ 体力・運動能力調査(年次)

➍ ●社会教育調査(３年ごと)

統計名
利用率(問2)・満足度(問3) 改善意見(問6)・簡素化意見(問12)

➍ ●科学技術研究調査(年次)

➍ ●学校基本調査(年次)

➍ 児童生徒の問題行動・不登校等生徒指
導上の諸課題に関する調査(年次)

➌ 知的財産活動調査(年次、３
年ごと)
➌ 大学・短期大学・高等専門学校における
インターンシップ実施状況等調査(２年ごと)

➌ 大学等におけるフルタイム換
算データに関する調査(５年ご

➌ 学術情報基盤実態調査(年次)

➌ 学校給食栄養報告(年次)

➌ 模倣被害実態調査(年次)

下段:簡素化すべき要素
上段:改善すべき要素/簡素化できる要素
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オ）建設・不動産 

➊大規模・利活用度高い 

「住宅・土地統計調査」、「建築着工統計調査」、「建設工事統計調査」の 3 統計が該当

する。これらの統計は、利活用度が高い一方、統計作成コストも高くなっている。今後、見

直し等を行う際には、費用対効果の観点にも留意する必要がある。なお、「住宅・土地統計

調査」は改善ニーズも多くなっており、こうしたニーズへの対応が利活用度を高める可能性

がある。 

➋大規模・利活用度高くない 

該当するものは抽出されなかった。 

➌中小規模・利活用度高くない 

「建設機械動向調査」、「建設資材・労働力需要実態調査」、「土地動態調査」の 3 統計

が該当する。いずれも、規模が小さく、利活用度も低くなっているが、いずれも簡素化すべ

きとの意見等が特に多くなってはいない。 

➍中小規模・利活用度高い 

「法人土地・建物基本調査」と「建築物リフォーム・リニューアル調査」が該当する。「法

人土地・建物基本調査」は、統計ユーザーの満足度が低くなっており、統計ユーザーの満足

度を改善していくことが求められる。ただし、当該統計の調査規模は、延べ客体数でみれば

中小規模であるが、所有する全ての土地・建物を個別に記入させる設計となっている点につ

いても留意が必要である。 

図表 3-62 建設・不動産統計に係る調査結果概要 

 
注 図表 3-58 に同じ。  

定量的指標 利用しない
理由(問4)

利活用度 利用率 満足度最高要素 上段:品質 上段:改善

調査規模 総合満足度 満足度最低要素 下段:代替性 下段:簡素化

△ 248 24% ★★  調査周期 0% 5% -
▽ 3,025 3.8 ★★★ データの提供方法 3% 1%

△ 33 16% ★★  調査周期 1% 3% -
▽ 1,273 3.6 ★★  データの提供方法 2% 0%
△ 1,254 36% ★★★ 調査の対象範囲 0% ★15% 統計の精度/ 調査項目
▽ 7,000 3.6 ★★  公表までの期間 0% 2%

▲ 2 5%     調査項目 0% 0% -
 140 3.6 ★★  公表までの期間 0% 0%
▲ 0 7% ★   統計の精度 0% 0% -
 10 3.4 ★   調査の対象範囲 0% 0%

▲ 0 2%     調査項目 0% 6% -
 0 3.3 ★   調査の対象範囲 0% 6%

△ 13 3%     データの提供方法 0% 2% -
 50 3.4 ★   公表までの期間 1% 3%

△ 28 7% ★   調査の対象範囲 0% 4% -
 490 3.0     データの提供方法 0% 4%

サンプルサイズの拡充、国勢調査町丁集計との連携
による地域状況の詳細把握、空き家調査との⼀体化

利用実態（拠点数、賃貸と所有の別、面積）も調査

自由記述の例

-

-

-

-

-

-

-

-

➌ 建設機械動向調査(２年ごと)

➍ 建築物リフォーム・リニュー
アル調査(半年ごと)

統計名

➊ ●住宅・土地統計調査(５年
ごと)
➌ 土地動態調査(年次)

➌ 建設資材・労働力需要実態調
査(２年ごと)

➊ ●建築着工統計調査(月次)＜
住宅着工を含む＞
➊ ●建設工事統計調査(月次、
年次）

上段:改善すべき要素/簡素化できる要素

下段:簡素化すべき要素

利用率(問2)・満足度(問3) 改善意見(問6)・簡素化意見(問12)

➍ ●法人土地・建物基本調査
(５年ごと)
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カ）運輸・通信 

➊大規模・利活用度高い 

該当する統計は抽出されなかった。 

➋大規模・利活用度高くない 

「自動車輸送統計」「航空旅客動態調査」「全国道路・街路交通情勢調査」、「大都市交

通センサス」、「パーソントリップ調査」の 5 統計が該当する。これら 5 統計は、調査規模

が大きくなっており、利活用度に応じた水準への調査コストの削減を検討することが重要

である。 

➌中小規模・利活用度高くない 

利活用度が低い「貸切バスの安全確保を推進するためのアンケート調査」、「バルク貨物

流動調査」、「船員異動状況調査」の 3 統計が該当する。そのうち、「船員異動状況調査」

は、簡素化すべきとする割合が特に多くなっている。ただし、いずれも調査規模が小さいこ

とに留意する必要がある。 

➍中小規模・利活用度高い 

該当する統計は抽出されなかった。 

 

図表 3-63 運輸・通信統計に係る調査結果概要 

 
注 図表 3-58 に同じ。  

定量的指標 利用しない
理由(問4)

利活用度 利用率 満足度最高要素 上段:品質 上段:改善

調査規模 総合満足度 満足度最低要素 下段:代替性 下段:簡素化

 2 14% ★   調査項目 5% 10% -
▽ 1,113 3.4 ★   公表までの期間 2% 3%

 9 4%     調査の対象範囲 3% 2% -
▽ 1,400 3.6 ★★  データの提供方法 0% 0%

 38 8% ★   調査項目 4% 4% -
▽ 2,831 3.4 ★   公表までの期間 0% 2%

 11 10% ★   調査項目 3% 7% -
▽ 2,368 3.5 ★★  調査周期 0% 2%

 76 13% ★   調査項目 3% ★23% 調査周期/ 調査項目
▽ 1,817 3.4 ★   調査周期 ★6% 5%

▲ 0 0%     調査の対象範囲 ★7% 0% -
 2 3.4 ★   公表までの期間 0% ★25%

▲ 0 0%     調査の対象範囲 0% 0% -
 1 3.5 ★★  調査項目 0% 7%

▲ 0 3%     調査の対象範囲 0% 5% -
 6 3.3 ★   調査周期 0% 0%

流石に10年毎では間隔が空きすぎている．中間年に
ビッグデータも利用した補完調査はできないのか

自由記述の例

-

-

調査の対象範囲

-

-

-

-

-

➌ 船員異動状況調査(年次)

➌ バルク貨物流動調査(５年ご
と)
➌ 貸切バスの安全確保を推進す
るためのアンケート調査(１回限

➋ 全国道路・街路交通情勢調査
(５年ごと)
➋ 大都市交通センサス(５年ご
と)
➋ パーソントリップ調査(10年
ごと)

➋ ●自動車輸送統計調査(月次)

➋ 航空旅客動態調査(２年ごと)

上段:改善すべき要素/簡素化できる要素

下段:簡素化すべき要素

統計名
利用率(問2)・満足度(問3) 改善意見(問6)・簡素化意見(問12)
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キ）農林水産 

➊大規模・利活用度高い 

「農林業センサス」は、利活用度が高く、調査規模も大きいことから費用対効果の観点で

の検討が重要であるが、すでに行われてきた近年の簡素化等に対して、改善すべきとの改善

意見も多くなっており、これに留意して見直しを行う必要がある。 

➋大規模・利活用度高くない 

「作物統計調査」は、利活用度が高い統計として抽出されなかったが、調査規模が大きく

なっていることから、利活用度を精査したうえで、利活用度に応じた水準への調査コストの

削減が求められる。 

➌中小規模・利活用度高くない 

利活用度が低い「水産加工業経営実態調査」、「都道府県知事認可漁業協同組合の職員に

関する一斉調査」、「農道整備状況調査」、「土壌改良資材の生産量及び輸入量調査」、「生

産者の米穀在庫等調査」、「花き産業振興総合調査」の 6 統計が該当する。そのうち、「土

壌改良資材の生産量及び輸入量調査」は特に簡素化すべきとする割合が多くなっている。 

➍中小規模・利活用度高い 

「農業経営統計調査」「集落営農実態調査」「漁業センサス」の 3 統計が該当する。その

うち、いずれも、利活用度が高く、調査規模と比べてパフォーマンスが高い。 

図表 3-64 農林水産統計に係る調査結果概要 

 
注 図表 3-58 に同じ。  

定量的指標 利用しない
理由(問4)

利活用度 利用率 満足度最高要素 上段:品質 上段:改善

調査規模 総合満足度 満足度最低要素 下段:代替性 下段:簡素化

△ 1,315 37% ★★★ 調査周期 0% ★14% 調査項目/ 公表までの期間

▽ 1,872 3.8 ★★★ 調査項目 4% 0%
 11 23% ★★  調査周期 ★6% ★11% 調査項目/ 調査項目

▽ 1,056 3.8 ★★★ 調査項目 ★6% 0%
▲ 0 6% ★   調査周期 0% 0% -
 155 3.5 ★   公表までの期間 0% 6%
▲ 1 6% ★   調査の対象範囲 0% 0% -

 5 3.6 ★★  公表までの期間 0% 0%
▲ 0 2%     調査の対象範囲 ★8% 6% -

 1 3.4 ★   公表までの期間 ★8% ★18%
▲ 0 2%     調査周期 0% 0% -

 9 3.9 ★★★ データの提供方法 0% 6%
▲ 0 0%     調査の対象範囲 0% 0% -

 3 3.5 ★★  公表までの期間 0% 8%
▲ 0 2%     調査の対象範囲 0% 0% -

 3 3.7 ★★  公表までの期間 0% 0%
△ 46 17% ★★  調査周期 0% 6% -
 130 3.6 ★★  調査項目 2% 3%

△ 25 10% ★   調査周期 0% 0% -
 9 3.7 ★★  調査項目 0% 0%

△ 219 15% ★★  統計の精度 0% 8% -
 138 3.8 ★★★ 公表までの期間 0% 0%

近年の簡素化等に関する調査事項の復活等

調査対象の作物種の増加、農地の年間生産力を熱量
MJ/㎡などで示すデータ

統計名からして必要性が窺えない

自由記述の例

-

調査項目

-

-

-

-

-

-

-

-

-

改善意見(問6)・簡素化意見(問12)

➍ 集落営農実態調査(年次)

➍ ●漁業センサス(５年ごと)

➌ 都道府県知事認可漁業協同組
合の職員に関する⼀⻫調査(２年
➌ 水産加工業経営実態調査(お
おむね５年ごと)
➍ ●農業経営統計調査(月次、
年次)

➌ 花き産業振興総合調査(年
次、不定期（おおむね３年ご
➌ 土壌改良資材の生産量及び輸
入量調査(年次)
➌ 農道整備状況調査(年次)

➊ ●農林業センサス(５年ごと)

➋ ●作物統計調査(年次、年３
回、随時)
➌ 生産者の米穀在庫等調査(月
次)

上段:改善すべき要素/簡素化できる要素

下段:簡素化すべき要素

統計名
利用率(問2)・満足度(問3)
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ク）生活・環境・エネルギー 

➊大規模・利活用度高い 

「国民生活基礎調査」が該当する。利活用度が高い一方、統計作成コストも高くなってい

る。今後、見直し等を行う際には、費用対効果の観点にも留意が必要である。 

➋大規模・利活用度高くない 

利活用度は高くないが、延べ客体数が大きい統計として、「エネルギー消費統計調査」、

「環境保健サーベイランス調査」の 2 統計が該当する。前者は、統計の品質が理由で使われ

ていない割合が比較的高く、具体的には、業種の分類が粗い、原データにできるだけ近い形

で公表してほしい等の観点から、データ提供面で不満が大きくなっている。また、後者につ

いては、統計への満足度が低くなっている。 

➌中小規模・利活用度高くない 

「産業廃棄物等からの水銀回収等に関する調査」、「食品廃棄物等の発生抑制及び再生利

用の促進の取組に係る実態調査」の 2 統計が該当する。いずれも、利活用度が高くない。た

だし、いずれも調査規模が小さいことに留意する必要がある。 

➍中小規模・利活用度高い 

「社会生活基本調査」、「21 世紀出生児縦断調査」、「21 世紀成年者縦断調査（国民の

生活に関する継続調査）」の 3 統計が該当する。いずれも、中小規模であるが、利活用度が

高い。 

 

図表 3-65 生活・環境・エネルギー統計に係る調査結果概要 

 
注 図表 3-58 に同じ。  

定量的指標 利用しない
理由(問4)

利活用度 利用率 満足度最高要素 上段:品質 上段:改善

調査規模 総合満足度 満足度最低要素 下段:代替性 下段:簡素化

△ 1,989 24% ★★  調査の対象範囲 1% 5% -
▽ 1,327 3.6 ★★  公表までの期間 2% 0%

 0 1%     調査の対象範囲 0% 0% -
▽ 900 3.0     調査項目 0% 0%

 0 13% ★   調査周期 4% ★11% 調査の対象範囲/ 調査周期
▽ 908 3.6 ★★  データの提供方法 4% 1%

▲ 0 2%     調査周期 0% 4% -
 9 3.4 ★   データの提供方法 0% 4%

▲ 0 0%     調査の対象範囲 0% 0% -
 0 3.4 ★   公表までの期間 0% 0%

△ 540 13% ★   調査の対象範囲 0% 5% -
 88 3.6 ★★  公表までの期間 0% 0%

△ 158 3%     調査周期 0% 4% -
 145 3.4 ★   公表までの期間 0% 0%

△ 44 1%     調査の対象範囲 0% 0% -
 105 3.2     調査の対象範囲 ★9% 0%

統計名
利用率(問2)・満足度(問3) 改善意見(問6)・簡素化意見(問12)

自由記述の例上段:改善すべき要素/簡素化できる要素

下段:簡素化すべき要素

➌ 食品廃棄物等の発生抑制及び
再生利用の促進の取組に係る実
➌ 産業廃棄物等からの水銀回収
等に関する調査(１回限り)
➍ ●社会生活基本調査(５年ご
と)

➊ ●国⺠生活基礎調査(年次、
３年ごと)
➋ 環境保健サーベイランス調査
(年次)
➋ エネルギー消費統計調査(年
次)

➍ 21世紀出生児縦断調査(年次)

➍ 21世紀成年者縦断調査（国⺠
の生活に関する継続調査）(年

-

-

-

-

-

-

-

-

業種の分類が粗い、原データにできるだけ近い形で
の公表
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4. 民間における統計の作成状況に関する調査研究 

業界団体や民間調査機関等が作成・公表している民間統計について作成状況を調査、整理

し、政府統計との重複状況、政府統計との連携の可能性について調査、分析を行った。 

その上で、将来的に、民間統計によって政府統計を代替する、あるいは両者が共同して調

査を実施することで統計作成コストを削減できる可能性について検討を行った。 

 民間統計の作成状況 

民間統計の作成状況については、財団法人全国統計協会連合会（解散済）『民間統計ガイ

ド 2001 年版』以降、体系的に整理されているものが存在しない。ここでは、まずこの資料

に基づき、民間統計の作成状況を概観した。 

この民間統計ガイドは、各種データ集、新聞等で紹介される民間統計情報等から統計を作

成・公表していると思われる 742 団体等の名簿を作成して、アンケート調査を実施し、423

団体等から回答を得て、統計を作成・公表している 355 団体等について、一覧表形式でとり

まとめを行ったものとなっている。このうち、団体等が自ら作成している統計（一次統計）

について整理を行った。 

まず、一次統計を作成している団体等は 297 団体であり、その過半は景気・マクロ経済分

野を専門としている。これらの団体等が作成する統計は、785 統計であり、その約 7 割にあ

たる 542 統計が企業等を客体とする統計となっている。また、調査周期別にみると、年次調

査が 362 統計（46％）、月次調査が 210 統計（27％）、周期・不定期調査が 168 統計（21％）

となっている。 

図表 4-1 民間統計ガイドによる民間統計の作成状況  

 
注 1 景気・マクロ経済は、原則として民間統計ガイドの B 繊維～J 日用品、文化用品、M 流通(商業)、P

金融、証券、保険、R-3 企業関連サービス、U シンクタンク等、V 他に分類されない団体を対応させた。2

人口・労働・賃金は、同 R-1 生活関連サービスなどから個別に対応させた。3 医療・福祉は、原則として同

S 社会福祉を対応させた。4 教育・文化・科学技術は、同 R-1 生活関連サービスなどから個別に対応させた。

5 建設・不動産は、同 L 建設、Q 不動産を対応させた。6 運輸・通信は、同 N 運輸、O 情報通信を対応させ

た。7 農林水産は、原則として同 A 食料、飲料、嗜好品を対応させた。8 生活環境・エネルギーは、原則と

して同 K 資源、エネルギー、R-1 生活関連サービス、R-2 余暇関連サービス、T 環境を対応させた。 

企業等 世帯等 その他
専門分野 総数 297 785 542 208 35
1景気・マクロ経済 163 439 338 97 4
2人口・労働・賃金 4 26 11 15
3医療・福祉 10 35 19 14 2
4教育・文化・科学技術 4 9 4 5
5建設・不動産 18 36 29 1 6
6運輸・通信 29 94 51 37 6
7農林水産 29 60 47 7 6
8生活・環境・エネルギー 40 86 43 32 11
調査周期 総数 - 785 542 208 35
月次 - 210 180 26 4
四半期など - 45 39 5 1
年次 - 362 289 54 19
周期、不定期 - 168 34 123 11

団体等数 統計の数 客体
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 アンケート調査 

既存文献による民間統計の作成状況に関する整理結果をふまえつつ、第 3 章でみてきた

アンケート調査から、業界団体の統計に関する回答結果を取り上げて、政府統計との重複状

況、政府統計との連携の可能性について調査、分析を行った。 

(1) 団体統計の有無（問 16） 

今回のアンケート調査は、業界団体については 4,936 団体の全団体に対してアンケート票

を配布し、このうち 1,326 団体から得た回答を集計した。 

アンケートの結果、一次統計を作成している団体は 303 団体（22.9%）であり、そのうち

153 団体（50％）が景気・マクロ経済分野を専門としている。 

 

図表 4-2 アンケート調査結果による民間団体統計の作成状況 

 

  

総数

専門分野 総数 1,326 303 22.9% 1,023 77.1%
1景気・マクロ経済 486 153 31.5% 333 68.5%
2人口・労働・賃金 75 13 17.3% 62 82.7%
3医療・福祉 78 16 20.5% 62 79.5%
4教育・文化・科学技術 244 31 12.7% 213 87.3%
5建設・不動産 55 24 43.6% 31 56.4%
6運輸・通信 165 21 12.7% 144 87.3%
7農林水産 100 23 23.0% 77 77.0%
8生活・環境・エネルギー 89 17 19.1% 72 80.9%
無回答 34 5 14.7% 29 85.3%

団体統計なし・
無回答

団体統計あり
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(2) 政府統計との重複（問 17） 

一次統計を作成していると回答のあった 303 団体から、それぞれ主な統計を挙げていた

だき、政府統計との重複の有無を調査した。政府統計との重複があると回答したのは 34 団

体（11.2％）であった。重複があるとしている統計で、最も多くの団体（14 団体）が指摘し

たのが「経済産業省生産動態統計」である。次いで、5 団体が「特定サービス産業動態統計

調査」をあげている。 

図表 4-3 団体統計と重複する政府統計 

  

(3) 統計作成方法（問 18） 

一次統計調査を作成している 303 団体について、その作成方法をみると、業務統計が

26.1％、調査統計が 50.5％となっている。調査統計のうち、調査方法がメール等によるもの

と郵送によるものとがそれぞれ 22.8％となっている。 

このうち政府統計と重複していると回答があった 34 団体についてみると、うち 24 団体

（71％）が調査統計である。また、21 団体（62％）がメール等によって調査を行っている。 

 

図表 4-4 団体統計の作成方法 

 

0 5 10 15

経済産業省生産動態統計調査
特定サービス産業動態統計調査

学校基本調査
宿泊旅行統計調査

法人企業景気予測調査
家計調査

海面漁業生産統計調査
工業統計調査

商業動態統計調査
経済センサス

介護事業実態調査
社会福祉施設等調査

建設関連業等の動態調査
産業廃棄物排出・処理状況調査

26.1%

2.9%

29.0%

22.8%

61.8%

17.8%

2.3%

2.6%

22.8%

8.8%

24.5%

2.6%

3.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

総数(n=303)

政府統計との重複あり(n=34)

政府統計との重複なし・無回答(n=269)

業務統計 調査統計(メール等により調査)

調査統計(会報等の配布にあわせて調査) 調査統計(郵送により調査)

調査統計(調査方法無回答) 無回答

50.5%

70.6%

48.0%
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(4) 政府統計との連携の可能性（問 19） 

政府統計との重複があるとの回答があった 34 団体について、政府統計の連携の可能性を

みると、条件が合えば一元化・共同実施等の連携が可能とする回答が 13 団体（38%）で、

そのうち、一元化してもよい（政府統計を廃止）が 1 団体、一元化してもよい（団体統計を

廃止）、共同実施してもよいがそれぞれ 6 団体であった。一方で、連携は難しいとする回答

が 20 団体（59%）であった。 

 

図表 4-5 政府統計との連携の可能性 

 

(5) 政府統計と連携する場合の条件（問 20） 

連携する場合の条件としては調査対象、調査項目の調整が必要である点を挙げるものが

多い。 

 

図表 4-6 政府統計と連携する場合の条件（複数回答あり） 

 

 
 

  

2.9% 17.6% 17.6% 58.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

政府統計との重複あり(n=34)

条件があえば⼀元化してもよい（政府統計を廃止し、貴団体の統計に統合する）
条件があえば⼀元化してもよい（貴法人・団体の統計を廃止し、政府統計に統合する）
条件があえば、政府統計と共同で実施してもよい
⼀元化・共同実施等の連携は難しい
無回答

100.0%

83.3%

66.7%

35.0%

66.7%

83.3%

30.0%

66.7%

10.0%

100.0%

16.7%

50.0%

20.0%

33.3%

50.0%

15.0%16.7%

33.3%

10.0%
5.0%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

条件があえば
⼀元化してもよい

（政府統計を廃止し、
団体統計に統合する）

(n=1)

条件があえば
⼀元化してもよい

（団体統計を廃止し、
政府統計に統合する）

(n=6)

条件があえば
政府統計と共同で
実施してもよい

(n=6)

⼀元化・共同実施等
の連携は難しい

(n=20)

調査対象

調査項目

配布回収方法

審査方法

集計方法

個票データ

その他
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(6) 追加ヒアリング 

アンケート調査に回答があった団体のうち、政府統計との重複があり、連携の可能性があ

ると回答した団体に対して追加ヒアリングを行った。 
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図表 4-7 団体統計の政府統計との連携に関する追加ヒアリング結果 

 団体 A 
(1)政府統計との連携

に関する意向 
� 従前は、政府統計調査の受託という形をとって、当該団体が実施していたが、政府統計

調査廃止後、団体調査として実施するようになった。 
� 政府承認統計調査が廃止になったのは、回収率が下がったことが原因の１つと理解。 
� 条件があえば政府統計と一元化してもよいと考えている。アンケートでは一元化の相

手として工業統計を挙げたが、廃止統計の復活、生産動態統計への一元化が理想。調査

対象、調査項目、審査（チェック）方法、個票データの利用可否が連携の条件になる。 
� 団体統計は会員企業のみを対象として実施しているが、工業統計等も活用して非会員

企業分を推計し業界全体の数値として統計を作成。政府統計と連携し、非会員企業も調

査対象に加えられるなら、業界全体の数値についての精度向上を図ることができる。 
� 政府統計との連携により、会員企業の意識も向上して調査もしやすくなると期待する。 

(2)調査方法 � 旧政府統計では、当該団体が、調査票の発送・回収、チェック、データ化を実施してい

た。現在でも同じ範囲なら実施可能。 
� 調査票の発送・回収については、当時は郵便と電話だったが、今ではメールを使えるの

で、当時よりも負担を少なくして実施可能。 
 
 

(3)調査対象 � 業界上位 10 社が、金額ベースでは 8 割をカバーする。なお、業界 1 位の企業は会員で

はない。企業数でみると、会員には中小企業が多く、さらに会員外に中小・零細企業が

多数存在する。 
� 旧政府統計は、非会員企業にも調査票を配布していた。 
� 過年度の工業統計を用いて拡大推計しているため、現在の団体統計の数値は経済セン

サスの数値と概ね一致する。 
� 上位 10 社を押えればベースは 8 割をカバーでき、近年上位企業のシェアは高くなる傾

向にあることから、政府統計の復活、生産動態統計への組み込みが可能ではないか。 
(4)調査項目 � 政府統計と連携するには、品目分類のきり方、細かさが重要な条件である。団体統計の

分類がベストと考えている。政府統計の分類は古く、近年重要となっている品目が区分

されていない。 
 
 
 
 

(5)周期、公表時期 � 団体の活動には、年次のデータでは不十分であり月次データが必要。団体統計は生産動

態統計と同様、翌月 15 日回収、同月末の集計である（事務局限りとしており会員にも

公開していない）。 
� 政府統計との連携によって公表が遅くなったり、年次調査になることは、重大な支障と

なる。 
 

(6)その他 � 団体統計は業界全体の規模を推計して公表しているが、推計のためには、個票データが

必要であり、これを団体統計でも扱えることも、連携の条件となる。 
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団体 B 団体 C 

� 条件が合えば一元化してもよいと考えている。 
� 連携の条件について、調査対象と調査項目が重要

と考える。 

� 団体統計では、非会員の外資系企業を捕捉できてい

ない。これを捕捉して精度向上を図るため、条件が合

えば生産動態統計調査と共同で実施してもよいと考

えている。 
 
 
 
 
 
 

� 団体統計調査は、電子メールで実施。 � 団体統計調査は、電子メールで実施。 
� 団体統計では、コンプライアンス（独禁法順守）のた

め、数年前から外部に委託して実施するようになり、

個票データを直接扱っていない。 
� 国から統計業務を受託する場合、再委託がどこまで

認められるか等についても、整理・検討が必要。 
� 会員企業は零細企業が多い。 
� 業界には非会員企業もいるものの、統計数値の 9

割以上は会員企業が占めている。 
� 生産動態統計調査は裾切調査であるのに対して、

団体統計調査は会員企業の全数調査であり、これ

を一部の会員のみにすることは難しい。 
� 非会員企業にも調査票の配布・回収をして数値を

作成するには、会員企業の同意が必要である。 

� 団体統計では、外資系企業を捕捉できていない。生産

動態統計は、国内製造拠点があれば外資系企業であ

っても出荷＝国内生産＋輸入を把握していることに

なっている。 
� 団体統計において市場規模予測を行う際には、別途

民間調査データで外資系企業分を推計している。 
� 会員企業は 200 社だが、統計参加企業は 50 社である。 

� 団体統計の区分は ISO の区分に合わせており、か

つ生産動態統計調査より区分が細かい。生産動態

統計調査の区分を細かくすることが連携の条件

の１つである。 
� 当該団体統計の調査項目には、従業員数、従業員

給与、販売先（業界）等も含まれ、販売先（業界）

は特に重要である。 

� 団体統計側としては、会員サービスとして情報提供

する上で品目区分の細かさ、出荷先別内訳等の観点

から、現行の生産動態統計調査への一元化は難しい。 
� 生産動態統計側としても、国内生産と輸入を分けて

把握する必要があることから、現行の団体統計では

調査項目が足りない。 

� 当該団体統計も生産動態統計調査と同様、概ね翌

月末までに集計（会員向け）。連携によって公表

時期が遅くなれば、会員企業から不満が出てくる

可能性がある。 

� 団体統計は、生産動態統計調査とほぼ同様、翌月 20
日に調査票を回収し、25 日に公表する。 

� 団体統計では、金額については、支出が報告された月

に集計している。すなわち、4 月の販売と 5 月の販売

について両方とも支払いが 5 月だった場合、5 月の販

売額は 4 月分と 5 月分の両方を含んでいる。 
� 特になし � 団体では、個票データではなく集計値の時系列動向

等を見て審査をしている。調査票の個別の審査は、委

託先で実施。 
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 民間統計による政府統計の代替可能性等の検討 

アンケート調査結果をふまえ、将来的に、民間統計によって政府統計を代替する、あるい

は両者が共同して調査を実施する等官民の協力によって、統計作成コストを削減できるか

どうかの可能性について、さらには、民間統計・政府統計それぞれにどこを見直せば、連携

ができるのかについて、検討を行った。 

(1) 連携及び連携によるコスト削減の可能性 

民間団体統計は、事業所・企業を対象とする景気･マクロ経済分野の統計が多く、政府統

計と重複しているものも少なくない。 

アンケートの結果、政府統計と重複する統計を作成している団体の 38％において連携の

意向があることがわかった。その際の連携方法としては、民間統計では十分な回収率の確保

が困難であることや、団体における調査実施体制が脆弱であること等を理由に、政府統計へ

の一元化もしくは政府統計との共同実施を挙げる団体が多くなっており、「政府統計を廃止

し団体統計に統合する」という回答は少ない。 

以上のことから、連携による、政府統計予算の削減可能性は高くないが、団体統計の作成

も含めた社会的コストの削減可能性は高いものと考えられる。 

(2) 連携する場合の検討課題 

連携する場合の条件としては調査対象、調査項目を課題として挙げる団体が多くなって

いる。なお、配布回収方法については、団体統計調査においては電子メールを用いているも

のが多く、政府統計調査におけるオンライン化と親和性が高い。また、公表までの時期につ

いては、今回の調査結果においては、団体統計と政府統計に大きな差異はないことから、連

携する際に課題はみられなかった。 

a. 調査対象 

� 団体非会員企業への調査票配布・回収については、会員企業との協議が必要。 

� 裾切り調査や標本調査となっている政府統計にあわせて、会員の一部企業のみを対

象とした調査を実施することは困難。 

b. 調査項目 

� 調査品目区分が、業界統計と比べて政府統計において粗くなっていることが多い。業

界団体でのニーズを考えると、政府統計に合わせて、調査票における調査品目の区分

を簡素化することはできない。 

� 業界統計では、売上・費用だけではなく、産出先、従業員数、従業員給与等、あわせ

て把握している事項が数多く存在する。政府統計と一元化する際に、業界団体として

必要である項目を廃止することはできない。 
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c. その他 

� 団体側においても、分析ニーズに応じて個票データを取り扱うことができる必要が

ある。 

� 外部への委託により調査を実施している団体については、政府統計と連携する場合

に現在の外部委託先への再委託ができる必要がある。 

(3) 課題への対応の方向性 

a. 統計調査の実施体制・調査対象 

民間統計と政府統計の連携にあたっては、統計調査における回収率確保の観点等から、政

府統計への一元化を図った上で、調査票の配布・回収を団体に委託して実施することを軸に

検討していくことが考えられる。 

その際、現在の政府統計では、団体傘下企業の一部が調査対象からはずれている場合にも、

団体ニーズにあわせて全企業を調査対象とする等柔軟な対応が求められる。他方で、団体に

対しては、非会員企業分も含めて配布・回収を委託する方向で協議していくことも一つの考

え方である。 

そのうえで、こうした一元化が困難な場合や、団体側でも個票データを利用できる必要が

あるといった場合においては、双方の統計を存続させたうえで共同実施という手段をとる

ことも考えられる。 

なお、過去に配布・回収を団体に委託して実施していた政府統計調査が廃止されたために

業界団体の独自調査として実施することとなった民間団体統計調査も存在する。業界構造

の変化、官民における統計調査実施環境（オンライン調査等の調査効率の改善を含む）の変

化をふまえ、こうした統計を再び政府統計化するニーズについても考慮する必要がある。 

b. 調査項目 

団体統計では、それぞれの団体が業況を知る上で必要となる、売上・費用、販売先、従業

者数、従業員給与等の様々な調査項目をひとつの統計調査において把握している。こうした

団体との連携にあたっては、政府統計側において、調査項目の調整や関係統計の体系化・統

合を図っていく必要がある。 

特に、連携にあたり、政府統計と団体統計での品目区分の違いは重要である。団体統計に

おける区分は、業界ニーズに合わせて政府統計のものよりも細かくなっている場合が多い。

回答者である会員企業との協議のうえで分類されているものと考えれば、政府統計におけ

る品目区分を団体統計にあわせて詳細化することも考えられる。特に、アンケートでは「政

府統計の品目区分が粗いだけではなく環境の変化に合致しておらず古い、団体統計では国

際基準にあわせて変更してきている」といった指摘がみられたことから、こうした点につい

ても留意が必要である。 

 
 











参考資料2 政府統計の調査客体数
客体数 単位 記入 周期 回数 延べ客体数 参照承認年月日

17,000 事業所 自計 月 60.0 1,020,000 平成29年2月6日
692 企業 自計 月 60.0 41,520 平成24年11月8日

11,692 事業所 自計 月 60.0 701,520 平成28年6月22日

1,500 66,000 平成25年12月19日

造船調査票 900 事業所 自計 月 60.0 54,000
造機調査票 600 事業所 自計 四半期 20.0 12,000

200 4,400 平成26年11月11日

鉄道車両生産（新造）調査票 10 事業所 自計 月 60.0 600
鉄道車両生産（改造・修理）調査票 30 事業所 自計 四半期 20.0 600
鉄道車両部品及び鉄道信号保安装置生産調査票 150 事業所 自計 四半期 20.0 3,000
索道搬器運行装置生産調査票 10 事業所 自計 四半期 20.0 200

355,000 1,420,000 平成28年5月31日

甲調査票 65,000 事業所 自計 年 4.0 *1 260,000
乙調査票 290,000 事業所 自計 年 4.0 *1 1,160,000

74,600 880,000 平成23年7月11日

年次別調査票 40,800 企業 自計 年 5.0 204,000
四半期別調査票 33,800 企業 自計 四半期 20.0 676,000

38,000 企業 自計 年 5.0 190,000 平成29年6月9日
109,000 545,000 平成29年3月27日

調査票甲  法人企業用 28,000 企業 自計 年 5.0 140,000
調査票甲  個人事業者用 22,000 企業 自計 年 5.0 110,000
調査票乙 59,000 企業 自計 年 5.0 295,000

7,400 92,500 平成20年10月8日

動向調査票 3,700 企業 自計 四半期 20.0 74,000
構造調査票 3,700 企業 自計 年 5.0 18,500

64,000 1,280,000 平成22年3月4日
４〜６月 16,000 企業 自計 四半期 20.0 320,000
７〜９月 16,000 企業 自計 四半期 20.0 320,000
１０〜１２月 16,000 企業 自計 四半期 20.0 320,000
１〜３月 16,000 企業 自計 四半期 20.0 320,000

2,050 個人 自計 月 60.0 123,000 平成22年4月16日

10,500 企業 自計 3年 1.7 17,500 平成28年7月8日
744 33,520 平成22年8月26日

機械受注実績調査票 308 企業 自計 月 60.0 18,480
機械受注実績内容調査票 158 企業 自計 月 60.0 9,480
機械受注見通し調査票 278 企業 自計 四半期 20.0 5,560

30,000 企業 自計 年 5.0 150,000 平成22年7月16日

500 事業所 自計 半年 10.0 5,000 平成27年3月31日

35,000 2,100,000 平成29年2月6日
家計簿（二人以上の世帯用）（単身世帯用） 9,000 世帯 自計 月 60.0 540,000
年間収入調査票 9,000 世帯 自計 月 60.0 540,000
貯蓄等調査票 8,000 世帯 自計 月 60.0 480,000
世帯票 9,000 世帯 他計 月 60.0 540,000
準調査世帯票 0 *2 世帯 他計 月 60.0 0

60,000 3,600,000 平成28年11月10日

調査票Ａ（単身世帯） 3,000 世帯 自計 月 60.0 180,000
調査票Ａ（二人以上の世帯） 27,000 世帯 自計 月 60.0 1,620,000
調査票Ｂ（二人以上の世帯、単身世帯共通） 30,000 世帯 自計 月 60.0 1,800,000

283,400 283,400 平成26年1月23日

甲調査票（家計薄Ａ） 56,400 世帯 併用 5年 1.0 56,400
甲調査票（家計薄Ｂ） 56,400 世帯 併用 5年 1.0 56,400
甲調査票（耐久財等調査票） 56,400 世帯 併用 5年 1.0 56,400
甲調査票（年収・貯蓄等調査票） 56,400 世帯 併用 5年 1.0 56,400
甲調査票（世帯票） 56,400 世帯 併用 5年 1.0 56,400
乙調査票（家計薄Ｃ） 700 世帯 併用 5年 1.0 700
乙調査票（個人収支簿） 700 世帯 併用 5年 1.0 700

10,000 10,000 平成26年1月23日

家計簿Ａ 2,000 世帯 自計 5年 1.0 2,000
家計簿Ｂ 2,000 世帯 自計 5年 1.0 2,000
耐久財等調査票 2,000 世帯 自計 5年 1.0 2,000
年収・貯蓄等調査票 2,000 世帯 自計 5年 1.0 2,000
世帯票 2,000 世帯 自計 5年 1.0 2,000

11,730 234,600 平成26年12月3日

Ａ調査票 9,710 個人 他計 四半期 20.0 194,200
Ｂ調査票 2,020 個人 他計 四半期 20.0 40,400

25,000 個人 自計 四半期 20.0 500,000 平成22年7月2日

統計調査名＜実施機関＞・調査票名
景
気
・
マ
ク
ロ
経
済

工場立地動向調査<経済産業省>
●家計調査<総務省>

家計消費状況調査<総務省>

●全国消費実態調査<総務省>

全国単身世帯収支実態調査<総務省>

●経済産業省生産動態統計調査<経済産業省>
製造工業生産予測調査<経済産業省>
●薬事工業生産動態統計調査<厚生労働省>
●造船造機統計調査<国土交通省>

●鉄道車両等生産動態統計調査<国土交通省>

●工業統計調査<経済産業省>

●法人企業統計調査<財務省>

●経済産業省企業活動基本調査<経済産業省>
中小企業実態基本調査<中小企業庁>

●個人企業経済調査<総務省>

法人企業景気予測調査<内閣府・財務省>

景気ウォッチャー調査<内閣府>
企業行動に関するアンケート調査<内閣府>
機械受注統計調査<内閣府>

⺠間企業投資・除却調査<内閣府>

訪日外国人消費動向調査<国土交通省>

旅行・観光消費動向調査<国土交通省>
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客体数 単位 記入 周期 回数 延べ客体数 参照承認年月日統計調査名＜実施機関＞・調査票名
8,400 世帯 自計 月 60.0 504,000 平成24年12月4日

18,450 1,107,000 平成28年2月25日

調査票甲（大規模卸売店用） 800 事業所 自計 月 60.0 48,000
調査票乙（一般事業所用） 13,000 事業所 自計 月 60.0 780,000
調査票丙（百貨店・スーパー用） 4,500 事業所 自計 月 60.0 270,000
調査票丁１（コンビニエンスストア用） 10 企業 自計 月 60.0 600
調査票丁２（家電大型専門店用） 20 企業 自計 月 60.0 1,200
調査票丁３（ドラッグストア用） 70 企業 自計 月 60.0 4,200
調査票丁４（ホームセンター用） 50 企業 自計 月 60.0 3,000

1,716,000 事業所 自計 5年 1.0 1,716,000 平成25年7月30日

154,500 4,952,500 平成28年6月14日

１か月目用調査票（企業等用） 13,000 企業 自計 月 60.0 780,000
月次調査票（企業等用） 13,000 企業 自計 月 60.0 780,000
拡大調査票（企業等用） 9,500 企業 自計 年 5.0 47,500
１か月目調査票（事業所用） 25,000 事業所 自計 月 60.0 1,500,000
月次調査票（事業所用） 25,000 事業所 自計 月 60.0 1,500,000
拡大調査票（事業所用） 69,000 事業所 自計 年 5.0 345,000

2,326 139,560 平成28年8月29日

物品賃貸（リース）業 36 企業 自計 月 60.0 2,160
物品賃貸（レンタル）業 251 企業 自計 月 60.0 15,060
情報サービス業 200 企業 自計 月 60.0 12,000
広告業 140 企業 自計 月 60.0 8,400
クレジットカード業 61 企業 自計 月 60.0 3,660
エンジニアリング業 75 企業 自計 月 60.0 4,500
葬儀業 148 企業 自計 月 60.0 8,880
結婚式場業 89 企業 自計 月 60.0 5,340
ゴルフ場 213 企業 自計 月 60.0 12,780
ゴルフ練習場 185 企業 自計 月 60.0 11,100
ボウリング場 94 企業 自計 月 60.0 5,640
遊園地・テーマパーク 29 企業 自計 月 60.0 1,740
パチンコホール 65 企業 自計 月 60.0 3,900
外国語会話教室 49 企業 自計 月 60.0 2,940
フィットネスクラブ 59 企業 自計 月 60.0 3,540
学習塾 188 企業 自計 月 60.0 11,280
インターネット附随サービス業 56 企業 自計 月 60.0 3,360
機械設計業 99 企業 自計 月 60.0 5,940
自動車賃貸業 161 企業 自計 月 60.0 9,660
環境計量証明業 128 企業 自計 月 60.0 7,680

55,000 企業 自計 年 4.0 *1 220,000 平成29年3月1日
12,630,000 12,630,000

- - 平成28年7月25日

個人経営調査票 2,000,000 事業所 自計 5年 1.0 2,000,000
産業別単独事業所調査票 2,030,000 事業所 自計 5年 1.0 2,030,000
産業共通調査票 400,000 事業所 自計 5年 1.0 400,000
企業調査票 270,000 企業 自計 5年 1.0 270,000
産業別事業所調査票 1,570,000 企業 自計 5年 1.0 1,570,000

- - 平成25年8月6日
甲調査票 6,200,000 事業所 自計 1回限り 1.0 6,200,000
乙調査票 160,000 事業所 自計 1回限り 1.0 160,000

20,000 1,200,000 平成27年3月2日
第１号様式 10,000 事業所 自計 月 60.0 600,000
第２号様式 9,000 事業所 自計 月 60.0 540,000
第３号様式 1,000 事業所 自計 月 60.0 60,000

54,515 3,225,450 平成29年6月9日
動向編 53,000 事業所、世帯 他計 月 60.0 3,180,000
構造編（地域別） 500 事業所 他計 隔月 30.0 15,000
構造編（店舗形態別） 1,000 事業所 他計 隔月 30.0 30,000
構造編（銘柄別） 15 事業所 他計 隔月 30.0 450

116 事業所 自計 四半期 20.0 2,320 平成25年3月11日

912 912 平成28年10月13日

⻘果物集出荷段階経費調査票 320 団体 自計 5年 1.0 320
⻘果物仲卸段階経費調査票 100 事業所 自計 5年 1.0 100
⻘果物小売段階経費調査票 100 事業所 自計 5年 1.0 100
水産物産地卸売段階経費調査票 100 事業所 自計 5年 1.0 100
水産物産地出荷段階経費調査票 100 事業所 自計 5年 1.0 100
水産物仲卸段階経費調査票 96 事業所 自計 5年 1.0 96
水産物小売段階経費調査票 96 事業所 自計 5年 1.0 96

●経済センサス<総務省、経済産業省>

サービス産業動向調査<総務省>

特定サービス産業動態統計調査<経済産業省>

●特定サービス産業実態調査<経済産業省>

●経済センサス‐活動調査<総務省、経済産業省>

●経済センサス‐基礎調査<総務省>

消費動向調査<内閣府>
●商業動態統計調査<経済産業省>

●商業統計調査<経済産業省>

宿泊旅行統計調査<国土交通省>

●小売物価統計調査<総務省>

生鮮野菜価格動向調査<農林水産省>
食品流通段階別価格形成調査<農林水産省>
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客体数 単位 記入 周期 回数 延べ客体数 参照承認年月日統計調査名＜実施機関＞・調査票名
67 都道府県及び政令指定都市 自計 四半期 20.0 1,340 平成27年7月10日

3,000 事業所 自計 年 5.0 15,000 平成23年6月21日

3,400 企業 自計 四半期 20.0 68,000 平成26年3月17日

12,000 60,000 平成22年4月28日

本社企業調査票 6,000 企業 自計 年 5.0 30,000
現地法人調査票 6,000 企業 自計 年 5.0 30,000

6,000 企業 自計 年 5.0 30,000 平成29年3月29日

49,390 49,390
10,000 企業 自計 5年 1.0 10,000 平成28年6月9日
6,500 企業 自計 5年 1.0 6,500 平成23年12月28日

1,600 企業 自計 5年 1.0 1,600 平成24年3月1日
- - 平成28年3月23日

郵便・信書便業用 3 企業 自計 5年 1.0 3
通信業、放送業及びインターネット附随サービス業用 658 企業 自計 5年 1.0 658

- - 平成28年6月9日
清酒 14 企業 自計 5年 1.0 14
ビール等 4 企業 自計 5年 1.0 4
ウィスキー類 3 企業 自計 5年 1.0 3
しょうちゅう 10 企業 自計 5年 1.0 10
果実酒 5 企業 自計 5年 1.0 5
新ジャンル商品 4 企業 自計 5年 1.0 4

- - 平成28年6月22日

医薬品製造業票 200 事業所 自計 5年 1.0 200
保健衛生事業票 400 事業所 自計 5年 1.0 400
社会福祉事業票 900 事業所 自計 5年 1.0 900
医療業（一般診療所）票 200 事業所 自計 5年 1.0 200
医療業（⻭科診療所）票 200 事業所 自計 5年 1.0 200
医療業（保険薬局）票 300 事業所 自計 5年 1.0 300
医療業（助産・看護業、療術業、医療に附帯するサービス業）票 200 事業所 自計 5年 1.0 200

150 事業所 自計 5年 1.0 150 平成28年6月8日
90 事業所 自計 5年 1.0 90 平成28年6月8日
50 事業所 自計 5年 1.0 50 平成28年6月8日

- - 平成28年6月8日
⽶・⻨共同乾燥調製事業投入調査票 60 事業所 自計 5年 1.0 60
稲作共同育苗事業投入調査票 60 事業所 自計 5年 1.0 60
⻘果物共同選果事業投入調査票 60 事業所 自計 5年 1.0 60

56 国及び都道府県 自計 5年 1.0 56 平成28年6月8日
2,300 事業所 自計 5年 1.0 2,300 平成28年6月8日

- - 平成28年6月8日
育苗事業（⺠有林）投入調査票 50 事業所 自計 5年 1.0 50
造林事業（⺠有林）投入調査票 50 事業所 自計 5年 1.0 50
素材生産事業（⺠営）投入調査票 50 事業所 自計 5年 1.0 50

45 国及び都道府県 自計 5年 1.0 45 平成28年6月8日
11,000 事業所 自計 5年 1.0 11,000 平成27年7月9日
1,500 企業 自計 5年 1.0 1,500 平成28年8月19日

500 企業 自計 5年 1.0 500 平成25年7月29日

500 企業 自計 5年 1.0 500 平成25年7月29日

- - 平成24年7月13日

バス事業調査票 100 企業 自計 5年 1.0 100
ハイヤー・タクシー業調査票 200 企業 自計 5年 1.0 200
道路貨物運送事業調査票 200 企業 自計 5年 1.0 200
倉庫業調査票 205 企業 自計 5年 1.0 205
航空機使用事業調査票 20 企業 自計 5年 1.0 20
貨物利用運送事業調査票 180 企業 自計 5年 1.0 180
運輸付帯サービス調査票 60 企業 自計 5年 1.0 60
旅行業・観光協会調査票 130 企業 自計 5年 1.0 130
サルベージ業調査票 8 企業 自計 5年 1.0 8
自動車整備事業調査票 200 企業 自計 5年 1.0 200
貸自動車業調査票 200 企業 自計 5年 1.0 200
船舶製造業調査票 100 企業 自計 5年 1.0 100
鉄道車両工業調査票 40 企業 自計 5年 1.0 40

- - 平成24年7月31日

非木造（Ａ） 1,500 事業所 自計 5年 1.0 1,500
非木造（Ｂ） 1,000 事業所 自計 5年 1.0 1,000
木造 500 事業所 自計 5年 1.0 500

- - 平成24年7月31日

事務費投入調査票 88 法人等 自計 5年 1.0 88

⺠間非営利団体実態調査<内閣府>
海外現地法人四半期調査<経済産業省>
海外事業活動基本調査<経済産業省>

外資系企業動向調査<経済産業省>
産業連関構造調査<各府省>

地方公共団体消費状況等調査<内閣府>

〃（医療業・社会福祉事業等投入調査）<厚生労働省>

〃（栽培きのこ生産業投入調査）<農林水産省>
〃（種苗業（農業）投入調査）<農林水産省>
〃（内水面養殖業投入調査）<農林水産省>
〃（農業サービス業投入調査）<農林水産省>

〃（企業の管理活動等に関する実態調査）<総務省>
〃（サービス産業・非営利団体等調査）<総務省>
〃（商品・サービス等の販売先に関する実態調査（試行調査））<総務省>

〃（通信・放送業等投入調査）<総務省>

〃（酒類製造業投入調査）<財務省>

〃（資本財販売先調査）<経済産業省>
〃（商業マージン調査）<経済産業省>
〃（輸入品需要先調査）<経済産業省>
〃（運輸関連事業投入調査）<国土交通省>

〃（建築工事費投入調査）<国土交通省>

〃（農業土木事業投入調査）<農林水産省>
〃（農林水産関係製造業投入調査）<農林水産省>
〃（⺠有林事業投入調査）<農林水産省>

〃（林野公共事業投入調査）<農林水産省>
〃（鉱工業投入調査）<経済産業省>

〃（公共事業工事費投入調査）<国土交通省>
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客体数 単位 記入 周期 回数 延べ客体数 参照承認年月日統計調査名＜実施機関＞・調査票名
投入調査票 88 法人等 自計 5年 1.0 88
投入調査票 88 法人等 自計 5年 1.0 88
本工事費投入調査票 101 法人等 自計 5年 1.0 101

- - 平成24年3月27日

建設関係（直轄事業・国庫補助事業） 76 行政機関、地方公共団体 自計 5年 1.0 76
建設関係（都道府県単独事業） 47 地方公共団体 自計 5年 1.0 47
港湾関係（直轄事業・国庫補助事業） 78 行政機関 自計 5年 1.0 78
港湾関係（港湾管理者単独事業） 68 地方公共団体 自計 5年 1.0 68
空港関係（直轄事業・国庫補助事業） 76 行政機関、地方公共団体 自計 5年 1.0 76
空港関係（都道府県単独事業） 47 地方公共団体 自計 5年 1.0 47

300 事業所 自計 5年 1.0 300 平成24年4月6日
187 地方公共団体 自計 5年 1.0 187 平成24年4月6日

- - 平成24年7月31日

工事件数及び本工事費調査票 17 法人 自計 5年 1.0 17
本工事費投入調査票 17 法人 自計 5年 1.0 17

147 事業所 自計 5年 1.0 147 平成24年7月31日

2,000 事業所 自計 5年 1.0 2,000 平成24年7月31日

200 企業 自計 5年 1.0 200 平成23年7月21日

- - 平成24年7月31日

国土交通大臣免許業者用 2,100 企業 自計 5年 1.0 2,100
都道府県知事免許業者用 1,000 企業 自計 5年 1.0 1,000

300 事業所 自計 5年 1.0 300 平成24年4月6日
4,380 262,800 平成20年1月16日

⽯油製品製造業者・輸入業者月報（その１〜４） 380 事業所 自計 月 60.0 22,800
⽯油製品販売業者月報 4,000 事業所 自計 月 60.0 240,000

4,259 50,280 平成26年10月6日

産地水産物用途別出荷量調査票 32 事業所 自計 年 5.0 160
冷蔵水産物在庫量調査票 527 事業所 自計 月 60.0 31,620
水産加工（陸上）調査票 3,700 事業所 併用 年 5.0 18,500

158 35,445 平成27年10月14日

日別調査票 29 企業 自計 日 1,200.0 *3 34,800
年間取扱量等調査票 129 企業 併用 年 5.0 645

548 71,880 平成28年12月2日

と畜場統計調査票（日別） 51 と畜場、地方公共団体 併用 日 1,200.0 *3 61,200
と畜場統計調査票（月別） 149 と畜場、地方公共団体 併用 月 60.0 8,940
鶏卵流通統計調査票 203 事業所等 併用 年 5.0 1,015
食鳥流通統計調査票 145 処理場 併用 年 5.0 725

3,290 26,890 平成23年10月21日

木材価格統計調査 素材・木材チップ価格調査票 330 事業所 自計 月 60.0 19,800
木材価格統計調査 木材製品卸売価格調査票 70 事業所 自計 月 60.0 4,200
木材流通構造調査 木材流通構造調査票（１）（製材工場用） 520 事業所 自計 5年 1.0 520
木材流通構造調査 木材流通構造調査票（２）（合単板工場・ＬＶＬ工場用） 110 事業所 自計 5年 1.0 110
木材流通構造調査 木材流通構造調査票（３）（プレカット工場用） 420 事業所 自計 5年 1.0 420
木材流通構造調査 木材流通構造調査票（４）（集成材工場用） 150 事業所 自計 5年 1.0 150
木材流通構造調査 木材流通構造調査票（５）（木材流通業者用） 1,370 事業所 自計 5年 1.0 1,370
木材流通構造調査 木材流通構造調査票（６）（木材チップ工場用） 320 事業所 自計 5年 1.0 320

45 企業 自計 月 60.0 2,700 平成22年3月15日

160 9,600 平成24年2月20日

金地金用 54 企業 自計 月 60.0 3,240
プラチナ用 52 企業 自計 月 60.0 3,120
パラジウム用 54 企業 自計 月 60.0 3,240

700 42,000 平成25年1月31日

金属熱処理加工月報 100 事業所 自計 月 60.0 6,000
金属プレス加工月報 600 事業所 自計 月 60.0 36,000

680 40,800 平成25年1月31日

鉄鋼需給月報 普通鋼鋼材部門別払出（生産業者工場用） 220 事業所 自計 月 60.0 13,200
鉄鋼需給月報 普通鋼鋼材部門別受入・払出・在庫（生産業者本社営業所用・販売業者用） 210 事業所 自計 月 60.0 12,600
特殊鋼鋼材需給月報 250 事業所 自計 月 60.0 15,000

440 26,400 平成25年11月15日
鉄鋼生産内訳月（普通鋼鋼材生産内訳、特殊鋼鋼材生産・消費・在庫内訳、鋼管生産内訳、設備） 350 事業所 自計 月 60.0 21,000
鉄鋼生産内訳月報（鍛鋼品・鋳鋼品） 90 事業所 自計 月 60.0 5,400

14 事業所 自計 月 60.0 840 平成24年2月20日

650 39,000 平成25年1月31日

非鉄金属等需給月報（生産業者用） 22 事業所 自計 月 60.0 1,320
非鉄金属等需給月報（販売業者用） 78 事業所 自計 月 60.0 4,680
非鉄金属等需給月報（消費者用） 550 事業所 自計 月 60.0 33,000

1,500 事業所 自計 四半期 20.0 30,000 平成23年3月14日

〃（土木工事間接工事費投入調査）<国土交通省>
〃（土木工事費投入調査）<国土交通省>
〃（内航船舶品目別運賃収入調査）<国土交通省>
〃（不動産業投入調査）<国土交通省>

〃（有料駐車場に関する投入調査）<国土交通省>

〃（公共事業工事費投入調査における予備調査）<国土交通省>

〃（こん包業に関する投入調査）<国土交通省>
〃（地方公共団体運輸関連施設投入調査）<国土交通省>
〃（独立行政法人等土木工事費投入調査）<国土交通省>

油糧生産実績調査<農林水産省>
貴金属流通統計調査<経済産業省>

金属加工統計調査<経済産業省>

鉄鋼需給動態統計調査<経済産業省>

鉄鋼生産内訳月報<経済産業省>

●⽯油製品需給動態統計調査<経済産業省>

水産物流通調査<農林水産省>

⻘果物卸売市場調査<農林水産省>

畜産物流通調査<農林水産省>

木材流通統計調査<農林水産省>

非鉄金属海外鉱等受入調査<経済産業省>
非鉄金属等需給動態統計調査<経済産業省>

砕⽯等動態統計調査<経済産業省>
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客体数 単位 記入 周期 回数 延べ客体数 参照承認年月日統計調査名＜実施機関＞・調査票名
2,500 事業所 自計 四半期 20.0 50,000 平成22年3月18日

12,000 企業 自計 半年 10.0 120,000 平成23年6月13日

794 3,970 平成26年10月9日

Ａ票 397 企業 自計 年 5.0 1,985
Ｂ票 397 企業 自計 年 5.0 1,985

1,369 企業 自計 年 5.0 6,845 平成29年2月17日

5,700 企業 自計 年 5.0 28,500 平成22年8月9日
1,500 企業 自計 年 5.0 7,500 平成26年7月8日

82,000 410,000 平成22年5月11日

容器包装利用・製造等実態調査票 41,000 企業又は農業事業体 自計 年 5.0 205,000
簡易回答票 41,000 企業又は農業事業体 自計 年 5.0 205,000

6,437 法人 自計 3年 1.7 10,728 平成29年6月6日
7,100 事業所 自計 5年 1.0 7,100 平成25年6月18日

43,000 43,000 平成28年10月19日

製造業 36,000 事業所 自計 1回限り 1.0 36,000
サービス業 7,000 事業所 自計 1回限り 1.0 7,000

50,000 3,000,000 平成29年3月29日

基礎調査票 40,000 世帯 自計 月 60.0 2,400,000
特定調査票 10,000 世帯 自計 月 60.0 600,000

9,500 570,000 平成27年11月19日

出生票 1,900 市町村 自計 月 60.0 114,000
死亡票 1,900 市町村 自計 月 60.0 114,000
死産票 1,900 市町村 自計 月 60.0 114,000
婚姻票 1,900 市町村 自計 月 60.0 114,000
離婚票 1,900 市町村 自計 月 60.0 114,000

101,700 6,102,000 平成29年2月13日

全国調査票（第一種事業所用） 16,700 事業所 自計 月 60.0 1,002,000
全国調査票（第二種事業所用） 16,500 事業所 自計 月 60.0 990,000
地方調査票（第一種事業所用） 21,500 事業所 自計 月 60.0 1,290,000
地方調査票（第二種事業所用） 22,000 事業所 併用 月 60.0 1,320,000
特別調査票 25,000 事業所 他計 月 60.0 1,500,000

47 地方公共団体 自計 月 60.0 2,820 平成21年10月16日

23,200 464,000 平成28年9月16日

２月調査 5,800 事業所 自計 四半期 20.0 116,000
５月調査 5,800 事業所 自計 四半期 20.0 116,000
８月調査 5,800 事業所 自計 四半期 20.0 116,000
11 月調査 5,800 事業所 自計 四半期 20.0 116,000

112 学校 自計 年4回 20.0 2,240 平成21年10月28日

5,280 79,200 平成21年9月17日

国立高等学校 19 学校 自計 年3回 15.0 285
公立高等学校 3,927 学校 自計 年3回 15.0 58,905
私立高等学校 1,334 学校 自計 年3回 15.0 20,010

361,000 3,610,000 平成29年3月14日

事業所票（上半期） 15,000 事業所 自計 半年 10.0 150,000
事業所票（下半期） 15,000 事業所 自計 半年 10.0 150,000
入職者票 172,000 個人 自計 半年 10.0 1,720,000
離職者票  様式４号 159,000 個人 自計 半年 10.0 1,590,000

34,700 187,000 平成29年2月6日
事業所調査票 32,000 事業所 自計 年 5.0 160,000
総合工事業調査票 2,700 工事現場 自計 半年 10.0 27,000

57,184 285,920 平成24年11月26日

源泉徴収義務者用 28,592 事業所 自計 年 5.0 142,960
給与所得者用 28,592 事業所 自計 年 5.0 142,960

1,680,000 8,400,000 平成27年3月3日
事業所票 80,000 事業所 自計 年 5.0 400,000
個人票 1,600,000 個人 自計 年 5.0 8,000,000

46,800 234,000 平成28年4月21日

事業所票（１） 11,700 事業所 他計 年 5.0 58,500
事業所票（２） 11,700 事業所 他計 年 5.0 58,500
初任給調査票 11,700 事業所 他計 年 5.0 58,500
個人票 11,700 事業所 他計 年 5.0 58,500

7,000 35,000 平成28年4月26日

調査票Ａ 3,500 企業 自計 年 5.0 17,500
調査票Ｂ 3,500 企業 自計 年 5.0 17,500

7,355 企業 併用 年 5.0 36,775 平成28年8月26日

12,000 60,000 平成28年8月10日

企業票 6,000 企業 自計 年 5.0 30,000

人
口
・
労
働
・
賃
金

食品産業企業設備投資動向調査<農林水産省>

食品製造業におけるＨＡＣＣＰ手法の導入状況実態調査<農林水産省>
北海道法人企業投資状況調査<国土交通省>
⺠間住宅ローンの実態に関する調査<国土交通省>
容器包装利用・製造等実態調査<農林水産省・経済産業省>

生コンクリート流通統計調査<経済産業省>
環境経済観測調査<環境省>

●毎月勤労統計調査<厚生労働省>

労働争議統計調査<厚生労働省>
労働経済動向調査<厚生労働省>

大学・短期大学・高等専門学校及び専修学校卒業予定者の就職内定状況等調査<文部科学省・厚生労働省>

高等学校卒業（予定）者の就職（内定）状況に関する調査<文部科学省>

特定非営利活動法人に関する実態調査<内閣府>
たばこ小売販売業経営実態調査<財務省>
組織マネジメントに関する調査（JP-MOPS）<内閣府>

●労働力調査<総務省>

●人口動態調査<厚生労働省>

⺠間企業における役員報酬（給与）調査<人事院>

⺠間企業の勤務条件制度等調査<人事院>
雇用均等基本調査<厚生労働省>

雇用動向調査<厚生労働省>

労働災害動向調査<厚生労働省>

●⺠間給与実態統計調査<財務省>

●賃金構造基本統計調査<厚生労働省>

職種別⺠間給与実態調査<人事院>
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客体数 単位 記入 周期 回数 延べ客体数 参照承認年月日統計調査名＜実施機関＞・調査票名
事業所票 6,000 事業所 自計 年 5.0 30,000

110,000 550,000 平成22年3月5日
賃金改定状況調査票 10,000 事業所 自計 年 5.0 50,000
最低賃金に関する基礎調査票 100,000 事業所 自計 年 5.0 500,000

95,500 95,500 平成29年3月10日

人口移動調査調査票 15,000 世帯 自計 5年 1.0 15,000
生活と支え合いに関する調査（世帯票） 15,000 世帯 自計 5年 1.0 15,000
生活と支え合いに関する調査（個人票） 15,000 個人 自計 5年 1.0 15,000
全国家庭動向調査調査票 15,000 世帯 自計 5年 1.0 15,000
世帯動態調査調査票 15,000 世帯 自計 5年 1.0 15,000
出生動向基本調査票（夫婦用） 7,800 世帯 自計 5年 1.0 7,800
出生動向基本調査票（独身用） 12,700 個人 自計 5年 1.0 12,700

6,300 企業 自計 年 5.0 31,500 平成28年8月1日
3,500 企業 自計 年 5.0 17,500 平成22年6月8日

44,000 220,000 平成28年9月16日

企業票 7,300 企業 自計 年 5.0 36,500
事業所票 7,200 事業所 自計 年 5.0 36,000
個人票 29,500 個人 自計 年 5.0 147,500

68,200 325,400 平成29年3月14日

労働組合基礎調査票 63,000 組合 自計 年 5.0 315,000
労使間の交渉等に関する実態調査票 5,200 組合 自計 2年又は3年 2.0 10,400

33,000 33,000 平成28年8月10日

事業所票 14,000 事業所 自計 5年 1.0 14,000
個人票 19,000 個人 自計 5年 1.0 19,000

1,500 大学等 自計 3年 1.7 2,500 平成28年9月16日

6,600 11,000 平成26年8月1日
委託者票 1,600 事業所 自計 3年 1.7 2,667
家内労働者票 5,000 家内労働者 自計 3年 1.7 8,333

10,000 16,667 平成26年1月8日
単独有期事業場用 4,000 事業場 自計 3年 1.7 6,667
一括有期事業場用 6,000 事業場 自計 3年 1.7 10,000

52,000,000 世帯 併用 5年 1.0 52,000,000 平成27年10月27日

2,800,000 2,800,000 平成20年2月29日

一般職用 2,800,000 個人 自計 5年 1.0 2,800,000
特別職に属する職員等の定数及び給料（報酬）額に関する調査 0 *4 個人 自計 5年 1.0 0

520,000 世帯 自計 5年 1.0 520,000 平成28年12月21日

1,000 事業所 自計 5年 1.0 1,000 平成25年5月20日

39,800 39,800 平成25年8月7日
事業所票 13,100 事業所 自計 5年 1.0 13,100
個人票Ａ 21,500 個人 自計 5年 1.0 21,500
個人票Ｂ 3,100 個人 自計 5年 1.0 3,100
個人票Ｃ 2,100 個人 自計 5年 1.0 2,100

4,500 個人 自計 不定期 2.0 9,000 平成26年6月19日

76,000 76,000 平成26年7月10日

事業所票 17,000 事業所 自計 不定期 1.0 17,000
個人票 59,000 事業所 自計 不定期 1.0 59,000

178,970 306,567 平成29年3月1日
医療施設静態調査（病院票） 8,449 医療施設 自計 3年 1.7 14,082
医療施設静態調査（一般診療所票） 101,469 医療施設 自計 3年 1.7 169,115
医療施設静態調査（⻭科診療所票） 68,910 医療施設 自計 3年 1.7 114,850
医療施設動態調査票 142 都道府県・市・特別区 自計 月 60.0 8,520

6 360 平成22年1月19日

最近の医療費の動向（制度別） 2 事業所 自計 月 60.0 120
最近の医療費の動向（医療機関別） 2 事業所 自計 月 60.0 120
最近の調剤医療費（電算処理分）の動向 2 事業所 自計 月 60.0 120

2,910 93,830 平成25年12月13日

検査部門サーベイランス調査 808 保健・医療施設 自計 月 60.0 48,480
全入院患者部門サーベイランス調査 577 保健・医療施設 自計 月 60.0 34,620
手術部位感染部門サーベイランス調査 469 保健・医療施設 自計 半年 10.0 4,690
集中治療室部門サーベイランス調査 152 保健・医療施設 自計 半年 10.0 1,520
新生児集中治療室部門サーベイランス調査 96 保健・医療施設 自計 年 5.0 480
医療機関基本情報調査 808 保健・医療施設 自計 年 5.0 4,040

1 事業所 自計 月 60.0 60 平成27年7月21日

8 260 平成28年1月8日
月次調査 4 行政機関 自計 月 60.0 240
年次調査 4 行政機関 自計 年 5.0 20

2,597 87,345 平成24年3月1日

医
療
・
福
祉

最低賃金に関する実態調査<厚生労働省>

社会保障・人口問題基本調査<厚生労働省>

ポストドクター等の雇用・進路に関する調査<文部科学省>
家内労働等実態調査<厚生労働省>

労務費率調査<厚生労働省>

●国勢調査<総務省>
●地方公務員給与実態調査<総務省>

就労条件総合調査<厚生労働省>
賃金引上げ等の実態に関する調査<厚生労働省>
能力開発基本調査<厚生労働省>

労使関係総合調査<厚生労働省>

労働安全衛生調査<厚生労働省>

●医療施設調査<厚生労働省>

「医療費の動向」調査<厚生労働省>

院内感染対策サーベイランス<厚生労働省>

介護給付費等実態調査<厚生労働省>
公務員及び私学教職員に関する厚生年金保険適用給付状況調査<厚生労働省>

●就業構造基本調査<総務省>
港湾運送事業雇用実態調査<厚生労働省>
障害者雇用実態調査<厚生労働省>

退職公務員生活状況調査<人事院>
雇用の構造に関する実態調査（就業形態の多様化に関する総合実態調査）<厚生労働省>

被保護者調査<厚生労働省>
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客体数 単位 記入 周期 回数 延べ客体数 参照承認年月日統計調査名＜実施機関＞・調査票名
年次調査票 1,245 福祉事務所 自計 年 5.0 6,225
月次調査票 1,352 地方公共団体及び福祉事務所 自計 月 60.0 81,120

19,600 686,500 平成21年10月28日

患者票 10,700 保健・医療施設 自計 月 60.0 642,000
従事者票 8,900 病院 自計 年 5.0 44,500

1,441 30,195 平成24年3月1日
老人福祉法関係（４表） 108 地方公共団体 自計 年 5.0 540
障害者自立支援法関係（７表） 108 地方公共団体 自計 年 5.0 540
特別児童扶養手当等の支給に関する法律関係（１表） 47 地方公共団体 自計 月 60.0 2,820
売春防止法・配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律関係（３表） 47 地方公共団体 自計 年 5.0 235
⺠生委員法関係（１表） 108 地方公共団体 自計 年 5.0 540
社会福祉法等関係（２表） 108 地方公共団体 自計 年 5.0 540
児童福祉法関係（１５表） 108 地方公共団体 自計 年、月 60.0 6,480
戦傷病者特別援護法関係（４表） 47 地方公共団体 自計 年 5.0 235
⺠生委員法・児童福祉法関係（１表） 108 地方公共団体 自計 年 5.0 540

 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律関係（８表） 108 地方公共団体 自計 年、月 60.0 6,480
知的障害者福祉法関係（３表） 108 地方公共団体 自計 年 5.0 540
身体障害者福祉法・障害者自立支援法関係（１表） 65 地方公共団体 自計 年 5.0 325
児童福祉法・⺟⼦保健法関係（１表） 108 地方公共団体 自計 年 5.0 540

 特別児童扶養手当等の支給に関する法律及び国⺠年金法等の一部を改正する法律関係（１表） 47 地方公共団体 自計 月 60.0 2,820
身体障害者福祉法関係（１表） 108 地方公共団体 自計 年 5.0 540
児童扶養手当法関係（１表） 108 地方公共団体 自計 月 60.0 6,480

1,721 保険者 自計 四半期 20.0 34,420 平成23年6月29日

15,510 77,550 平成29年2月15日

発育状態調査票（幼稚園及び幼保連携型認定こども園） 1,645 学校等 自計 年 5.0 8,225
発育状態調査票（小学校及び義務教育学校（第１〜６学年）） 2,820 学校等 自計 年 5.0 14,100
発育状態調査票（中学校、中等教育学校の前期課程及び義務教育学校（第７〜９学年）） 1,880 学校等 自計 年 5.0 9,400
発育状態調査票（高等学校及び中等教育学校の後期課程） 1,410 学校等 自計 年 5.0 7,050
健康状態調査票（幼稚園及び幼保連携型認定こども園） 1,645 学校等 自計 年 5.0 8,225
健康状態調査票（小学校及び義務教育学校（第１〜６学年）） 2,820 学校等 自計 年 5.0 14,100
健康状態調査票（中学校、中等教育学校の前期課程及び義務教育学校（第７〜９学年）） 1,880 学校等 自計 年 5.0 9,400
健康状態調査票（高等学校及び中等教育学校の後期課程） 1,410 学校等 自計 年 5.0 7,050

33,200 166,000 平成23年12月13日

障害共済年金・障害年金受給者実態調査票 7,200 個人 自計 年 5.0 36,000
退職共済年金・退職年金・減額退職年金受給者実態調査票 15,000 個人 自計 年 5.0 75,000
遺族共済年金・遺族年金受給者実態調査票 11,000 個人 自計 年 5.0 55,000

810 共済組合の支部 自計 年 5.0 4,050 平成21年10月20日

1,637 8,185 平成26年10月1日

医薬品製造販売業調査票 456 企業 自計 年 5.0 2,280
医薬品卸売業調査票 170 企業 自計 年 5.0 850
医療機器製造販売業調査票 844 企業 自計 年 5.0 4,220
医療機器卸売業調査票 167 企業 自計 年 5.0 835

9,076 26,693 平成21年7月27日

販売業者用調査票 4,000 事業所 自計 2年 2.5 10,000
医療機関用調査票 1,875 事業所 自計 2年 2.5 4,688
保険薬局用調査票 1,600 事業所 自計 2年 2.5 4,000
経時変動調査用調査票 1,601 事業所 自計 年 5.0 8,005

2,600 13,000 平成23年9月26日

診療報酬明細書 1,300 地方公共団体 自計 年 5.0 6,500
調剤報酬明細書 1,300 地方公共団体 自計 年 5.0 6,500

114 行政機関 自計 年、2年 5.0 570 平成28年4月13日

196,894 984,470 平成28年3月16日

施設基本票 47 都道府県 自計 年 5.0 235
事業所基本票 47 都道府県 自計 年 5.0 235
介護老人福祉施設・地域密着型介護老人福祉施設票 9,700 事業所 自計 年 5.0 48,500
介護老人保健施設票 4,200 事業所 自計 年 5.0 21,000
介護療養型医療施設票 1,400 事業所 自計 年 5.0 7,000
訪問看護ステーション票 11,200 事業所 自計 年 5.0 56,000
居宅サービス事業所（福祉関係）票 121,600 事業所 自計 年 5.0 608,000
地域密着型サービス事業所票 26,900 事業所 自計 年 5.0 134,500
居宅サービス事業所（医療関係）票 10,400 事業所 自計 年 5.0 52,000
介護保険施設利用者一覧票 3,700 個人 自計 年 5.0 18,500
介護保険施設利用者個票 3,700 個人 自計 年 5.0 18,500
訪問看護ステーション利用者一覧票 2,000 個人 自計 年 5.0 10,000
訪問看護ステーション利用者個票 2,000 個人 自計 年 5.0 10,000

102,817 171,362 平成26年2月21日

介護事業経営実態調査 介護老人福祉施設・地域密着型介護老人福祉施設票 2,318 施設及び事業所 自計 3年 1.7 3,863

国家公務員共済組合年金受給者実態調査<財務省>

連合会を組織する共済組合における医療状況実態統計調査<財務省>
医薬品・医療機器産業実態調査<厚生労働省>

医薬品価格調査<厚生労働省>

医療扶助実態調査<厚生労働省>

病院報告<厚生労働省>

福祉行政報告例<厚生労働省>

医療給付実態調査<厚生労働省>
●学校保健統計調査<文部科学省>

衛生行政報告例<厚生労働省>
介護サービス施設・事業所調査<厚生労働省>

介護事業実態調査<厚生労働省>
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客体数 単位 記入 周期 回数 延べ客体数 参照承認年月日統計調査名＜実施機関＞・調査票名
介護事業経営実態調査 介護老人保健施設票 1,097 施設及び事業所 自計 3年 1.7 1,828
介護事業経営実態調査 介護療養型医療施設票 914 施設及び事業所 自計 3年 1.7 1,523
介護事業経営実態調査 居宅サービス・地域密着型サービス事業所票（福祉関係） 30,528 施設及び事業所 自計 3年 1.7 50,880
介護事業経営実態調査 居宅サービス・地域密着型サービス事業所票（医療関係） 30,528 施設及び事業所 自計 3年 1.7 50,880
介護事業経営概況調査 介護老人福祉施設・地域密着型介護老人福祉施設票 2,081 施設及び事業所 自計 3年 1.7 3,468
介護事業経営概況調査 介護老人保健施設票 983 施設及び事業所 自計 3年 1.7 1,638
介護事業経営概況調査 介護療養型医療施設票 719 施設及び事業所 自計 3年 1.7 1,198
介護事業経営概況調査 居宅サービス・地域密着型サービス事業所票（予防含む）（福祉関係） 12,307 施設及び事業所 自計 3年 1.7 20,512
介護事業経営概況調査 居宅サービス・地域密着型サービス事業所票（予防含む）（医療関係） 12,307 施設及び事業所 自計 3年 1.7 20,512
介護従事者処遇状況等調査調査票 9,035 施設及び事業所 自計 3年 1.7 15,058

3,354 16,770 平成22年7月2日
保健師学校養成所入学状況調査票 33 学校養成所 自計 年 5.0 165
助産師学校養成所入学状況調査票 70 学校養成所 自計 年 5.0 350
３年課程看護師学校養成所入学状況調査票 505 学校養成所 自計 年 5.0 2,525
２年課程看護師学校養成所入学状況調査票 229 学校養成所 自計 年 5.0 1,145
准看護師学校養成所入学状況調査票 265 学校養成所 自計 年 5.0 1,325
看護師等学校入学状況調査票（看護大学・短期大学） 216 学校 自計 年 5.0 1,080
保健師課程選択者調査票 182 学校 自計 年 5.0 910
助産師課程選択者調査票 104 学校 自計 年 5.0 520
高等学校・高等学校専攻科５年一貫教育校入学状況調査票 73 学校 自計 年 5.0 365
保健師学校養成所卒業生就業状況調査票 215 学校養成所 自計 年 5.0 1,075
助産師学校養成所卒業生就業状況調査票 174 学校養成所 自計 年 5.0 870
３年課程看護師学校養成所卒業生就業状況調査票 505 学校養成所 自計 年 5.0 2,525
２年課程看護師学校養成所卒業生就業状況調査票 229 学校養成所 自計 年 5.0 1,145
准看護師学校養成所卒業生就業状況調査票 265 学校養成所 自計 年 5.0 1,325
看護師等学校卒業生就業状況調査票（看護大学・短期大学） 216 学校 自計 年 5.0 1,080
高等学校・高等学校専攻科５年一貫教育校卒業生就業状況調査票 73 学校 自計 年 5.0 365

1,402 7,010 平成25年7月24日

健康保険組合管掌健康保険被保険者調査票 1,400 組合 自計 年 5.0 7,000
全国健康保険協会管掌健康保険被保険者調査票 1 協会 自計 年 5.0 5
船員保険被保険者調査票 1 協会 自計 年 5.0 5

133,750 668,750 平成28年8月5日
身体状況調査票 61,000 世帯員 他計 年 5.0 305,000
栄養摂取状況調査票 23,750 世帯 他計 年 5.0 118,750
生活習慣調査票 49,000 個人 自計 年 5.0 245,000

132,142 660,710 平成28年3月16日

施設基本票（Ａ票・Ｂ票・Ｃ票用） 114 地方公共団体 自計 年 5.0 570
施設基本票（Ｄ票・Ｅ票用） 114 地方公共団体 自計 年 5.0 570
事業所基本票（Ｆ票用） 114 地方公共団体 自計 年 5.0 570
保護施設・老人福祉施設・身体障害者社会参加支援施設等調査票（Ａ票） 20,200 事業所 自計 年 5.0 101,000
障害者支援施設等調査票（Ｂ票） 6,200 事業所 自計 年 5.0 31,000
児童福祉施設等調査票（Ｃ票） 10,600 事業所 自計 年 5.0 53,000
保育所・小規模保育事業所調査票（Ｄ票） 26,200 事業所 自計 年 5.0 131,000
幼保連携型認定こども園調査票（Ｅ票） 2,000 事業所 自計 年 5.0 10,000
障害福祉サービス等・障害児通所支援等事業所票（Ｆ票） 66,600 事業所 自計 年 5.0 333,000

1,110 世帯 併用 年 5.0 5,550 平成22年3月18日

136 地方公共団体 自計 年 5.0 680 平成22年3月30日

27,037 50,602 平成27年10月8日

保育所等利用世帯調査票 16,850 事業所 自計 3年 1.7 28,083
認可外保育施設調査票 8,525 事業所 自計 3年 1.7 14,208
幼稚園型認定こども園調査票 524 事業所 自計 年 5.0 2,620
地方裁量型認定こども園調査票 53 事業所 自計 年 5.0 265
家庭的保育事業調査票 931 事業所 自計 年 5.0 4,655
居宅訪問型保育事業調査票 4 事業所 自計 年 5.0 20
事業所内保育事業調査票 150 事業所 自計 年 5.0 750

2,100 10,500 平成29年1月11日

都道府県が設置する保健所 363 事業所 自計 年 5.0 1,815
政令市（特別区）以外の市町村 1,694 地方公共団体 自計 年 5.0 8,470
政令市（特別区） 43 地方公共団体 自計 年 5.0 215

6,362 28,843 平成21年4月23日

都道府県常勤保健師用調査回答用紙（領域調査） 47 地方公共団体 自計 年 5.0 235
保健所設置市・特別区常勤保健師用調査回答用紙（領域調査） 89 地方公共団体 自計 年 5.0 445
市町村常勤保健師用調査回答用紙（領域調査） 1,700 地方公共団体 自計 年 5.0 8,500
特定健診・特定保健指導に携わる保健師の活動体制に関する調査回答用紙（領域調査） 1,800 地方公共団体 自計 年 5.0 9,000
都道府県非常勤保健師用調査回答用紙（領域調査） 47 地方公共団体 自計 年 5.0 235
保健所設置市・特別区非常勤保健師用調査回答用紙（領域調査） 89 地方公共団体 自計 年 5.0 445
市町村非常勤保健師用調査回答用紙（領域調査） 1,700 地方公共団体 自計 年 5.0 8,500

国⺠健康・栄養調査<厚生労働省>

社会福祉施設等調査<厚生労働省>

社会保障生計調査<厚生労働省>
食肉検査等情報還元調査<厚生労働省>
地域児童福祉事業等調査<厚生労働省>

看護師等学校養成所入学状況及び卒業生就業状況調査<厚生労働省>

健康保険・船員保険被保険者実態調査<厚生労働省>

地域保健・健康増進事業報告<厚生労働省>

保健師活動領域調査<厚生労働省>
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客体数 単位 記入 周期 回数 延べ客体数 参照承認年月日統計調査名＜実施機関＞・調査票名
都道府県用概況票（活動調査） 11 地方公共団体 自計 3年 1.7 18
都道府県用個人票（活動調査） 11 地方公共団体 自計 3年 1.7 18
保健所設置市・特別区概況票（活動調査） 21 地方公共団体 自計 3年 1.7 35
保健所設置市・特別区用個人票（活動調査） 21 地方公共団体 自計 3年 1.7 35
市町村用個人票（活動調査） 413 地方公共団体 自計 3年 1.7 688
市町村用概況票（活動調査） 413 地方公共団体 自計 3年 1.7 688

1,482 3,705 平成22年9月29日

医師届出票 494 保健・医療施設 自計 2年 2.5 1,235
⻭科医師届出票 494 保健・医療施設 自計 2年 2.5 1,235
薬剤師届出票 494 保健・医療施設 自計 2年 2.5 1,235

10,500 26,250 平成27年4月27日

病院調査票 2,700 事業所 自計 2年 2.5 6,750
一般診療所調査票及び同補助票 3,400 事業所 自計 2年 2.5 8,500
⻭科診療所調査票及び同補助票 1,200 事業所 自計 2年 2.5 3,000
保険薬局調査票及び同補助票 1,700 事業所 自計 2年 2.5 4,250
保険者調査票 1,500 事業所 自計 2年 2.5 3,750

2,600 6,500 平成26年11月13日

⻭科医療機関用調査票 1,400 事業所 自計 2年 2.5 3,500
⻭科技工所用調査票 1,200 事業所 自計 2年 2.5 3,000

13,120 32,800 平成27年2月5日
医療機関等用調査票 4,820 事業所 自計 2年 2.5 12,050
販売業者用調査票 6,500 事業所 自計 2年 2.5 16,250
保険薬局用調査票 1,800 事業所 自計 2年 2.5 4,500

2 機関 自計 2年 2.5 5 平成23年5月31日

3,465 8,663 平成21年9月11日

包括医療材料購入価格等調査票（在宅分） 1,410 事業所 自計 2年 2.5 3,525
医療機器購入価格等調査票（在宅分） 1,410 事業所 自計 2年 2.5 3,525
包括医療材料購入価格等調査票（在宅以外） 645 事業所 自計 2年 2.5 1,613

31,000 51,667 平成29年3月1日
病院入院（奇数）票 6,500 病院 自計 3年 1.7 10,833
病院外来（奇数）票 3,400 病院 自計 3年 1.7 5,667
病院（偶数）票 6,500 病院 自計 3年 1.7 10,833
一般診療所票 6,000 一般診療所 自計 3年 1.7 10,000
⻭科診療所票 1,300 ⻭科診療所 自計 3年 1.7 2,167
病院退院票 6,500 病院 自計 3年 1.7 10,833
一般診療所退院票 800 一般診療所 自計 3年 1.7 1,333

200,000 個人 自計 3年 1.7 333,333 平成28年7月1日
60,000 人 自計 3年 1.7 100,000 平成26年3月17日

195,000 325,000 平成29年3月10日

外来患者票 128,000 病院の外来を受診した患者 自計 3年 1.7 213,333
入院患者票 67,000 病院に入院中の患者 自計 3年 1.7 111,667

17,499 施設及び事業所 自計 3年 1.7 29,165 平成26年3月11日

16,238 施設及び事業所 自計 3年 1.7 27,063 平成28年10月13日

12,500 世帯 自計 3年 1.7 20,833 平成23年2月23日

10,100 10,100 平成24年11月20日

里親委託児童票 200 個人 他計 5年 1.0 200
児童養護施設入所児童票（施設⻑記入用） 600 個人 他計 5年 1.0 600
児童養護施設入所児童票 7,100 個人 自計 5年 1.0 7,100
情緒障害児短期治療施設入所児童票 40 個人 他計 5年 1.0 40
児童自立支援施設入所児童票（施設⻑記入用） 60 個人 他計 5年 1.0 60
児童自立支援施設入所児童票 700 個人 自計 5年 1.0 700
乳児院入所児童票 150 個人 他計 5年 1.0 150
⺟⼦生活支援施設票（世帯用） 300 個人 他計 5年 1.0 300
⺟⼦生活支援施設票（児童用） 300 個人 他計 5年 1.0 300
小規模住居型児童養育事業（ファミリーホーム）委託児童票 150 個人 5年 1.0 150
児童自立生活援助事業（自立援助ホーム）入居児童票 100 個人 5年 1.0 100
児童自立生活援助事業（自立援助ホーム）児童票 400 個人 5年 1.0 400

2,800 2,800 平成21年11月9日

全国家庭児童調査調査票（保護者用） 1,600 世帯 併用 5年 1.0 1,600
全国家庭児童調査調査票（児童用） 1,200 個人 併用 5年 1.0 1,200

3,660 3,660 平成28年9月16日

⺟⼦世帯用 2,850 世帯 自計 5年 1.0 2,850
父⼦世帯用 700 世帯 自計 5年 1.0 700
養育者世帯用 110 世帯 自計 5年 1.0 110

1,280 個人 他計 5年 1.0 1,280 平成28年10月20日

400 市町村 自計 5年 1.0 400 平成26年10月27日

400 市町村 自計 5年 1.0 400 平成26年10月27日

ホームレスの実態に関する全国調査（生活実態調査）<厚生労働省>

特定保険医療材料・再生医療等製品価格調査<厚生労働省>

訪問看護療養費実態調査<厚生労働省>
保険医療材料等使用状況調査<厚生労働省>

●患者調査<厚生労働省>

公的年金加入状況等調査<厚生労働省>

医師・⻭科医師・薬剤師調査<厚生労働省>

医療経済実態調査<厚生労働省>

⻭科技工料調査<厚生労働省>

児童養護施設入所児童等調査<厚生労働省>

全国家庭児童調査<厚生労働省>

全国ひとり親世帯等調査<厚生労働省>

無医地区等調査<厚生労働省>
無⻭科医地区等調査<厚生労働省>

国⺠年金被保険者実態調査<厚生労働省>
受療行動調査<厚生労働省>

障害福祉サービス等経営実態調査<厚生労働省>
障害福祉サービス等従事者処遇状況等調査<厚生労働省>
所得再分配調査<厚生労働省>
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客体数 単位 記入 周期 回数 延べ客体数 参照承認年月日統計調査名＜実施機関＞・調査票名
19,000 個人 他計 5年 1.0 19,000 平成28年7月25日

63,523 31,762 平成27年7月16日

国内用 56,809 個人 自計 10年 0.5 28,405
国外用 3,357 個人 自計 10年 0.5 1,679
南⽶用 3,357 個人 自計 10年 0.5 1,679

8,800 4,400 平成27年6月24日

０歳以上２歳未満用 4,400 世帯 自計 10年 0.5 2,200
２歳以上６歳未満用 4,400 世帯 自計 10年 0.5 2,200

13,950 6,975 平成22年7月30日

一般調査票 13,800 個人 他計 10年 0.5 6,900
病院調査票 150 保健・医療施設 自計 10年 0.5 75

68,112 340,560 平成23年9月30日

老齢年金受給者実態調査票 23,000 個人 自計 年 5.0 115,000
障害年金受給者実態調査票 23,062 個人 自計 年 5.0 115,310
遺族年金受給者実態調査票 22,050 個人 自計 年 5.0 110,250

18,000 90,000 平成29年3月30日

調査票甲（企業Ａ） 8,000 法人 自計 年 5.0 40,000
調査票甲（企業Ｂ） 5,000 法人 自計 年 5.0 25,000
調査票乙（非営利団体・公的機関） 1,000 法人及び研究機関 自計 年 5.0 5,000
調査票丙（大学等） 4,000 大学等 自計 年 5.0 20,000

97,700 488,500 平成29年2月6日
学校調査票 60,000 学校 自計 年 5.0 300,000
学校通信教育調査票 250 学校 自計 年 5.0 1,250
不就学学齢児童生徒調査票 1,700 地方公共団体 自計 年 5.0 8,500
学校施設調査票 18,500 学校 自計 年 5.0 92,500
学校経費調査票 250 学校 自計 年 5.0 1,250
卒業後の状況調査票 17,000 学校 自計 年 5.0 85,000

2,270 11,350 平成25年7月11日

大学図書館編調査票（中央図書館記入用） 778 図書館 自計 年 5.0 3,890
大学図書館編調査票（分館及び部局図書館・室記入用） 714 図書館 自計 年 5.0 3,570
コンピュータ及びネットワーク編調査票 778 図書館 自計 年 5.0 3,890

660 1,650 平成28年8月18日

栄養価・産地調査票 330 学校 自計 2年 2.5 825
産地調査票 330 学校 自計 2年 2.5 825

2,075 地方公共団体等 自計 2年 2.5 5,188 平成29年2月22日

34,275 学校 自計 年 5.0 171,375 平成29年1月11日

159,226 796,130 平成28年5月11日

調査Ⅰ 小学校、中学校及び高等学校における暴力行為の状況 36,365 学校 自計 年 5.0 181,825
調査Ⅱ 小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校におけるいじめの状況等 39,335 学校、地方公共団体 自計 年 5.0 196,675
調査Ⅲ 小学校及び中学校における⻑期⽋席の状況等 32,993 学校、地方公共団体 自計 年 5.0 164,965
調査Ⅳ 高等学校における⻑期⽋席の状況等 5,228 学校 自計 年 5.0 26,140
調査Ⅴ 高等学校における中途退学者数等の状況 5,228 学校 自計 年 5.0 26,140
調査Ⅵ 小学校、中学校及び高等学校における自殺の状況 36,365 学校 自計 年 5.0 181,825
調査Ⅶ 出席停止の措置の状況 1,856 地方公共団体 自計 年 5.0 9,280
調査Ⅷ 教育相談の状況 1,856 地方公共団体 自計 年 5.0 9,280

6,904 34,520 平成22年1月18日

包括宗教団体（法人）用調査票 401 宗教団体及び宗教法人 自計 年 5.0 2,005
単立宗教法人用調査票 6,503 宗教法人 自計 年 5.0 32,515

74,194 370,970 平成22年3月2日
新体力テスト（６歳〜１１歳）記録用紙 13,536 個人 自計 年 5.0 67,680
新体力テスト（１２歳〜１９歳）記録用紙 21,178 個人 自計 年 5.0 105,890
新体力テスト（２０歳〜６４歳）記録用紙 33,840 個人 自計 年 5.0 169,200
新体力テスト（６５歳〜７９歳）記録用紙 5,640 個人 自計 年 5.0 28,200

11,935 55,020 平成28年11月28日

学校教育費調査票 6,302 学校及び地方公共団体 自計 年 5.0 31,510
社会教育費・教育行政費調査票 1,862 地方公共団体 自計 年 5.0 9,310
教育に係る収入調査票 1,862 地方公共団体 自計 年 5.0 9,310
知事部局における生涯学習関連費調査票 47 地方公共団体 自計 年 5.0 235
教育行政調査票 1,862 地方公共団体 自計 2年 2.5 4,655

3,500 企業 自計 年 5.0 17,500 平成25年9月25日

4,600 企業 自計 年 5.0 23,000 平成28年6月22日

11,100 39,833 平成25年8月19日

甲 6,400 法人、個人、大学及び公的研究機関 自計 年 5.0 32,000
乙 4,700 法人、個人、大学及び公的研究機関 自計 3年 1.7 7,833

95,820 239,550 平成28年4月27日

保護者調査票（第１回提出分） 29,060 個人 自計 2年 2.5 72,650
保護者調査票（第２回提出分） 29,060 個人 自計 2年 2.5 72,650

教
育
・
文
化
・
科
学
技
術

児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査<文部科学省>
学校における教育の情報化の実態等に関する調査<文部科学省>

宗教統計調査<文部科学省>

体力・運動能力調査<文部科学省>

地方教育費調査<文部科学省>

⺠間企業の研究活動に関する調査<文部科学省>
模倣被害実態調査<経済産業省>
知的財産活動調査<特許庁>

⼦供の学習費調査<文部科学省>

●科学技術研究調査<総務省>

●学校基本調査<文部科学省>

学術情報基盤実態調査<文部科学省>

学校給食栄養報告<文部科学省>

学校給食実施状況等調査<文部科学省>

⻭科疾患実態調査<厚生労働省>
原⼦爆弾被爆者実態調査<厚生労働省>

乳幼児栄養調査<厚生労働省>

乳幼児身体発育調査<厚生労働省>

年金制度基礎調査<厚生労働省>
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客体数 単位 記入 周期 回数 延べ客体数 参照承認年月日統計調査名＜実施機関＞・調査票名
保護者調査票（第３回提出分） 29,060 個人 自計 2年 2.5 72,650
学校調査票 1,440 学校 自計 2年 2.5 3,600
附帯調査票（高等学校のみ） 7,200 個人 自計 2年 2.5 18,000

1,182 学校 自計 2年 2.5 2,955 平成28年5月11日

107,832 179,720 平成28年2月26日

学校調査票 38,172 学校 自計 3年 1.7 63,620
教員個人調査票（幼稚園） 4,469 学校 自計 3年 1.7 7,448
教員個人調査票（幼保連携型認定こども園） 1,943 学校 自計 3年 1.7 3,238
教員個人調査票（小学校） 2,145 学校 自計 3年 1.7 3,575
教員個人調査票（中学校） 2,052 学校 自計 3年 1.7 3,420
教員個人調査票（義務教育学校） 300 学校 自計 3年 1.7 500
教員個人調査票（高等学校） 1,262 学校 自計 3年 1.7 2,103
教員個人調査票（中等教育学校） 52 学校 自計 3年 1.7 87
教員個人調査票（特別支援学校） 1,114 学校 自計 3年 1.7 1,857
教員個人調査・教員異動調査票（本務教員）（大学・高等専門学校） 1,182 学校 自計 3年 1.7 1,970
教員個人調査票（兼務教員）（大学・高等専門学校） 1,182 学校 自計 3年 1.7 1,970
教員個人調査票（専修学校・各種学校） 1,568 学校 自計 3年 1.7 2,613
教員異動調査票（高等学校以下） 52,391 学校 自計 3年 1.7 87,318

67,653 112,755 平成27年2月10日

社会教育行政調査票 1,805 教育委員会 自計 3年 1.7 3,008
公⺠館調査票 15,399 事業所 自計 3年 1.7 25,665
図書館調査票 3,274 事業所 自計 3年 1.7 5,457
博物館調査票 5,747 事業所 自計 3年 1.7 9,578
⻘少年教育施設調査票 1,048 事業所 自計 3年 1.7 1,747
女性教育施設調査票 375 事業所 自計 3年 1.7 625
体育施設調査票 37,730 事業所 自計 3年 1.7 62,883
劇場、音楽堂等調査票 1,866 事業所 自計 3年 1.7 3,110
生涯学習センター調査票 409 事業所 自計 3年 1.7 682

16,400 16,400 平成25年9月5日
教員用 8,600 個人 自計 5年 1.0 8,600
大学院博士課程の在籍者用 3,200 個人 自計 5年 1.0 3,200
医局員・その他の研究員用 4,600 個人 自計 5年 1.0 4,600

6,812 5,677 平成27年5月29日

学校体育・スポーツ施設調査票 1,788 地方公共団体 自計 6年 0.8 1,490
公立学校体育施設開放状況調査票（１） 1,788 地方公共団体 自計 6年 0.8 1,490
公立学校体育施設開放状況調査票（２） 47 地方公共団体 自計 6年 0.8 39
公立社会体育施設に付帯するスポーツ施設調査票 1,788 地方公共団体 自計 6年 0.8 1,490
大学・短期大学・高等専門学校体育施設調査票 1,190 学校 自計 6年 0.8 992
国立大学法人附属学校体育施設調査票 211 学校 自計 6年 0.8 176

50,417 3,025,000 平成20年11月26日

建築着工統計調査票 50,000 建築物 他計 月 60.0 3,000,000
補正調査票 417 建築物 他計 月 60.0 25,000

122,049 1,272,940 平成27年1月15日

建設工事施工統計調査票 110,000 企業 自計 年 5.0 550,000
建設工事受注動態統計調査票甲（共通） 12,000 企業 自計 月 60.0 720,000
建設工事受注動態統計調査票乙（大手指定建設業者） 49 企業 自計 月 60.0 2,940

312 18,720 平成24年9月7日
測量業の動態調査票 50 企業 自計 月 60.0 3,000
建設コンサルタントの動態調査票 50 企業 自計 月 60.0 3,000
地質調査業の動態調査票 50 企業 自計 月 60.0 3,000
建築設計業務の動態調査票 50 企業 自計 月 60.0 3,000
建設機械器具リース業の動態調査票 50 企業 自計 月 60.0 3,000
重仮設リース業の動態調査票 12 企業 自計 月 60.0 720
軽仮設リース業の動態調査票 50 企業 自計 月 60.0 3,000

3,000 事業所 自計 月 60.0 180,000 平成22年3月18日

1,800 事業所 自計 月 60.0 108,000 平成25年1月16日

5,000 50,000 平成27年11月18日

住宅調査票 3,000 企業 自計 半年 10.0 30,000
非住宅調査票 2,000 企業 自計 半年 10.0 20,000

55 企業 自計 年 5.0 275 平成23年3月9日
6,600 33,000 平成21年12月11日

⺠間住宅建築主アンケート調査票 2,140 個人 自計 年 5.0 10,700
中古住宅購入者アンケート調査票 1,350 個人 自計 年 5.0 6,750
賃貸住宅入居者アンケート調査票 1,350 個人 自計 年 5.0 6,750
リフォーム住宅アンケート調査票 1,350 個人 自計 年 5.0 6,750
分譲住宅購入者アンケート調査票 410 個人 自計 年 5.0 2,050

28,000 法人 自計 年 5.0 140,000 平成27年3月3日

大学・短期大学・高等専門学校におけるインターンシップ実施状況等調査<文部科学省>

●学校教員統計調査<文部科学省>

●社会教育調査<文部科学省>

大学等におけるフルタイム換算データに関する調査<文部科学省>

体育・スポーツ施設現況調査<文部科学省>

建
設
・
不
動
産

建設関連業等の動態調査<国土交通省>

建設労働需給調査<国土交通省>
主要建設資材需給・価格動向調査<国土交通省>
建築物リフォーム・リニューアル調査<国土交通省>

建設業活動実態調査<国土交通省>

●建築着工統計調査<国土交通省>

●建設工事統計調査<国土交通省>

住宅市場動向調査<国土交通省>

土地動態調査<国土交通省>
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客体数 単位 記入 周期 回数 延べ客体数 参照承認年月日統計調査名＜実施機関＞・調査票名
40,000 200,000 平成21年12月8日

買主用 20,000 個人・法人 自計 年 5.0 100,000
売主用 20,000 個人・法人 自計 年 5.0 100,000

6,600 10,313 平成24年7月13日

建築部門＜通常用＞ 1,500 事業所 自計 2年 2.5 3,750
土木・その他部門＜通常用＞ 1,800 事業所 自計 2年 2.5 4,500
建設部門＜需要時期別有＞ 1,500 事業所 自計 8年 0.6 938
土木・その他部門＜需要時期別有＞ 1,800 事業所 自計 8年 0.6 1,125

90 企業 自計 2年 2.5 225 平成29年3月30日

13,000 企業 自計 3年 1.7 21,667 平成26年9月12日

7,000,000 7,000,000 平成25年2月26日

調査票甲 3,000,000 世帯 自計 5年 1.0 3,000,000
調査票乙 500,000 世帯 自計 5年 1.0 500,000
建物調査票 3,500,000 世帯 他計 5年 1.0 3,500,000

490,000 490,000 平成25年2月27日

調査票Ａ 460,000 法人 自計 5年 1.0 460,000
調査票Ｂ 30,000 法人 自計 5年 1.0 30,000

10,000 個人、法人、行政機関 併用 5年 1.0 10,000 平成26年10月23日

92,000 世帯 自計 5年 1.0 92,000 平成25年7月30日

11,127 11,127 平成25年9月2日
管理組合調査票 3,643 組合 自計 5年 1.0 3,643
区分所有者調査票 7,484 個人 自計 5年 1.0 7,484

694 12,325 平成26年7月15日

甲種港湾調査票 161 港湾 自計 月 60.0 9,660
乙種港湾調査票 533 港湾 自計 年 5.0 2,665

18,550 1,113,000 平成26年12月15日

第１号様式 2,000 事業所 自計 月 60.0 120,000
第１号様式の２ 2,000 自動車 自計 月 60.0 120,000
第２号様式 9,700 自動車 自計 月 60.0 582,000
第３号様式 250 自動車 自計 月 60.0 15,000
第３号様式の２ 800 事業所 自計 月 60.0 48,000
第３号様式の３ 3,200 事業所 自計 月 60.0 192,000
第３号様式の４ 100 事業所 自計 月 60.0 6,000
第４号様式 500 自動車 自計 月 60.0 30,000

330 11,550 平成27年5月18日

内航船舶輸送実績調査票 180 事業所 自計 月 60.0 10,800
自家用船舶輸送実績調査票 150 個人 自計 年 5.0 750

116 6,960 平成23年3月8日
航空機稼働時間等調査票 82 事業者 自計 月 60.0 4,920
国内定期航空運送事業輸送実績調査票 23 事業者 自計 月 60.0 1,380
国際航空運送事業輸送実績調査票 11 事業者 自計 月 60.0 660

1,048 28,560 平成23年5月12日

鉄・軌道旅客輸送実態調査票（１号様式） 187 企業 自計 月 60.0 11,220
鉄道貨物輸送実態調査票（２号様式） 30 企業 自計 月 60.0 1,800
鉄・軌道走行キロ調査票（３号様式） 207 企業 自計 月 60.0 12,420
索道旅客輸送実態調査票（４号様式） 624 企業 自計 年 5.0 3,120

164 3,280 平成27年3月6日
電気通信事業用 80 企業 自計 四半期 20.0 1,600
放送事業用 54 企業 自計 四半期 20.0 1,080
有線テレビジョン放送事業用 30 企業 自計 四半期 20.0 600

4,600 23,000 平成20年10月8日

第１号様式 1,200 個人 自計 年 5.0 6,000
第２号様式 1,500 個人 自計 年 5.0 7,500
第３号様式 1,900 個人 自計 年 5.0 9,500

45,732 228,660 平成28年9月16日

世帯用 40,592 世帯 自計 年 5.0 202,960
企業用 5,140 企業 自計 年 5.0 25,700

9,067 企業及び団体 自計 年 5.0 45,335 平成28年10月24日

34,000 170,000 平成27年7月23日

日本人旅客用 20,000 個人 併用 年 5.0 100,000
外国人旅客用 11,000 個人 自計 年 5.0 55,000
通過・乗換旅客用 3,000 個人 併用 年 5.0 15,000

300 企業 自計 年 5.0 1,500 平成21年9月4日
280 1,400 平成21年7月23日

乗合バス旅客県間流動調査票 240 事業所 自計 年 5.0 1,200
旅客船旅客県間流動調査票 40 事業所 自計 年 5.0 200

20,600 103,000 平成28年3月3日

運
輸
・
通
信

建設業構造実態調査<国土交通省>
●住宅・土地統計調査<総務省>

●法人土地・建物基本調査<国土交通省>

空家実態調査<国土交通省>
住生活総合調査<国土交通省>

土地保有移動調査<国土交通省>

建設資材・労働力需要実態調査<国土交通省>

建設機械動向調査<経済産業省・国土交通省>

鉄道輸送統計調査<国土交通省>

通信・放送産業動態調査<総務省>

●船員労働統計調査<国土交通省>

通信利用動向調査<総務省>

情報処理実態調査<経済産業省>

マンション総合調査<国土交通省>

●港湾調査<国土交通省>

●自動車輸送統計調査<国土交通省>

●内航船舶輸送統計調査<国土交通省>

航空輸送統計調査<国土交通省>

国際航空旅客動態調査<国土交通省>

船員異動状況調査<国土交通省>
旅客県間流動調査<国土交通省>

情報通信業基本調査<総務省・経済産業省>
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客体数 単位 記入 周期 回数 延べ客体数 参照承認年月日統計調査名＜実施機関＞・調査票名
調査票①（共通事項調査用） 9,000 企業 自計 年 5.0 45,000
調査票②（電気通信業、放送業用） 1,800 企業 自計 年 5.0 9,000
調査票③（テレビジョン・ラジオ番組制作業用） 900 企業 自計 年 5.0 4,500
調査票④（インターネット附随サービス業用） 1,500 企業 自計 年 5.0 7,500
調査票⑤（情報サービス業用） 5,800 企業 自計 年 5.0 29,000
調査票⑥（映像・音声・文字情報制作業用） 1,600 企業 自計 年 5.0 8,000

80 企業 自計 2年 2.5 200 平成28年9月20日

560,000 個人 自計 2年 2.5 1,400,000 平成27年9月18日

320 800 平成28年9月20日

輸出用 160 企業 自計 2年 2.5 400
輸入用 160 企業 自計 2年 2.5 400

434,000 434,000 平成27年10月9日

幹線鉄道旅客流動実態調査票 284,000 個人 自計 5年 1.0 284,000
幹線バス旅客流動実態調査票 113,000 個人 自計 5年 1.0 113,000
幹線フェリー・旅客船旅客流動実態調査票 37,000 個人 自計 5年 1.0 37,000

134,000 134,000 平成22年9月3日
３日間流動調査票 67,000 事業所 自計 5年 1.0 67,000
年間輸送傾向調査票（倉庫業以外） 63,000 事業所 自計 5年 1.0 63,000
年間輸送傾向調査票（倉庫業） 4,000 事業所 自計 5年 1.0 4,000

2,831,000 2,831,000 平成22年9月2日
世帯・自動車票 詳細調査票 160,000 個人 自計 5年 1.0 160,000
自家用乗用車（個人使用車）流動実態調査票 詳細調査票 160,000 個人 自計 5年 1.0 160,000
世帯・自動車票 簡易調査票 880,000 個人 自計 5年 1.0 880,000
自家用乗用車（個人使用車）流動実態調査票 簡易調査票 880,000 個人 自計 5年 1.0 880,000
自家用乗用車（法人使用車）流動実態調査票 詳細調査票 16,000 法人 自計 5年 1.0 16,000
自家用乗用車（法人使用車）流動実態調査票 簡易調査票 110,000 法人 自計 5年 1.0 110,000
自家用貨物車流動実態調査票 詳細調査票 95,000 個人、法人 自計 5年 1.0 95,000
自家用貨物車流動実態調査票 簡易調査票 300,000 個人、法人 自計 5年 1.0 300,000
営業用乗用車（ハイヤー・タクシー）流動実態調査票 15,000 法人 自計 5年 1.0 15,000
営業用貨物車流動実態調査票 210,000 法人 自計 5年 1.0 210,000
営業用乗用車（貸切バス）流動実態調査票 5,000 法人 自計 5年 1.0 5,000

780,000 780,000 平成27年8月21日

世帯票 390,000 個人 自計 5年 1.0 390,000
個人票 390,000 個人 自計 5年 1.0 390,000

5,200 5,200 平成25年7月8日
全国輸出コンテナ貨物流動調査票（システム申告） 1,300 事業所 自計 5年 1.0 1,300
全国輸出コンテナ貨物流動調査票（マニュアル申告） 1,300 事業所 自計 5年 1.0 1,300
全国輸入コンテナ貨物流動調査票（システム申告） 1,300 事業所 自計 5年 1.0 1,300
全国輸入コンテナ貨物流動調査票（マニュアル申告） 1,300 事業所 自計 5年 1.0 1,300

2,368,009 2,368,009 平成27年8月7日
鉄道利用者調査票 2,330,000 個人 自計 5年 1.0 2,330,000
バス利用者調査票（空港アクセスバス系統） 26,000 個人 自計 5年 1.0 26,000
バス利用者調査票（空港アクセスバス系統以外） 8,000 個人 自計 5年 1.0 8,000
定期券発売実績調査票 79 事業所 自計 5年 1.0 79
訪日外国人公共交通利用実態調査票（鉄道調査） 3,400 個人 自計 5年 1.0 3,400
訪日外国人公共交通利用実態調査票（空港アクセスバス調査） 530 個人 自計 5年 1.0 530

660 660 平成26年7月8日
バルク貨物流動調査 調査票（その２（内陸部流動）輸移出用） 330 事業所 自計 5年 1.0 330
バルク貨物流動調査 調査票（その２（内陸部流動）移入用） 330 事業所 自計 5年 1.0 330

8,044 8,044 平成24年10月9日
内貿ユニットロード貨物流動調査（コンテナ船・ＲＯＲＯ船貨物流動調査） 30 企業 自計 5年 1.0 30
内貿ユニットロード貨物流動調査（自動車航送船利用動向調査） 8,000 企業 自計 5年 1.0 8,000
外貿ユニットロード貨物流動調査（ＲＯＲＯ船・自動車航送船貨物流通調査） 14 企業 自計 5年 1.0 14

64,768 事業所 自計 10年 0.5 32,384 平成27年10月1日

35,855 事業所 自計 10年 0.5 17,928 平成28年9月30日

111,000 55,500 平成25年8月6日
事業所機能調査票（運輸業） 18,000 事業所 自計 10年 0.5 9,000
事業所機能調査票（荷主） 93,000 事業所 自計 10年 0.5 46,500

3,634,000 1,817,000
東京都市圏パーソントリップ調査 世帯票 315,000 世帯 自計 10年 0.5 157,500 平成20年8月8日
東京都市圏パーソントリップ調査 個人票 679,000 個人 自計 10年 0.5 339,500
中京都市圏パーソントリップ調査 世帯票 450,000 世帯 自計 10年 0.5 225,000 平成23年10月3日

中京都市圏パーソントリップ調査 個人票 1,100,000 個人 自計 10年 0.5 550,000
近畿圏パーソントリップ調査 世帯票 350,000 世帯 自計 10年 0.5 175,000 平成22年9月14日

近畿圏パーソントリップ調査 個人票 740,000 個人 自計 10年 0.5 370,000
5,500 5,500 平成28年8月1日

貸切バス事業者 4,500 事業者 自計 1回限り 1.0 4,500

航空旅客動態調査<国土交通省>
国際航空貨物動態調査<国土交通省>

幹線旅客流動実態調査<国土交通省>

全国貨物純流動調査<国土交通省>

全国道路・街路交通情勢調査 自動車起終点調査<国土交通省>

航空貨物動態調査<国土交通省>

近畿圏物資流動調査<国土交通省>
中京都市圏物資流動調査<国土交通省>
東京都市圏物資流動調査<国土交通省>

パーソントリップ調査<国土交通省>

貸切バスの安全確保を推進するためのアンケート調査<総務省>

全国都市交通特性調査<国土交通省>

全国輸出入コンテナ貨物流動調査<国土交通省>

大都市交通センサス<国土交通省>

バルク貨物流動調査<国土交通省>

ユニットロード貨物流動調査<国土交通省>
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客体数 単位 記入 周期 回数 延べ客体数 参照承認年月日統計調査名＜実施機関＞・調査票名
運転者 1,000 個人 自計 1回限り 1.0 1,000

969 25,470 平成28年8月8日
基礎調査票 594 事業所 自計 年 5.0 2,970
月別調査票（牛乳処理場・乳製品工場用） 360 事業所 自計 月 60.0 21,600
月別調査票（本社用） 15 事業所 自計 月 60.0 900

6,170 100,700 平成27年9月28日

基礎調査票 4,900 事業所 併用 年 5.0 24,500
製材月別調査票 1,200 事業所 自計 月 60.0 72,000
合単板月別調査票 70 事業所 自計 月 60.0 4,200

25,920 129,600 平成28年8月8日
現金出納帳 8,640 農業経営体 自計 年 5.0 43,200
作業日誌 8,640 農業経営体 自計 年 5.0 43,200
経営台帳（個別経営体用） 8,061 農業経営体 併用 年 5.0 40,305
経営台帳（組織法人経営体（営農類型別経営統計用） 456 農業経営体 併用 年 5.0 2,280
経営台帳（組織法人経営体（農産物生産費統計用）） 123 農業経営体 併用 年 5.0 615

2,589 農家 自計 月 60.0 155,340 平成27年12月9日

3,698 農家 併用 月 60.0 221,880 平成21年8月19日

5,460 27,300 平成27年9月28日

稼動量調査票 760 世帯、事業所 他計 年 5.0 3,800
海面漁業漁獲統計調査票（水揚機関用・漁業経営体用、一括調査用） 2,930 世帯、事業所、組合 併用 年 5.0 14,650
海面養殖業収獲統計調査票（水揚機関用・漁業経営体用、一括調査用） 1,770 世帯、事業所、組合 併用 年 5.0 8,850

191,100 1,055,500 平成28年12月2日

耕地面積調査 40,000 圃場 他計 年 5.0 200,000
作付面積調査（水稲） 40,000 圃場 他計 年 5.0 200,000
作付面積調査（水稲以外の作物） 5,500 事業所又は企業、世帯 自計 年 5.0 27,500
作柄概況調査 10,000 圃場 他計 年3回 15.0 150,000
予想収穫量調査 10,000 圃場 他計 年 5.0 50,000
収穫量調査（水稲） 10,000 圃場 他計 年 5.0 50,000
収穫量調査（水稲以外の作物） 75,600 事業所又は企業、世帯 自計 年 5.0 378,000
被害応急調査 0 *5 圃場 他計 随時 0.0 *5 0
共済減収調査 0 *5 圃場 他計 年 5.0 0

1,065 4,505 平成22年11月16日

花木等生産状況調査 調査票 855 事業所 自計 年 5.0 4,275
卸売業者及び仲卸業者の取引実態調査 調査票 30 企業 自計 おおむね3年 1.7 50
梱包資材利用状況調査 調査票 180 事業所 自計 1回限り 1.0 180

1,849 22,055 平成27年8月19日

個人経営体調査 日記帳（労働）（様式Ａ及び様式Ｂ） 427 漁業経営体 自計 四半期 20.0 8,540
個人経営体調査 日記帳（収支） 427 漁業経営体 自計 四半期 20.0 8,540
個人経営体調査 経営体台帳 427 漁業経営体 併用 年 5.0 2,135
個人経営体調査票 427 漁業経営体 自計 年 5.0 2,135
会社経営体調査票 141 漁業経営体 自計 年 5.0 705

6,562 26,248 平成26年7月24日

個人経営体用 6,000 経営体 自計 年 4.0 *6 24,000
団体経営体用 562 経営体 自計 年 4.0 *6 2,248

1,735 地方公共団体 自計 年 5.0 8,675 平成27年12月9日

49,430 247,150 平成27年8月24日

就業状態調査票 42,062 経営体 自計 年 5.0 210,310
新規雇用者調査票 5,627 経営体 自計 年 5.0 28,135
新規参入者調査票 1,741 農業委員会等 自計 年 5.0 8,705

3,916 19,580 平成23年11月22日

森林組合調査票 692 協同組合 自計 年 5.0 3,460
生産森林組合調査票 3,224 協同組合 自計 年 5.0 16,120

19,170 95,850 平成24年9月14日

乳用牛調査票 6,100 農林業経営体 自計 年 5.0 30,500
肉用牛調査票 6,700 農林業経営体 自計 年 5.0 33,500
豚調査票 3,200 農林業経営体 自計 年 5.0 16,000
採卵鶏調査票 1,900 農林業経営体 自計 年 5.0 9,500
ブロイラー調査票 1,270 農林業経営体 自計 年 5.0 6,350

1,353 6,765 平成29年1月11日

豆類作付面積調査調査票（団体用） 170 農協等関係団体 自計 年 5.0 850
こんにゃくいも作付面積調査・収穫量調査調査票（団体用） 10 農協等関係団体 自計 年 5.0 50
い作付面積調査・収穫量調査調査票（団体用） 3 農協等関係団体 自計 年 5.0 15
豆類収穫量調査調査票（団体用） 200 農協等関係団体 自計 年 5.0 1,000
豆類収穫量調査調査票（経営体用） 760 農林業経営体 自計 年 5.0 3,800
こんにゃくいも収穫量調査調査票（経営体用） 210 農林業経営体 自計 年 5.0 1,050

138 690 平成22年2月23日

土壌改良資材の生産量調査票 115 企業 自計 年 5.0 575

農
林
水
産

●海面漁業生産統計調査<農林水産省>

●作物統計調査<農林水産省>

花き産業振興総合調査<農林水産省>

漁業経営調査<農林水産省>

漁業就業動向調査<農林水産省>

●牛乳乳製品統計調査<農林水産省>

●木材統計調査<農林水産省>

●農業経営統計調査<農林水産省>

生産者の⽶穀在庫等調査<農林水産省>
農業物価統計調査<農林水産省>

土壌改良資材の生産量及び輸入量調査<農林水産省>

集落営農実態調査<農林水産省>
新規就農者調査<農林水産省>

森林組合一⻫調査<農林水産省>

畜産統計調査<農林水産省>

特定作物統計調査<農林水産省>
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客体数 単位 記入 周期 回数 延べ客体数 参照承認年月日統計調査名＜実施機関＞・調査票名
土壌改良資材の輸入量調査票 23 企業 自計 年 5.0 115

4,030 20,150 平成21年8月18日

内水面漁業漁獲統計調査票 1,900 事業所及び世帯 併用 年 5.0 9,500
内水面養殖業収獲統計調査票 2,000 事業所 併用 年 5.0 10,000
湖沼漁業生産統計調査票 130 事業所 併用 年 5.0 650

1,644 6,230 平成24年4月13日

農業協同組合一⻫調査票（総合農協） 745 農業協同組合 自計 年 5.0 3,725
農業協同組合連合会（都道府県区域）一⻫調査票 103 農業協同組合 自計 年 5.0 515
農業協同組合一⻫調査票（専門農協） 796 農業協同組合 自計 2年 2.5 1,990

46,300 185,200 平成27年8月24日

家族経営体 35,000 経営体 自計 年 4.0 *7 140,000
組織経営体 11,300 経営体 自計 年 4.0 *7 45,200

1,739 地方公共団体 自計 年 5.0 8,695 平成22年6月25日

12,222 61,110 平成28年6月8日
農業・農村の６次産業化総合調査 ６次産業化業態別調査票（農産加工・農産物直売所・観光農園用） 8,177 農業者等 自計 年 5.0 40,885
農業・農村の６次産業化総合調査 ６次産業化業態別調査票（農家⺠宿用） 478 農業者 自計 年 5.0 2,390
農業・農村の６次産業化総合調査 ６次産業化業態別調査票（農家レストラン用） 836 農業者等 自計 年 5.0 4,180
漁業・漁村の６次産業化調査 漁業経営体等における６次産業化業態別調査票（水産加工用） 569 漁業者等 自計 年 5.0 2,845
漁業・漁村の６次産業化調査 漁業経営体等における６次産業化業態別調査票（水産物直売所用） 392 漁業者等 自計 年 5.0 1,960
漁業・漁村の６次産業化調査 漁業経営体等における６次産業化業態別調査票（漁家⺠宿用） 1,190 漁業者 自計 年 5.0 5,950
漁業・漁村の６次産業化調査 漁業経営体等における６次産業化業態別調査票（漁家レストラン用） 580 漁業者等 自計 年 5.0 2,900

8,298 林家、事業所 自計 年 5.0 41,490 平成22年12月24日

3,016 7,540 平成25年10月10日

農業協同組合・市町村用 2,969 協同組合、市町村 自計 2年 2.5 7,423
都道府県用 47 都道府県 自計 2年 2.5 118

1,159 協同組合 自計 2年 2.5 2,898 平成21年6月19日

1,871,900 1,871,900 平成27年9月28日

農林業経営体調査票 1,730,000 農林業経営体 自計 5年 1.0 1,730,000
農山村地域調査票（市区町村用） 1,900 地方公共団体 自計 5年 1.0 1,900
農山村地域調査票（農業集落用） 140,000 農業集落 併用 5年 1.0 140,000

138,100 138,100 平成27年9月28日

漁業経営体調査票（個人経営体用・団体経営体用） 115,000 漁業経営体 併用 5年 1.0 115,000
漁業管理組織調査票 1,700 漁業管理組織 併用 5年 1.0 1,700
海面漁業地域調査票 1,000 漁業協同組合 併用 5年 1.0 1,000
内水面漁業経営体調査票（個人経営体用・団体経営体用） 6,500 漁業経営体 併用 5年 1.0 6,500
内水面漁業地域調査票 1,000 内水面組合 併用 5年 1.0 1,000
流通加工調査 魚市場調査票 900 魚市場 自計 5年 1.0 900
流通加工調査 冷凍・冷蔵、水産加工場調査票 12,000 事業所 自計 5年 1.0 12,000

3,057 事業所 自計 5年 1.0 3,057 平成28年6月8日
728,000 1,326,667 平成28年12月8日

世帯票（大規模調査） 277,000 世帯 自計 3年 1.7 461,667
健康票（大規模調査） 277,000 世帯 自計 3年 1.7 461,667
介護票（大規模調査） 6,000 世帯員 自計 3年 1.7 10,000
所得票（大規模調査） 50,000 世帯 自計 3年 1.7 83,333
貯蓄票（大規模調査） 50,000 世帯 自計 3年 1.7 83,333
世帯票（簡易調査） 55,000 世帯 自計 年 3.3 183,333
所得票（簡易調査） 13,000 世帯 自計 年 3.3 43,333

88,000 88,000 平成28年9月9日
調査票Ａ 83,000 世帯 自計 5年 1.0 83,000
調査票Ｂ 5,000 世帯 自計 5年 1.0 5,000

10,000 50,000 平成28年9月30日

⻘少年調査票 5,000 個人 併用 年 5.0 25,000
保護者調査票 5,000 個人 自計 年 5.0 25,000

1,237 6,185 平成28年11月14日

組合表 1,100 協同組合 自計 年 5.0 5,500
連合会表 90 連合会 自計 年 5.0 450
都道府県表 47 地方公共団体 自計 年 5.0 235

28,800 個人 自計 年 5.0 144,000 平成22年6月18日

29,000 個人 自計 年 5.0 145,000 平成28年10月20日

21,000 105,000 平成28年2月23日

女性票 11,000 個人 自計 年 5.0 55,000
男性票 10,000 個人 自計 年 5.0 50,000

1,742 地方公共団体 自計 5年 1.0 1,742 平成25年8月21日

6,000 個人 自計 不定期 1.0 6,000 平成27年5月21日

33,910 33,910 平成28年4月15日

一般世帯用調査票 32,800 世帯 自計 1回限り 1.0 32,800
社会保障生計調査世帯票 1,110 世帯 自計 1回限り 1.0 1,110

生
活
・
環
境
・
エ
ネ
ル
ギ

ー

内水面漁業生産統計調査<農林水産省>

農業協同組合及び同連合会一⻫調査<農林水産省>

農業構造動態調査<農林水産省>

農道整備状況調査<農林水産省>

●漁業センサス<農林水産省>

水産加工業経営実態調査<農林水産省>
●国⺠生活基礎調査<厚生労働省>

●社会生活基本調査<総務省>

⻘少年のインターネット利用環境実態調査<内閣府>

６次産業化総合調査<農林水産省>

特用林産物生産統計調査<林野庁>
地域特産野菜生産状況調査<農林水産省>

都道府県知事認可漁業協同組合の職員に関する一⻫調査<農林水産省>
●農林業センサス<農林水産省>

家庭の生活実態及び生活意識に関する調査<厚生労働省>

消費生活協同組合（連合会）実態調査<厚生労働省>

中高年者縦断調査<厚生労働省>
21世紀出生児縦断調査（平成22年出生児）<厚生労働省>
21世紀成年者縦断調査（国⺠の生活に関する継続調査）<厚生労働省>

⼦どもを守る地域ネットワーク等調査<厚生労働省>
中国残留邦人等実態調査<厚生労働省>
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客体数 単位 記入 周期 回数 延べ客体数 参照承認年月日統計調査名＜実施機関＞・調査票名
9,000 個人 自計 3年 1.7 15,000 平成28年7月5日
5,000 人 自計 3年 1.7 8,333 平成26年6月19日

4,200 企業 自計 2年 2.5 10,500 平成28年10月6日

180,000 900,000 平成22年3月25日

健康調査票（３歳児用） 90,000 個人 自計 年 5.0 450,000
健康調査票（６歳児用） 90,000 個人 自計 年 5.0 450,000

188 752 平成22年7月8日
調査状況票 47 地方公共団体 自計 年 5.0 235
産業廃棄物業種別・種類別排出量調査票 47 地方公共団体 自計 年 5.0 235
産業廃棄物排出・処理状況調査票 47 地方公共団体 自計 年 5.0 235
その他補足調査票 47 地方公共団体 自計 1回限り 1.0 47

1,741 地方公共団体 自計 年 5.0 8,705 平成28年2月4日
36,361 事業所 自計 2年 2.5 90,903 平成23年3月31日

75,000 工場・事業場 自計 3年 1.7 125,000 平成27年8月25日

300 事業者 自計 1回限り 1.0 300 平成28年5月10日

1,500 事業所 自計 年 5.0 7,500 平成28年2月25日

39,000 195,000 平成28年11月4日

エネルギー使用量調査票 13,000 世帯 自計 年 5.0 65,000
夏季調査票（８月末時点） 13,000 世帯 自計 年 5.0 65,000
冬季調査票（２月末時点） 13,000 世帯 自計 年 5.0 65,000

14,792 73,960 平成27年1月15日

一般資産水害統計調査調査票 13,900 世帯又は事業所 他計 年 5.0 69,500
公共土木施設（地方単独事業）水害統計調査調査票 42 都道府県及び市区町村 自計 年 5.0 210
公益事業等水害統計調査調査票 850 事業所 自計 年 5.0 4,250

181,690 908,450 平成28年2月4日
第１号調査票（ａ） 40,000 事業所 自計 年 5.0 200,000
第１号調査票（ｂ） 95,000 事業所 自計 年 5.0 475,000
第２号調査票 18,000 事業所 自計 年 5.0 90,000
第３号調査票 15,000 事業所 自計 年 5.0 75,000
第４号調査票 1,600 事業所 自計 年 5.0 8,000
第５号調査票 2,000 事業所 自計 年 5.0 10,000
第６号調査票 9,900 事業所 自計 年 5.0 49,500
第７号調査票 190 事業所 自計 年 5.0 950

1,800 100,000 平成28年12月2日

調査票（月次）（様式１−１） 200 事業所 自計 月 60.0 12,000
調査票（四半期）（様式１−２） 200 事業所 自計 四半期 20.0 4,000
調査票（月次）（様式２） 1,400 事業所 自計 月 60.0 84,000

1,500 事業所 自計 月 60.0 90,000 平成27年3月27日

230 企業 自計 2年 2.5 575 平成22年3月25日

15 企業 自計 月 60.0 900 平成28年11月10日

30 企業 自計 月 60.0 1,800 平成22年3月25日

9,600 576,000 平成28年1月13日

営業用貨物自動車調査票（第１号様式） 2,000 個人 自計 月 60.0 120,000
営業用旅客自動車調査票（第２号様式） 850 個人 自計 月 60.0 51,000
自家用小型自動車調査票（第３号様式） 5,400 個人 自計 月 60.0 324,000
自家用普通自動車調査票（第４号様式） 1,350 個人 自計 月 60.0 81,000

市⺠の社会貢献に関する実態調査<内閣府>
男女間における暴力に関する調査<内閣府>
環境にやさしい企業行動調査<環境省>

自動車燃料消費量調査<国土交通省>

●ガス事業生産動態統計調査<経済産業省>

●経済産業省特定業種⽯油等消費統計調査<経済産業省>
⽯油設備調査<資源エネルギー庁>

注 総務省『統計法令に基づく統計調査の承認及び届出の状況』をもとに整理した。直近の承認時を参照できない場合は、過去の承認履歴、各統計のホームページ、調査結果等を参
照した。周期：調査計画の見直しの必要等から１回限りで承認されたものについては、実質的な周期を整理。回数：周期をもとに５年当たりの実施回数に換算。周期が不定期のもの
は、平成25〜29年度の実施回数を整理。延べ客体数：客体数に回数を乗じて５年間の延べ客体数を算出。●：基幹統計。*1 経済センサス‐活動調査実施年を除く。*2 家計簿による
調査ができなかった世帯について、その理由などを調査するものであり、事前に算定されていないため、除外した。*3 20日/月×12月/年×5年として算出。*4 一般職用の客体数に
含めた。*5作物に重大な被害が発生したときに調査するものであり、 事前に算定されていないため、除外した。*6 漁業センサス実施年を除く。*7 農林業センサス実施年を除く。

スポットＬＮＧ価格調査<経済産業省>
⽯油輸入調査<資源エネルギー庁>

産業廃棄物等からの水銀回収等に関する調査<環境省>
木質バイオマスエネルギー利用動向調査<林野庁>
家庭部門のCO２排出実態統計調査<環境省>

水害統計調査<国土交通省>

エネルギー消費統計調査<経済産業省>

環境保健サーベイランス調査<環境省>

産業廃棄物排出・処理状況調査<環境省>

食品廃棄物等の発生抑制及び再生利用の促進の取組に係る実態調査<環境省>

水質汚濁物質排出量総合調査<環境省>
大気汚染物質排出量総合調査<環境省>
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参考資料3 政府統計の利活用に関するアンケート調査票

ご所属機関・部署名

役職名・お名前

連絡先：電話

連絡先：電子メール

問１

専門分野（いくつでも）

1 景気・マクロ経済（企業・経営、家計・物価、工業・商業・サービスを含む） 2 人口・労働・賃金

3 医療・福祉 4 教育・文化・科学技術 5 建設・不動産

6 運輸・通信 7 農林水産 8 生活・環境・エネルギー

最も重要だと考えている専門分野（１つ）

1 景気・マクロ経済（企業・経営、家計・物価、工業・商業・サービスを含む） 2 人口・労働・賃金

3 医療・福祉 4 教育・文化・科学技術 5 建設・不動産

6 運輸・通信 7 農林水産 8 生活・環境・エネルギー

――

――

　具体的な設問は以下のとおりです。

１　利用している　２　存在は知っているが利用していない　３ 統計の存在を知らない

「1 景気・マクロ経済」を専門分野とする方は　Ｐ２へ 「2 人口・労働・賃金」を専門分野とする方は　Ｐ６へ

「3 医療・福祉」を専門分野とする方は　Ｐ８へ 「4 教育・文化・科学技術」を専門分野とする方は　Ｐ１１へ

「5 建設・不動産」を専門分野とする方は　Ｐ１２へ 「6 運輸・通信」を専門分野とする方は　Ｐ１３へ

「7 農林水産」を専門分野とする方は　Ｐ１５へ 「8 生活環境・エネルギー」を専門分野とする方は　Ｐ１７へ

問５　問４で２の場合、具体的に想定される「別の政府統計（業務統計）・民間統計」の名称をお書きください。

　問２～５の回答は、統計ごとにお願いいたします。Ｐ２からＰ１８までの一覧表に記入ください。

　　「１　景気・マクロ経済」に該当する統計には、「２ 人口・労働・賃金」～「８ 生活・環境・エネルギー」に属する統
計（労働・賃金、建設・不動産等）を重複して含めています。

　　本調査では、政府が統計調査を実施して作成する統計を対象としています。他の統計調査から加工・作成され
る「国民経済計算」「産業連関表」、行政記録情報から作成する業務統計（貿易統計、国際収支統計、一般職業紹
介状況など）、日本銀行が作成する統計（短観、企業物価指数、マネーストックなど）は含んでいません。

（総合満足度、調査の対象範囲（業種・企業規模等）、調査項目、統計の精度、調査周期（頻度）、
公表までの期間、データの提供方法）

１ 統計の品質（問２の各観点のいずれか）に問題があるから
２ 代替となる別の政府統計（業務統計）・民間統計を利用しているから
３ 当該分野の統計を利用するニーズがないから
４ その他

問２　認知・利用の有無についてあてはまる番号をご記入ください（統計ごとに１つ）。

問３　問２で１～２の場合、以下の観点ごとに満足度をご記入ください（「５満足」～「１不満」の５点満点）。

問４　問２で２の場合、利用しない主な理由についてあてはまる番号をご記入ください（統計ごとにいくつでも）。

Ⅱ　政府統計の利用状況についておうかがいします。

以下の１～８のうち、ご自身の専門分野と認識されているものをいくつでもお選びください。また、そのう
ち、最も重要だと考えている分野を１つお選びください。

　統計法に基づいて政府が実施している統計調査（基幹統計調査、一般統計調査）２６７について、問２～５まで、４つ
の質問をさせていただきます。回答のご負担を軽減するため、２６７の統計調査を、問１でお伺いした８つの専門分野
別に区分しています。

問１で選択した「あなたの専門分野と認識している分野」（１つないし複数）に該当する統計についてのみ、
ご回答をお願いいたします。

政府統計の利活用に関するアンケート調査票

Ⅰ　あなたのご専門分野と、お仕事における政府統計の利用方法について、おうかがいします。
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２
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２
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３
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２
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２
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５
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２
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れ
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２
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２
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４
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２
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２
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点
）

鉄
鋼

生
産

内
訳

月
報

(月
次

)
3

１
２

３
１

２
３

４

非
鉄

金
属

海
外

鉱
等

受
入

調
査

(月
次

)
0

１
２

３
１

２
３

４

非
鉄

金
属

等
需

給
動

態
統

計
調

査
(月

次
)

6
1

１
２

３
１

２
３

４

砕
石

等
動

態
統

計
調

査
(四

半
期

)
1

１
２

３
１

２
３

４

生
コ

ン
ク

リ
ー

ト
流

通
統

計
調

査
(四

半
期

)
6

１
２

３
１

２
３

４

環
境

経
済

観
測

調
査

(半
年

ご
と

)
4
6

１
２

３
１

２
３

４

食
品

産
業

企
業

設
備

投
資

動
向

調
査

(年
次

)
0

１
２

３
１

２
３

４

食
品

製
造

業
に

お
け

る
H

A
C

C
P

手
法

の
導

入
状

況
実

態
調

査
(年

次
)

2
１

２
３

１
２

３
４

北
海

道
法

人
企

業
投

資
状

況
調

査
(年

次
)

0
１

２
３

１
２

３
４

民
間

住
宅

ロ
ー

ン
の

実
態

に
関

す
る

調
査

(年
次

)
2
7

１
２

３
１

２
３

４

容
器

包
装

利
用

・
製

造
等

実
態

調
査

(年
次

)
0

１
２

３
１

２
３

４

特
定

非
営

利
活

動
法

人
及

び
市

民
の

社
会

貢
献

に
関

す
る

実
態

調
査

(３
年

ご
と

)
1

１
２

３
１

２
３

４

た
ば

こ
小

売
販

売
業

経
営

実
態

調
査

(５
年

ご
と

)
0

１
２

３
１

２
３

４

組
織

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

に
関

す
る

調
査

（
J
P

-
M

O
P

S
）
(１

回
限

り
)

0
１

２
３

１
２

３
４
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Ⅱ
－

（
２

）
人

口
・
労

働
・
賃

金

利 用 し て い る

存 在 は 知 っ て い る が

利 用 し て い な い

統 計 の 存 在 を 知 ら な

い
総 合 満 足 度

調 査 の 対 象 範 囲 （ 業

種 ・ 企 業 規 模 等 ）

調 査 項 目

統 計 の 精 度

調 査 周 期 （ 頻 度 ）

公 表 ま で の 期 間

デ ー タ の 提 供 方 法

労
働

力
調

査
(月

次
)

3
,7

7
5

１
２

３
１

２
３

４

人
口

動
態

調
査

(月
次

)
1
,5

3
0

１
２

３
１

２
３

４

毎
月

勤
労

統
計

調
査

(月
次

、
年

次
)

4
,9

0
2

１
２

３
１

２
３

４

国
民

生
活

基
礎

調
査

(年
次

、
３

年
ご

と
)

2
,1

4
7

１
２

３
１

２
３

４

労
働

争
議

統
計

調
査

(月
次

)
1
1

１
２

３
１

２
３

４

労
働

経
済

動
向

調
査

(四
半

期
)

1
5
9

１
２

３
１

２
３

４

大
学

・
短

期
大

学
・
高

等
専

門
学

校
及

び
専

修
学

校
卒

業
予

定
者

の
就

職
内

定
状

況
等

調
査

(年
４

回
)

0
１

２
３

１
２

３
４

高
等

学
校

卒
業

（
予

定
）
者

の
就

職
（
内

定
）
状

況
に

関
す

る
調

査
(年

３
回

)
0

１
２

３
１

２
３

４

雇
用

動
向

調
査

(半
年

ご
と

)
3
5
0

１
２

３
１

２
３

４

労
働

災
害

動
向

調
査

(半
年

ご
と

、
年

次
)

5
3

１
２

３
１

２
３

４

民
間

給
与

実
態

統
計

調
査

(年
次

)
2
6
5

１
２

３
１

２
３

４

賃
金

構
造

基
本

統
計

調
査

(年
次

)
1
,0

7
0

１
２

３
１

２
３

４

職
種

別
民

間
給

与
実

態
調

査
(年

次
)

4
7

１
２

３
１

２
３

４

民
間

企
業

に
お

け
る

役
員

報
酬

（
給

与
）
調

査
(年

次
)

1
１

２
３

１
２

３
４

民
間

企
業

の
勤

務
条

件
制

度
等

調
査

(年
次

)
2

１
２

３
１

２
３

４

雇
用

均
等

基
本

調
査

(年
次

)
3
7
3

１
２

３
１

２
３

４

最
低

賃
金

に
関

す
る

実
態

調
査

(年
次

)
4

１
２

３
１

２
３

４

社
会

保
障

・
人

口
問

題
基

本
調

査
(年

次
)

5
1
8

１
２

３
１

２
３

４

就
労

条
件

総
合

調
査

(年
次

)
2
6
1

１
２

３
１

２
３

４

政
府
統
計
名
（
実
施
周
期
）

新
聞

、
雑

誌
等

掲
載

記
事

件
数

(
平

成
2
4
～

2
9

年
)

問
２

　
認

知
・

利
用

の
有

無
に

あ
て

は
ま

る
番

号
を

ご
記

入
く

だ
さ

い
（

１
つ

）

問
３

 
 
問

２
で

１
、

２
の

場
合

、
以

下
の

観
点

ご
と

に
満

足
度

を
ご

記
入

く
だ

さ
い

問
４

　
問

２
で

２
の

場
合

、
利

用
し

な
い

理
由

に
あ

て
は

ま
る

番
号

を
ご

記
入

く
だ

さ
い

（
い

く
つ

で
も

）

問
５

　
問

４
で

２
の

場
合

、
具

体
的

に
想

定
さ

れ
る

「
別

の
政

府
統

計
（

業
務

統
計

）
・

民
間

統
計

」
の

名
称

を
お

書
き

く
だ

さ
い

（
５

点
満

点
）

 ５
満

足
 ４

や
や

満
足

 ３
ど

ち
ら

で
も

な
い

 ２
や

や
不

満
　

１
不

満

（
問

２
が

２
の

場
合

は
分

か
る

範
囲

で
結

構
で

す
）

統 計 の 品 質 （ 問 2 の 各

観 点 の い ず れ か ） に 問

題 が あ る か ら

代 替 と な る 別 の 政 府 統 計

（ 業 務 統 計 ） ・ 民 間 統 計

を 利 用 し て い る か ら

当 該 分 野 の 統 計 を 利 用

す る ニ ー ズ が な い か ら

そ の 他
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Ⅱ
－

（
２

）
人

口
・
労

働
・
賃

金

利 用 し て い る

存 在 は 知 っ て い る が

利 用 し て い な い

統 計 の 存 在 を 知 ら な

い
総 合 満 足 度

調 査 の 対 象 範 囲 （ 業

種 ・ 企 業 規 模 等 ）

調 査 項 目

統 計 の 精 度

調 査 周 期 （ 頻 度 ）

公 表 ま で の 期 間

デ ー タ の 提 供 方 法

政
府
統
計
名
（
実
施
周
期
）

新
聞

、
雑

誌
等

掲
載

記
事

件
数

(
平

成
2
4
～

2
9

年
)

問
２

　
認

知
・

利
用

の
有

無
に

あ
て

は
ま

る
番

号
を

ご
記

入
く

だ
さ

い
（

１
つ

）

問
３

 
 
問

２
で

１
、

２
の

場
合

、
以

下
の

観
点

ご
と

に
満

足
度

を
ご

記
入

く
だ

さ
い

問
４

　
問

２
で

２
の

場
合

、
利

用
し

な
い

理
由

に
あ

て
は

ま
る

番
号

を
ご

記
入

く
だ

さ
い

（
い

く
つ

で
も

）

問
５

　
問

４
で

２
の

場
合

、
具

体
的

に
想

定
さ

れ
る

「
別

の
政

府
統

計
（

業
務

統
計

）
・

民
間

統
計

」
の

名
称

を
お

書
き

く
だ

さ
い

（
５

点
満

点
）

 ５
満

足
 ４

や
や

満
足

 ３
ど

ち
ら

で
も

な
い

 ２
や

や
不

満
　

１
不

満

（
問

２
が

２
の

場
合

は
分

か
る

範
囲

で
結

構
で

す
）

統 計 の 品 質 （ 問 2 の 各

観 点 の い ず れ か ） に 問

題 が あ る か ら

代 替 と な る 別 の 政 府 統 計

（ 業 務 統 計 ） ・ 民 間 統 計

を 利 用 し て い る か ら

当 該 分 野 の 統 計 を 利 用

す る ニ ー ズ が な い か ら

そ の 他

賃
金

引
上

げ
等

の
実

態
に

関
す

る
調

査
(年

次
)

3
3

１
２

３
１

２
３

４

能
力

開
発

基
本

調
査

(年
次

)
3
9

１
２

３
１

２
３

４

労
使

関
係

総
合

調
査

(年
次

、
２

年
ご

と
、

３
年

ご
と

)
1

１
２

３
１

２
３

４

労
働

安
全

衛
生

調
査

(年
次

)
2
2
8

１
２

３
１

２
３

４

ポ
ス

ト
ド

ク
タ

ー
等

の
雇

用
・
進

路
に

関
す

る
調

査
(３

年
ご

と
)

2
１

２
３

１
２

３
４

家
内

労
働

等
実

態
調

査
(３

年
ご

と
)

0
１

２
３

１
２

３
４

労
務

費
率

調
査

(３
年

ご
と

)
0

１
２

３
１

２
３

４

国
勢

調
査

(５
年

ご
と

)
3
0
,4

6
5

１
２

３
１

２
３

４

地
方

公
務

員
給

与
実

態
調

査
(５

年
ご

と
)

8
2

１
２

３
１

２
３

４

就
業

構
造

基
本

調
査

(５
年

ご
と

)
9
9
0

１
２

３
１

２
３

４

港
湾

運
送

事
業

雇
用

実
態

調
査

(５
年

ご
と

)
0

１
２

３
１

２
３

４

障
害

者
雇

用
実

態
調

査
(５

年
ご

と
)

3
5

１
２

３
１

２
３

４

退
職

公
務

員
生

活
状

況
調

査
(不

定
期

)
0

１
２

３
１

２
３

４

雇
用

の
構

造
に

関
す

る
実

態
調

査
(不

定
期

)
1
8
2

１
２

３
１

２
３

４
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Ⅱ
－

（
３

）
医

療
・
福

祉

利 用 し て い る

存 在 は 知 っ て い る が

利 用 し て い な い

統 計 の 存 在 を 知 ら な

い
総 合 満 足 度

調 査 の 対 象 範 囲 （ 業

種 ・ 企 業 規 模 等 ）

調 査 項 目

統 計 の 精 度

調 査 周 期 （ 頻 度 ）

公 表 ま で の 期 間

デ ー タ の 提 供 方 法

医
療

施
設

調
査

(月
次

、
３

年
ご

と
)

2
0
1

１
２

３
１

２
３

４

国
民

生
活

基
礎

調
査

(年
次

、
３

年
ご

と
)

2
,1

4
7

１
２

３
１

２
３

４

「
医

療
費

の
動

向
」
調

査
(月

次
)

2
4
2

１
２

３
１

２
３

４

院
内

感
染

対
策

サ
ー

ベ
イ

ラ
ン

ス
(月

次
、

半
年

ご
と

、
年

次
)

1
1
3

１
２

３
１

２
３

４

介
護

給
付

費
等

実
態

調
査

(月
次

)
1
7
3

１
２

３
１

２
３

４

公
務

員
及

び
私

学
教

職
員

に
関

す
る

厚
生

年
金

保
険

適
用

給
付

状
況

調
査

(月
次

、
年

次
)

0
１

２
３

１
２

３
４

被
保

護
者

調
査

(月
次

、
年

次
)

4
3

１
２

３
１

２
３

４

病
院

報
告

(月
次

、
年

次
)

1
6
9

１
２

３
１

２
３

４

福
祉

行
政

報
告

例
(月

次
、

年
次

)
5
3

１
２

３
１

２
３

４

医
療

給
付

実
態

調
査

(四
半

期
)

7
１

２
３

１
２

３
４

学
校

保
健

統
計

調
査

(年
次

)
7
2
5

１
２

３
１

２
３

４

国
家

公
務

員
共

済
組

合
年

金
受

給
者

実
態

調
査

(年
次

)
0

１
２

３
１

２
３

４

連
合

会
を

組
織

す
る

共
済

組
合

に
お

け
る

医
療

状
況

実
態

統
計

調
査

(年
次

)
0

１
２

３
１

２
３

４

医
薬

品
・
医

療
機

器
産

業
実

態
調

査
(年

次
)

4
１

２
３

１
２

３
４

医
薬

品
価

格
調

査
(年

次
、

２
年

ご
と

)
3
1

１
２

３
１

２
３

４

医
療

扶
助

実
態

調
査

(年
次

)
1
1

１
２

３
１

２
３

４

衛
生

行
政

報
告

例
(年

次
、

２
年

ご
と

)
1
3
8

１
２

３
１

２
３

４

介
護

サ
ー

ビ
ス

施
設

・
事

業
所

調
査

(年
次

)
8
3

１
２

３
１

２
３

４

介
護

事
業

実
態

調
査

(年
次

)
1
7
7

１
２

３
１

２
３

４

政
府
統
計
名
（
実
施
周
期
）

新
聞

、
雑

誌
等

掲
載

記
事

件
数

(
平

成
2
4
～

2
9

年
)

問
２

　
認

知
・

利
用

の
有

無
に

あ
て

は
ま

る
番

号
を

ご
記

入
く

だ
さ

い
（

１
つ

）

問
３

 
 
問

２
で

１
、

２
の

場
合

、
以

下
の

観
点

ご
と

に
満

足
度

を
ご

記
入

く
だ

さ
い

問
４

　
問

２
で

２
の

場
合

、
利

用
し

な
い

理
由

に
あ

て
は

ま
る

番
号

を
ご

記
入

く
だ

さ
い

（
い

く
つ

で
も

）

問
５

　
問

４
で

２
の

場
合

、
具

体
的

に
想

定
さ

れ
る

「
別

の
政

府
統

計
（

業
務

統
計

）
・

民
間

統
計

」
の

名
称

を
お

書
き

く
だ

さ
い

（
５

点
満

点
）

 ５
満

足
 ４

や
や

満
足

 ３
ど

ち
ら

で
も

な
い

 ２
や

や
不

満
　

１
不

満

（
問

２
が

２
の

場
合

は
分

か
る

範
囲

で
結

構
で

す
）

統 計 の 品 質 （ 問 2 の 各

観 点 の い ず れ か ） に 問

題 が あ る か ら

代 替 と な る 別 の 政 府 統 計

（ 業 務 統 計 ） ・ 民 間 統 計

を 利 用 し て い る か ら

当 該 分 野 の 統 計 を 利 用

す る ニ ー ズ が な い か ら

そ の 他
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Ⅱ
－

（
３

）
医

療
・
福

祉

利 用 し て い る

存 在 は 知 っ て い る が

利 用 し て い な い

統 計 の 存 在 を 知 ら な

い
総 合 満 足 度

調 査 の 対 象 範 囲 （ 業

種 ・ 企 業 規 模 等 ）

調 査 項 目

統 計 の 精 度

調 査 周 期 （ 頻 度 ）

公 表 ま で の 期 間

デ ー タ の 提 供 方 法

政
府
統
計
名
（
実
施
周
期
）

新
聞

、
雑

誌
等

掲
載

記
事

件
数

(
平

成
2
4
～

2
9

年
)

問
２

　
認

知
・

利
用

の
有

無
に

あ
て

は
ま

る
番

号
を

ご
記

入
く

だ
さ

い
（

１
つ

）

問
３

 
 
問

２
で

１
、

２
の

場
合

、
以

下
の

観
点

ご
と

に
満

足
度

を
ご

記
入

く
だ

さ
い

問
４

　
問

２
で

２
の

場
合

、
利

用
し

な
い

理
由

に
あ

て
は

ま
る

番
号

を
ご

記
入

く
だ

さ
い

（
い

く
つ

で
も

）

問
５

　
問

４
で

２
の

場
合

、
具

体
的

に
想

定
さ

れ
る

「
別

の
政

府
統

計
（

業
務

統
計

）
・

民
間

統
計

」
の

名
称

を
お

書
き

く
だ

さ
い

（
５

点
満

点
）

 ５
満

足
 ４

や
や

満
足

 ３
ど

ち
ら

で
も

な
い

 ２
や

や
不

満
　

１
不

満

（
問

２
が

２
の

場
合

は
分

か
る

範
囲

で
結

構
で

す
）

統 計 の 品 質 （ 問 2 の 各

観 点 の い ず れ か ） に 問

題 が あ る か ら

代 替 と な る 別 の 政 府 統 計

（ 業 務 統 計 ） ・ 民 間 統 計

を 利 用 し て い る か ら

当 該 分 野 の 統 計 を 利 用

す る ニ ー ズ が な い か ら

そ の 他

看
護

師
等

学
校

養
成

所
入

学
状

況
及

び
卒

業
生

就
業

状
況

調
査

(年
次

)
1

１
２

３
１

２
３

４

健
康

保
険

・
船

員
保

険
被

保
険

者
実

態
調

査
(年

次
)

0
１

２
３

１
２

３
４

国
民

健
康

・
栄

養
調

査
(年

次
)

1
,5

4
7

１
２

３
１

２
３

４

社
会

福
祉

施
設

等
調

査
(年

次
)

4
9

１
２

３
１

２
３

４

社
会

保
障

生
計

調
査

(年
次

)
6

１
２

３
１

２
３

４

食
肉

検
査

等
情

報
還

元
調

査
(年

次
)

0
１

２
３

１
２

３
４

地
域

児
童

福
祉

事
業

等
調

査
(年

次
)

7
１

２
３

１
２

３
４

地
域

保
健

・
健

康
増

進
事

業
報

告
(年

次
)

3
2

１
２

３
１

２
３

４

保
健

師
活

動
領

域
調

査
(年

次
、

３
年

ご
と

)
4

１
２

３
１

２
３

４

医
師

・
歯

科
医

師
・
薬

剤
師

調
査

(２
年

ご
と

)
1
0
0

１
２

３
１

２
３

４

医
療

経
済

実
態

調
査

(２
年

ご
と

)
4
3
4

１
２

３
１

２
３

４

歯
科

技
工

料
調

査
(２

年
ご

と
)

0
１

２
３

１
２

３
４

特
定

保
険

医
療

材
料

・
再

生
医

療
等

製
品

価
格

調
査

(２
年

ご
と

)
1
3

１
２

３
１

２
３

４

訪
問

看
護

療
養

費
実

態
調

査
(２

年
ご

と
)

0
１

２
３

１
２

３
４

保
険

医
療

材
料

等
使

用
状

況
調

査
(２

年
ご

と
)

0
１

２
３

１
２

３
４

患
者

調
査

(３
年

ご
と

)
8
0
6

１
２

３
１

２
３

４

公
的

年
金

加
入

状
況

等
調

査
(３

年
ご

と
)

7
１

２
３

１
２

３
４

国
民

年
金

被
保

険
者

実
態

調
査

(３
年

ご
と

)
3
9

１
２

３
１

２
３

４

受
療

行
動

調
査

(３
年

ご
と

)
5
0

１
２

３
１

２
３

４
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Ⅱ
－

（
３

）
医

療
・
福

祉

利 用 し て い る

存 在 は 知 っ て い る が

利 用 し て い な い

統 計 の 存 在 を 知 ら な

い
総 合 満 足 度

調 査 の 対 象 範 囲 （ 業

種 ・ 企 業 規 模 等 ）

調 査 項 目

統 計 の 精 度

調 査 周 期 （ 頻 度 ）

公 表 ま で の 期 間

デ ー タ の 提 供 方 法

政
府
統
計
名
（
実
施
周
期
）

新
聞

、
雑

誌
等

掲
載

記
事

件
数

(
平

成
2
4
～

2
9

年
)

問
２

　
認

知
・

利
用

の
有

無
に

あ
て

は
ま

る
番

号
を

ご
記

入
く

だ
さ

い
（

１
つ

）

問
３

 
 
問

２
で

１
、

２
の

場
合

、
以

下
の

観
点

ご
と

に
満

足
度

を
ご

記
入

く
だ

さ
い

問
４

　
問

２
で

２
の

場
合

、
利

用
し

な
い

理
由

に
あ

て
は

ま
る

番
号

を
ご

記
入

く
だ

さ
い

（
い

く
つ

で
も

）

問
５

　
問

４
で

２
の

場
合

、
具

体
的

に
想

定
さ

れ
る

「
別

の
政

府
統

計
（

業
務

統
計

）
・

民
間

統
計

」
の

名
称

を
お

書
き

く
だ

さ
い

（
５

点
満

点
）

 ５
満

足
 ４

や
や

満
足

 ３
ど

ち
ら

で
も

な
い

 ２
や

や
不

満
　

１
不

満

（
問

２
が

２
の

場
合

は
分

か
る

範
囲

で
結

構
で

す
）

統 計 の 品 質 （ 問 2 の 各

観 点 の い ず れ か ） に 問

題 が あ る か ら

代 替 と な る 別 の 政 府 統 計

（ 業 務 統 計 ） ・ 民 間 統 計

を 利 用 し て い る か ら

当 該 分 野 の 統 計 を 利 用

す る ニ ー ズ が な い か ら

そ の 他

障
害

福
祉

サ
ー

ビ
ス

等
経

営
実

態
調

査
(３

年
ご

と
)

7
１

２
３

１
２

３
４

障
害

福
祉

サ
ー

ビ
ス

等
従

事
者

処
遇

状
況

等
調

査
(３

年
ご

と
)

2
１

２
３

１
２

３
４

所
得

再
分

配
調

査
(３

年
ご

と
)

5
1

１
２

３
１

２
３

４

児
童

養
護

施
設

入
所

児
童

等
調

査
(５

年
ご

と
)

6
１

２
３

１
２

３
４

全
国

家
庭

児
童

調
査

(５
年

ご
と

)
1
2

１
２

３
１

２
３

４

全
国

ひ
と

り
親

世
帯

等
調

査
(５

年
ご

と
)

1
1
6

１
２

３
１

２
３

４

ホ
ー

ム
レ

ス
の

実
態

に
関

す
る

全
国

調
査

（
生

活
実

態
調

査
）
(５

年
ご

と
)

0
１

２
３

１
２

３
４

無
医

地
区

等
調

査
(５

年
ご

と
)

4
１

２
３

１
２

３
４

無
歯

科
医

地
区

等
調

査
(５

年
ご

と
)

1
１

２
３

１
２

３
４

歯
科

疾
患

実
態

調
査

(６
年

ご
と

)
1
4
9

１
２

３
１

２
３

４

原
子

爆
弾

被
爆

者
実

態
調

査
(1

0
年

ご
と

)
6

１
２

３
１

２
３

４

乳
幼

児
栄

養
調

査
(1

0
年

ご
と

)
9
2

１
２

３
１

２
３

４

乳
幼

児
身

体
発

育
調

査
(1

0
年

ご
と

)
2
2

１
２

３
１

２
３

４

年
金

制
度

基
礎

調
査

(不
定

期
)

1
6

１
２

３
１

２
３

４

参考3-10



Ⅱ
－

（
４

）
教

育
・
文

化
・
科

学
技

術

利 用 し て い る

存 在 は 知 っ て い る が

利 用 し て い な い

統 計 の 存 在 を 知 ら な

い
総 合 満 足 度

調 査 の 対 象 範 囲 （ 業

種 ・ 企 業 規 模 等 ）

調 査 項 目

統 計 の 精 度

調 査 周 期 （ 頻 度 ）

公 表 ま で の 期 間

デ ー タ の 提 供 方 法

科
学

技
術

研
究

調
査

(年
次

)
9
0

１
２

３
１

２
３

４

学
校

基
本

調
査

(年
次

)
1
,7

6
0

１
２

３
１

２
３

４

学
術

情
報

基
盤

実
態

調
査

(年
次

)
6

１
２

３
１

２
３

４

学
校

給
食

栄
養

報
告

(年
次

)
2

１
２

３
１

２
３

４

学
校

給
食

実
施

状
況

等
調

査
(年

次
)

1
3

１
２

３
１

２
３

４

学
校

に
お

け
る

教
育

の
情

報
化

の
実

態
等

に
関

す
る

調
査

(年
次

)
2
4

１
２

３
１

２
３

４

児
童

生
徒

の
問

題
行

動
・
不

登
校

等
生

徒
指

導
上

の
諸

課
題

に
関

す
る

調
査

(年
次

)
5
2

１
２

３
１

２
３

４

宗
教

統
計

調
査

(年
次

)
2
1

１
２

３
１

２
３

４

体
力

・
運

動
能

力
調

査
(年

次
)

6
5
2

１
２

３
１

２
３

４

地
方

教
育

費
調

査
(年

次
)

1
5

１
２

３
１

２
３

４

民
間

企
業

の
研

究
活

動
に

関
す

る
調

査
(年

次
)

8
１

２
３

１
２

３
４

模
倣

被
害

実
態

調
査

(年
次

)
1

１
２

３
１

２
３

４

知
的

財
産

活
動

調
査

(年
次

、
３

年
ご

と
)

1
１

２
３

１
２

３
４

子
供

の
学

習
費

調
査

(２
年

ご
と

)
1
2
4

１
２

３
１

２
３

４

大
学

・
短

期
大

学
・
高

等
専

門
学

校
に

お
け

る
イ

ン
タ

ー
ン

シ
ッ

プ
実

施
状

況
等

調
査

(２
年

ご
と

)
0

１
２

３
１

２
３

４

学
校

教
員

統
計

調
査

(３
年

ご
と

)
8
6

１
２

３
１

２
３

４

社
会

教
育

調
査

(３
年

ご
と

)
4
4

１
２

３
１

２
３

４

大
学

等
に

お
け

る
フ

ル
タ

イ
ム

換
算

デ
ー

タ
に

関
す

る
調

査
(５

年
ご

と
)

2
１

２
３

１
２

３
４

体
育

・
ス

ポ
ー

ツ
施

設
現

況
調

査
(６

年
ご

と
)

1
2

１
２

３
１

２
３

４

政
府
統
計
名
（
実
施
周
期
）

新
聞

、
雑

誌
等

掲
載

記
事

件
数

(
平

成
2
4
～

2
9

年
)

問
２

　
認

知
・

利
用

の
有

無
に

あ
て

は
ま

る
番

号
を

ご
記

入
く

だ
さ

い
（

１
つ

）

問
３

 
 
問

２
で

１
、

２
の

場
合

、
以

下
の

観
点

ご
と

に
満

足
度

を
ご

記
入

く
だ

さ
い

問
４

　
問

２
で

２
の

場
合

、
利

用
し

な
い

理
由

に
あ

て
は

ま
る

番
号

を
ご

記
入

く
だ

さ
い

（
い

く
つ

で
も

）

問
５

　
問

４
で

２
の

場
合

、
具

体
的

に
想

定
さ

れ
る

「
別

の
政

府
統

計
（

業
務

統
計

）
・

民
間

統
計

」
の

名
称

を
お

書
き

く
だ

さ
い

（
５

点
満

点
）

 ５
満

足
 ４

や
や

満
足

 ３
ど

ち
ら

で
も

な
い

 ２
や

や
不

満
　

１
不

満

（
問

２
が

２
の

場
合

は
分

か
る

範
囲

で
結

構
で

す
）

統 計 の 品 質 （ 問 2 の 各

観 点 の い ず れ か ） に 問

題 が あ る か ら

代 替 と な る 別 の 政 府 統 計

（ 業 務 統 計 ） ・ 民 間 統 計

を 利 用 し て い る か ら

当 該 分 野 の 統 計 を 利 用

す る ニ ー ズ が な い か ら

そ の 他
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Ⅱ
－

（
５

）
建

設
・
不

動
産

利 用 し て い る

存 在 は 知 っ て い る が

利 用 し て い な い

統 計 の 存 在 を 知 ら な

い
総 合 満 足 度

調 査 の 対 象 範 囲 （ 業

種 ・ 企 業 規 模 等 ）

調 査 項 目

統 計 の 精 度

調 査 周 期 （ 頻 度 ）

公 表 ま で の 期 間

デ ー タ の 提 供 方 法

建
築

着
工

統
計

調
査

(月
次

)
1
,9

3
7

１
２

３
１

２
３

４

建
設

工
事

統
計

調
査

(月
次

、
年

次
)

1
,7

5
6

１
２

３
１

２
３

４

建
設

関
連

業
等

の
動

態
調

査
(月

次
)

4
１

２
３

１
２

３
４

建
設

労
働

需
給

調
査

(月
次

)
5
7
2

１
２

３
１

２
３

４

主
要

建
設

資
材

需
給

・
価

格
動

向
調

査
(月

次
)

9
5

１
２

３
１

２
３

４

建
築

物
リ

フ
ォ

ー
ム

・
リ

ニ
ュ

ー
ア

ル
調

査
(半

年
ご

と
)

8
1

１
２

３
１

２
３

４

建
設

業
活

動
実

態
調

査
(年

次
)

5
3

１
２

３
１

２
３

４

住
宅

市
場

動
向

調
査

(年
次

)
8
5

１
２

３
１

２
３

４

土
地

動
態

調
査

(年
次

)
4

１
２

３
１

２
３

４

土
地

保
有

移
動

調
査

(年
次

)
3

１
２

３
１

２
３

４

建
設

資
材

・
労

働
力

需
要

実
態

調
査

(２
年

ご
と

)
7

１
２

３
１

２
３

４

建
設

機
械

動
向

調
査

(２
年

ご
と

)
0

１
２

３
１

２
３

４

建
設

業
構

造
実

態
調

査
(３

年
ご

と
)

1
1

１
２

３
１

２
３

４

住
宅

・
土

地
統

計
調

査
(５

年
ご

と
)

1
,5

0
2

１
２

３
１

２
３

４

法
人

土
地

・
建

物
基

本
調

査
(５

年
ご

と
)

6
3

１
２

３
１

２
３

４

空
家

実
態

調
査

(５
年

ご
と

)
2
5

１
２

３
１

２
３

４

住
生

活
総

合
調

査
(５

年
ご

と
)

4
4

１
２

３
１

２
３

４

マ
ン

シ
ョ

ン
総

合
調

査
(５

年
ご

と
)

9
0

１
２

３
１

２
３

４

政
府
統
計
名
（
実
施
周
期
）

新
聞

、
雑

誌
等

掲
載

記
事

件
数

(
平

成
2
4
～

2
9

年
)

問
２

　
認

知
・

利
用

の
有

無
に

あ
て

は
ま

る
番

号
を

ご
記

入
く

だ
さ

い
（

１
つ

）

問
３

 
 
問

２
で

１
、

２
の

場
合

、
以

下
の

観
点

ご
と

に
満

足
度

を
ご

記
入

く
だ

さ
い

問
４

　
問

２
で

２
の

場
合

、
利

用
し

な
い

理
由

に
あ

て
は

ま
る

番
号

を
ご

記
入

く
だ

さ
い

（
い

く
つ

で
も

）

問
５

　
問

４
で

２
の

場
合

、
具

体
的

に
想

定
さ

れ
る

「
別

の
政

府
統

計
（

業
務

統
計

）
・

民
間

統
計

」
の

名
称

を
お

書
き

く
だ

さ
い

（
５

点
満

点
）

 ５
満

足
 ４

や
や

満
足

 ３
ど

ち
ら

で
も

な
い

 ２
や

や
不

満
　

１
不

満

（
問

２
が

２
の

場
合

は
分

か
る

範
囲

で
結

構
で

す
）

統 計 の 品 質 （ 問 2 の 各

観 点 の い ず れ か ） に 問

題 が あ る か ら

代 替 と な る 別 の 政 府 統 計

（ 業 務 統 計 ） ・ 民 間 統 計

を 利 用 し て い る か ら

当 該 分 野 の 統 計 を 利 用

す る ニ ー ズ が な い か ら

そ の 他
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Ⅱ
－

（
６

）
運

輸
・
通

信

利 用 し て い る

存 在 は 知 っ て い る が

利 用 し て い な い

統 計 の 存 在 を 知 ら な

い
総 合 満 足 度

調 査 の 対 象 範 囲 （ 業

種 ・ 企 業 規 模 等 ）

調 査 項 目

統 計 の 精 度

調 査 周 期 （ 頻 度 ）

公 表 ま で の 期 間

デ ー タ の 提 供 方 法

港
湾

調
査

(月
次

、
年

次
)

1
4
6

１
２

３
１

２
３

４

自
動

車
輸

送
統

計
調

査
(月

次
)

5
１

２
３

１
２

３
４

内
航

船
舶

輸
送

統
計

調
査

(月
次

、
年

次
)

0
１

２
３

１
２

３
４

航
空

輸
送

統
計

調
査

(月
次

)
8

１
２

３
１

２
３

４

鉄
道

輸
送

統
計

調
査

(月
次

、
年

次
)

2
2

１
２

３
１

２
３

４

通
信

・
放

送
産

業
動

態
調

査
(四

半
期

)
1
0

１
２

３
１

２
３

４

船
員

労
働

統
計

調
査

(年
次

)
0

１
２

３
１

２
３

４

通
信

利
用

動
向

調
査

(年
次

)
2
2
7

１
２

３
１

２
３

４

情
報

処
理

実
態

調
査

(年
次

)
1
0

１
２

３
１

２
３

４

国
際

航
空

旅
客

動
態

調
査

(年
次

)
7

１
２

３
１

２
３

４

船
員

異
動

状
況

調
査

(年
次

)
0

１
２

３
１

２
３

４

旅
客

県
間

流
動

調
査

(年
次

)
0

１
２

３
１

２
３

４

情
報

通
信

業
基

本
調

査
(年

次
)

2
4

１
２

３
１

２
３

４

航
空

貨
物

動
態

調
査

(２
年

ご
と

)
1

１
２

３
１

２
３

４

航
空

旅
客

動
態

調
査

(２
年

ご
と

)
1
5

１
２

３
１

２
３

４

国
際

航
空

貨
物

動
態

調
査

(２
年

ご
と

)
1

１
２

３
１

２
３

４

幹
線

旅
客

流
動

実
態

調
査

(５
年

ご
と

)
1
8

１
２

３
１

２
３

４

全
国

貨
物

純
流

動
調

査
(５

年
ご

と
)

8
１

２
３

１
２

３
４

全
国

道
路

・
街

路
交

通
情

勢
調

査
(５

年
ご

と
)

1
5
8

１
２

３
１

２
３

４

政
府
統
計
名
（
実
施
周
期
）

新
聞

、
雑

誌
等

掲
載

記
事

件
数

(
平

成
2
4
～

2
9

年
)

問
２

　
認

知
・

利
用

の
有

無
に

あ
て

は
ま

る
番

号
を

ご
記

入
く

だ
さ

い
（

１
つ

）

問
３

 
 
問

２
で

１
、

２
の

場
合

、
以

下
の

観
点

ご
と

に
満

足
度

を
ご

記
入

く
だ

さ
い

問
４

　
問

２
で

２
の

場
合

、
利

用
し

な
い

理
由

に
あ

て
は

ま
る

番
号

を
ご

記
入

く
だ

さ
い

（
い

く
つ

で
も

）

問
５

　
問

４
で

２
の

場
合

、
具

体
的

に
想

定
さ

れ
る

「
別

の
政

府
統

計
（

業
務

統
計

）
・

民
間

統
計

」
の

名
称

を
お

書
き

く
だ

さ
い

（
５

点
満

点
）

 ５
満

足
 ４

や
や

満
足

 ３
ど

ち
ら

で
も

な
い

 ２
や

や
不

満
　

１
不

満

（
問

２
が

２
の

場
合

は
分

か
る

範
囲

で
結

構
で

す
）

統 計 の 品 質 （ 問 2 の 各

観 点 の い ず れ か ） に 問

題 が あ る か ら

代 替 と な る 別 の 政 府 統 計

（ 業 務 統 計 ） ・ 民 間 統 計

を 利 用 し て い る か ら

当 該 分 野 の 統 計 を 利 用

す る ニ ー ズ が な い か ら

そ の 他
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Ⅱ
－

（
６

）
運

輸
・
通

信

利 用 し て い る

存 在 は 知 っ て い る が

利 用 し て い な い

統 計 の 存 在 を 知 ら な

い
総 合 満 足 度

調 査 の 対 象 範 囲 （ 業

種 ・ 企 業 規 模 等 ）

調 査 項 目

統 計 の 精 度

調 査 周 期 （ 頻 度 ）

公 表 ま で の 期 間

デ ー タ の 提 供 方 法

政
府
統
計
名
（
実
施
周
期
）

新
聞

、
雑

誌
等

掲
載

記
事

件
数

(
平

成
2
4
～

2
9

年
)

問
２

　
認

知
・

利
用

の
有

無
に

あ
て

は
ま

る
番

号
を

ご
記

入
く

だ
さ

い
（

１
つ

）

問
３

 
 
問

２
で

１
、

２
の

場
合

、
以

下
の

観
点

ご
と

に
満

足
度

を
ご

記
入

く
だ

さ
い

問
４

　
問

２
で

２
の

場
合

、
利

用
し

な
い

理
由

に
あ

て
は

ま
る

番
号

を
ご

記
入

く
だ

さ
い

（
い

く
つ

で
も

）

問
５

　
問

４
で

２
の

場
合

、
具

体
的

に
想

定
さ

れ
る

「
別

の
政

府
統

計
（

業
務

統
計

）
・

民
間

統
計

」
の

名
称

を
お

書
き

く
だ

さ
い

（
５

点
満

点
）

 ５
満

足
 ４

や
や

満
足

 ３
ど

ち
ら

で
も

な
い

 ２
や

や
不

満
　

１
不

満

（
問

２
が

２
の

場
合

は
分

か
る

範
囲

で
結

構
で

す
）

統 計 の 品 質 （ 問 2 の 各

観 点 の い ず れ か ） に 問

題 が あ る か ら

代 替 と な る 別 の 政 府 統 計

（ 業 務 統 計 ） ・ 民 間 統 計

を 利 用 し て い る か ら

当 該 分 野 の 統 計 を 利 用

す る ニ ー ズ が な い か ら

そ の 他

全
国

都
市

交
通

特
性

調
査

(５
年

ご
と

)
1
2

１
２

３
１

２
３

４

全
国

輸
出

入
コ

ン
テ

ナ
貨

物
流

動
調

査
(５

年
ご

と
)

1
2

１
２

３
１

２
３

４

大
都

市
交

通
セ

ン
サ

ス
(５

年
ご

と
)

2
5

１
２

３
１

２
３

４

バ
ル

ク
貨

物
流

動
調

査
(５

年
ご

と
)

0
１

２
３

１
２

３
４

ユ
ニ

ッ
ト

ロ
ー

ド
貨

物
流

動
調

査
(５

年
ご

と
)

0
１

２
３

１
２

３
４

近
畿

圏
物

資
流

動
調

査
(1

0
年

ご
と

)
4

１
２

３
１

２
３

４

中
京

都
市

圏
物

資
流

動
調

査
(1

0
年

ご
と

)
1

１
２

３
１

２
３

４

東
京

都
市

圏
物

資
流

動
調

査
(1

0
年

ご
と

)
1
6

１
２

３
１

２
３

４

パ
ー

ソ
ン

ト
リ

ッ
プ

調
査

(1
0
年

ご
と

)
1
5
5

１
２

３
１

２
３

４

貸
切

バ
ス

の
安

全
確

保
を

推
進

す
る

た
め

の
ア

ン
ケ

ー
ト

調
査

(１
回

限
り

)
0

１
２

３
１

２
３

４
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Ⅱ
－

（
７

）
農

林
水

産

利 用 し て い る

存 在 は 知 っ て い る が

利 用 し て い な い

統 計 の 存 在 を 知 ら な

い
総 合 満 足 度

調 査 の 対 象 範 囲 （ 業

種 ・ 企 業 規 模 等 ）

調 査 項 目

統 計 の 精 度

調 査 周 期 （ 頻 度 ）

公 表 ま で の 期 間

デ ー タ の 提 供 方 法

牛
乳

乳
製

品
統

計
調

査
(月

次
、

年
次

)
4

１
２

３
１

２
３

４

木
材

統
計

調
査

(月
次

、
年

次
)

6
１

２
３

１
２

３
４

農
業

経
営

統
計

調
査

(月
次

、
年

次
)

6
9

１
２

３
１

２
３

４

生
産

者
の

米
穀

在
庫

等
調

査
(月

次
)

0
１

２
３

１
２

３
４

農
業

物
価

統
計

調
査

(月
次

)
7

１
２

３
１

２
３

４

海
面

漁
業

生
産

統
計

調
査

(半
年

ご
と

、
年

次
)

2
3

１
２

３
１

２
３

４

作
物

統
計

調
査

(年
次

、
年

３
回

、
随

時
)

1
3

１
２

３
１

２
３

４

花
き

産
業

振
興

総
合

調
査

(年
次

、
不

定
期

（
お

お
む

ね
３

年
ご

と
）
)

1
１

２
３

１
２

３
４

漁
業

経
営

調
査

(年
次

)
2
1

１
２

３
１

２
３

４

漁
業

就
業

動
向

調
査

(年
次

)
1
6

１
２

３
１

２
３

４

集
落

営
農

実
態

調
査

(年
次

)
6
0

１
２

３
１

２
３

４

新
規

就
農

者
調

査
(年

次
)

2
0

１
２

３
１

２
３

４

森
林

組
合

一
斉

調
査

(年
次

)
1

１
２

３
１

２
３

４

畜
産

統
計

調
査

(年
次

)
6

１
２

３
１

２
３

４

特
定

作
物

統
計

調
査

(年
次

)
2

１
２

３
１

２
３

４

土
壌

改
良

資
材

の
生

産
量

及
び

輸
入

量
調

査
(年

次
)

0
１

２
３

１
２

３
４

内
水

面
漁

業
生

産
統

計
調

査
(年

次
)

4
１

２
３

１
２

３
４

農
業

協
同

組
合

及
び

同
連

合
会

一
斉

調
査

(年
次

、
２

年
ご

と
)

1
１

２
３

１
２

３
４

農
業

構
造

動
態

調
査

(年
次

)
7
1

１
２

３
１

２
３

４

政
府
統
計
名
（
実
施
周
期
）

新
聞

、
雑

誌
等

掲
載

記
事

件
数

(
平

成
2
4
～

2
9

年
)

問
２

　
認

知
・

利
用

の
有

無
に

あ
て

は
ま

る
番

号
を

ご
記

入
く

だ
さ

い
（

１
つ

）

問
３

 
 
問

２
で

１
、

２
の

場
合

、
以

下
の

観
点

ご
と

に
満

足
度

を
ご

記
入

く
だ

さ
い

問
４

　
問

２
で

２
の

場
合

、
利

用
し

な
い

理
由

に
あ

て
は

ま
る

番
号

を
ご

記
入

く
だ

さ
い

（
い

く
つ

で
も

）

問
５

　
問

４
で

２
の

場
合

、
具

体
的

に
想

定
さ

れ
る

「
別

の
政

府
統

計
（

業
務

統
計

）
・

民
間

統
計

」
の

名
称

を
お

書
き

く
だ

さ
い

（
５

点
満

点
）

 ５
満

足
 ４

や
や

満
足

 ３
ど

ち
ら

で
も

な
い

 ２
や

や
不

満
　

１
不

満

（
問

２
が

２
の

場
合

は
分

か
る

範
囲

で
結

構
で

す
）

統 計 の 品 質 （ 問 2 の 各

観 点 の い ず れ か ） に 問

題 が あ る か ら

代 替 と な る 別 の 政 府 統 計

（ 業 務 統 計 ） ・ 民 間 統 計

を 利 用 し て い る か ら

当 該 分 野 の 統 計 を 利 用

す る ニ ー ズ が な い か ら

そ の 他
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Ⅱ
－

（
７

）
農

林
水

産

利 用 し て い る

存 在 は 知 っ て い る が

利 用 し て い な い

統 計 の 存 在 を 知 ら な

い
総 合 満 足 度

調 査 の 対 象 範 囲 （ 業

種 ・ 企 業 規 模 等 ）

調 査 項 目

統 計 の 精 度

調 査 周 期 （ 頻 度 ）

公 表 ま で の 期 間

デ ー タ の 提 供 方 法

政
府
統
計
名
（
実
施
周
期
）

新
聞

、
雑

誌
等

掲
載

記
事

件
数

(
平

成
2
4
～

2
9

年
)

問
２

　
認

知
・

利
用

の
有

無
に

あ
て

は
ま

る
番

号
を

ご
記

入
く

だ
さ

い
（

１
つ

）

問
３

 
 
問

２
で

１
、

２
の

場
合

、
以

下
の

観
点

ご
と

に
満

足
度

を
ご

記
入

く
だ

さ
い

問
４

　
問

２
で

２
の

場
合

、
利

用
し

な
い

理
由

に
あ

て
は

ま
る

番
号

を
ご

記
入

く
だ

さ
い

（
い

く
つ

で
も

）

問
５

　
問

４
で

２
の

場
合

、
具

体
的

に
想

定
さ

れ
る

「
別

の
政

府
統

計
（

業
務

統
計

）
・

民
間

統
計

」
の

名
称

を
お

書
き

く
だ

さ
い

（
５

点
満

点
）

 ５
満

足
 ４

や
や

満
足

 ３
ど

ち
ら

で
も

な
い

 ２
や

や
不

満
　

１
不

満

（
問

２
が

２
の

場
合

は
分

か
る

範
囲

で
結

構
で

す
）

統 計 の 品 質 （ 問 2 の 各

観 点 の い ず れ か ） に 問

題 が あ る か ら

代 替 と な る 別 の 政 府 統 計

（ 業 務 統 計 ） ・ 民 間 統 計

を 利 用 し て い る か ら

当 該 分 野 の 統 計 を 利 用

す る ニ ー ズ が な い か ら

そ の 他

農
道

整
備

状
況

調
査

(年
次

)
0

１
２

３
１

２
３

４

６
次

産
業

化
総

合
調

査
(年

次
)

3
3

１
２

３
１

２
３

４

特
用

林
産

物
生

産
統

計
調

査
(年

次
)

8
１

２
３

１
２

３
４

地
域

特
産

野
菜

生
産

状
況

調
査

(２
年

ご
と

)
1
4

１
２

３
１

２
３

４

都
道

府
県

知
事

認
可

漁
業

協
同

組
合

の
職

員
に

関
す

る
一

斉
調

査
(２

年
ご

と
)

0
１

２
３

１
２

３
４

農
林

業
セ

ン
サ

ス
(５

年
ご

と
)

1
,4

5
8

１
２

３
１

２
３

４

漁
業

セ
ン

サ
ス

(５
年

ご
と

)
2
5
3

１
２

３
１

２
３

４

水
産

加
工

業
経

営
実

態
調

査
(お

お
む

ね
５

年
ご

と
)

0
１

２
３

１
２

３
４
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Ⅱ
－

（
８

）
生

活
・
環

境
・
エ

ネ
ル

ギ
ー

利 用 し て い る

存 在 は 知 っ て い る が

利 用 し て い な い

統 計 の 存 在 を 知 ら な

い
総 合 満 足 度

調 査 の 対 象 範 囲 （ 業

種 ・ 企 業 規 模 等 ）

調 査 項 目

統 計 の 精 度

調 査 周 期 （ 頻 度 ）

公 表 ま で の 期 間

デ ー タ の 提 供 方 法

国
民

生
活

基
礎

調
査

(年
次

、
３

年
ご

と
)

2
,1

4
7

１
２

３
１

２
３

４

社
会

生
活

基
本

調
査

(５
年

ご
と

)
5
7
0

１
２

３
１

２
３

４

青
少

年
の

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
利

用
環

境
実

態
調

査
(年

次
)

6
7

１
２

３
１

２
３

４

消
費

生
活

協
同

組
合

（
連

合
会

）
実

態
調

査
(年

次
)

0
１

２
３

１
２

３
４

中
高

年
者

縦
断

調
査

(年
次

)
8

１
２

３
１

２
３

４

2
1
世

紀
出

生
児

縦
断

調
査

(年
次

)
1
6
2

１
２

３
１

２
３

４

2
1
世

紀
成

年
者

縦
断

調
査

（
国

民
の

生
活

に
関

す
る

継
続

調
査

）
(年

次
)

4
9

１
２

３
１

２
３

４

子
ど

も
を

守
る

地
域

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

等
調

査
(５

年
ご

と
）

0
１

２
３

１
２

３
４

中
国

残
留

邦
人

等
実

態
調

査
(不

定
期

)
1

１
２

３
１

２
３

４

家
庭

の
生

活
実

態
及

び
生

活
意

識
に

関
す

る
調

査
(１

回
限

り
)

1
１

２
３

１
２

３
４

市
民

の
社

会
貢

献
に

関
す

る
実

態
調

査
(３

年
ご

と
)

7
１

２
３

１
２

３
４

男
女

間
に

お
け

る
暴

力
に

関
す

る
調

査
(３

年
ご

と
)

6
3

１
２

３
１

２
３

４

環
境

に
や

さ
し

い
企

業
行

動
調

査
(年

次
)

8
１

２
３

１
２

３
４

環
境

保
健

サ
ー

ベ
イ

ラ
ン

ス
調

査
(年

次
)

1
１

２
３

１
２

３
４

産
業

廃
棄

物
排

出
・
処

理
状

況
調

査
(年

次
)

1
１

２
３

１
２

３
４

食
品

廃
棄

物
等

の
発

生
抑

制
及

び
再

生
利

用
の

促
進

の
取

組
に

係
る

実
態

調
査

(年
次

)
0

１
２

３
１

２
３

４

水
質

汚
濁

物
質

排
出

量
総

合
調

査
(２

年
ご

と
)

0
１

２
３

１
２

３
４

大
気

汚
染

物
質

排
出

量
総

合
調

査
(３

年
ご

と
)

2
１

２
３

１
２

３
４

産
業

廃
棄

物
等

か
ら

の
水

銀
回

収
等

に
関

す
る

調
査

(１
回

限
り

)
0

１
２

３
１

２
３

４

政
府
統
計
名
（
実
施
周
期
）

新
聞

、
雑

誌
等

掲
載

記
事

件
数

(
平

成
2
4
～

2
9

年
)

問
２

　
認

知
・

利
用

の
有

無
に

あ
て

は
ま

る
番

号
を

ご
記

入
く

だ
さ

い
（

１
つ

）

問
３

 
 
問

２
で

１
、

２
の

場
合

、
以

下
の

観
点

ご
と

に
満

足
度

を
ご

記
入

く
だ

さ
い

問
４

　
問

２
で

２
の

場
合

、
利

用
し

な
い

理
由

に
あ

て
は

ま
る

番
号

を
ご

記
入

く
だ

さ
い

（
い

く
つ

で
も

）

問
５

　
問

４
で

２
の

場
合

、
具

体
的

に
想

定
さ

れ
る

「
別

の
政

府
統

計
（

業
務

統
計

）
・

民
間

統
計

」
の

名
称

を
お

書
き

く
だ

さ
い

（
５

点
満

点
）

 ５
満

足
 ４

や
や

満
足

 ３
ど

ち
ら

で
も

な
い

 ２
や

や
不

満
　

１
不

満

（
問

２
が

２
の

場
合

は
分

か
る

範
囲

で
結

構
で

す
）

統 計 の 品 質 （ 問 2 の 各

観 点 の い ず れ か ） に 問

題 が あ る か ら

代 替 と な る 別 の 政 府 統 計

（ 業 務 統 計 ） ・ 民 間 統 計

を 利 用 し て い る か ら

当 該 分 野 の 統 計 を 利 用

す る ニ ー ズ が な い か ら

そ の 他
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Ⅱ
－

（
８

）
生

活
・
環

境
・
エ

ネ
ル

ギ
ー

利 用 し て い る

存 在 は 知 っ て い る が

利 用 し て い な い

統 計 の 存 在 を 知 ら な

い
総 合 満 足 度

調 査 の 対 象 範 囲 （ 業

種 ・ 企 業 規 模 等 ）

調 査 項 目

統 計 の 精 度

調 査 周 期 （ 頻 度 ）

公 表 ま で の 期 間

デ ー タ の 提 供 方 法

政
府
統
計
名
（
実
施
周
期
）

新
聞

、
雑

誌
等

掲
載

記
事

件
数

(
平

成
2
4
～

2
9

年
)

問
２

　
認

知
・

利
用

の
有

無
に

あ
て

は
ま

る
番

号
を

ご
記

入
く

だ
さ

い
（

１
つ

）

問
３

 
 
問

２
で

１
、

２
の

場
合

、
以

下
の

観
点

ご
と

に
満

足
度

を
ご

記
入

く
だ

さ
い

問
４

　
問

２
で

２
の

場
合

、
利

用
し

な
い

理
由

に
あ

て
は

ま
る

番
号

を
ご

記
入

く
だ

さ
い

（
い

く
つ

で
も

）

問
５

　
問

４
で

２
の

場
合

、
具

体
的

に
想

定
さ

れ
る

「
別

の
政

府
統

計
（

業
務

統
計

）
・

民
間

統
計

」
の

名
称

を
お

書
き

く
だ

さ
い

（
５

点
満

点
）

 ５
満

足
 ４

や
や

満
足

 ３
ど

ち
ら

で
も

な
い

 ２
や

や
不

満
　

１
不

満

（
問

２
が

２
の

場
合

は
分

か
る

範
囲

で
結

構
で

す
）

統 計 の 品 質 （ 問 2 の 各

観 点 の い ず れ か ） に 問

題 が あ る か ら

代 替 と な る 別 の 政 府 統 計

（ 業 務 統 計 ） ・ 民 間 統 計

を 利 用 し て い る か ら

当 該 分 野 の 統 計 を 利 用

す る ニ ー ズ が な い か ら

そ の 他

木
質

バ
イ

オ
マ

ス
エ

ネ
ル

ギ
ー

利
用

動
向

調
査

(年
次

)
1
2

１
２

３
１

２
３

４

家
庭

部
門

の
C

O
2
排

出
実

態
統

計
調

査
(年

次
)

1
１

２
３

１
２

３
４

水
害

統
計

調
査

(年
次

)
3

１
２

３
１

２
３

４

エ
ネ

ル
ギ

ー
消

費
統

計
調

査
(年

次
)

7
１

２
３

１
２

３
４

ガ
ス

事
業

生
産

動
態

統
計

調
査

(月
次

、
四

半
期

)
3

１
２

３
１

２
３

４

経
済

産
業

省
特

定
業

種
石

油
等

消
費

統
計

調
査

(月
次

)
2

１
２

３
１

２
３

４

石
油

設
備

調
査

(２
年

ご
と

)
4

１
２

３
１

２
３

４

ス
ポ

ッ
ト

Ｌ
Ｎ

Ｇ
価

格
調

査
(月

次
)

4
１

２
３

１
２

３
４

石
油

輸
入

調
査

(月
次

)
0

１
２

３
１

２
３

４

自
動

車
燃

料
消

費
量

調
査

(月
次

)
1

１
２

３
１

２
３

４
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　具体的な設問は以下のとおりです。

問６ ご関心の高い政府統計を１つ以上、お選びいただき、政府統計名をご記入ください。

（いくつでもご記入ください。統計を５個程度ご記入いただけるとありがたく存じます）

問７

１ 調査の対象範囲（業種・企業規模等）

２ 調査項目

３ 統計の精度（サンプルサイズ）

４ 調査周期（頻度）

５ 公表までの期間

問８

問９

１

２

３

４

問１０

１ 調査の対象範囲（業種・企業規模等）

２ 調査項目

３ 統計の精度（サンプルサイズ）

４ 調査周期（頻度）

５ 公表までの期間

　Ⅱでご回答いただいた統計のうち、改善・拡充すべきとお考えの統計に関して、詳細にご意見をお伺いい
たします。

Ⅲ　各政府統計の改善・拡充の可能性についてお伺いします。

（１）改善・拡充すべき政府統計について

　問７～９の回答は問６で記入した統計ごとに、次ページの一覧表にご記入ください。

問６で選ばれた統計について、改善・拡充すべきとお考えのポイントを以下の選択肢からお選びください
（統計ごとに２つまで）。

問７でご回答いただいた改善・拡充すべき内容について具体的にご記入ください。

回答者の負担等をふまえると問７で示した全項目を同時に実現するのは困難です。その場合、あなた
は、どのような考え方で統計を改善・拡充すべきと考えますか。以下の選択肢から最も近いものをお選
びください（統計ごとに１つ）。

問７で選択した項目を改善することで回答者の負担が増加するならば、現状のままでやむを得な
い。

回答者の負担が増加しても、問７で選択した項目を改善すべきである。

問７を選択した項目を改善するとともに、当該統計の別の項目についての効率化・簡素化で回答
者の負担を相殺すべきである。

問７で選択した項目を改善するとともに、重要性が低い他の政府統計の効率化・簡素化で回答者
の負担の増加を相殺すべきである。

問９で３を選ばれた場合、簡素化できる余地があるとお考えになる主な項目をお選びください（統計ごと
に１つ）。
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1
2

3
4

5
1

2
3

4
1

2
3

4
5

１
２

３
４

５
１

２
３

４
１

２
３

４
５

１
２

３
４

５
１

２
３

４
１

２
３

４
５

１
２

３
４

５
１

２
３

４
１

２
３

４
５

１
２

３
４

５
１

２
３

４
１

２
３

４
５

１
２

３
４

５
１

２
３

４
１

２
３

４
５

１
２

３
４

５
１

２
３

４
１

２
３

４
５

１
２

３
４

５
１

２
３

４
１

２
３

４
５

１
２

３
４

５
１

２
３

４
１

２
３

４
５

１
２

３
４

５
１

２
３

４
１

２
３

４
５

１
２

３
４

５
１

２
３

４
１

２
３

４
５

調 査 の 対 象 範 囲

（ 業 種 ・ 企 業 規 模 等 ）

調 査 項 目

統 計 の 精 度

（ サ ン プ ル サ イ ズ ）

調 査 周 期 （ 頻 度 ）

公 表 ま で の 期 間

問
７

　
改

善
・

拡
充

す
べ

き
ポ

イ
ン

ト
と

し
て

当
て

は
ま

る
番

号
に

○
を

つ
け

て
く

だ
さ

い
（

２
つ

ま
で

）

問
８

　
改

善
・

拡
充

す
べ

き
内

容
に

つ
い

て
、

具
体

的
な

内
容

を
ご

記
入

く
だ

さ
い

問
６

　
改

善
・

拡
充

す
べ

き
政

府
統

計
名

統 計 の 精 度

（ サ ン プ ル サ イ ズ ）

調 査 周 期 （ 頻 度 ）

公 表 ま で の 期 間

問
１

０
　

簡
素

化
で

き
る

余
地

が
あ

る
主

な
項

目
と

し
て

当
て

は
ま

る
番

号
に

○
を

つ
け

て
く

だ
さ

い
（

１
つ

）

調 査 の 対 象 範 囲

（ 業 種 ・ 企 業 規 模 等 ）

調 査 項 目

回 答 者 負 担 が 増 加 す る な ら

ば 現 状 の ま ま で や む を 得 な

い
回 答 者 負 担 が 増 加 し て も 改

善 ・ 拡 充 す べ き

同 一 統 計 の 他 の 項 目 の 効 率

化 ・ 簡 素 化 で 回 答 者 負 担 を

相 殺 す る

他 の 政 府 統 計 の 効 率 化 ・ 簡

素 化 で 回 答 者 負 担 を 相 殺 す

る

問
９

　
回

答
者

の
負

担
も

ふ
ま

え
た

改
善

・
拡

充
の

考
え

方
に

つ
い

て
当

て
は

ま
る

番
号

に
○

を
つ

け
て

く
だ

さ
い

（
１

つ
）
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問１１

1

2

3

4

　具体的な設問は以下のとおりです。

問１２

（いくつでもご記入ください。統計を５個程度ご記入いただけるとありがたく存じます）

問１３

１

２

３

問１４

１ 調査の対象範囲（業種・企業規模等）

２ 調査項目

３ 統計の精度（サンプルサイズ）

４ 調査周期（頻度）

５ 公表までの期間

Ⅳ　各政府統計の効率化・簡素化の可能性についてお伺いします。

（１）回答者負担の増加に対する政府統計全体としての対処策

　Ⅱでご回答いただいた統計のうち、効率化・簡素化するのもやむを得ないとお考えの統計に関して、詳細
にご意見をお伺いいたします。

問１２で選んだ統計について、効率化・簡素化を図る具体的な方策について、あなたのお考えに最も近
いものをお答えください（統計ごとに１つ）。

　問１３～１４の回答は問１２で記入した統計ごとに、次ページの一覧表にご記入ください。

統計の改善・拡充による回答者の負担の増加に対応した、政府統計全体としての対処策について、あなたのお考
えに最も近いものを以下の選択肢からお選びください（１つ）。

　Ⅲで改善・拡充すべき政府統計について、ご意見をいただきました。統計委員会では、統計作成各府省と
も協力し、回答者の負担が増加しないように最大限努めていく所存です。
　他方で、ユーザー・ニーズに対応して統計の改善を図ると、企業や世帯など回答者の負担が一定程度増加
することが避けられません。以下では、回答者負担等をふまえ、政府統計を効率化・簡素化することについ
てご意見をお伺いします。

すべての政府統計において必要性の低い調査項目を削減するなど、薄く広く政府統計の効率化・簡素化を
進め、回答者負担の増加を抑制すべきである。

政府統計のなかから利用度の低い統計を選定し、統計の廃止、調査項目や調査サンプル数の削減などの
効率化・簡素化を進め、回答者負担の増加を抑制すべきである。

オンライン調査の拡充、回答者が記入しやすい調査票の設計、行政記録情報や民間保有データの活用な
どを進め、回答者負担の増加を抑制すべきである。

統計の改善・拡充の結果生じる回答者負担の増加は、それによる統計の利便性向上よりも小さい。こうした
点をもっと広報して、回答者の理解を得るべきである。

（２）効率化・簡素化することもやむを得ない政府統計

効率化・簡素化するのもやむを得ないと考えられる政府統計をお選びいただき、政府統計名をご記入く
ださい。

当該政府統計は作成を続けるものの、統計の効率化・簡素化など、負担を軽減する措置を講じる
べきである。

その他

問１３で２を選ばれた場合、効率化・簡素化すべきとお考えとなる項目をお選びください（統計ごとに２つ
まで）。

当該政府統計は利用度が低い、あるいは代替の統計があることから、廃止するのもやむを得な
い。
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1
2

3
1

2
3

4
5

１
２

３
１

２
３

４
５

１
２

３
１

２
３

４
５

１
２

３
１

２
３

４
５

１
２

３
１

２
３

４
５

１
２

３
１

２
３

４
５

１
２

３
１

２
３

４
５

１
２

３
１

２
３

４
５

１
２

３
１

２
３

４
５

１
２

３
１

２
３

４
５

１
２

３
１

２
３

４
５

（
３
）
政
府
統
計
の
改
善
・
充
実
な
ら
び
に
効
率
化
・
簡
素
化
に
関
す
る
自
由
意
見

問
１
５
政
府
統
計
の
改
善
・
充
実
な
ら
び
に
効
率
化
・
簡
素
化
に
つ
い
て
、
あ
な
た
の
ご
意
見
が
あ
れ
ば
自
由
に
ご
記
入
く
だ
さ
い
（
自
由
記
入
）
。

研
究
者
、
シ
ン
ク
タ
ン
ク
、
エ
コ
ノ
ミ
ス
ト
の
皆
様
へ
の
質
問
は
以
上
で
す
。
ご
協
力
あ
り
が
と
う
ご
ざ
い
ま
し
た
。

業
界
団
体
の
方
は
、
引
き
続
き
、
次
の
質
問
に
お
答
え
く
だ
さ
い
。

公 表 ま で の 期 間

問
１

３
　

効
率

化
・

簡
素

化
を

図
る

具
体

的
な

方
策

と
し

て
当

て
は

ま
る

番
号

番
号

に
○

つ
け

て
く

だ
さ

い
（

１
つ

） 当 該 政 府 統 計 は 利 用 度

が 低 い 、 あ る い は 代 替

の 統 計 が あ る こ と か

ら 、 廃 止 す る の も や む

を 得 な い 。

当 該 政 府 統 計 は 作 成 を

続 け る も の の 、 統 計 の

効 率 化 ・ 簡 素 化 な ど 、

負 担 を 軽 減 す る 措 置 を

講 じ る べ き で あ る 。

そ の 他

調 査 の 対 象 範 囲

（ 業 種 ・ 企 業 規 模 等 ）問
１

４
　

効
率

化
・

簡
素

化
す

べ
き

と
お

考
え

に
な

る
項

目
と

し
て

当
て

は
ま

る
番

号
に

○
つ

け
て

く
だ

さ
い

（
２

つ
ま

で
）

→
「
３
そ
の
他
」
の
場
合
、
具
体
的
な
方
策
を
ご
記
入

　
く
だ
さ
い

問
１

２
　

効
率

化
・

簡
素

化
す

る
の

も
や

む
を

え
な

い
政

府
統

計
名

調 査 項 目

統 計 の 精 度

（ サ ン プ ル サ イ ズ ）

調 査 周 期 （ 頻 度 ）
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問１６

――

※

http://
※ ホームページがない場合は、関連資料を同封してご提供いただけますと幸いです。

問１７

問１８

1 業務上で収集したデータを集計して作成

2 統計作成のために別途調査を実施

ア）メール等により調査票を配布して調査

イ）会報等の配布にあわせて調査票を配布して調査

ウ）郵送により調査票を配布して調査

問１９

1 条件があえば一元化してもよい（政府統計を廃止し、貴団体の統計に統合する）

2 条件があえば一元化してもよい（貴法人・団体の統計を廃止し、政府統計に統合する）

3 条件があえば、政府統計と共同で実施してもよい

4 一元化・共同実施等の連携は難しい

問２０

1 調査対象（会員企業以外への調査票の配布回収はできないなど）

2 調査項目（貴法人に必要な項目は廃止できない、貴法人・団体に不要な項目は調査できないなど）

3 配布回収方法（現在電子メールで行っているので、郵送は実務的に困難など）

4 回答の審査（チェック）方法

5 集計方法

6 個票データ（統計作成後も貴法人内において個票データを利用できる必要があるなど）

7 その他

問２１

質問は以上です。ご協力ありがとうございました。

自ら調査し作成されている統計、業務資料を集計し作成されている統計を対象としてお伺いします。既存の統計を独自に組み
換えたり又は組み合わせる等により作成されている統計、各種統計を収録した統計年鑑、総合統計書等は除いてご回答くだ
さい。

政府統計との連携の可能性について、貴法人・団体のお考えに最も近いものに○をつけてください（１つ）。

連携する場合の条件について、貴法人・団体が重要と考えるものに○をつけてください（いくつでも）。

Ⅴ　貴法人・団体が作成する統計についてお伺いします（業界団体の方のみにお伺いします）

貴法人・団体では独自の統計を作成されていますか。されている場合にはその名称をご記入ください（主なもの１
つ）。

政府統計との連携に関してご意見がありましたらご記入ください。

統計の名称

統計の概要（調査対象、調査事項、調査周期、調査方法等）がわかるホームページのURLをご教示
ください。

問１６の統計と内容（調査対象、調査項目）が重複している政府統計がありましたら、その名称をご記入ください
（いくつでも）。

統計の名称

問１６の統計の作成方法について当てはまるものに○をつけてください（主なもの１つ）。

参考3-23



 






































































































































































	報告書（本編）
	報告書（参考資料）



